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補足1 

格納容器圧力逃がし装置の漏えいに対する考慮について 

 

1. 設計条件 

格納容器圧力逃がし装置を構成する容器，配管等に使用する材料については，ステン

レス鋼，炭素鋼を使用しており，想定される重大事故等が発生した場合における温度，

放射線，荷重及びその他の使用条件においてその機能が発揮できるよう，構造設計を行

っている。また，炭素鋼配管外面には防錆のため塗装を施し，特に屋外に敷設される配

管の外面については，海塩粒子の付着による腐食防止の観点から，ウレタン系等の防食

塗装を行う。 

表1に主要な設計条件を，図1に材質範囲を示す。 

 

表 1 格納容器圧力逃がし装置設備の主要設計条件 

最高使用圧力 

620kPa［gage］ 

（ラプチャーディスク（フィルタ装置出口側）まで） 

250kPa［gage］ 

（ラプチャーディスク（フィルタ装置出口側）以降） 

最高使用温度 200℃ 

機器クラス 重大事故等クラス２ 

耐震クラス 基準地震動Ｓs にて機能維持 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3－1 格納容器圧力逃がし装置 系統概要図 図 1.3－1 格納容器圧力逃がし装置 系統概要図 
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2. 設計上の考慮事項 

スクラバ水と接液する各部位及びその影響を受ける各部位については，スクラバ水の

性状（高アルカリ性）と重大事故等時に原子炉格納容器より放出される放射性物質を捕

集・保持すること（高線量）を考慮して，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005

年版（2007年追補版含む）））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007（以下「設計・建設規

格」という。）のクラス２機器設計による頑健性に加え，漏えい対策として設計上の考

慮事項を設けている。 

具体的な設計上の考慮事項を表2に示す。 

 

表 2 各部位の設計上の考慮事項 

部位 設計考慮内容 

フィルタ装置 ・ 溶接部は発電用原子力設備規格（溶接規格）ＪＳＭＥ Ｓ ＮＢ１

-2001（以下「溶接規格」という。）に基づき非破壊検査を実施し，

欠陥がないことを確認する。 

・ スクラバ水が高アルカリ性（pH 以上）であること，重大事故等に

おけるベント時にはスクラバ水が高温（～200℃）となることを考慮

し，耐食性に優れたステンレス鋼を採用することで，健全性を確保

する。 

・ マンホールのフランジ部は，適切なガスケットを使用し，ボルトの

締め付け管理により，漏えい防止を図る（表3）。 

よう素フィルタ ・ 溶接部は溶接規格に基づき非破壊検査を実施し，欠陥がないことを

確認する。 

・ 重大事故等におけるベント時には高温（～200℃）蒸気が流入するこ

とを考慮し，耐食性に優れたステンレス鋼を採用することで，健全

性を確保する。 

・ マンホールのフランジ部は，適切なガスケットを使用し，ボルトの

締め付け管理により，漏えい防止を図る（表3）。 

配管・弁 ・ 容器，配管，弁の接続部のうち溶接構造としている箇所について，

溶接部は溶接規格に基づき非破壊検査を実施し，欠陥がないことを

確認する。 

・ フランジ接続部は，適切なガスケットを使用し，ボルトの締め付け

管理により，漏えい防止を図る（表3）。 

・ 接液部は，スクラバ水が高アルカリ性（pH 以上）であること，重

大事故等におけるベント時にはスクラバ水が高温（～200℃）となる

こと及び高温（～200℃）蒸気が流入することを考慮し，耐食性に優

れたステンレス鋼を採用することで，健全性を確保する。 
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表 3 主なガスケット類の使用箇所 

ガスケット類の使用部位 ガスケット類の材質 

フィルタ装置フランジ部 

よう素フィルタフランジ部 

ドレン設備フランジ部 

給水設備フランジ部 

ガスケット内外輪：ステンレス製 

フィラー材：膨張黒鉛製 

上記フランジ部以外の接続部 膨張黒鉛製 

 

以上のとおり，格納容器圧力逃がし装置の各設備については，スクラバ水の漏えいを

防止する対策を実施するが，万一スクラバ水がフィルタベント遮蔽壁内に漏えいした場

合でも，漏えいを検出し，漏えい水を移送できるよう，排水設備を設置するとともに，

フィルタベント遮蔽壁の想定水没部を防水処理することで，汚染の拡大防止を図る計画

としている。 

 

3. 漏えい対策 

格納容器圧力逃がし装置の各設備については，スクラバ水の性状（高アルカリ性）と

重大事故等時に放出される放射性物質の捕捉・保持（汚染水の貯蔵）を達成するよう，

構造材には耐食性に優れた材料を選定し，重大事故等時の使用環境条件及び基準地震動

Ｓｓに対して機能維持するような，構造設計としている。また，フィルタ装置内のスク

ラバ水はドレン移送ポンプによりサプレッションチェンバ等に移送することとなるが，

これらの設備についても漏えいし難い構造としている。 

図2に排水設備の構成，表4に各部位の設計上の考慮事項，図3にドレン移送ポンプの構

造を示す。 
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表 4 各部位の設計上の考慮事項 

部位 設計考慮内容 

ドレン移送ポンプ 

（キャンドポンプ） 

・ 高温，高アルカリ性（pH 以上），放射線を考慮し，耐食性に優

れたステンレス鋼を採用することで，健全性を確保する。 

・ シール部に使用するガスケットについては，温度・圧力・放射線

の影響を考慮して，膨張黒鉛を採用する。 

・ 軸封部は密閉され，漏えいしない構造とする（図3）。 

配管・弁 

・ 高温，高アルカリ性（pH 以上），放射線を考慮し，耐食性に優

れたステンレス鋼を採用することで，健全性を確保する。 

・ 設計・建設規格のクラス２機器の規定を適用して設計するととも

に，基準地震動Ｓsに対して機能を維持するよう設計する。 

・ フランジ接続部には，温度・圧力・放射線の影響を考慮して，膨

張黒鉛製のガスケットを採用する。 

 

羽根車

吸込口

吐出口
ポンプケーシング

フレーム

固定子

軸受
回転子

 

図 3 ドレン移送ポンプの構造 

 

4. フィルタベント遮蔽壁の設計上の考慮 

フィルタ装置を設置するフィルタベント遮蔽壁は，鉄筋コンクリート造の構造物で地

上に設置し，基準地震動Ｓｓに対して機能維持するよう構造設計をしている。 

万一，フィルタ装置外にスクラバ水が漏えいした場合でも，漏えい検出できるようフ

ィルタ装置にフィルタ装置水位を設置する。また，樹脂系塗装等によりフィルタベント

遮蔽壁内部の想定水没部を防水処理することにより，構造的に漏えいの拡大が防止でき

る設計とする。 

なお，フィルタベント遮蔽壁の貫通部は，コーキング又は O リングにて水密化するこ

とにより，貫通部からの外部への漏えいのおそれのない設計となっている。 
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5. 漏えい時等の対応 

格納容器圧力逃がし装置の各設備については，スクラバ水の漏えいを防止する設計と

するが，万一，フィルタ装置外にスクラバ水が漏えいした場合でも，漏えい検出できる

ようフィルタ装置にフィルタ装置水位を設置する。 

フィルタベント遮蔽壁内における漏えい水は，フィルタベント遮蔽壁内のサンプへ収

集され，ドレン移送ポンプによりフィルタベント遮蔽壁外へ移送できる設計とする。移

送先はサプレッションプールとする。 

表5にドレン移送ポンプの仕様を，図4に排水設備系統概略図を，図5にフィルタベント

遮蔽壁断面図を示す。 

 

表 5 ドレン移送ポンプ仕様 

型式 キャンドポンプ 

容量 約 10m3/h 

揚程 約 50m 

台数 2 

駆動源 電動駆動（交流） 
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ンプ

ドレン移送ポンプ

フィルタ装置

付帯設備

 

図 5 フィルタベント遮蔽壁断面図 



 

 

補足2 

フィルタ装置及びよう素フィルタの各構成要素における機能について 

 

1. フィルタ装置及びよう素フィルタの機能 

フィルタ装置及びよう素フィルタは，①水スクラバ，②金属フィルタ，③よう素フィルタの3

つのセクションで構成され，その構成要素は以下のとおりである。フィルタ装置及びよう素フィ

ルタの機能模式図を第1図に示す。 

① 水スクラバ…スクラバノズル，スクラバ水，気泡細分化装置 

② 金属フィルタ…ウェブ，金属繊維焼結シート 

③ よう素フィルタ…銀ゼオライト 

注： ②と③の出口側配管に流量制限オリフィスを設ける。 

ベントガスはまず水スクラバに流入し，ベントガスに含まれるエアロゾル及び無機よう素が捕

捉され，スクラバ水に保持される。金属フィルタでは，水スクラバで捕捉できなかったエアロゾ

ルを捕捉・保持する。よう素フィルタでは，ベントガスに含まれる放射性のよう素を捕捉・保持

する。これら3つのセクションのうち，水スクラバと金属フィルタはフィルタ装置に格納され，

その下流側によう素フィルタが接続される構成となっている。 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 フィルタ装置内及びよう素フィルタ内のベントガスの流れ 
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①水スクラバの機能

水スクラバには以下の機能がある。

機能（１）・・・【エアロゾルの捕捉・保持】

水スクラバは，スクラバノズルにベントガスを通し，気泡細分化装置によりスクラバ水中の気泡を細

分化することでエアロゾルが水と接触する面積を大きくすることにより，効果的にエアロゾルをスクラ

バ水中に捕捉する。捕捉したエアロゾルをスクラバ水中に保持する。

機能（２）・・・【無機よう素の捕捉・保持】

無機よう素は，フィルタ装置内のスクラバ水に添加された薬剤と化学反応させることにより水スクラ

バで捕捉する。捕捉した無機よう素をスクラバ水中に保持する。

機能（３）・・・【崩壊熱の除去】

放射性物質から発生する熱をスクラバ水の蒸発により大気へ輸送する。

水スクラバ
（スクラバノズル，スクラバ水，気泡細分化装置）

金属フィルタ
（ウェブ，焼結シート，ウェブ）

オリフィス
（フィルタ装置出口、よう素フィルタ出口）

よう素フィルタ
（銀ゼオライト）

①水スクラバの機能（１）【エアロゾルの捕捉・保持】

水スクラバは，スクラバノズルにベントガスを通し，気泡細分化装置によりスクラバ水中の
気泡を細分化することでエアロゾルが水と接触する面積を大きくすることにより，効果的
にエアロゾルをスクラバ水中へ捕捉・保持する。

主な原理

a. スクラバ水中でのベントガスの気泡に作用す
る加速度により，ベントガス気泡中のエアロゾル

に慣性力が働き，エアロゾルがスクラバ水と接

触することで捕捉する。

b. ベントガスの気泡中のエアロゾルが重力沈
降し，エアロゾルがスクラバ水と接触することで

捕捉する。

c. ベントガスの気泡中のエアロゾルのブラウン
運動により，エアロゾルがスクラバ水と接触する

ことで捕捉する。

d. スクラバ水中でベントガス気泡中の水蒸気が

凝縮することにより，エアロゾルがスクラバ水と

接触することで捕捉する。

e. ベントガス気泡中のエアロゾルの熱泳動によ
り，エアロゾルがスクラバ水と接触することで捕

捉される。

水スクラバ
（スクラバノズル，スクラバ水，気泡細分化装置）

金属フィルタ
（ウェブ，焼結シート，ウェブ）

オリフィス
（フィルタ装置出口、よう素フィルタ出口）

よう素フィルタ
（銀ゼオライト）
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①水スクラバの機能（１）【エアロゾルの捕捉・保持】

水スクラバは，スクラバノズルにベントガスを通し，気泡細分化装置によりスクラバ水中の
気泡を細分化することでエアロゾルが水と接触する面積を大きくすることにより，効果的
にエアロゾルをスクラバ水中へ捕捉・保持する。

性能への主な影響因子

水位，水温，ガス流速，ガス温度，ガス蒸気の割合，エアロゾル粒径

設計上の考慮事項

＜エアロゾルの捕捉＞

検証試験で性能が確認されているスクラバノズル噴出部での流速を踏まえ，必要本数を決定する。

＜エアロゾルの保持＞

スクラバ水の水位が確認できるようにフィルタ装置水位を設ける。

一定期間ベントが継続できる水量を待機時から保有し，外部からの補給が可能な設計とする。また，

ベントガスに含まれる水蒸気が凝縮することにより，水位が上昇した場合には，外部へ排出可能な

設計とする。

水スクラバ
（スクラバノズル，スクラバ水，気泡細分化装置）

金属フィルタ
（ウェブ，焼結シート，ウェブ）

オリフィス
（フィルタ装置出口、よう素フィルタ出口）

よう素フィルタ
（銀ゼオライト）

①水スクラバの機能（２）【無機よう素の捕捉・保持】

無機よう素は，フィルタ装置内のスクラバ水に添加された薬剤と化学反応させることにより
水スクラバで捕捉する。有機よう素については，よう素フィルタ内の吸着材と化学反応さ
せることにより捕捉する。
スクラバ水に捕捉されたよう素と，気相中に含まれる無機よう素の割合（気液分配係数）
は，スクラバ水のpHの影響を受け，アルカリ性条件下では気液分配係数が大きいため，
スクラバ水中に捕捉されたよう素イオンが再び無機よう素となる再揮発が抑制される。

現象

水スクラバを通過する際，揮発性の高い無機よう素は，添加薬剤（水酸化ナトリウム）との化学反応

により不揮発性のよう素イオンに変化し，スクラバ水中に捕捉・保持される 。

主な原理

化学（還元）反応

3I2+6OH- → 5I-+IO3
-+3H2O

性能への主な影響因子

水位，水温，ガス流量，スクラバ水pH

設計上の考慮事項

スクラバ水に予め反応に必要な化学薬剤（水酸化ナトリウム）を添加し，通常待機とする。

水スクラバ
（スクラバノズル，スクラバ水，気泡細分化装置）

金属フィルタ
（ウェブ，焼結シート，ウェブ）

オリフィス
（フィルタ装置出口、よう素フィルタ出口）

よう素フィルタ
（銀ゼオライト）
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①水スクラバの機能（３）【残留熱の除去】

放射性物質から発生する熱をスクラバ水の蒸発により大気へ輸送する。

現象

スクラバ水中に捕捉された放射性物質の崩壊熱をスクラバ水の蒸発によって除去し，発生した蒸気

を系外へ放出することで熱を大気へ輸送する。

設計上の考慮事項

• ベントガスによるスクラバ水の蒸発や捕捉された放射性物質の崩壊熱による発熱を考慮しても，

一定期間ベントが継続できる水量を待機時から保持する。

• スクラバ水の水位が確認できるように，フィルタ装置水位を設ける。

• 水位が低下した場合においても，外部からの水の補給ができる設計とする。

水スクラバ
（スクラバノズル，スクラバ水，気泡細分化装置）

金属フィルタ
（ウェブ，焼結シート，ウェブ）

オリフィス
（フィルタ装置出口、よう素フィルタ出口）

よう素フィルタ
（銀ゼオライト）

②金属フィルタの機能

金属フィルタには以下の機能がある。

機能（１）・・・【湿分分離】

水スクラバを通過したベントガスの湿分を分離する。

機能（２）・・・【エアロゾルの捕捉】

水スクラバで捕捉されず通過したエアロゾルを捕集する。

水スクラバ
（スクラバノズル，スクラバ水，気泡細分化装置）

金属フィルタ
（ウェブ，焼結シート，ウェブ）

オリフィス
（フィルタ装置出口、よう素フィルタ出口）

よう素フィルタ
（銀ゼオライト）
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②金属フィルタの機能（１）【湿分分離】

湿分分離機構で，ベントガスに含まれる湿分を分離する。

設置目的

エアロゾル捕集を効率的におこなうため，ベント

ガスの湿分を分離する。

機構

金属フィルタは，円筒状であり，内部は3層構造
となっている。1層目には，φ30μmの金属繊維か
らなるウェブを設置し，大粒径のエアロゾルやス

クラバ水の飛沫を捕捉する。2層目には，φ2μm
の金属繊維焼結シートを設置し，小粒径のエア

ロゾルを捕捉する。3層目には，1層目と同様に
φ30μmの金属繊維からなるウェブを設置する。

金属フィルタは，スクラバノズルから5038mm上
方に128本設置する。ベントガスは，スクラバ水
を出た後，スクラバ水から生じる湿分（液滴）を

含んでいる。長時間の運転でも高い除去効率を

確保するため，ウェブで液滴を分離する。

水スクラバ
（スクラバノズル，スクラバ水，気泡細分化装置）

金属フィルタ
（ウェブ，焼結シート，ウェブ）

オリフィス
（フィルタ装置出口、よう素フィルタ出口）

よう素フィルタ
（銀ゼオライト）

②金属フィルタの機能（２）【エアロゾルの捕捉】

金属フィルタは，水スクラバで捕捉されずに通過したエアロゾルを捕捉する。

現象

エアロゾルが金属フィルタを通過することで，捕

捉される。

主な原理

a. エアロゾルに働く慣性力により，
ベントガスの流線から外れ，エアロ

ゾルが金属繊維に接触することで

捕捉する。

b. エアロゾルのブラウン運動によ
り，エアロゾルが金属繊維に接触

することで捕捉する。

c. エアロゾルが，金属繊維の隙間
に付着することで捕捉する。

性能への主な影響因子

ガス流速，エアロゾル粒径

設計上の考慮事項

金属フィルタに差圧計を設置し，監視を行う。

水スクラバ
（スクラバノズル，スクラバ水，気泡細分化装置）

金属フィルタ
（ウェブ，焼結シート，ウェブ）

オリフィス
（フィルタ装置出口、よう素フィルタ出口）

よう素フィルタ
（銀ゼオライト）
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③オリフィスの機能（１）【オリフィス（フィルタ装置出口側）】

フィルタ装置出口オリフィスは，よう素フィルタに流入する原子炉格納容器内雰囲気ガス
に適切な露点温度差を持たせるため，よう素フィルタ手前でガスを急減圧するために設置
する。

現象

飽和温度状態のベントガスはオリフィスにおける絞りにより，オリフィス下流で過熱蒸気になり，露点

温度差が大きくなる。よう素フィルタは，流入するガスの露点温度差が大きいほど，有機よう素除去

性能が向上する特性を有している。

設計上の考慮事項

オリフィスの穴径は，原子炉格納容器から原子炉建屋頂部に設置した放出口までの配管の摩擦・局

所圧損，フィルタ装置の圧損，オリフィスの圧損，よう素フィルタ及びラプチャ―ディスクの圧損を考
慮した場合，原子炉格納容器が620kPaでベントした際に，格納容器圧力逃がし装置の設計流量で
ある31.6kg/sの水蒸気が確実に排気できるよう設定する。

水スクラバ
（スクラバノズル，スクラバ水，気泡細分化装置）

金属フィルタ
（ウェブ，焼結シート，ウェブ）

オリフィス
（フィルタ装置出口、よう素フィルタ出口）

よう素フィルタ
（銀ゼオライト）

③オリフィスの機能（２）【オリフィス（よう素フィルタ出口側） 】

よう素フィルタ出口側オリフィスは，よう素フィルタにおいて原子炉格納容器雰囲気ガスと
吸着材の接触時間を適切な値に確保するために設置する。

現象

よう素フィルタ出口側へのオリフィス設置により，よう素フィルタを通過するベントガスの流量が低下

するため，吸着材とベントガスの接触時間が長くなる。よう素フィルタは，吸着材（銀ゼオライト）とベ

ントガスの接触時間が長くなるほど，有機よう素除去性能が向上する特性を有している。

設計上の考慮事項

オリフィスの穴径は，原子炉格納容器から原子炉建屋頂部に設置した放出口までの配管の摩擦・局

所圧損，フィルタ装置の圧損，オリフィスの圧損，よう素フィルタ及びラプチャ―ディスクの圧損を考
慮した場合，原子炉格納容器が620kPaでベントした際に，格納容器圧力逃がし装置の設計流量で
ある31.6kg/sの水蒸気が確実に排気できるよう設定する。

水スクラバ
（スクラバノズル，スクラバ水，気泡細分化装置）

金属フィルタ
（ウェブ，焼結シート，ウェブ）

オリフィス
（フィルタ装置出口、よう素フィルタ出口）

よう素フィルタ
（銀ゼオライト）
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③よう素フィルタの機能【よう素の捕捉】

よう素フィルタでは，ベントガス中のよう素（無機よう素及び有機よう素）を捕捉する。

現象

吸着材（銀ゼオライト）中の銀イオン（Ag+）とベン
トガス中のよう素を反応させて捕捉する。

主な原理

化学（還元）反応

性能への主な影響因子

露点温度差，接触時間

設計上の考慮事項

適切な露点温度差となるよう，フィルタ装置出口

側配管にオリフィスを設置する。

適切な接触時間となるよう，よう素フィルタ出口

側配管にオリフィスを設置する。

想定されるよう素を捕捉できるように吸着材の充

填量を設定する。

水スクラバ
（スクラバノズル，スクラバ水，気泡細分化装置）

金属フィルタ
（ウェブ，焼結シート，ウェブ）

オリフィス
（フィルタ装置出口、よう素フィルタ出口）

よう素フィルタ
（銀ゼオライト）
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補足3 

電源構成の考え方について 

1. 電源系統の構成 

  格納容器圧力逃がし装置の隔離弁及び計測設備の重大事故等時における電源構成は，

以下のとおりである。 

 

 1.1 常設代替交流電源設備 

常設代替交流電源設備として，ガスタービン機関及び発電機を搭載した第一ガスタ

ービン発電機を設置する。本設備は，中央制御室の遠隔起動操作スイッチにより起動

を可能とする。  

 

1.2 可搬型代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備として，ディーゼル機関及び発電機を搭載した電源車を配

備する。本設備は，常設代替交流電源設備から位置的分散を考慮して離れた場所に分

散して配備する。接続口は，原子炉建屋の北側及び南側に位置的分散を考慮して設置

することで，共通要因により接続することができなくならないようにする。  

 

1.3 常設代替直流電源設備 

常設代替直流電源設備として，AM用直流125V蓄電池を設置する。本設備は，重大事

故等対処設備専用の蓄電池であり，非常用直流電源設備と異なる区画及び原子炉建屋

内に設置することで位置的分散を図る。本系統は常設代替交流電源設備，可搬型代替

交流電源設備又は可搬型直流電源設備による電源の給電が開始されるまでの期間も格

納容器圧力逃がし装置の計測設備に，24時間にわたり電源を供給できる容量を有して

いる。 

 

1.4 可搬型直流電源設備 

可搬型直流電源設備として，電源車及びAM用直流125V充電器を配備し電源を給電す

る。 
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2. 電源種別ごとの電源給電範囲 

 2.1 常設代替交流電源設備による電源給電範囲 

常設代替交流電源設備により，一次隔離弁（サプレッションチェンバ側）用電磁

弁，一次隔離弁（ドライウェル側）用電磁弁，二次隔離弁，二次隔離弁バイパス弁，

非常用ガス処理系出口Uシール元弁，ベント弁操作用空気供給電動駆動弁（サプレッ

ションチェンバ側），ベント弁操作用空気供給電動駆動弁（ドライウェル側），フィル

タ装置入口弁用電磁弁，ドレン移送ポンプ（A），ドレン移送ポンプ（B），フィルタ装

置周り計測設備，フィルタ装置水素濃度，フィルタ装置出口放射線モニタ及びフィル

タ装置スクラバ水pHに給電が可能である。  

電源給電範囲を図1に，負荷一覧を表1に示す。  



補足 3－3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 常設代替交流電源設備による電源給電範囲 

（ フ ィ ル タ 装 置 ド レ ン 流 量 を 含 む ）  

（ ド レ ン タ ン ク 水 位 を 含 む ）  

（ フ ィ ル タ 装 置 ド レ ン 流 量 及 び ド レ ン タ ン ク 水 位 を 含 む ）  



補足 3－4 

表1 常設代替交流電源設備による負荷一覧 

 
負荷 

負荷容量 

（kW） 
備考 

1 一次隔離弁（サプレッションチェンバ側） 

用電磁弁 
0.073 

 

2 一次隔離弁（ドライウェル側）用電磁弁 0.073  

3 フィルタ装置入口弁用電磁弁 

（ドレンタンク水位を含む） 
0.076 

 

4 フィルタ装置出口放射線モニタ 0.096  

5 フィルタ装置周り計測設備 0.074  

6 二次隔離弁 2  

7 二次隔離弁バイパス弁 1.3  

8 非常用ガス処理系出口Uシール元弁 0.28  

9 ベント弁操作用空気供給電動駆動弁 

（サプレッションチェンバ側） 
0.28 

 

10 ベント弁操作用空気供給電動駆動弁 

（ドライウェル側） 
0.28 

 

11 フィルタ装置水素濃度 15.48  

12 フィルタ装置スクラバ水pH 4.45  

13 ドレン移送ポンプ（A） 

（フィルタ装置ドレン流量及びドレンタンク 

水位を含む） 

7.55 

 

14 ドレン移送ポンプ（B） 

（フィルタ装置ドレン流量を含む） 
7.52 

 

合 計 約40＊  

注記＊：常設代替交流電源設備の設備容量は3600kW (4500kVA)とし，負荷容量

40kWに対して必要十分な容量とする。 
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 2.2 可搬型代替交流電源設備による電源給電範囲 

可搬型代替交流電源設備により，一次隔離弁（サプレッションチェンバ側）用電磁

弁，一次隔離弁（ドライウェル側）用電磁弁，二次隔離弁，二次隔離弁バイパス弁，

非常用ガス処理系出口Uシール元弁，ベント弁操作用空気供給電動駆動弁（サプレッ

ションチェンバ側），ベント弁操作用空気供給電動駆動弁（ドライウェル側），フィル

タ装置入口弁用電磁弁，ドレン移送ポンプ（A），ドレン移送ポンプ（B），フィルタ装

置周り計測設備，フィルタ装置水素濃度，フィルタ装置出口放射線モニタ及びフィル

タ装置スクラバ水pHに給電が可能である。  

電源給電範囲を図2に，負荷一覧を表2に示す。  
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図2 可搬型代替交流電源設備による電源給電範囲 

（ フ ィ ル タ 装 置 ド レ ン 流 量 を 含 む ）  

（ ド レ ン タ ン ク 水 位 を 含 む ）  
（ フ ィ ル タ 装 置 ド レ ン 流 量 及 び ド レ ン タ ン ク 水 位 を 含 む ）  
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表2 可搬型代替交流電源設備による負荷一覧 

 
負荷 

負荷容量 

（kW） 
備考 

1 一次隔離弁（サプレッションチェンバ側）  

用電磁弁 
0.073 

 

2 一次隔離弁（ドライウェル側）用電磁弁 0.073  

3 フィルタ装置入口弁用電磁弁 

（ドレンタンク水位を含む） 
0.076 

 

4 フィルタ装置出口放射線モニタ 0.096  

5 フィルタ装置周り計測設備 0.074  

6 二次隔離弁 2  

7 二次隔離弁バイパス弁 1.3  

8 非常用ガス処理系出口Uシール元弁  0.28  

9 ベント弁操作用空気供給電動駆動弁  

（サプレッションチェンバ側） 
0.28 

 

10 ベント弁操作用空気供給電動駆動弁  

（ドライウェル側） 
0.28 

 

11 フィルタ装置水素濃度 15.48  

12 フィルタ装置スクラバ水pH 4.45  

13 ドレン移送ポンプ（A） 

（フィルタ装置ドレン流量及びドレンタンク 

水位を含む） 

7.55 

 

14 ドレン移送ポンプ（B） 

（フィルタ装置ドレン流量を含む） 
7.52 

 

合 計 約40＊  

注記＊：可搬型代替交流電源設備の設備容量は，電源車2台分の800kW(1000kVA) 

とし，負荷容量40kWに対して必要十分な容量とする。 
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2.3 常設代替直流電源設備による電源給電範囲 

常設代替直流電源設備により，一次隔離弁（サプレッションチェンバ側）用電磁

弁，一次隔離弁（ドライウェル側）用電磁弁，フィルタ装置入口弁用電磁弁，フィル

タ装置周り計測設備，フィルタ装置出口放射線モニタに給電が可能である。  

二次隔離弁，二次隔離弁バイパス弁，非常用ガス処理系出口Uシール元弁，ベント

弁操作用空気供給電動駆動弁（サプレッションチェンバ側），ベント弁操作用空気供

給電動駆動弁（ドライウェル側），ドレン移送ポンプ（A），ドレン移送ポンプ（B），

フィルタ装置水素濃度及びフィルタ装置スクラバ水pHについては交流機器であり，常

設代替直流電源設備から給電はできない。 

なお，ドレン移送ポンプ（A），ドレン移送ポンプ（B），フィルタ装置水素濃度及び

フィルタ装置スクラバ水pHについては，使用時期は事象発生後24時間以降となるた

め，時間的余裕があることから，常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備

からの給電が十分可能である。 

また，二次隔離弁，二次隔離弁バイパス弁及び非常用ガス処理系出口Uシール元弁

については，遠隔手動弁操作設備がついており，手動での開閉操作が可能である。ベ

ント弁操作用空気供給電動駆動弁（サプレッションチェンバ側）及びベント弁操作用

空気供給電動駆動弁（ドライウェル側）については，現場での手動開閉操作が可能で

ある。  

電源給電範囲を図3に，負荷一覧を表3に示す。  
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図3 常設代替直流電源設備による電源給電範囲 

（ フ ィ ル タ 装 置 ド レ ン 流 量 を 含 む ）  

（ フ ィ ル タ 装 置 ド レ ン 流 量 及 び ド レ ン タ ン ク 水 位 を 含 む ）  

（ ド レ ン タ ン ク 水 位 を 含 む ）  
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表3 常設代替直流電源設備による負荷一覧 

 
負荷 

負荷容量 

（A） 
備考 

1 一次隔離弁（サプレッションチェンバ側）  

用電磁弁 
0.73 ランプ回路分を含む 

2 一次隔離弁（ドライウェル側）用電磁弁 0.73 ランプ回路分を含む 

3 フィルタ装置入口弁用電磁弁 

（ドレンタンク水位を含む） 
0.72 ランプ回路分を含む 

4 フィルタ装置出口放射線モニタ 0.96  

5 フィルタ装置周り計測設備 0.75  

6 二次隔離弁 ―  

7 二次隔離弁バイパス弁 ―  

8 非常用ガス処理系出口Uシール元弁  ―  

9 ベント弁操作用空気供給電動駆動弁  

（サプレッションチェンバ側） 
― 

 

10 ベント弁操作用空気供給電動駆動弁  

（ドライウェル側） 
― 

 

11 フィルタ装置水素濃度 ―  

12 フィルタ装置スクラバ水pH ―  

13 ドレン移送ポンプ（A） 

（フィルタ装置ドレン流量及びドレンタンク 

水位を含む） 

― 

 

14 ドレン移送ポンプ（B） 

（フィルタ装置ドレン流量を含む） 
― 

 

合 計 約4 121.6 Ah＊ 

注記＊：24時間使用した場合の容量。 

常設代替直流電源設備の設備容量は3000 Ahとし，負荷容量121.6 Ahに対

して必要十分な容量とする。 
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2.4 可搬型直流電源設備による電源給電範囲 

可搬型直流電源設備により，一次隔離弁（サプレッションチェンバ側）用電磁弁，

一次隔離弁（ドライウェル側）用電磁弁，フィルタ装置入口弁用電磁弁，フィルタ装

置周り計測設備，フィルタ装置出口放射線モニタに給電が可能である。  

二次隔離弁，二次隔離弁バイパス弁，非常用ガス処理系出口Uシール元弁，ベント

弁操作用空気供給電動駆動弁（サプレッションチェンバ側），ベント弁操作用空気供

給電動駆動弁（ドライウェル側），ドレン移送ポンプ（A），ドレン移送ポンプ（B），

フィルタ装置水素濃度及びフィルタ装置スクラバ水pHについては交流機器であり，可

搬型直流電源設備から給電はできない。 

なお，ドレン移送ポンプ（A），ドレン移送ポンプ（B），フィルタ装置水素濃度及び

フィルタ装置スクラバ水pHについては，使用時期は事象発生後24時間以降となるた

め，時間的余裕があることから，常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備

からの給電が十分可能である。 

また，二次隔離弁，二次隔離弁バイパス弁については，遠隔手動弁操作設備がつい

ており，手動での開閉操作が可能である。ベント弁操作用空気供給電動駆動弁（サプ

レッションチェンバ側）及びベント弁操作用空気供給電動駆動弁（ドライウェル側）

については，現場での手動開閉操作が可能である。  

電源給電範囲を図4に，負荷一覧を表4に示す。  
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図4 可搬型直流電源設備による電源給電範囲 

（ フ ィ ル タ 装 置 ド レ ン 流 量 及 び ド レ ン タ ン ク 水 位 を 含 む ）  

（ ド レ ン タ ン ク 水 位 を 含 む ）  
（ フ ィ ル タ 装 置 ド レ ン 流 量 を 含 む ）  
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表4 可搬型直流電源設備による負荷一覧 

 
負荷 

負荷容量 

（A） 
備考 

1 一次隔離弁（サプレッションチェンバ側）  

用電磁弁 
0.73 ランプ回路分を含む 

2 一次隔離弁（ドライウェル側）用電磁弁 0.73 ランプ回路分を含む 

3 フィルタ装置入口弁用電磁弁 

（ドレンタンク水位を含む） 
0.72 ランプ回路分を含む 

4 フィルタ装置出口放射線モニタ 0.96  

5 フィルタ装置周り計測設備 0.75  

6 二次隔離弁 ―  

7 二次隔離弁バイパス弁 ―  

8 非常用ガス処理系出口Uシール元弁  ―  

9 ベント弁操作用空気供給電動駆動弁  

（サプレッションチェンバ側） 
― 

 

10 ベント弁操作用空気供給電動駆動弁  

（ドライウェル側） 
― 

 

11 フィルタ装置水素濃度 ―  

12 フィルタ装置スクラバ水pH ―  

13 ドレン移送ポンプ（A） 

（フィルタ装置ドレン流量及びドレンタンク 

水位を含む） 

― 

 

14 ドレン移送ポンプ（B） 

（フィルタ装置ドレン流量を含む） 
― 

 

合 計 約4＊  

注記＊：可搬型直流電源設備の設備容量は，AM用直流125V充電器が300Aであり，

負荷容量4Aに対して必要十分な容量とする。 
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補足4 

スクラバ水が管理範囲を超えた場合の措置について 

 

1. 水位が管理範囲を超えた場合の措置 

フィルタ装置は，要求される放射性物質除去性能が発揮できることを確認するため，

スクラバ水の水位が管理範囲にあることを監視する。水位が管理範囲を超えた場合の措

置について以下に示す。 

 

(1) 通常待機時 

通常待機時においては，フィルタ装置水位にて，スクラバ水の水位がスクラバノ

ズル先端から約1000mmにあることを確認する。 

フィルタ装置内は窒素ガスで置換されており，二次隔離弁及びラプチャーディス

ク（フィルタ装置出口側）にて隔離された状態となっていることから，通常待機時

に水位が変動することはない。 

 

(2) ベント実施時 

ベント実施時においては，フィルタ装置水位にて，スクラバ水の水位がベント時

の下限水位から上限水位（500mm～2200mm）にあることを確認する。 

別紙4「スクラバ水の水位の設定根拠及び健全性について」に示すとおり，フィル

タ装置に捕集した放射性物質の崩壊熱により，スクラバ水が蒸発し下限水位を下回

る可能性がある場合は，補給を行う。 

ベントガス蒸気の凝縮により，スクラバ水が上限水位を上回る可能性がある場合

は，排水を行う。 
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補足5 

ラプチャーディスクの信頼性について 

 

1. 設計時の考慮 

ラプチャーディスクの開放設定圧力は，ベントを実施する際の妨げにならないよう，

ベント開始時の格納容器からの排気圧力（310kPa又は620kPa）と比較して十分低い圧力

で動作するように，開放設定圧力は100kPa（ラプチャーディスク前後差圧）を適用して

いる。 

ベント開始時におけるラプチャーディスクが開放したことの確認は，原子炉格納容器

内のガスが大気へ放出されることによる格納容器圧力の指示値の下降，ベント開始時に

はベントガスがフィルタ装置へ流入することによりフィルタ装置入口圧力が上昇し，ラ

プチャーディスク（フィルタ装置出口側）及びラプチャーディスク（よう素フィルタ出

口側）が開放するとベントガスが大気へ放出されるためフィルタ装置入口圧力が下降す

ることから，フィルタ装置入口圧力の変化によっても確認することができる。 

さらに，炉心の損傷が発生している場合においては，ベントガスに含まれる放射性物

質により，フィルタ装置出口放射線モニタの指示値が上昇することによっても，確認す

ることができる。 

なお，ラプチャーディスク（よう素フィルタ出口側）は，大気との境界に設置される

ことから，格納容器圧力逃がし装置の出口配管の頂部放出口から降水が侵入し，凍結す

ることで機能に影響を与えることがないように系統開口部から降水が浸入し難い構造と

する。また、降水が侵入した場合にも、雨水排水ラインの止め弁を常時開運用とするこ

とにより凍結し難い構造とする。 

 

2. 製作時の考慮 

ラプチャーディスクは以下の項目を確認することで，信頼性を確保している。 
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補足6 

格納容器圧力逃がし装置の計測設備の網羅性について 

 

1. 網羅性について 

格納容器圧力逃がし装置の計測設備については，以下の考えに基づき網羅性を有する

設計としている。 

(1) 通常待機時，ベント実施時及びベント停止後の各状態で，系統の要求上確認すべ

き項目の全てが監視可能であること。 

(2) 上記の各状態において，管理すべき値を網羅した計測範囲であること。 

 

2. 確認すべき項目について 

通常待機時，ベント実施時及びベント停止後の各状態で確認すべき項目を下記(1)～

(5)に抽出し，各確認すべき項目に対する計測設備が設置されていることを表1に示す。 

(1) 通常待機時 

通常待機時の状態が，以下のとおり把握可能である。 

a. フィルタ装置の除去性能に影響するパラメータの確認 

フィルタ装置水位にて，水位が約500mm～約2200mmの間であることを確認するこ

とで把握できる。 

b. フィルタ装置配管内の不活性状態の確認 

フィルタ装置入口圧力及びフィルタ装置出口圧力にて，封入した窒素圧力

（0.01MPa以上）を継続監視することによって配管内の不活性状態を把握できる。 

また，フィルタ装置出口配管圧力にて，点検後の窒素置換操作を実施した際に，

現場で圧力を監視することで，配管内が不活性状態になったことを把握できる。 

 

(2) ベント実施時 

ベント実施時の状態が，以下のとおり把握可能である。 

a. 原子炉格納容器雰囲気ガスがフィルタ装置へ導かれていることの確認 

フィルタ装置入口圧力にて，ベント実施により待機圧力から上昇した圧力が，原

子炉格納容器の圧力の低下に追従して低下傾向を示すことを確認することで把握で

きる。 

また，フィルタ装置出口放射線モニタにて，フィルタ装置出口の線量当量率が初

期値から上昇することを測定することによりフィルタ装置が閉塞していないことを

把握できる。 

b. フィルタ装置の除去性能に影響するパラメータの確認 

フィルタ装置水位にて，水位が約500mm～約2200mmの間であることを確認するこ

とで把握できる。 
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c. 放出されるガスの放射線量の確認 

フィルタ装置出口放射線モニタにて，フィルタ装置出口配管に内包される放射性

物質からの線量当量率を測定し，排出経路の放射性物質濃度を推定することが可能

である。 

 

(3) ベント停止後 

ベント停止後の状態が，以下のとおり把握可能である。 

a. フィルタ装置内スクラバ水の確認 

フィルタ装置水位にて，フィルタ装置内で捕捉した放射性物質の放熱により，フ

ィルタ装置内の水が蒸発することによる水位低下を把握できる。 

b. フィルタ装置配管内の不活性状態の確認 

フィルタ装置入口圧力及びフィルタ装置水素濃度にて，配管内が封入した窒素ガ

スで正圧に維持されていること，また，配管内に水素ガスが残留していないことに

より不活性状態が維持されていることを把握できる。 

c. 放出されるガスの放射線量の確認 

フィルタ装置出口放射線モニタにて，フィルタ装置出口配管に内包される放射性

物質からの線量当量率を測定し，排出経路の放射性物質濃度を推定することが可能

である。 

 

(4) フィルタ装置の水位調整時 

通常待機時，ベント実施時及びベント停止後に，フィルタ装置の水位調整時の確認

として，以下のとおり把握可能である。 

a. フィルタ装置の水位調整の確認 

フィルタ装置水位にて，フィルタ装置の排水又は水張りを実施する際に，フィル

タ装置の水位が把握できる。また，フィルタ装置ドレン流量にて，排水操作を実施

した際のドレン量の把握ができる。 

b. フィルタ装置スクラバ水の水質管理 

フィルタ装置水位にて，フィルタ装置の排水又は水張りを実施する際に，フィル

タ装置の水位が把握できるとともに，必要な追加薬液量の把握ができる。また，フ

ィルタ装置ドレン流量にて，排水操作を実施した際のドレン量から，必要な追加薬

液量の把握ができる。 

また，フィルタ装置へ薬液を補給する際に，スクラバ水のpHを把握できる。 

 

(5) 想定される機能障害の把握 

ベント実施時に，想定される機能障害の確認として，以下のとおり把握可能であ

る。 
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a. フィルタ装置の閉塞 

(a) フィルタ装置入口圧力にて，ベント実施により待機圧力から上昇した圧力

が，原子炉格納容器の圧力の低下に追従して低下傾向を示さないことを確認す

ることで，フィルタ装置が閉塞していることを把握できる。 

(b) フィルタ装置出口放射線モニタにて，フィルタ装置出口の線量当量率が初期

値から上昇しないことを確認することにより把握できる。 

b. 金属フィルタの閉塞 

(a) フィルタ装置金属フィルタ差圧にて，金属フィルタの閉塞状態を把握でき

る。 

なお，フィルタ装置入口圧力が上昇傾向を示すことを確認することで，金属フ

ィルタの閉塞を把握できる。 

c. よう素フィルタ出口配管の閉塞 

(a) ドレンタンク水位にて，ドレン水によるよう素フィルタ出口配管の閉塞状態

を把握できる。 

(b) フィルタ装置入口圧力及びフィルタ装置出口圧力にて，ドレン水によるよう

素フィルタ出口配管の閉塞が進行し，フィルタ装置入口圧力及びフィルタ装置

出口圧力が上昇傾向を示すことを確認することで，よう素フィルタ出口配管の

ドレンによる閉塞状態を把握できる。 

d. フィルタ装置入口配管の破断 

(a) フィルタ装置入口圧力にて，ベント実施により待機圧力から上昇した圧力

が，原子炉格納容器の圧力の低下に追従して低下傾向を示すが，フィルタ装置

出口放射線モニタにて，フィルタ装置出口の線量当量率が初期値から上昇しな

いことを確認することにより把握できる。 

e. フィルタ装置スクラバ水の漏えい 

(a) フィルタ装置水位にて，フィルタ装置からのスクラバ水漏えいによる水位低

下を確認することで把握できる。 

 

3. 計測範囲について 

通常待機時，ベント実施時及びベント停止後の各状態で確認すべき項目について，管

理すべき値を網羅した計測範囲であることを表1及び表2に示す。 
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表
1
 
格

納
容

器
圧

力
逃

が
し

装
置

 
計

測
設

備
の

網
羅

性
に

つ
い

て
 

フ
ィ

ル
タ

装
置

の
状

態
 

確
認

す
べ

き
項

目
 

計
測

設
備

 
多

重
性

又
は

多
様

性
 

(
1
)
通

常
待

機
時

 
a
．

フ
ィ

ル
タ

装
置

の
除

去
性

能
に

影
響

す
る

パ
ラ

メ
ー

タ
の

確
認

 
①

フ
ィ

ル
タ

装
置

水
位

 
①

は
多

重
性

有
り

 

b
．

フ
ィ

ル
タ

装
置

配
管

内
の

不
活

性
状

態
の

確
認

 
①

フ
ィ

ル
タ

装
置

入
口

圧
力

 

②
フ

ィ
ル

タ
装

置
出

口
圧

力
 

③
フ

ィ
ル

タ
装

置
出

口
配

管
圧

力
 

①
②

③
で

多
様

性
有

り
 

①
は

多
重

性
有

り
 

(
2
)
ベ

ン
ト

実
施

時
 

a
．

原
子

炉
格

納
容

器
雰

囲
気

ガ
ス

が
フ

ィ
ル

タ
装

置
へ

導
か

れ
て

い
る

こ
と

の
確

認
 

①
フ

ィ
ル

タ
装

置
入

口
圧

力
 

②
フ

ィ
ル

タ
装

置
出

口
放

射
線

モ
ニ

タ
 

①
②

で
多

様
性

あ
り

 

①
②

は
そ

れ
ぞ

れ
多

重
性

有
り

 

b
．

フ
ィ

ル
タ

装
置

の
除

去
性

能
に

影
響

す
る

パ
ラ

メ
ー

タ
の

確
認

 
①

フ
ィ

ル
タ

装
置

水
位

 
①

は
多

重
性

有
り

 

c
．

放
出

さ
れ

る
ガ

ス
の

放
射

線
量

の
確

認
 

①
フ

ィ
ル

タ
装

置
出

口
放

射
線

モ
ニ

タ
 

①
は

多
重

性
有

り
 

(
3
)
ベ

ン
ト

停
止

後
 

a
．

フ
ィ

ル
タ

装
置

内
ス

ク
ラ

バ
水

の
確

認
 

①
フ

ィ
ル

タ
装

置
水

位
 

①
は

多
重

性
有

り
 

b
．

フ
ィ

ル
タ

装
置

配
管

内
の

不
活

性
状

態
の

確
認

 
①

フ
ィ

ル
タ

装
置

入
口

圧
力

 

②
フ

ィ
ル

タ
装

置
水

素
濃

度
 

①
②

で
多

様
性

有
り

 

①
は

多
重

性
有

り
 

②
は

入
口

と
出

口
配

管
で

そ
れ

ぞ
れ

補
完

 

c
．

放
出

さ
れ

る
ガ

ス
の

放
射

線
量

の
確

認
 

①
フ

ィ
ル

タ
装

置
出

口
放

射
線

モ
ニ

タ
 

①
は

多
重

性
有

り
 

(
4
)
フ

ィ
ル

タ
装

置
の

水
位

調
整

時
 

a
．

フ
ィ

ル
タ

装
置

の
水

位
調

整
の

確
認

 
①

フ
ィ

ル
タ

装
置

水
位

 

②
フ

ィ
ル

タ
装

置
ド

レ
ン

流
量

 

①
②

で
多

様
性

有
り

 

①
②

は
そ

れ
ぞ

れ
多

重
性

有
り

 

b
．

フ
ィ

ル
タ

装
置

ス
ク

ラ
バ

水
の

水
質

管
理

 
①

フ
ィ

ル
タ

装
置

水
位

 

②
フ

ィ
ル

タ
装

置
ド

レ
ン

流
量

 

③
フ

ィ
ル

タ
装

置
ス

ク
ラ

バ
水

p
H
 

①
②

③
で

多
様

性
有

り
 

①
②

は
そ

れ
ぞ

れ
多

重
性

有
り

 

(
5
)
想

定
さ

れ
る

機
能

障
害

の
把

握
 

a
．

フ
ィ

ル
タ

装
置

の
閉

塞
 

①
フ

ィ
ル

タ
装

置
入

口
圧

力
 

②
フ

ィ
ル

タ
装

置
出

口
放

射
線

モ
ニ

タ
 

①
②

で
多

様
性

有
り

 

①
②

は
そ

れ
ぞ

れ
多

重
性

有
り

 

b
．

金
属

フ
ィ

ル
タ

の
閉

塞
 

①
フ

ィ
ル

タ
装

置
金

属
フ

ィ
ル

タ
差

圧
 

②
フ

ィ
ル

タ
装

置
入

口
圧

力
 

①
②

で
多

様
性

有
り

 

①
②

は
そ

れ
ぞ

れ
多

重
性

有
り

 

c
．

よ
う

素
フ

ィ
ル

タ
出

口
配

管
の

閉
塞

 
①

ド
レ

ン
タ

ン
ク

水
位

 

②
フ

ィ
ル

タ
装

置
入

口
圧

力
 

③
フ

ィ
ル

タ
装

置
出

口
圧

力
 

①
②

③
で

多
様

性
有

り
 

②
は

多
重

性
有

り
 

d
．

フ
ィ

ル
タ

装
置

入
口

配
管

の
破

断
 

①
フ

ィ
ル

タ
装

置
入

口
圧

力
 

②
フ

ィ
ル

タ
装

置
出

口
放

射
線

モ
ニ

タ
 

①
②

で
多

様
性

有
り

 

①
②

は
そ

れ
ぞ

れ
多

重
性

有
り

 

e
．

フ
ィ

ル
タ

装
置

ス
ク

ラ
バ

水
の

漏
え

い
 

①
フ

ィ
ル

タ
装

置
水

位
 

①
は

多
重

性
有

り
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表

2
 
格

納
容

器
圧

力
逃

が
し

装
置

計
測

設
備

の
計

測
範

囲
の

網
羅

性
に

つ
い

て
 

監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
 

計
測

範
囲

 
計

測
範

囲
の

根
拠

 

①
フ

ィ
ル

タ
装

置
水

位
 

0
～

6
0
0
0
m
m
 

ス
ク

ラ
バ

ノ
ズ

ル
上

端
を

計
測

範
囲

の
ゼ

ロ
点

と
し

，
フ

ィ
ル

タ
装

置
機

能
維

持
の

た
め

の
上

限
水

位
：

約
2
2
0
0
m
m
，

下
限

水
位

：
約

5
0
0
m
m
を

監
視

可
能

。
 

②
フ

ィ
ル

タ
装

置
入

口
圧

力
 

0
～

1
.
0
M
P
a
 

ベ
ン

ト
実

施
時

に
，

格
納

容
器

圧
力

逃
が

し
装

置
内

の
最

高
圧

力
（

0
.
6
2
M
P
a
）

が
監

視
可

能
。

 

ま
た

，
通

常
待

機
時

に
，

窒
素

置
換

（
0
.
0
1
M
P
a
以

上
）

が
維

持
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
監

視
可

能
。

 

③
フ

ィ
ル

タ
装

置
出

口
圧

力
 

0
～

0
.
5
M
P
a
 

点
検

後
の

窒
素

置
換

操
作

を
実

施
し

た
際

に
，

フ
ィ

ル
タ

装
置

出
口

の
圧

力
開

放
板

の
設

定
圧

力

（
0
.
1
M
P
a
）

を
超

え
な

い
こ

と
を

監
視

可
能

。
 

④
フ

ィ
ル

タ
装

置
出

口
配

管
圧

力
 

-
0
.
1
～

0
.
2
M
P
a
 

⑤
フ

ィ
ル

タ
装

置
出

口
放

射
線

モ
ニ

タ
 

1
0
-
2
～

1
0
5
m
S
v
/
h
 

ベ
ン

ト
実

施
時
（

炉
心

損
傷

し
て

い
る

場
合

）
に

，
想

定
さ

れ
る

フ
ィ

ル
タ

装
置

出
口

の
最

大
線

量

当
量

率
（

約
7
×

1
0
4
m
S
v
/
h
）

を
監

視
可

能
。

 

⑥
フ

ィ
ル

タ
装

置
水

素
濃

度
 

0
～

1
0
0
v
o
l
%
 

ベ
ン

ト
停

止
後

の
窒

素
ガ

ス
に

よ
る

パ
ー

ジ
を

実
施

し
，
フ

ィ
ル

タ
装

置
入

口
及

び
出

口
配

管
内

に

残
留

す
る

水
素

濃
度

が
可

燃
限

界
（

4
v
o
l
%
）

未
満

で
あ

る
こ

と
を

監
視

可
能

。
格

納
容

器
内

水
素

濃
度

の
最

大
値

（
3
8
v
o
l
%
（

ド
ラ

イ
条

件
）
）

を
監

視
可

能
。

 

⑦
フ

ィ
ル

タ
装

置
ド

レ
ン

流
量

 
0
～

3
0
m
3
/
h
 

ド
レ

ン
ポ

ン
プ

の
定

格
流

量
（

1
0
m
3
/
h
）

を
監

視
可

能
。

 

⑧
フ

ィ
ル

タ
装

置
ス

ク
ラ

バ
水

p
H
 

p
H
0
～

1
4
 

フ
ィ

ル
タ

装
置

内
ス

ク
ラ

バ
水

の
p
H
（

p
H
0
～

1
4
）

が
監

視
可

能
。

 

⑨
フ

ィ
ル

タ
装

置
金

属
フ

ィ
ル

タ
差

圧
 

0
～

5
0
k
P
a
 

 

 

⑩
ド

レ
ン

タ
ン

ク
水

位
 

タ
ン

ク
底

部
か

ら
5
1
0
m
m
 

タ
ン

ク
底

部
か

ら
1
5
8
6
m
m
 

タ
ン

ク
底

部
か

ら
3
0
6
1
m
m
 

タ
ン

ク
底

部
か

ら
4
0
3
6
m
m
 

ド
レ

ン
タ

ン
ク

内
の

水
位

を
把

握
し

，
ド

レ
ン

排
水

操
作

の
開

始
や

ド
レ

ン
排

水
操

作
の

停
止

判
断

が
可

能
な

こ
と

を
監

視
可

能
。
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補足7 

格納容器圧力逃がし装置の計測設備の概略構成図 

 

1. 計測設備 

格納容器圧力逃がし装置の計測設備について記載する。 

(1) フィルタ装置水位 

フィルタ装置水位は，重大事故等対処設備の機能を有しており，フィルタ装置水位の検出

信号は，差圧式水位検出器からの電流信号を，中央制御室の演算装置を経由し，指示部にて

水位信号へ変換する処理を行った後，フィルタ装置水位を中央制御室に指示し，緊急時対策

支援システム伝送装置にて記録及び保存する（図1 「フィルタ装置水位の概略構成図」参照。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 フィルタ装置水位の概略構成図 

注記＊1 ：記録計 

＊2 ：緊急時対策支援システム伝送装置 

中央制御室 
差圧式水位 

検出器 

 指 示 

 

＊2  

記 録 

＊1  

指 示 

演算装置 

フィルタ装置金属フィルタ差圧 

 

[補正] 
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フィルタ装置水位は，重大事故等対処設備の機能を有しており，フィルタ装置水位の検出

信号は，差圧式水位検出器からの電流信号を，中央制御室の指示部にて水位信号へ変換する

処理を行った後，フィルタ装置水位を中央制御室に指示し，緊急時対策支援システム伝送装

置にて記録及び保存する（図2 「フィルタ装置水位の概略構成図」参照。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 フィルタ装置水位の概略構成図 

 

(2) フィルタ装置入口圧力 

フィルタ装置入口圧力は，重大事故等対処設備の機能を有しており，フィルタ装置入口圧

力の検出信号は，弾性圧力検出器からの電流信号を，中央制御室にて圧力信号へ変換する処

理を行った後，フィルタ装置入口圧力を中央制御室に指示し，緊急時対策支援システム伝送

装置にて記録及び保存する（図3 「フィルタ装置入口圧力の概略構成図」参照。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 フィルタ装置入口圧力の概略構成図 

注記＊1 ：記録計 

＊2 ：緊急時対策支援システム伝送装置 

中央制御室 
差圧式水位 

検出器 

 指 示 

 

＊2  

記 録 

＊1  

指 示 

注記＊1 ：記録計 

＊2 ：緊急時対策支援システム伝送装置 

中央制御室 
弾性圧力 

検出器 

指 示 

 

＊2  

記 録 

＊1  

指 示 
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(3) フィルタ装置出口圧力 

フィルタ装置出口圧力の検出信号は，弾性圧力検出器からの電流信号を，中央制御室の指

示部にて圧力信号へ変換する処理を行った後，フィルタ装置出口圧力を中央制御室に指示し，

記録する（図4 「フィルタ装置出口圧力の概略構成図」参照。）。 

 

 

 

 

 

図 4 フィルタ装置出口圧力の概略構成図 

 

(4) フィルタ装置出口配管圧力 

フィルタ装置出口配管圧力は，機械式圧力検出器にて圧力を検出し，フィルタ装置出口配

管圧力を現場（原子炉建屋屋上）に指示する（図5 「フィルタ装置出口配管圧力の概略構成

図」参照。）。 

 

 

 

 

図 5 フィルタ装置出口配管圧力の概略構成図 

 

(5) フィルタ装置出口放射線モニタ 

フィルタ装置出口放射線モニタは，重大事故等対処設備の機能を有しており，フィルタ装

置出口放射線モニタの検出信号は，電離箱からの電気信号を前置増幅器で増幅し，中央制御

室の指示部にて線量当量率信号に変換する処理を行った後，線量当量率を中央制御室に指示

し，緊急時対策支援システム伝送装置にて記録及び保存する（図6 「フィルタ装置出口放射

線モニタの概略構成図」参照。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 フィルタ装置出口放射線モニタの概略構成図 

中央制御室 
弾性圧力 

検出器 

注記＊：記録計 

＊  

指 示 

機械式圧力検出器 

フィルタ装置より 

フィルタ装置出口配管 

指示 

中央制御室 

電離箱 
 

＊1 

指 示 

 

前置増幅器 

＊2 

記 録 

 

指 示 

注記＊1 ：記録計 

  ＊2 ：緊急時対策支援システム伝送装置 
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(6) フィルタ装置水素濃度 

フィルタ装置水素濃度は，重大事故等対処設備の機能を有しており，フィルタ装置水素濃

度の検出信号は，熱伝導式水素検出器からの電流信号を前置増幅器にて増幅し，中央制御室

の指示部にて水素濃度信号へ変換する処理を行った後，フィルタ装置水素濃度を中央制御室

に指示し，緊急時対策支援システム伝送装置にて記録及び保存する（図7 「フィルタ装置水

素濃度 システム概要図」及び図8 「フィルタ装置水素濃度の概略構成図」参照。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7 フィルタ装置水素濃度 システム概要図（出口配管側も同様の構成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8 フィルタ装置水素濃度の概略構成図 

 

 

 

 

前置 
増幅器 

← 指示 

中央制御室 
サンプルポンプ 

原子炉建屋 3 階 

フィルタ装置 
入口配管 

現場 
指示 

原子炉格納容器より 主排気筒へ 
耐圧強化ベント系配管 

AO 
T61-F001 

T61-F002 

AO 

5 号機原子炉建屋内緊急時 
対策所（対策本部・高気密室） 

記録 冷却器 除湿器 

フィルタ装置へ 

水素濃度 
検出器 

注記＊1 ：記録計 

＊2 ：緊急時対策支援システム伝送装置 

熱伝導式 

水素検出器 

 

中央制御室 

＊2  

記 録 

＊1  

指 示 

前置増幅器 
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(7) フィルタ装置ドレン流量 

フィルタ装置ドレン流量の検出信号は，電磁流量検出器からの電気信号を，フィルタベン

ト現場制御盤の指示部にて流量信号へ変換する処理を行った後，フィルタ装置ドレン流量を

フィルタベント現場制御盤（フィルタベント遮蔽壁）に指示する（図9 「フィルタ装置ドレ

ン流量の概略構成図」参照。）。 

 

 

 

 

 

図 9 フィルタ装置ドレン流量の概略構成図 

 

(8) フィルタ装置スクラバ水pH 

フィルタ装置スクラバ水pHは，重大事故等対処設備の機能を有しており，pH検出器からの

電流信号を，中央制御室の指示部にてpH信号に変換する処理を行った後，フィルタ装置スク

ラバ水pHを中央制御室に指示し，緊急時対策支援システム伝送装置にて記録及び保存する（図

10 「フィルタ装置スクラバ水pH システム概要図」及び図11 「フィルタ装置スクラバ水

pHの概略構成図」参照。）。 

図10 フィルタ装置スクラバ水pH システム概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11 フィルタ装置スクラバ水pHの概略構成図 

指 示 

 

フィルタベント現場制御盤 電磁流量 

検出器 

注記＊1 ：記録計 

＊2 ：緊急時対策支援システム伝送装置 

pH 検出器 
中央制御室 

＊2  

記 録 

＊1  

指 示 

→ 

出口 

入口 サンプルポンプ 

フィルタ装置 

ドレン配管 

給水配管 

pH 
検出器 

中央制御室 

5 号機原子炉建屋内緊急時 
対策所（対策本部・高気密室） 

記録 

指示 

現場 
指示 
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(9) フィルタ装置金属フィルタ差圧 

フィルタ装置金属フィルタ差圧は，重大事故等対処設備の機能を有しており，フィルタ装

置金属フィルタ差圧からの電流信号を，中央制御室の指示部にて差圧信号へ変換する処理を

行った後，フィルタ装置金属フィルタ差圧を中央制御室に指示し，緊急時対策支援システム

伝送装置にて記録及び保存する（図12 「フィルタ装置金属フィルタ差圧の概略構成図」参

照。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図12 フィルタ装置金属フィルタ差圧の概略構成図 

 

 

(10) ドレンタンク水位 

ドレンタンク水位の検出信号は，フロート式水位検出器からの水位状態（ON-OFF信号）を，

中央制御室に指示し，記録する（図13 「ドレンタンク水位の概略構成図」参照。）。 

 

 

 

 

 

 

 

図13 ドレンタンク水位の概略構成図 

注記＊1 ：記録計 

＊2 ：緊急時対策支援システム伝送装置 

差圧式圧力 

検出器 

中央制御室 

＊2  

記 録 

＊1  

指 示 

注記＊：記録計 

フロート式水位 

検出器 

中央制御室 

＊  

指 示 
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（参考）格納容器圧力逃がし装置 計測設備の機器配置図 

図14～図17に計測設備の配置を示す。 

 

図14 機器配置図（フィルタベント遮蔽壁） 

 

 
図15 機器配置図（原子炉建屋屋上） 

ドレンタンク水位 
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図16 機器配置図（原子炉建屋地上中3階） 

 

 

図17 機器配置図（原子炉建屋地上3階） 
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補足8 

フィルタ装置水素濃度の計測時間遅れについて 

 

1. フィルタ装置水素濃度の概要 

図1にフィルタ装置水素濃度測定システムの概要を示す。フィルタ装置水素濃度は，

ベント停止後に配管内に水素ガスが残留していないことにより不活性状態が維持されて

いることを把握するため，フィルタ装置配管内のガスをサンプルポンプで引き込み，除

湿器で水分が除去されて，水素濃度検出器にて測定されるようにしている。水素計測後

のサンプルガスは格納容器圧力逃がし装置の配管に戻す構成としている。水素濃度検出

器により計測した電気信号は演算装置で水素濃度信号に変換し，中央制御室に指示し，

緊急時対策支援システム伝送装置にて記録及び保存する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 フィルタ装置水素濃度 システム概要図（出口側配管も同様の構成） 

 

2. 時間遅れ 

フィルタ装置入口側配管内のガスのサンプリング点は，フィルタ装置入口側配管の頂

部の原子炉建屋4階であり，また，フィルタ装置出口側配管内のガスのサンプリング点

はフィルタ装置出口側配管の頂部のフィルタベント遮蔽壁である。そこから水素濃度検

出器までの時間遅れは以下のとおりである。 

(1) 入口側サンプリング配管長（サンプリング点～水素濃度検出器）：約43m 

出口側サンプリング配管長（サンプリング点～水素濃度検出器）：約166m 

(2) サンプリング配管の断面積：359.7mm2（3.597×10-4 m2） 

(3) サンプルポンプの定格流量：約1L/min（約1×10-3m3/min） 

(4) サンプルガス流速（流量÷配管断面積）：約2.8m/min 

なお，ガスは標準状態（0℃，101.325 kPa[abs]）として算出。 

表1にフィルタ装置水素濃度の時間遅れを示す。 

 

表1 フィルタ装置水素濃度の時間遅れ 

 入口側配管 出口側配管 

時間遅れ 約 16 分 約 60 分 

前置 
増幅器 

← 指示 

中央制御室  
サンプルポンプ  

原子炉建屋 3 階 

フィルタ装置  
入口配管 

現場 
指示 

原子炉格納容器より  

5 号機原子炉建屋内緊急時  
対策所（対策本部・高気密室）  

記録 

冷却器 除湿器 

フィルタ装置へ 

水素濃度 
検出器 
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3. 時間遅れによる窒素置換の成立性 

Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の別添3「格納容器圧力逃がし

装置の設計」の別紙1「可燃性ガスの爆発防止対策について」で記載しているとおり，D/W

ベントの場合はベント停止後3日以降に可燃限界に達し，W/Wベントの場合は180日以上

可燃限界に達することはない。仮にD/Wベントの場合でもベント停止後3日までは可燃限

界に達することはないことから水素濃度の計測に時間遅れがあっても窒素置換操作に影

響は与えない。 

 

（参考） 

1. 水素濃度計の測定原理 

フィルタ装置配管内の水素濃度を測定するために用いる水素濃度検出器は，熱伝導式

のものを用いる。熱伝導式の水素検出器は，図2に示すとおり，検知側サーミスタ素子

（以下，検知素子）と補償側サーミスタ素子（以下，補償素子），及び2つの固定抵抗

でブリッジ回路が構成されている。検知素子の部分に，サンプリングされたガスが流れ

るようになっており，補償素子には基準となる標準空気が密閉されており，測定対象ガ

スとは接触しない構造になっている。 

水素濃度計指示部より電圧を印加して検知素子と補償素子の両方を約120℃に加熱し

た状態で，検知素子側に水素ガスを含む測定ガスを流すと，測定ガスが熱を奪い，検知

素子の温度が低下することにより抵抗が低下する。この検知素子の抵抗が低下するとブ

リッジ回路の平衡が失われ，図2のAB間に電位差が生じる。この電位差が水素濃度に比

例する原理を用いて，水素濃度を測定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 水素濃度計検出回路の概要図 
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2. 水素濃度の測定 

水素濃度検出器は｢1. 水素濃度計の測定原理｣で示したとおり標準空気に対する測定

ガスの熱伝導率の差を検出する方式のものであり，酸素，窒素などの空気中のガスに対

し，水素の熱伝導率の差が大きいことを利用しているものである。水素の熱伝導率は，

約0.16W/(m･K)at 0℃である一方，酸素，窒素は，約0.02W/(m･K)at 0℃と水素より1桁

小さく，これらのガス成分の変動があっても水素濃度計測に対する大きな誤差にはなら

ない。 

 

3. 水素濃度計の仕様 

種  類  熱伝導式水素検出器 

計測範囲  0～100vol% 

個  数  2 

設置場所  原子炉建屋3階 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 フィルタ装置水素濃度の概略構成図 

 

図3にフィルタ装置水素濃度の概略構成図を示す。フィルタ装置水素濃度の計測範囲0

～100vol%において，計器仕様は最大±2.0vol%の誤差を生じる可能性があるが，この誤

差があることを理解した上で，フィルタ装置配管内の水素濃度の推移，傾向（トレン

ド）を監視していくことができる。 

注記＊1 ：記録計 

＊2 ：緊急時対策支援システム伝送装置  

熱伝導式  

水素検出器  

 

中央制御室  

＊2   

記 録  

＊1   

指 示  

前置増幅器  
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補足9 

配管内面に付着した放射性物質による発熱の影響について 

 

フィルタ装置入口側配管の内面には放射性物質（エアロゾル）が付着することが想定さ

れることから，その放射性物質の崩壊熱による温度上昇が配管の構造健全性に与える影響

について検討した。 

 

1. 放射性物質による発熱の影響 

検討対象とする状態は，ベントガスの流れによる配管の冷却が期待できるケースとベ

ントガスの流れのないケースを想定した。 

 

【ケース1】 

ベント中を想定し，配管内に高温の蒸気が流れ，なおかつ配管内面に付着した放射性

物質からの発熱が加わった状態。 

 

【ケース2】 

ベント停止後を想定し，配管内面に放射性物質が付着した後で配管内ベントガス流れ

がないため，放射性物質からの発生熱がこもる状態。 

 

  



補足 9－2 

まず，【ケース1】として，図1に示すような配管の半径方向の温度分布を考慮して評

価を行った。配管内には高温のベントガス流れが存在し，配管内面には放射性物質が付

着して崩壊熱による発熱を行っている。この場合，放射性物質の崩壊熱による熱量は配

管内面・外面双方に放熱され，配管板厚方向に熱勾配ができるが，本評価では保守的に

配管外面は断熱されているものとした。 

【ケース1】の温度評価条件を表1に示す。 

ベント時のガス温度条件を踏まえて配管内面の温度を評価する。図2に事故シーケン

ス（大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源喪失，D/Wベント）時の原子炉格

納容器内の温度推移を示す。ベント時に最も配管内ガス温度が高い条件としてはベント

開始直後であり，概ね150℃以下となる。 

 
 

図1 配管内表面の温度評価（ケース1のイメージ） 

 

表1 配管内表面の温度上昇評価条件【ケース1】 

項目 条件 

事故シーケンス 
大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源喪失，D/Wベ

ント 

フィルタ装置内発熱量 9.3kW 

配管内発熱割合 

（FP付着割合） 
10％/100m 

配管外径，板厚 400A，Sch40 

配管熱流束 7.3W/m2 

ガス流量 2.5kg/s（ベント後期（ベント1ヶ月後の蒸気流量）） 

ガス温度 150℃ 

 

外表面側（空気） 内表面側（ベントガス） 

付着した放射性物質 

熱流束 Q 

配管板厚 t 

温
度

T
 

半径方向分布 x 

熱流束 Q 

注；実際の伝熱状態は   で示すような分布になると想定されるが，保守的な評価

となるよう配管外面を断熱し，全ての熱流束がベントガス側に移行する評価とした。

（赤線で示されるような熱流束の与え方と分布） 

評価モデルの簡略化のた

め，保守的な条件で，この

面を断熱状態で評価して

いる。  

温
度

T
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図2 原子炉格納容器内温度推移 

（事故シーケンス（大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源喪失，D/Wベン

ト）） 

 

フィルタ装置内発熱量（原子炉格納容器よりフィルタ装置に流入する粒子状放射性物

質の総崩壊熱量）は，事故シーケンス（大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動力電

源喪失，D/Wベント）における9.3kWとし，配管内面に付着する放射性物質割合として

は，10％/100mを用いる。評価に当たっては保守的な条件として，付着割合の全量の放

射性物質が付着した条件で発熱しているものとする。また，ガス流量については流速が

低くなることで熱伝達率が低くなり，保守的な評価となることから，ベント後の1ヶ月

の蒸気流量である2.5kg/sを用いた。 

配管内表面に付着する放射性物質の崩壊熱による配管内表面の温度上昇は，以下の式

で算出した温度上昇量で評価する。 

 

ΔＴ ＝ ｑ ／ ｈ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(1) 

ΔＴ：放射性物質の崩壊熱による配管内表面の温度上昇(℃) 

ｑ ：配管熱流束(W/m2) 

ｈ ：配管内表面の熱伝達率(W/(m2･K)） 

 

ｈ ＝ Ｎｕ × ｋ ／ ｄ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2) 

Ｎｕ：ヌッセルト数 

ｋ ：水蒸気の熱伝導率（0.032(W/(m･K)） 

ｄ ：水力等価直径(m) 

ベント開始  

(事故後 38h) 
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ここで，Ｎｕを算出するにあたり円管内乱流の熱伝達率を表現するものとしてkaysの

式を引用した（式(3)）。 

 

Ｎｕ ＝ 0.022 Ｒｅ 0.8 × Ｐｒ0.5 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(3) 

Ｒｅ ：レイノルズ数 

Ｐｒ ：プラントル数（1.1：保守的に160 ℃の飽和蒸気の値を設定） 

Ｒｅ ＝ ｖ × ｄ ／ ν ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(4) 

ｖ：流速（約6.64(m/s)：質量流量から換算） 

ν：水蒸気の動粘性係数（約4.2×10-6 (m2/s)） 

 

これにより，配管内面の温度上昇は0.09℃程度であると評価できる。ベントガスの温

度は150℃程度であることから，上記の温度上昇分を考慮しても，配管内表面温度は配

管設計における最高使用温度200℃を下回っているため，配管の構造健全性に影響を与

えることはない。 
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次に，【ケース2】として，図3に示すような配管の半径方向の温度分布を考慮して評

価を行った。配管内はベントガス流れがないものとし，配管内面には放射性物質が付着

して崩壊熱による発熱を行っている。ここで，評価対象の配管板厚は12.7mmであり，炭

素鋼の熱伝導率が50W/(m･K)程度であることから，板厚方向の温度勾配は微小であると

考えることができる。そのため，配管内表面の温度はほぼ配管外表面温度と同等である

と考える。配管内部の熱量による温度を評価する方法としてＪＩＳ Ａ ９５０１“保温

保冷工事施工標準”の表面温度及び表面熱伝達率の算出方法を用いて，配管外表面温度

を評価する。 

【ケース2】の温度評価条件を表2に示す。 

なお，評価条件については，【ケース1】と同様に事故シーケンス（大破断LOCA＋

ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源喪失，D/Wベント）を想定する。 

 

図3 配管内表面の温度評価（ケース2のイメージ） 

 

表2 配管内表面の温度上昇評価条件【ケース2】 

項目 条件 

事故シーケンス 
大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源喪失，D/Wベ

ント 

フィルタ装置内発熱量 9.3kW 

配管内発熱割合 

（FP付着割合） 
10％/100m 

配管外径，板厚 400A，Sch.40 

配管熱流束 7.3W/m2 

配管外表面放射率 0.80（酸化鉄相当の放射率 *） 

環境温度 50℃ 

注記＊：日本機械学会 伝熱工学資料 改訂第5版 
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評価式の概要は以下のとおりとなる。 

 

Ｔ ＝ (ｑ／ ｈse) ＋ Ｔatm ・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(5) 

Ｔ：配管外表面温度(℃) 

ｑ ：配管熱流束(W/m2) 

ｈse ：配管外表面熱伝達率（W/(m2･K)） 

Ｔatm ：環境温度（℃） 

 

上記の式(5)における，ｑとｈ seは以下の式で表される。 

 

ｑ ＝ Ｑ ／ Ｓ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(6) 

ｈse ＝ ｈr ＋ ｈ cv  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(7) 

Ｑ ：単位長さ当たりの配管内面での発熱量(W/m) 

Ｓ ：単位長さ当たりの配管外面表面積(m2) 

ｈr ：放射による配管外表面熱伝達率(W/(m2･K)) 

ｈCV ：対流による配管外表面熱伝達率(W/(m2･K)) 

 

上記のｈｒは以下の式で表される。 

 

ℎ𝑟 = ε × σ × (
(𝑇+273.15)4−(𝑇𝑎𝑡𝑚+273.15)4

𝑇−𝑇𝑎𝑡𝑚
)  ・・・・・・・・・・・・・・・・式(8) 

ε ：配管外表面放射率（0.80） 

σ ：ステファン・ボルツマン定数（5.67×10-8(W/(m2･K4))） 

 

ｈcvについては，ＪＩＳ Ａ ９５０１“保温保冷工事施工標準”付属書E（参考）表

面温度及び表面熱伝達率の算出方法における，垂直平面及び管（Nusseltの式）及び水

平管（Wamsler，Hinleinの式）をもとに対流熱伝達率を算出した。垂直管（式(9)，

(10)）と水平管（式(11)）とで得られるｈ cvを比較し，小さい方の値を用いることで保

守的な評価を得るようにしている。 

 

ｈcv（垂直管）＝2.56×（Ｔ－Ｔ atm） 0.25  (（Ｔ－Ｔ atm）≧10K） ・・・式(9) 

ｈcv（垂直管）＝3.61+0.094×（Ｔ－Ｔ atm）（（Ｔ－Ｔ atm）＜10K）・・式(10) 

ℎ𝑐𝑣（水平管） = 1.19 × (
𝑇−𝑇𝑎𝑡𝑚

𝐷0
)

0.25
・・・・・・・・・・・・・・・・・式(11) 

Ｄo：配管外径(m) 
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これらにより評価した結果，配管外表面温度は約51℃となる。 

以上の結果から，配管内表面温度は配管設計における最高使用温度である200℃を下

回っているため，配管内表面に付着した放射性物質の崩壊熱は，ベント後における配管

の構造健全性に影響を与えることはない。 

なお，これらの式を含めた評価については，ＪＩＳ Ａ ９５０１において，適用範囲

が -180℃～1000℃となっており，適用に対して問題にないことを確認している。ま

た，管外径などの寸法にかかる制約条件は規定されていない。 
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（参考） 

1. 配管内面への放射性物質付着量の考え方について 

配管内面への放射性物質（エアロゾル）の付着量を設定するにあたっては，ＮＵＲＥ

Ｇ／ＣＲ－４５５１ を参照し，付着量を設定する主要なパラメータとして沈着速度に

着目して，配管内面への沈着割合を検討した。 

 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－４５５１“Evaluation of Severe Accident Risks: 

Qualification of Major Input Parameters MACCS INPUT”は，環境拡散評価(MELCOR 

Accident Consequence Code System：MACCS 計算)についての文献となっており，その

評価には，エアロゾル粒径，エアロゾル粒子密度，対象物の表面粗さで沈着速度を整理

したSehmelのモデルが用いられている。 

このSehmelの沈着速度モデルに基づき，配管内面の表面粗さ0.001cm(10μm)と粒子密

度4g/cm3を想定した，原子炉格納容器より放出される粒径ごとの沈着速度（図4）を用

いて配管内面への沈着割合（エアロゾルの沈着速度と配管内のベントガス通過時間から

算出された，流れているベントガス中のエアロゾルが壁面に到達する割合）を以下のと

おり評価した。 

 

 

図4 エアロゾル粒径と沈着速度の関係 
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評価条件は，ABWR（6号機及び7号機）を対象として配管長さ100m，配管内径400mm， 

2Pd及び最小流量で排気される蒸気流量を適用する。また，考慮する粒径分布は事故シ

ーケンス（大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源喪失，D/Wベント）に基づ

くものとした。 

これらの条件から，100mの配管をベントガスが通過する時間を算出し，その時間に粒

径ごとの沈着速度を乗じて，ベントガス通過時間中に配管内面方向にどれだけのエアロ

ゾルが移動するかを評価する。この移動した粒子の総和について，ベントガス通過中の

エアロゾル総量に対する割合を算出することで沈着割合を評価する。評価の考え方を図

5に，評価結果を表3に示す。 

 

 

図5 沈着割合評価の考え方（1／2） 

 

沈
着
速
度
；
v
(D

)

粒径；D

第4図に基づき，各粒径ご
との沈着速度を設定する。

MAAP解析に基づき，エアロ
ゾル粒径分布から確率密度
（P(D)）を算出する。

（次頁に続く）

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0 2 4 6 8 10

確
率
密

度
［

－
］

物理径［μm］

 

図 4 に基づき，各粒径ごと
の沈着速度を設定する。 
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図5 沈着割合評価の考え方（2／2） 

 

上記の関係から，沈着割合Rは以下の式で表される。 

R = (
∑       

∑       
) × 100 = (

∑(𝐶(𝐷) × 𝑑𝐷)

∑(𝑃(𝐷) × 𝑑𝐷)
) × 100 = (

∑(𝐶(𝐷))

∑(𝑃(𝐷))
) × 100 

ここで，C(D)は以下の式で表される。 

C(𝐷) = 𝑃(𝐷) × (
𝜋 (

𝐷𝑝
2 )

2

− 𝜋 (
𝐷𝑝
2 − 𝑉(𝐷)･𝑡)

2

𝜋 (
𝐷𝑝
2 )

2 ) 

= P(𝐷) × (
(

𝐷𝑝
2 )

2

− (
𝐷𝑝
2 − 𝑉(𝐷)･𝑡)

2

(
𝐷𝑝
2 )

2 ) 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
物理径［μm］ 

確
率
密
度
［
－
］
 

沈着量は，100m の配管をベントガスが通過する

時間（t）の分だけ，各粒子が各沈着速度（v(D))

で移動して壁面に到達できる範囲 

（A=π((Dp/2)2–((Dp/2)-v(D)･t)2）)にあるエ

アロゾル量の総和となる。 
v(D)･t 

D 

・・・ 

dD 

ベントガス流入前エアロゾル 

P(D)×dD 

ベントガス通過後に沈着するエアロゾル 

C(D)×dD 

Dp 
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表3 排気される蒸気流量に対する沈着割合評価結果 

項目 パラメータ 単位 2Pd 最小流量 

配管条件 
長さ m 100 

内径 m 0.4 

沈着条件 沈着速度の分布 cm/s 1.9×10-3～3.9×10-1 

排気条件 
蒸気流量 kg/s 15.7 2.5 

蒸気流速 m/s 33.1 14.8 

沈着割合 ％ 約2.5 約5.4 

 

表3より，最小流量であっても約5.4％の沈着割合となることが評価された。以上を踏

まえ，エルボ部などといった部位での沈着量がばらつくことを考慮し，100m当たり10％

を配管への沈着割合として放射性物質の付着量を設定する。 

 

2. 引用文献 

(1) ”Evaluation of Severe Accident Risks: Qualification of Major Input  

Parameters MACCS INPUT”，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－４５５１ Vol.2 Rev.1 Pt.7，

1990 
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補足10 

主ライン・弁の構成について 

 

1. 主ライン構成 

1.1 系統概要図 

格納容器圧力逃がし装置のベントガスを原子炉格納容器から大気開放端まで導く主

ラインの概略図を図1に示す。 

 

1.2 設計の意図 

７号機では，原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させるためのベントを確実に行

うため，以下に配慮し，主ラインの設計を行っている。 

(1) 主ラインの取り出し及び構成 

原子炉格納容器からの取り出しについては，サプレッションプール水でのスクラ

ビング効果が期待できるサプレッションチェンバからの取り出しに加え，外部注水

等による水没の影響を受け難いドライウェル上部からの取り出しを行っている。 

具体的な取り出し位置（貫通孔）については，漏えい経路の増加等による大気へ

の放射性物質の放出リスク増加を最小限に抑えるため，既存の貫通孔の中から十分

な排気容量が確保できる口径を有する不活性ガス系の貫通孔（550A）を選定し使用

する構成としている。 

主ラインは不活性ガス系配管（既設）を経て，フィルタ装置入口側配管（新設）

によりフィルタ装置に導かれるが，他の系統とは弁で隔離することで，他の系統や

機器への悪影響を防止する設計としている。 

 

(2) 原子炉格納容器隔離弁 

原子炉格納容器隔離弁の設置要求（実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則の解釈）に基づき，サプレッションチェンバ側及

びドライウェル側それぞれの主ラインに原子炉格納容器隔離弁（一次隔離弁）とし

て空気作動弁（AO弁）を各1弁設置する構成としている。また，主ラインが合流し

た後に原子炉格納容器隔離弁（二次隔離弁，二次隔離弁バイパス弁）として電動弁

（MO弁）を並列に2弁設置する構成としている。 

 

(3) フィルタ装置入口弁 

フィルタ装置入口弁は，耐圧強化ベント系を使用する際にフィルタ装置と隔離す

るために設置している。 
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1.3 弁の設置位置の妥当性（物理的位置，他からの悪影響） 

ベント開始に必要な主ラインの隔離弁（一次隔離弁（サプレッションチェンバ側，

ドライウェル側），二次隔離弁，二次隔離弁バイパス弁）の設置位置は，弁の設置ス

ペース，人力による遠隔操作性等を考慮して決定している。 

また，事故後の環境条件を考慮した設計としているため，ベント実施時においても

弁の健全性は確保され，主ラインの隔離弁は，電源がある場合は中央制御室で操作で

きる。炉心損傷後は弁設置エリアが高線量となるため，現場において弁本体を直接操

作することはできないが，駆動源喪失時においても，空気作動弁である一次隔離弁に

ついては，遠隔手動弁操作設備及び遠隔空気駆動弁操作設備を設けることで人力又は

駆動空気による開閉操作が可能であり，電動弁である二次隔離弁，二次隔離弁バイパ

ス弁については，遠隔手動弁操作設備を設けることで人力による開閉操作が可能であ

る。 

なお，遠隔手動弁操作設備及び遠隔空気駆動弁操作設備の操作場所は，遮蔽効果が

得られる原子炉建屋内の原子炉区域外とし，さらに必要な遮蔽材（遠隔手動弁操作設

備遮蔽）を設置し，作業員の被ばく低減に配慮している。 

遠隔手動弁操作設備及び遠隔空気駆動弁操作設備は，隔離弁の付近に敷設されるこ

とから，高線量，高温雰囲気による機能への影響の可能性があるが，設備構成要素の

主要材料は金属であり，機能への影響はない。主ラインの隔離弁の配置位置及び人力

による遠隔操作位置を図2～図4に示す。 
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1.4 開の確実性，隔離の確実性 

(1) 開の確実性 

ベント実施時は，炉心損傷前ベントでは一次隔離弁，二次隔離弁の順に開弁し，

炉心損傷後ベントでは二次隔離弁，一次隔離弁の順に開弁する。一次隔離弁は電磁

弁への電気信号の印可により空気を供給して駆動する弁であり，二次隔離弁は交流

電源で駆動する弁である。いずれも中央制御室の制御盤から遠隔操作できる設計と

している。 

駆動源となる電源は，通常時には非常用電源より給電しているが，重大事故等で

非常用電源が喪失した場合には，重大事故等に対処するために必要な電源の供給が

可能なよう代替所内電気設備から給電できる構成とし，高い信頼性を確保してい

る。 

また，これら代替所内電気設備からの受電が期待できない場合は，空気作動弁及

び電動弁については，遠隔手動弁操作設備により放射線量率の低い原子炉建屋内の

原子炉区域外にて人力で開閉操作が実施できる設計としている。さらに，空気作動

弁については，遠隔空気駆動弁操作設備によりボンベの空気を電磁弁の排気側から

弁駆動部へ供給することで，原子炉建屋内の原子炉区域外にて容易かつ確実に操作

が実施できる設計としている。 

以上のように，操作方法に多様性を持たせ開操作が確実に実施できる。 

 

(2) 隔離の確実性 

a. ベント実施前 

ベント実施前は，原子炉格納容器バウンダリの維持が要求される。格納容器圧

力逃がし装置の隔離弁（一次隔離弁，二次隔離弁，二次隔離弁バイパス弁）は常

時「閉」であり，中央制御室の操作スイッチにカバーを取り付けて誤操作防止を

図っていること，駆動源喪失時もその状態が維持（一次隔離弁はフェイルクロー

ズ，二次隔離弁及び二次隔離弁バイパス弁はフェイルアズイズ）されるため，確

実に隔離状態は維持される。 

b. ベント停止後 

ベント停止後は，格納容器圧力逃がし装置の隔離弁を閉とし原子炉格納容器と

隔離する。 

原子炉格納容器と格納容器圧力逃がし装置の隔離については，原子炉格納容器

除熱機能の回復後に，ベント実施時に開弁した隔離弁（一次隔離弁）を閉とし，

原子炉格納容器バウンダリを復旧する。閉操作の確実性は，(1)開の確実性と同

様に実施できる。 
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1.5 遠隔手動弁操作設備の概要 

1.5.1 隔離弁の遠隔手動弁操作設備の概要 

隔離弁の操作軸に等速ジョイントを接続し，原子炉建屋内の原子炉区域外まで

延長し，端部にハンドルを取り付けて人力で操作できる構成とする。等速ジョイ

ント間には，駆動力の軸方向を変えるためのマイタギアボックス，手動操作軸の

回転トルクを低減するためのヘリカルパワードライブ，等速ジョイントを躯体床

若しくは壁面に固定するためのベアリングユニットを設ける。等速ジョイント，

マイタギアボックス他各構成要素の一部は，隔離弁の付近に設置されることか

ら，設備の使用時には高温，高放射線環境が想定されるが，主要部材は金属であ

り機能が損なわれるおそれはない。遠隔手動弁操作設備の模式図を図5に，ベン

トに必要な隔離弁の遠隔手動弁操作設備の仕様を表1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※等速ジョイント，マイタギアボックス他各構成要素の構成，配置については設置されるフロアにより異なる。 

 

図5 遠隔手動弁操作設備の概要（T61-F001の例） 

  

（単位：mm） 

ヘリカルパワードライブ 

 

T61-F001 

支持構造物 

等速ジョイント 

 

ハンドル 

 

マイタギヤボックス 

 

ベアリングユニット 

 



補足 10－9 

表1 ベントに必要な隔離弁の遠隔手動弁操作設備の仕様 

弁名称 
一次隔離弁 

（サプレッション 

チェンバ側） 

一次隔離弁 
（ドライウェル側） 

二次隔離弁 
二次隔離弁 

バイパス弁 

フィルタ装置 

入口弁 

弁番号 T31-F022 T31-F019  T31-F070 T31-F072 T61-F001 

口径 550A 550A 550A 550A 550A 

ハンドル 

回転数 
779回 779回 326回 814回 779回 

個数 １ １ １ １ １ 

 

 

1.5.2 遠隔手動弁操作設備の操作確認試験 

等速ジョイントを介した遠隔手動弁操作設備の成立性及び操作時間を実機に設

置した設備により確認した。設備操作の様子を図6に示す。 

操作確認試験の結果，等速ジョイントを介した弁の遠隔手動操作が可能なこと

を確認した。弁の操作要員は4名で最大約20分で操作が可能であり，実回転数も

計算値とほぼ同等であった。また，原子炉区域外での系統構成時間は約40分であ

ることを確認した。操作確認試験の結果を表2に示す。 

 

 

 

   
       系統構成             格納容器ベント操作 

 

図6 遠隔手動弁操作設備による操作の様子 
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表2 操作確認試験結果 

弁名称 

一次隔離弁 

（サプレッ

ション 

チェンバ

側） 

一次隔離弁 

（ドライウ

ェル側） 

二次隔離弁 

 

二次隔離弁

バイパス弁 
フィルタ装置 

入口弁 

弁番号 T31-F022 T31-F019  T31-F070 T31-F072 T61-F001 

ハンドル 

回転数 

計画値 779回 779回 326回 814回 779回 

実回転数 754回 760回 323回 800回 767回 

ハンドル 

操作時間 
実測時間 約21分 約17分 約2分 約12分 約8分 

 

 

1.6 遠隔空気駆動弁操作設備の概要 

空気作動弁については，駆動用の空気供給配管系の構成を変更し，電磁弁の排気側

から駆動空気を供給することで原子炉建屋内の原子炉区域外からの操作を可能とする。

変更前後の空気供給配管構成図を図7及び図8に示す。 

図7の変更前においては，電磁弁に電気信号を印可できなければ，駆動空気を駆動

部に供給できず，空気作動弁を操作できない。図8の変更後の構成とすることにより，

電磁弁に電気信号を印可できない場合においても，電磁弁の排気側ポートより駆動空気

を駆動部に供給することが可能となる。空気供給操作に必要な空気供給弁及び排気弁を

原子炉建屋内の原子炉区域外に設置することで，電源喪失時においても原子炉建屋内の

原子炉区域外より駆動空気による弁操作ができる。駆動空気の供給源は，常設の専用ボ

ンベを原子炉建屋内の原子炉区域外に設置し，更に常設の予備ボンベを設けることで，

信頼性を高めている。 

操作時間は，空気供給弁及び排気弁の操作のみであり，25A以下の小口径の弁かつ

一箇所に集中して配置されていることから，1名約2分と短時間での操作が可能である。 
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二次格納施設内

・ 計装用圧縮空気系より

専用ボンベ

ＭＯ

二次格納施設外

AＯ

・・
電気信号

× ×

エクステンション

ハンドル

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 空気作動弁 空気供給配管構成図（変更前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 空気作動弁 空気供給配管構成図（変更後） 

  

二次格納施設内

・ 計装用圧縮空気系より

専用ボンベ

ＭＯ

二次格納施設外

AＯ

・・
電気信号

× ×

ラチェットハンドル電磁弁 

電磁弁へ電気信号が印
可できなければ，駆動空
気を空気作動弁駆動部
に供給できない 

電気信号が印可できない
場合でも，開放している電
磁弁の排気側ポートより，
駆動空気を空気作動弁駆
動部に供給できる 

空気作動弁開操作不可

能 

空気作動弁開操作可能 

予備ボンベを配備 

専用ボンベ，空気供給配

管系の構成機器について

Ss機能維持を確認した。 

遠隔手動 

弁操作設備 

空気供給弁 

排気弁 

原子炉区域外 

原子炉区域内 

原子炉区域外 

原子炉区域内 
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2. 弁の種類 

2.1 主ラインの弁構成の考え方 

空気作動弁は，駆動源喪失時の弁状態を選択（フェイルオープン，フェイルクロー

ズ）する箇所に用いる。電動弁は駆動源喪失時に弁状態を維持（フェイルアズイズ）

する箇所に用いる。また，空気作動弁及び電動弁は遠隔手動弁操作設備が設置でき

る。空気作動弁はボンベを用いた遠隔空気駆動弁操作設備が設置できる。格納容器圧

力逃がし装置の主ラインの弁は，中央制御室からの遠隔操作と人力又は駆動空気によ

る遠隔操作が両立できること，駆動源喪失時の弁状態維持（フェイルクローズ，フェ

イルアズイズ）の観点から，空気作動弁及び電動弁を採用している。 

格納容器圧力逃がし装置主ラインの弁に採用する場合の駆動方法の違いによる特徴

を表3に示す。 

 

表3 主ラインの弁に採用する場合の駆動方法の特徴 

駆動方法 メリット デメリット 

空気作動 

（AO） 

・電動弁に対して必要な電源容量

が小さい 

・駆動源喪失時の弁状態を選択

（フェイルオープン，フェイル

クローズ）できる 

・人力による遠隔手動弁操作設備

の設置が可能 

・ボンベの空気を用いた遠隔空気

駆動弁操作設備の設置が可能 

・中央制御室からの遠隔操作の場

合，駆動源として事故時に使用

可能な電源に加えて，空気（圧

縮空気設備）が必要 

 

電気作動 

（MO） 

・駆動源喪失時は，その状態を 

 維持（フェイルアズイズ）する 

・電源以外のサポート系が不要 

・人力による遠隔手動弁操作設備

の設置が可能 

・開度調整が可能 

・空気作動弁に対して必要な電源

容量が大きい 
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2.2 主ライン上の主な弁の仕様 

主ラインの弁について，主な仕様を表4に示す。 

 

表4 主ラインの弁の仕様 

弁名称 

一次隔離弁 

（サプレッション 

チェンバ側） 

一次隔離弁 

（ドライウェル側） 
二次隔離弁 

二次隔離弁

バイパス弁 

フィルタ装置 

入口弁 

弁番号 T31-F022 T31-F019 T31-F070 T31-F072 T61-F001 

型式  バタフライ弁   

口径 550A 550A 550A 550A 550A 

駆動方法 空気作動 電気作動 空気作動 

遠隔手動 

弁操作設備 
 有 

 
 

遠隔空気駆動

弁操作設備 
有 無 有 

弁の状態 常時閉（NC） 常時開（NO） 

フェイル 

クローズ

（FC）機能 

有 

（フェイルクローズ） 

無 

（フェイルアズイズ） 

無 

（フェイル 

オープン） 

設置場所 

原子炉建屋 

T.M.S.L.8500mm 

（二次格納施設内） 

原子炉建屋 

T.M.S.L.18100mm 

（二次格納施設内） 

原子炉建屋 

T.M.S.L.23500mm 

（二次格納施設内） 

操作

場所 

通常時 中央制御室 

電源 

喪失時 

原子炉建屋 

T.M.S.L.4800mm 

（原子炉建屋内の原

子炉区域外） 

原子炉建屋 

T.M.S.L.18100mm 

（原子炉建屋内の原

子炉区域外） 

原子炉建屋 

T.M.S.L.23500mm 

（原子炉建屋内の原子炉区域外） 

 

 

2.3 設計の意図 

格納容器圧力逃がし装置主ラインに設置する隔離弁の駆動方法の採用理由は，

「2.1 主ラインの弁構成の考え方」に示すとおり，駆動源喪失時の弁状態維持（フェ

イルクローズ，フェイルアズイズ）及び遠隔操作の必要があることから，空気作動弁

及び電動弁を採用している。これらの弁については，プラント通常運転時に開弁する

ことがないことから，プラント通常運転時の原子炉格納容器バウンダリの維持のた

め，常時閉（NC）とし，中央制御室の操作スイッチにカバーを取り付けて誤操作防止

を図っている。 

また，フィルタ装置入口弁は，ベント実施時において，排気の妨げとならないよう

常時開（NO）とする。 
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3. 格納容器圧力逃がし装置と接続する各系統の隔離弁の数と種類 

3.1 各系統の隔離弁の数と種類 

格納容器圧力逃がし装置には，換気空調系，非常用ガス処理系及び耐圧強化ベント

系を接続する。各系統の隔離弁の数と種類等の仕様を表5に，系統概略図を図9に示

す。 

 

表5 他系統隔離弁（原子炉格納容器隔離弁）の仕様 

系統名 換気空調系 非常用ガス処理系 耐圧強化ベント系 

個数 2 2 4 

番号 

（第9図中の 

表記） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 

弁番号 T31-F021 U41-F050 T31-F020 T22-F040 T61-F002 
T22-

F004A,B 

T22-F511 

型式   バタフ ライ弁   玉形弁 

駆動方法 空気作動 手動 空気作動 手動 空気作動 電気作動 

口径 550A 250A 550A  250A 50A 

弁の状態 
常時閉 

（NC） 

常時開 

（NO） 

フェイル 

クローズ 

（FC）機能 

有 無 有 無 有 

無 

（フェイル 

アズイズ） 
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3.2 設計の意図 

フィルタ装置入口側配管は，ベントを実施する際，接続する他系統と隔離し，流路

を構成する必要がある。 

重大事故等時以外に開操作する可能性のある隔離弁は，駆動源喪失時においても原

子炉格納容器バウンダリを維持できるようフェイルクローズ（FC）が可能な空気作動

弁を選定する。また，重大事故等時に開操作又は閉操作する可能性のある隔離弁につ

いては，中央制御室からの遠隔操作が容易な電動弁又は空気作動弁を選定する。 

なお，格納容器圧力逃がし装置と接続する他系統とは，直列で2弁にて隔離するこ

ととしているため，表5及び図9に示すとおり，換気空調系ならびに非常用ガス処理系

には，手動弁を新規に設置する。 

 

(1) 換気空調系との隔離 

換気空調系との隔離は，図9中①②の2弁より，格納容器圧力逃がし装置主ライ

ンから隔離できる構成となっている。 

一次隔離弁は，通常運転時の原子炉格納容器の圧力降下操作時においても，重

大事故等が発生した際には確実な閉止が求められるが，中央制御室からの操作が

可能であり，駆動源が喪失した際のフェイルクローズ（FC）機能を有し，さらに

二次隔離弁として手動弁を新設し常時閉（NC）運用することにより，確実な隔離

が実施できる。 

 

(2) 非常用ガス処理系との隔離 

非常用ガス処理系との隔離は，図9中③④の2弁より，格納容器圧力逃がし装置

主ラインから隔離できる構成となっている。 

一次隔離弁は，駆動源が喪失した際のフェイルクローズ（FC）機能を有し，さ

らに二次隔離弁として手動弁を新設し常時閉（NC）運用することにより，確実な

隔離が実施できる。 

 

(3) 耐圧強化ベントラインとの隔離 

耐圧強化ベントラインとの隔離は，図9中⑤⑥及び⑦ の4弁より，格納容器圧

力逃がし装置主ラインから隔離できる構成となっている。 

一次隔離弁として，駆動源が喪失した際のフェイルクローズ（FC）機能を有す

る空気作動弁を新設し，二次隔離弁は，重大事故等時に開操作又は閉操作する可

能性があるため，中央制御室からの遠隔操作が容易な電動弁を選定する。 
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3.3 原子炉格納容器からの取り出し高さ 

各主要高さを示した図を図10に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10 原子炉格納容器からの取り出し高さ 

 

 

3.4 設計の意図 

ドライウェル側の取り出しには，格納容器スプレイによる水没等の影響を受けにく

い原子炉格納容器上部に位置し，原子炉格納容器の圧力を下げるために十分大口径で

ある既設不活性ガス系の貫通孔（X-81）を選定している。 

また，サプレッションチェンバ側の取り出しには，原子炉及び原子炉格納容器冷却

のため実施する外部注水による水位上昇を考慮して，サプレッションチェンバ頂部付

近に位置し，原子炉格納容器圧力を下げるために十分大口径である既設不活性ガス系

の貫通孔（X-241）を選定している。 

 

  

T.M.S.L. 12300 ドライウェル床面  

X-81 T.M.S.L. 19000 ドライウェル取出口  

T.M.S.L. －8200 サプレッションチェンバ底部  

X-241 T.M.S.L. 9200 サプレッションチェンバ取出口  

T.M.S.L. 11100 サプレッションチェンバ頂部  

T.M.S.L.  燃料有効長頂部  

T.M.S.L. 24400 原子炉圧力容器フランジ  
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（参考） 

1. 諸外国の弁構成 

格納容器圧力逃がし装置を設置している諸外国の弁構成を以下に示す。 

(1) フィンランド 

フィンランドのBWRプラントにて設置されている格納容器圧力逃がし装置の概略

系統図を図11に示す。V1とV20はラプチャーディスクである。ベントラインに設置

している弁は全て手動弁で構成されている。ドライウェルのラインにはバイパスラ

インが設置されており，V2，V3 は通常時「開」となっている。また，V21，V23 に

ついても通常時「開」となっている。そのため，操作員がベントラインに設置され

た弁の「開」操作を実施しなくても，格納容器圧力が既定の値まで上昇し，V1と

V20のラプチャーディスクが開放すれば，ドライウェルのバイパスラインよりベン

トは自動的に開始される。 

 

 

 

図11 格納容器圧力逃がし装置概略系統図（フィンランド） 
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(2) ドイツ 

ドイツのBWRプラントに設置されている格納容器圧力逃がし装置の概略系統図を

図12に示す。格納容器圧力逃がし装置は，2ユニットで共有する設計となってい

る。ベントラインには，原子炉格納容器隔離のための電動弁が2つ，ユニット間の

切替えのための電動弁が1つ設置されている。また，フィルタ装置の出口側には逆

止弁が設置されている。 

 

 

 

図12 格納容器圧力逃がし装置概略系統図（ドイツ） 
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(3) スイス 

スイスのBWRプラントに設置されている格納容器圧力逃がし装置の概略系統図を

図13に示す。ベントラインには電動弁が2つ設置されており，原子炉格納容器から1

つ目の弁は常時「開」，2つ目の弁は常時「閉」となっている。また，2つ目の弁を

バイパスするラインが設置されており，バイパスラインにはラプチャーディスクが

設置されている。そのため，操作員が2つ目の弁の「開」操作を実施しなくても，

格納容器圧力が規定の値まで上昇し，ラプチャーディスクが開放すればベントは自

動的に開始される。 

 

 

 

図13 格納容器圧力逃がし装置概略系統図（スイス） 

 

 

2. 引用文献 

(1) NEA／CSNI／R(2014)7，“OECD／NEA／CSNI Status Report on Filtered 

Containment Venting”，02-Jul-2014. 
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補足11 

系統内の水素濃度について 

 

1. 系統内の濃度 

ベント実施時は，系統内に流れがあり，水素ガスが局所的に蓄積することはない。一

方，ベント停止後はフィルタ装置内に捕捉した放射性物質によるスクラバ水の放射線分

解により，蒸気とともに水素ガス，酸素ガスが発生する。 

発生する水素ガスは水蒸気に比べて十分少なく約0.2vol％と評価され，蒸気発生量に

対して一定となる。さらに，フィルタ装置入口側配管に接続された窒素供給配管より窒

素ガスを供給することで，系統内の水素濃度は低くなる。 

フィルタ装置入口側配管の水素濃度は，窒素供給を実施することで，約0.4×10-3vol％

と評価される。一方，フィルタ装置出口側配管の水素濃度は，上述のとおり窒素供給を

考慮せずに約0.2vol％と評価され，窒素供給を考慮することでさらに低減される。 

フィルタ装置出口側配管（よう素フィルタ出口側）は放出口まで逆Uシール構造となっ

ている箇所はなく，水素ガスは水蒸気とともに放出口に導かれることから，系統内に水

素ガスが蓄積することはない。 

一方，フィルタ装置入口側配管及びフィルタ装置出口側配管（よう素フィルタ入口側）

については，系統内の蒸気が凝縮してフィルタ装置に戻ると非凝縮性ガスである水素ガ

ス及び酸素ガスの濃度が上昇し，Uシール構造部にて可燃限界に至るおそれがあることか

ら，窒素パージ後において，水素ガスが長期的に系統内に滞留しないことを確認するた

めにフィルタ装置水素濃度でフィルタ装置入口側配管及びフィルタ装置出口側配管（よ

う素フィルタ入口側）の水素濃度を監視する。 

以上より，柏崎刈羽原子力発電所第７号機の格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置

水素濃度は，フィルタ装置入口側配管及びフィルタ装置出口側配管（よう素フィルタ入

口側）に設置を計画している。 
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（参考） 

1. 各運転モードにおける系統構成と系統内の水素濃度について 

格納容器圧力逃がし装置の各運転モード（通常待機時，ベント実施時，ベント停止後）

における系統状態及び系統内の水素濃度について以下に示す。 

(1) 通常待機時 

a. 系統状態 

通常待機時においては，原子炉格納容器隔離弁が閉止されており，隔離弁から

ラプチャ―ディスクの間は窒素ガスにより不活性化されている。 

通常待機時の状態を図1に示す。 

b. 水素濃度 

通常待機時においては，系統内への水素ガス流入はなく，また，系統内におけ

る水素ガスの発生はない。 
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 (2) ベント実施時 

a. 系統状態 

炉心の著しい損傷が発生した場合のベント開始後には，原子炉格納容器内にお

けるジルコニウム－水反応や水の放射線分解により発生する水素ガスが格納容器

圧力逃がし装置系統内に流入するとともに，フィルタ装置にて捕捉した放射性物

質によるスクラバ水の放射線分解により，フィルタ装置内において水素ガスが発

生する。 

この状態においても，系統の初期の不活性化及び原子炉格納容器及びフィルタ

装置において崩壊熱により発生する多量の水蒸気による水素ガスの希釈により，

可燃限界には至らない。また，フィルタ装置出口側配管は放出口の間には逆Uシー

ル構造となる箇所があるが，常にガス流れがあること，及びベントガス中のモル

組成としては水蒸気が支配的であることから，局所的な水素ガスの滞留及び蓄積

は発生しない。 

ベント実施時の状態を図2に示す。 

b. 水素濃度（ベント実施時） 

格納容器圧力逃がし装置へ流入するベントガスの水素濃度については，原子炉

格納容器内での水の放射線分解による水素発生量と，同時に発生する水蒸気発生

量の割合から求める。その結果，原子炉格納容器より系統内へ流入するベントガ

スの水素濃度は約0.2vol％となる。 

水蒸気発生量＝Q×1000／（飽和蒸気比エンタルピ 

－飽和水比エンタルピ）×1000／分子量×22.4×10-3×3600 

水素発生量＝Q×106×G値（分子／100eV）／100／（1.602×10-19）（＊1） 

／（6.022×1023）（＊2）×22.4×10-3×3600×放射線吸収割合 

水素濃度＝水素発生量／（水蒸気発生量+水素発生量）×100 

Q：崩壊熱(MW) 

注記＊1：1eV＝1.602×10-19［J］ 

＊2：アボガドロ数 6.022×1023 

以上の式に事故発生7日後の状態を想定した条件を適用し，水素濃度を求める。 

・格納容器圧力はベント実施時の圧力として200kPa[abs]とする。 

・原子炉格納容器内の冷却水は沸騰していると想定し水素発生量のG値は0.4と

する。 

・放射線吸収割合は1.0とする。 

・事故発生7日後を想定するため，崩壊熱は約12MWとする。 

水蒸気発生量＝12×1000／（2706.24－251.15＊）×1000／18 

×22.4×10-3×3600＝21897.4Nm3/h 

注記＊：飽和水比エンタルピは60℃条件とする。 
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水素発生量＝12×106×0.4／100／（1.602×10-19）／（6.022×1023） 

×22.4×10-3×3600×1.0＝40.12Nm3/h 

水素濃度＝40.12／（21897.4+40.12）×100＝約0.2vol％ 

次に，フィルタ装置において発生する水素濃度については，フィルタ装置内の

スクラバ水の放射線分解による水素発生量と，同時に発生する水蒸気発生量の割

合から求める。 

水素濃度は系統へ流入するベントガスの水素濃度を求める式と同様の式を用い

て計算する。その結果，フィルタ装置より発生する水素濃度は約0.2vol％となる。 

水素濃度の計算条件は以下のとおりとする。 

・水の放射線分解に寄与する熱量は9.3kWを想定する（フィルタ装置に流入する

放射性物質の崩壊熱の想定量）。 

・スクラバ水は沸騰しているものと想定し水素発生量のG値は0.4とする。 

・放射線吸収割合は1.0とする。 

水蒸気発生量＝0.0093×1000／（2675.53－418.99）×1000／18 

×22.4×10-3×3600＝18.46Nm3/h 

水素発生量＝0.0093××106×0.4／100／（1.602×10-19）／（6.022×1023） 

×22.4×10-3×3600＝0.03Nm3/h 

水素濃度＝0.03／（18.46+0.03）×100＝約0.2vol％ 
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(3) ベント停止後 

a. 系統状態 

ベント停止後は，フィルタ装置内における水素ガスの発生を防止するため，ス

クラバ水を原子炉格納容器へ移送する運用としている。ここでは，その操作を実

施しない場合の操作並びに影響について確認する。 

ベント停止後，系統内に滞留する水素ガスを希釈，掃気するため，可搬型窒素

供給装置により系統内への窒素供給を開始し，窒素供給量約70Nm3/hで3時間の窒

素パージを続け，フィルタ装置水素濃度が可燃限界濃度以下であることを確認し

窒素パージをいったん完了する。その後は，フィルタ装置水素濃度を測定すると

ともに，フィルタ装置入口側配管が正圧に維持されていることを確認し，系統内

に間欠的に窒素ガスを供給することで，系統内の水素ガスを希釈，掃気する（フ

ィルタ装置出口側への流れが形成される）ため，フィルタ装置入口側配管及びフ

ィルタ装置出口側配管内に水素ガスが滞留することはなく，スクラバ水の放射線

分解により発生した水素ガスもこの流れにより，大気開放端から掃気される。ま

た，フィルタ装置出口側配管については，スクラバ水が飽和状態にある場合は，

水蒸気発生量が水素発生量を大きく上回るため，水素濃度が可燃限界に至ること

はない。ベント停止後の状態を図3に示す。 

b. 水素濃度（隔離弁～フィルタ装置） 

フィルタ装置入口側配管へ逆流する水素濃度について，窒素供給量，水素発生

量の割合から求める。その結果，水素濃度は約0.4×10-3vol％となる。 

なお，フィルタ装置入口側配管に逆流する可能性のある水素発生量は以下に示

した式を用いて計算する。 

 

フィルタ装置内水素発生量＝Q×106×G値（分子／100eV）／100 

／（1.602×10-19）／（6.022×1023）×22.4×10-3×3600 

入口配管内への水素流量＝フィルタ装置内水素発生量 

×ガス入口配管断面積／フィルタ装置断面積 

水素濃度＝入口配管への水素流入量 

／（入口配管への水素流入量＋窒素供給量）×100 

水素濃度の計算条件は以下のとおりとする。 

・スクラバ水は沸騰しているものと想定し，水素発生量のG値は0.4とする。 

・水の放射線分解に寄与する熱量は9.3kWを想定する（フィルタ装置に流入する  

放射性物質の崩壊熱の想定量）。 

・放射線吸収割合は1.0とする。 

・窒素供給量は70Nm3/h，不純物濃度は1％未満のため無視する。 

フィルタ装置内水素発生量＝0.0093×106×0.4／100／(1.602×10-19) 
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／(6.022×1023)×22.4×10-3×3600 

＝0.03Nm3/h 

入口配管内への水素流量＝0.03×0.114／12.5＝0.3×10-3Nm3/h 

水素濃度＝0.3×10-3／（0.3×10-3+70）×100＝約0.4×10-3vol％ 

c. 水素濃度（フィルタ装置～放出口） 

原子炉格納容器への窒素供給時の水素濃度については，窒素供給量，水素発生

量の割合から求める。その結果，水素濃度は約0.2vol％以下となる。 

 

なお，ベント停止後のフィルタ装置出口側配管の水素濃度は1.(2)に示した式を

用いて計算する。 

水素濃度の計算条件は以下のとおりとする。 

・フィルタ装置出口が解放しているため，フィルタ装置圧力は大気圧であると

想定する。 

・スクラバ水は沸騰しているものと想定し，水素発生量のG値は0.4とする。 

・崩壊熱はQとする。 

・窒素供給は考慮しない。 

水蒸気発生量＝Q×1000／（2675.53－418.99）×1000／18×22.4×10-3×3600 

＝1985.3×Q Nm3/h 

水素発生量＝Q×106×0.4／100／（1.602×10-19）／（6.022×1023） 

×22.4×10-3×3600＝3.344×Q Nm3/h 

水素濃度＝3.344×Q／（1985.3＋3.344）×Q×100＝約0.2vol％ 
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(4) 評価の保守性について 

各運転モードにおける系統内の水素濃度評価は，水素発生量のG値を用いて算出し

ている。 

G値には，設置変更許可申請書の安全解析に用いられる値（沸騰域0.40分子/100eV）

を使用することにより，評価結果に保守性を持たせている。 

G値は重大事故等時の環境下では上記の値よりも低いという実験結果が得られて

いる。実際にシビアアクシデントが発生した状況を想定した場合の水素発生量のG

値は，電力共同研究報告書「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関す

る研究」において評価されており，その値（沸騰域0.27分子/100 eV）は許認可で用

いられるG値に対して低い値となっている。 

以上より，各運転モードにおける水素濃度評価は適切に行われているものと考え

る。 
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2. 格納容器圧力逃がし装置系統の不活性化について 

格納容器圧力逃がし装置系統の不活性化については，プラント起動前に実施する。系

統の不活性化に使用する系統について図4に示す。 

フィルタ装置入口弁を閉とした状態で，フィルタ装置入口弁の下流から可搬型窒素供

給装置により窒素供給を実施し，フィルタ装置を通じてパージラインから排出を継続す

ることで窒素置換を実施する。同様によう素フィルタ及び出口配管も窒素置換する。ま

た，フィルタ装置配管は，管理区域内を通るものの管理区域内に配管開口部はないため，

パージラインの排気先については，屋外とする。 
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3. 原子炉格納容器内における気体のミキシングについて 

BWRの原子炉格納容器内の気体のミキシング効果については，電力共同研究「格納容器

内ミキシング確認試験に関する研究」（S57年度）によって，格納容器スプレイや温度差

による自然対流に伴う撹拌効果による十分なミキシングが短時間に得られることを確認

している。 

事故シーケンス（大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）において，

事象発生後120分から格納容器スプレイを実施すること及び原子炉格納容器内の温度差

により，原子炉格納容器内の気体は十分にミキシングされるものと考えられる。さらに，

崩壊熱によって炉心で発生した蒸気が原子炉格納容器内へ放出されることによってもミ

キシングが促進される。 

格納容器スプレイを実施している場合の原子炉格納容器内の気体の流動については，

上記研究にて実験的に確認されている。実験結果を図5に示す。10vol％の空気希釈ヘリ

ウムガスの供給を停止すると，格納容器スプレイにより短期間で十分なミキシング効果

が得られることが示されている。 

原子炉格納容器内雰囲気と壁面に温度差がある場合のミキシング効果についての実験

結果を図6に示す。図6は原子炉格納容器内雰囲気と壁面に5℃の温度差がある場合のミキ

シング効果を示しており，10vol％の空気希釈ヘリウムガスを供給しているが，実験開始

から約20分後までには十分にミキシングされることを示している。BWRの原子炉格納容器

内では，原子炉圧力容器が熱源として考えられるため，原子炉格納容器内雰囲気と壁面

において少なくとも5℃以上の温度差は生じているものと考えられる。このため，BWRの

原子炉格納容器内において，気体が成層化する等の位置的な濃度の著しい偏りが生じる

可能性は低いと考えられる。さらに，本試験は，より成層化の可能性が高い軽密度気体

であるヘリウムにて撹拌効果を確認しているため，原子炉格納容器内での水素燃焼を防

止するためのベント実施判断基準として設定している酸素ガスについては，濃度の著し

い偏りが生じる可能性はさらに低いと考えられる。 

また，シビアアクシデント条件下における原子炉格納容器内の気体のミキシング効果

については，比較的単純な形状から大規模で複雑な形状の試験装置に至る国内外の試験

において検討されている。代表的なものとして，旧（財）原子力発電技術機構による試

験で得られた知見を以下にまとめる。 

・軽密度気体（試験では水素ガスをヘリウムで模擬）の放出による自然循環のみでも 

ミキシングは比較的良好であった。 

・水蒸気発生を考慮したケースでは，ミキシングは促進された。 

・上部区画へ軽密度気体を放出して濃度の偏りを生じさせたケースでも，格納容器 

スプレイを作動させることによりミキシングは達成された。 

本試験はPWRプラントを模擬したものであるが，複雑な区画を含む形状においても十

分なミキシングが得られたことが確認されており，BWRプラントでも同様の効果が期
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待できると考えられる。 

 

 

図5 格納容器スプレイ実施時のガス濃度変化 
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図6 原子炉格納容器内雰囲気と壁面の温度差によるガス濃度変化結果 
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補足 12 

格納容器圧力逃がし装置使用後の保管管理 

 

格納容器圧力逃がし装置使用後には，フィルタ装置並びによう素フィルタには多量の放

射性物質が捕捉される。そのため，格納容器圧力逃がし装置使用後には，フィルタ装置並

びによう素フィルタに捕捉された放射性物質が環境に放出することがないよう，適切に保

管する必要がある。格納容器圧力逃がし装置使用後のフィルタ装置並びによう素フィルタ

の保管方針を以下に示す。 

 

【フィルタ装置】 

格納容器圧力逃がし装置使用後は，フィルタ装置内のスクラバ水を原子炉格納容器へ移

送し，スクラバ水に捕捉された放射性物質が環境へ放出しないよう気中保管する。 

なお，フィルタ装置に放射性物質を含んだスクラバ水が保管されていたとしても，水ス

クラバから環境への放射性物質の再浮遊は防止可能であるが，放射性物質の放出リスクを

更に低減するため，スクラバ水を原子炉格納容器へ移送する。  

また，金属フィルタに捕捉した放射性物質は，フィルタ装置使用後にベントガス流れが

無い状態においても，崩壊熱に伴う金属フィルタの過熱による放射性物質の再浮遊は生じ

ないことを確認している。 

 

【よう素フィルタ】 

よう素フィルタについても，気中保管とする。 

よう素フィルタで捕捉したよう素は，高温状態で水素を通気した場合によう素の再揮発

が起こるが，スクラバ水を原子炉格納容器へ移送することで，よう素フィルタに水素ガス

が流入しないようにし，よう素フィルタからのよう素の再揮発を防止する。 

 

なお，格納容器圧力逃がし装置使用後には，フィルタ装置出口側配管に設置しているフ

ィルタ装置出口放射線モニタにて，フィルタ装置並びによう素フィルタからの放射性物質

の放出がないことを確認する。 
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補足 13 

計測設備が計測不能になった場合の推定方法，監視場所について  

 

1. 計測設備の個数の考え方について 

格納容器圧力逃がし装置の計測設備は，ベント実施時において計測設備の機能喪失が

格納容器圧力逃がし装置の機能維持のための監視及び放射性物質の除去性能の監視に直

接係るパラメータについては，計器を多重化する設計としている。 

多重化対象の監視パラメータは以下のとおりである。 

フィルタ装置水位 

フィルタ装置出口放射線モニタ 

フィルタ装置金属フィルタ差圧 

 

2. 計測不能となった場合の推定方法について 

格納容器圧力逃がし装置の計測設備は，計器の故障等により計測ができない場合にお

いても代替パラメータによる推定が可能である。各パラメータに対する代替パラメータ

及び代替パラメータによる推定方法を表1に，計測設備概略構成図を図1に示す。 

 

3. 計測設備の監視場所の考え方について 

格納容器圧力逃がし装置の計測設備は，中央制御室において集中監視を行う設計とし

ている。また，中央制御室の運転員を介さず，事故状態を把握できるよう 5 号機原子炉

建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）においても監視可能とする。   
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補足 14 

エアロゾルの密度の変化が慣性衝突効果に与える影響について 

 

1. DFへの影響 

フィルタ装置は，水スクラバと金属フィルタを組み合わせてエアロゾルを捕集する

が，このうち水スクラバは，主に慣性衝突効果を利用してエアロゾルを捕集することか

ら，エアロゾルの密度変化が，DFへ影響を及ぼすことが考えられる（密度が大きい程，

DFは大きくなる）。そのため，エアロゾルのDFの評価には，保守的に，想定されるエア

ロゾル密度のうち小さいものを用いている。 

ここでは，感度評価として，エアロゾル密度が大きい場合のDFを評価することで，エ

アロゾル密度がDFに与える影響を示すこととする。 

 

2. DFの比較 

(1) エアロゾル密度とDFの関係 

水スクラバでは，慣性衝突，重力沈降，ブラウン運動，熱泳動の各メカニズムに

より，エアロゾルを水中に捕捉する。 

これらの捕捉メカニズムを考察するため，試験装置にて，金属フィルタを取り外

し，水スクラバだけのDFを計測する試験を実施した。その上で，計測したDFをスト

ークス数で整理すると，図1の通りとなった。この図から判るように，ストークス

数の増加とともにDFは増加する。また，流量条件が異なっても，ストークス数で整

理するとDFはほぼ同様の傾向を示す。このことから，水スクラバのDF増加要因とし

て，慣性衝突の影響が支配的であることがわかる。 

 

 

図1 水スクラバ単体DFとストークス数 
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なお，ストークス数とは，気体中の粒子の慣性力の大きさを表す値であり，以下

の式により表される。ストークス数が大きい程，粒子に作用する慣性力は大きく，

慣性衝突による捕捉効果が大きくなると考えられる。 

 

𝑆𝑡 = 𝐷𝑝
2(𝜌𝑝 + 𝜌/2)𝐶𝐶𝑢0/(9𝜂𝐷𝑓)   （1） 

 

    ここで，Dp は粒径，ρ p は粒子密度，ρはガス密度，Cc はスリップ補正係数，u0

はガスの流速，ηはガス粘度，Df は流体中の代表直径である。また，スリップ補

正係数（Cc）は以下の式により表される。 

 

𝐶𝐶 = 1 + 𝐾𝑛 {1.257 + 0.4𝑒𝑥𝑝⁡(−
1.1

𝐾𝑛
)}    （2） 

 

𝐾𝑛 = 2𝜆𝑔/𝐷𝑝               （3） 

 

𝜆𝑔 = 𝜂/(0.499𝑃√8𝑀/𝜋𝑅𝑇)         （4） 

 

    となる。なお，T はガス温度，P はガス圧力，M はガス分子量，R は気体定数で

ある。 
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(2) 重大事故等時に発生するエアロゾルの密度 

原子炉格納容器に放出されるエアロゾルの密度は，エアロゾルを構成する化合物

の割合によって変化する。ＭＡＡＰにおける核種グループについて，ＭＡＡＰ解析

結果をＮＵＲＥＧ－１４６５の知見を用いて補正した割合を用いてエアロゾル密度

を計算すると表1のとおり約 g/cm3となる。なお，フィルタ装置のオ

ーバーオールDFの評価には，保守的に密度が最も小さいCsOHの密度を用いている。 

 

表1 原子炉格納容器の状態とエアロゾルの密度 

代表 

化学形態 

炉内内蔵量

（kg） 

Gap 

Release 

Early 

In-

Vessel 

Ex-Vessel 
Late In-

Vessel 
合計 

CsI  0.05 0.25 0.3 0.01 0.61 

CsOH  0.05 0.2 0.35 0.01 0.61 

TeO2， 

Sb＊ 
 0 0.05 0.25 0.005 0.305 

BaO， 

SrO＊ 
 0 0.02 0.1 0 0.12 

MoO2  0 0.0025 0.0025 0 0.005 

CeO2  0 0.0005 0.005 0 0.0055 

La2O3  0 0.0002 0.005 0 0.0052 

密度

（g/cm3） 
-      

注記＊：複数の代表化合物を持つグループでは，各化合物の平均値を使用した。 

 

ここで，各化合物の密度は，以下のとおり 

CsI  ：約4.5g/cm3（引用文献(2)）   SrO ：約5.1g/cm3（引用文献(2)） 

CsOH ：約3.7g/cm3（引用文献(4)）    MoO2：約6.4g/cm3（引用文献(2)） 

TeO2  ：約5.7g/cm3（引用文献(3)）    CeO2：約7.3g/cm3（引用文献(2)） 

Sb   ：約6.7g/cm3（引用文献(2)）   La2O3：約6.2g/cm3 （引用文献(2)） 

BaO  ：約6.0g/cm3（引用文献(5)） 

  



補足 14－4 

(3) エアロゾル密度の変化による影響 

エアロゾル密度の変化による，フィルタ装置のDFへ与える影響を評価するため，

エアロゾル密度を7.3g/cm3とした場合のDFを評価し，フィルタ装置のオーバーオー

ルDFの評価に使用しているエアロゾル密度（CsOH密度：3.7g/cm3）とした場合のDF

と比較した。 

事故シーケンスは，大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源喪失とす

る。エアロゾル密度が3.7g/cm3ならびに7.3g/cm3のW/Wベントのフィルタ装置に流

入するエアロゾル粒径分布を図2，図3に，D/Wベントのフィルタ装置に流入するエ

アロゾル粒径分布を図4，図5にそれぞれ示す。 

なお，エアロゾルの粒径については，空気動力学径で整理した。空気動力学径と

は，様々な密度の粒子に対して，密度1g/cm3の粒子に規格化したときの粒径を表す

ものである。空気動力学径が同じであれば，その粒子は密度や幾何学的な大きさと

は関係なく，同じ空気力学的挙動を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 エアロゾル粒径分布（W/Wベント，密度3.7g/cm3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 エアロゾル粒径分布（W/Wベント，密度7.3g/cm3） 
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図4 エアロゾル粒径分布（D/Wベント，密度3.7g/cm3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 エアロゾル粒径分布（D/Wベント，密度7.3g/cm3） 

 

一方，フィルタ装置のエアロゾル除去性能試験より得られた，エアロゾル粒子の

空気動力学径に対するDFは，図6～図11に示すとおりである。図6，図7は2Pd相当流

量，図8，図9は1Pd相当流量，図10，図11は最小流量相当のものである。なお，そ

れぞれの流量に対して，性能を示すグラフが2つずつあるが，一方はDFの下限値で

包絡し，DFが計測できない大粒径のDFは保守的に存在する最大粒径として性能線を

作成したものであり，もう一方はDFの下限値のデータを用いてDFデータをフィッテ

ィングするカーブを作成し，それをDF性能線としたものである。後者が，より現実

的な性能を表すものとなる。 
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図6 DF性能線（2Pd相当流量，下限包絡線） 

 

       

図7 DF性能線（2Pd相当流量，フィッティング線） 

 

       

図8 DF性能線（1Pd相当流量，下限包絡線） 

1

10

100

1,000

10,000

100,000

1,000,000

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

粒
径
別
D
F[
-]

粒径（空気動力学径）[μm]

TiO2 性能線

1

10

100

1,000

10,000

100,000

1,000,000

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

粒
径
別
D
F[
-]

粒径（空気動力学径）[μm]

TiO2 性能線



補足 14－7 

 

       

図9 DF性能線（1Pd相当流量，フィッティング線） 

 

       

図10 DF性能線（最小流量相当，下限包絡線） 

 

     

図11 DF性能線（最小流量相当，フィッティング線） 
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これらのエアロゾル粒径分布とDF性能線を用いて，以下の式にてフィルタ装置

のエアロゾルに対するオーバーオールのDFを評価すると，表2，表3の通りとなっ

た。 

 

 

                              （５） 

 

DF（DP） ：粒径Dpにおけるフィルタ装置のDF 

M(Dp)   :フィルタ装置に流入する粒径Dpのエアロゾルの総量 

 

表 2 オーバーオール DF（下限包絡性能線） 

事故シーケンス ガス流量 

オーバーオール DF 

エアロゾル 

密度 

3.7g/cm3 

エアロゾル

密度 

7.3g/cm3 

大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋

全交流動力電源喪失，W/W ベント 

2Pd 相当流量 34077 42908 

1Pd 相当流量 13337 13866 

最小流量相当 9853 24071 

大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋

全交流動力電源喪失，D/W ベント 

2Pd 相当流量 39760 43189 

1Pd 相当流量 13602 13866 

最小流量相当 20048 26232 

 

表 3 オーバーオール DF（フィッティング性能線） 

事故シーケンス ガス流量 

オーバーオール DF 

エアロゾル 

密度 

3.7g/cm3 

エアロゾル

密度 

7.3g/cm3 

大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋

全交流動力電源喪失，W/W ベント 

2Pd 相当流量 91689 1368992 

1Pd 相当流量 117458 1675369 

最小流量相当 10199 94628 

大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋

全交流動力電源喪失，D/W ベント 

2Pd 相当流量 417803 3818203 

1Pd 相当流量 546627 4878357 

最小流量相当 54584 387803 
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表2，表3に示す通り，従前より評価しているエアロゾル密度3.7g/cm3における

DFに対して，エアロゾル密度7.3g/cm3とした評価は，よりDFが大きく評価されるこ

とがわかる。そのため，従前のエアロゾル密度3.7g/cm3における評価は，保守的な

評価であることがわかる。 

 

3. 引用文献 

(1) 川村慎一，木村剛生，大森修一，奈良林直，“原子炉格納容器フィルタベント 

システムの開発”，日本原子力学会和文論文誌，Vol. 15, No. 1 (2016), pp. 

12-20. 

(2) 理化学辞典第4 版 

(3) 理化学辞典第4 版増補版 

(4) Hazardous Chemicals Desk Reference 

(5) 理化学辞典第3 版増補版 
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補足 15 

フィルタ装置における化学反応熱について 

 

1. 化学反応熱 

重大事故等時に原子炉格納容器で発生したエアロゾル及び無機よう素がフィルタ装置

に到達し，水スクラバにおいて無機よう素が化学反応した際の生成物は中性物質（よう

化ナトリウム(NaI)）であり，スクラバ水のpHに与える影響はほとんどない。また，水

スクラバにて無機よう素がスクラバ水と化学反応することによって発熱するが，この発

熱量と，要求事項であるフィルタ装置内発熱量(9.3kW)とを比較した結果，水スクラバ

における化学反応の発熱量は約1/1000であり，化学反応の発熱量の影響が十分小さいこ

とを確認した。 

重大事故等時に原子炉格納容器で発生した有機よう素及び水スクラバを通過した無機

よう素について，よう素フィルタにおいて有機よう素及び無機よう素が化学反応した際

の生成物のうち，メタノールは爆発性のおそれがある物質とされているが，生成量は約

0.011vol％と微量であることから，爆発することはないと考えられる。なお，生成物の

うち，よう化銀については，光によって分解する性質があるが，よう素フィルタは容器

内の遮光された環境にあるため，光分解によるよう素の放出は発生しない。また，よう

素フィルタにて有機よう素及び無機よう素が吸着剤と化学反応することによって発熱・

吸熱するが，化学反応の発熱・吸熱による温度変化量を評価した結果，よう素フィルタ

の温度変化が十分小さいことを確認した。 
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2. 水スクラバにおける化学反応による発熱量 

(1) 水スクラバにおけるエアロゾルの化学反応による発熱量 

水スクラバで捕集されるエアロゾルは核分裂生成物エアロゾルと構造材エアロゾ

ルがある。このうち構造材エアロゾルは炉内構造物等の金属及びコンクリート含有

元素(Si,Ca,Mg,Al,K等)で構成されている。それらがスクラバ水と反応したときの

反応熱の中で1mol当たりの発熱量が最も大きいのは であることから，ここでは

である で代表し，事故シーケンス（大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋

全交流動力電源喪失，D/Wベント）時の評価値であるコンクリート等構造材約

0.21kg全量が としてスクラバ水で反応したときの発熱量にて影響を評価する。 

 

水スクラバにおける の化学反応は以下の熱化学方程式のとおりである。 

 

それぞれの化学種の標準生成エンタルピは以下の値となる（引用文献(1)）。 

   

   

   

  

熱化学方程式と標準生成エンタルピより， kJとなる。 

以上より，1molの の反応には kJ/molの発熱量を伴うこととなる。 

 0.21kgは molに当たることから，発熱量は

kJとなる。 

  

 

(2) 水スクラバにおける無機よう素の化学反応による発熱量 

水スクラバにおける無機よう素の捕集は，スクラバ水に添加する薬剤により行わ

れ，その化学反応は以下の熱化学方程式のとおりである。 

アルカリ性条件下（発熱反応） 

 

それぞれの化学種の標準生成エンタルピは以下の値となる（引用文献(1)）。 
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熱化学方程式と標準生成エンタルピより， kJ，

kJとなる。 

以上より，1mol の無機よう素(固体)の反応には kJ/mol，無機よう素(ガス)の

反応には kJ/mol の発熱量を伴うこととなる。 

一方，水スクラバに流入する無機よう素の量について，以下のとおり設定する。 

a. よう素炉内内蔵量（約29.1kg） 

平衡炉心末期を対象としたＯＲＩＧＥＮ２コードの計算結果から，約29.1kgと

する。 

b. 原子炉格納容器へのよう素放出割合（100％） 

保守的に，原子炉格納容器内へのよう素の放出割合を100％とする。 

c. 原子炉格納容器に放出されるよう素のうち無機よう素生成割合（91％） 

Regulatory Guide 1.195に基づき，粒子状よう素5％，無機よう素91％，有機

よう素4％とする。 

d. 原子炉格納容器内での自然沈着による除去係数（200） 

ＣＳＥ実験に基づき設定し，200とする。 

 

以上より，水スクラバに流入する無機よう素（分子量253.8）約0.132kg（＝

29.1kg×100％×91%÷200）の量は約0.53mol（＝132g/253.8g/mol）となる。発熱

量は，無機よう素全量を発熱量が大きいガスと仮定し，約  kJとなる。 

 kJ 

 

(3) 水スクラバにおける化学反応の発熱量の評価 

(1)，(2)で求めた発熱量の合計は，約 kJとなる。この発熱量に対して，

のフィルタ装置内の崩壊熱と比較すると，設計条件としている崩壊熱9.3kW

において， kJとなり，化学反応による発熱量が十分小さ

い値であることが分かる。（  kJ／ kJ≒1/1000） 

この発熱量によって蒸発する水量は，潜熱 kJ/kg（150℃飽和蒸気）を用いて

計算すると kgとなる。スクラバ水の待機水位

は，スクラバ水の下限水位となる水量 tに余裕を見た水量であり，化学反

応による蒸発量 kgを考慮しても，余裕をもった水量となっていることが分か

る。 

以上より，水スクラバにおける化学反応による発熱量が与える影響はないと言え

る。 
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3. よう素フィルタにおける化学反応による発熱量 

(1) よう素フィルタにおける有機よう素の化学反応による発熱量 

よう素フィルタにおける有機よう素の捕集は，銀ゼオライトへの吸着反応として

行われ，その化学反応は以下の熱化学方程式のとおりである。 

アルカリ性条件下（発熱反応） 

 

それぞれの化学種の標準生成エンタルピは以下の値となる（引用文献(1)）。 

    

        

        

        

      

         

熱化学方程式と標準生成エンタルピより， kJとなる。 

以上より，1molの有機よう素CH3Iの反応には kJ/molの発熱量を伴うことと

なる。 

ここで，よう素フィルタに流入する有機よう素の量は9.16molとなる（29.1kg×

100％×4%＝1.16kg，1.16kg÷127g/mol＝9.16mol）。したがって，よう素フィルタ

における有機よう素の反応による発熱量は kJとなる。 

有機よう素の全量が10分間（600秒）でよう素フィルタへ捕集されたと考える

と，発熱量は J/sとなる。 

 

(2) よう素フィルタにおける無機よう素の化学反応による発熱量 

よう素フィルタの前段に位置する水スクラバ及び金属フィルタが無機よう素に対

してDF1000の除去性能を有するため，その後段に位置するよう素フィルタには有意

な無機よう素の流入はなく，その化学反応熱も有意ではない。 
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(3) よう素フィルタにおける化学反応の発熱量の評価 

(1)で求めた発熱量 J/sによるよう素フィルタの上昇温度を求めるため

に， 水蒸気の圧

力，温度条件は，

 

 

 

 

   

次に，よう素フィルタの温度上昇を求める。 

  ＝ ℃ 

以上より，よう素フィルタにおける化学反応による発熱量が与える温度変化は十

分小さいため，影響はないと言える。 

 

 

4. 引用文献 

(1) 化学便覧基礎編改訂 5 版 
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補足 16 

スクラバ水スロッシングの影響について 

 

1. スクラバ水スロッシングの影響について 

フィルタ装置使用中に地震が発生した場合，スクラバ水にスロッシングが発生する可

能性がある。そこで，フィルタ装置使用時にスロッシングが発生したスクラバ水の挙動

について，解析コード「ＳＴＡＲ－ＣＣＭ＋」を用いたCFD解析を実施した。 

解析の条件として，フィルタ装置の性能として厳しい条件である，下限水位であるス

クラバノズル上端＋0.5mの時に，基準地震動Ｓｓの地震が発生したとする。評価の結果

を図1に示す。 

図1に示すとおり，下限水位時に基準地震動Ｓｓによりスロッシングが発生すると，

波高が高い瞬間はスクラバノズルが一部気相部に露出し，水スクラバの性能が低下す

る。 

しかしながら，地震が発生して，さらにスクラバノズルの一部が気相部に露出してい

る時間は，ベント実施期間と比較して非常に小さく，さらに水スクラバの後段には金属

フィルタも設置していることから，ベントにより放出される放射性物質のトータル量に

影響を与えるものではないと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 スクラバ水スロッシング評価結果 
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補足 17 

ベント実施時の発生荷重について 

 

1. ベント実施時において発生する荷重の考慮について 

重大事故等発生時において，原子炉格納容器内にて発生する可能性がある動荷重は，

以下のものがある。 

a. 原子炉冷却材喪失時の動荷重（ドライウェル内の配管破断によるジェット力， 

プールスウェル荷重及びベント管出口での蒸気凝縮振動荷重） 

b. 逃がし安全弁作動時の荷重 

c. 原子炉隔離時冷却系（高圧代替注入系）タービン排気圧力の荷重 

d. 溶融燃料－冷却材相互作用による荷重 

e. ベント時の荷重 

 

フィルタ装置内は，前述の原子炉格納容器内と同様に，ベント実施時には，低温のス

クラバ水中に蒸気等が放出されるため，蒸気凝縮等による荷重が発生し，フィルタ装置

及び内部構造物に作用する可能性がある。 

 格納容器圧力逃がし装置は，スクラバノズルにてベントガスを細かい気泡としてスク

ラバ水中に噴射することで蒸気凝縮等による荷重が低減され，また，ベント時には非凝

縮性ガスを含む高流束の蒸気が供給され直ちに飽和温度に達することから，破損を引き

起こすような蒸気凝縮振動やチャギングが発生しない安定な状態で運用される設計とな

っている。 

 蒸気が水中に放出される際の振動様式については，蒸気流束とプール水温で整理され

た状態線図（図 1）がある。この線図は，蒸気を垂直下向きにベントする試験体系で実

施されたものであるが，蒸気を水平方向にベントする試験での振動様式の説明等に引用

されており，一般的に，振動様式は蒸気流束とプール水温が重要なパラメータであると

考えられている。国内 ABWR 開発時の格納容器水平ベント確証試験で得られた蒸気凝縮

振動とチャギングの遷移領域をこの線図と比較した結果，ほぼ一致することも確認して

おり，この線図は上方向に蒸気を放出するスクラバノズルに対する振動様式の指標とす

ることができると考えられる。 

 このため，発生する荷重については，原子炉格納容器内にて発生する可能性がある動

的荷重，蒸気が水中に放出される際の振動様式の状態線図を参考に，フィルタ装置内の

放出される流体，スクラバ水温度等の状態を踏まえると，入口配管内のスクラバ水及び

非凝縮性ガス（窒素ガス）がスクラバノズルからフィルタ装置内に放出される際（クリ

アリング過程，気泡形成過程）のクリアリング荷重，その後，蒸気がフィルタ装置内の

スクラバ水に放出される際（蒸気放出過程）の蒸気凝縮振動による荷重，チャギングに

よる荷重が考えられる。 
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 これら荷重のうち，チャギングについては，蒸気流束が小さい領域で生じ，水温が高

くなると荷重が小さくなることが知られており，ベント実施後のスクラバ水温は約

℃と低温であるが，蒸気流束は約 ＊1kg/m2s と高い状態とな

ること，事象経過とともに蒸気流束は減少していくが，水温は飽和温度（2Pd ベント開

始直後で約 160℃）まで上昇し，この状態が維持されることから，これらの状態におい

てチャギング領域外で維持される。 

 また，実機を模擬した試験装置を用いた一連の試験後においても，スクラバノズル等

の損傷は確認されていない。 

これらより，フィルタ装置及び内部構造物には，以下の荷重が作用すると考えられ

る。また，ベント時の事象を表 1 に示す。 

 

【フィルタ装置，内部構造物に作用する荷重】 

a. スクラバ水の放出によるクリアリング荷重 

b. 窒素ガス噴出時のクリアリング荷重 

c. 蒸気噴出時の蒸気凝縮振動による荷重 

 

注記＊1：二次隔離弁は中間開度にて運用した場合の値 

 

2. フィルタ装置に作用する水力学的動荷重 

フィルタ装置の設計に当たって，強度評価では，最高使用圧力 2Pd，最高使用温度

200℃の条件における内圧荷重に対する必要板厚を算出し，最小板厚が必要板厚を満足

すること，耐震評価では，内圧荷重及び地震荷重による発生応力が許容値を満足するこ

とを確認している（表 2）。 

評価結果は，Ⅴ-3-3-6-2-7-1-5「フィルタ装置の強度計算書」及びⅤ-2-9-4-7-1-3

「フィルタ装置の耐震性についての計算書」に示す。 

以下では，フィルタ装置に作用する荷重として設定した水力学的動荷重の影響につい

て確認し，上記評価に包含されていることを示す。 

 

2.1 スクラバ水噴出によるフィルタ装置強度評価への影響 

スクラバノズルは上方に噴射することに加え，スクラバ水の噴射荷重は，急速に減

衰することから，クリアリング時の水の噴射速度で容器内面に直接作用することはな

く，実際に作用するクリアリングによる圧力は小さな値となる。 

上記を確認するため，図 2 に示す試験装置を用いて，スクラバ水噴射による動荷重

の計測を実施した。 

  本試験は，試験フィルタ入口弁までを格納容器圧力逃がし装置の最高使用圧力であ

る 620kPa に加圧した状態で入口弁を開操作することで，ベント開始直後の状況を模
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擬するものである。その際のスクラバノズル上端から 470mm 上方位置におけるスクラ

バ水噴射による動荷重（動圧）を，ピトー管を用いて計測した。なお，実機では，原

子炉格納容器からフィルタ装置に至るまでの配管経路にて圧力損失が生じるため，フ

ィルタ装置の入口で 620kPa の圧力がかかることはないが，ここでは保守的に，フィ

ルタ装置直前で 620kPa の圧力をかけて試験を実施した。 

試験の結果を図 3 に示す。入口弁の開放により，スクラバノズル内の水が噴射され

ることで動圧が生じているが，その大きさは約 kPa と小さく，動荷重の大きさは

急速に減衰することが確認した。 

以上より，スクラバノズルは上方に噴射されるため，フィルタ装置にスクラバ水噴

射による動荷重は直接作用しないことに加え，動荷重の大きさは急速に減衰すること

から，スクラバ水によるフィルタ装置強度評価への影響はない。 

 

2.2 窒素ガス噴出によるフィルタ装置強度評価への影響 

窒素ガス噴出時，気泡の形成による荷重，水面上昇による荷重がフィルタ装置内面

に作用するが，窒素ガス噴出時，気泡は瞬時に水面に到達することから，気泡の膨

脹・収縮による圧力脈動による荷重は小さいと考えられ，水面上昇もわずかであるこ

とから，フィルタ装置強度評価への影響はない。 

 

2.3 蒸気噴出によるフィルタ装置強度評価への影響 

図 4 の試験装置を用い，格納容器圧力逃がし装置起動時を模擬した条件にて蒸気凝

縮に伴う圧力変動を計測する試験を実施した。本試験では，常温のスクラバ水にベン

ト初期に想定される流量の蒸気を通気し，水温並びにスクラバノズル近傍容器壁面に

おける圧力を計測した。 

本試験の結果を図 5～図 11 に示す。圧力変動の値や周波数はスクラバ水の温度

（サブクール度）により異なり，圧力変動の範囲は最大で kPa～ kPa，周波

数は Hz～ Hz であった。また，その挙動は安定しており不安定な圧力変動は生

じないことを確認した。 

この蒸気凝縮による圧力変動によりフィルタ装置胴部に生じる応力を評価したとこ

ろ，疲労限以下であることを確認した。また，ベント実施時のフィルタ装置内の圧力

は，二次隔離弁を全開で運用した場合においても約 kPa であるため，上記の圧力

変動値を加算したとしても最高使用圧力である 620kPa には到達しないことから，最

高使用圧力による強度評価に内包される。さらに，スクラバノズルは図 12 の通り，

容器全面に均等に配置しているため，圧力変動による荷重は容器内面の全周に渡り発

生することから，この荷重がフィルタ装置に転倒モーメントを与えることはないと考

えられる。そのため，蒸気噴出時の蒸気凝縮による荷重に対して，フィルタ装置の健

全性は確保される。 
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以上より、蒸気噴出によるフィルタ装置強度評価への影響はない。 

 

3. 内部構造物及び配管に作用する水力学的動荷重 

ベント実施時にフィルタ装置内の内部構造物に作用する主な水力学的動荷重として

は，入口配管内のスクラバ水及び非凝縮性ガス（窒素ガス）がスクラバノズルからフィ

ルタ装置内に放出される際（クリアリング過程，気泡形成過程）のクリアリング荷重，

その後，蒸気がフィルタ装置内のスクラバ水に放出される際（蒸気放出過程）の蒸気凝

縮振動が考えられる。 

クリアリング過程，気泡形成過程，蒸気放出過程でフィルタ装置内の内部構造物に加

わる荷重は表 3 のとおりであり，内部構造物の強度評価に用いるベント時のスクラバノ

ズルに対して上向きに作用する水力学的動荷重としては，図 13 に示す最も荷重が大き

い「クリアリング時の噴流荷重」を考慮するものとする。 

内部構造物の評価結果は，補足 18「フィルタ装置の内部構造物強度計算について」

に示す。 

なお，容器の内部配管は，クリアリング過程及び気泡形成過程においては，通過する

内部流体が待機時のスクラバ水及び窒素ガスであることから，配管の温度上昇に寄与せ

ず熱応力による影響はない。また，蒸気放出過程においては，高温の蒸気が配管内を通

過し，一時的に内部配管の温度上昇による熱応力が発生するが，この熱応力が発生する

回数（ベント回数）は非常に少なく，疲労破壊に顕著な影響を与えることはない。 

ベント実施時には，蒸気と配管との温度差により蒸気凝縮が発生し，配管内では凝縮

水と蒸気とが存在することとなる。このため，配管内において水撃の発生が懸念される

が，格納容器圧力逃がし装置配管は，凝縮水が停留しない設計としていることから，凝

縮水による配管の閉塞は発生せず，水撃が発生しても荷重としては小さく，配管が損傷

することはない。 
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表 1 ベント実施時の事象 

ベント時事象 事象の内容 容器内への流入流体 容器内圧力 容器内温度 

① クリアリング過

程 

ベントが開始されると，原子

炉格納容器からのベントガス

により，内部配管内のスクラ

バ水がフィルタ装置内に放出

される。 

スクラバ水 約  kPa(abs)  約  ℃ 

②気泡形成過程 入口配管内に置換されていた

窒素ガスがフィルタ装置内に

放出される。 

窒素ガス 約  kPa(abs) 

→ 昇圧 

約  ℃ 

③蒸気放出過程 ベントガスがフィルタ装置内

に放出される。 

(蒸気凝縮→バブリング) 

水蒸気 

(約  kg/sm2 の蒸

気流束で流入) 

約  kPa(abs)＊1 

→原子炉格納容器圧力低

下に伴い，フィルタ装置

内圧力も低下する。 

約 160 ℃＊1（飽和温度）ま

で上昇 

→フィルタ装置内圧力低下

に伴い，その圧力における

飽和温度を維持しながら温

度は低下する。 

注記＊1：二次隔離弁は中間開度にて運用した場合の値 
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図 1 蒸気放出過程での蒸気凝縮状態＊ 
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表 2 フィルタ装置の設計 

部位 設計に用いた荷重 評価方法 

フィルタ装置 内圧荷重 

（最高使用圧力） 

発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含

む））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005／2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以

下「設計・建設規格」という。）に基づき，荷重に対する必要板厚を算出

し，最小板厚が必要板厚を満足することを確認する。 

内圧荷重，地震荷重 内圧荷重及び地震荷重による一次応力及び一次＋二次応力を算出し，原子力

発電所耐震設計技術指針で定める許容値を満足することを確認する。 
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図 2 動荷重計測試験装置概要 
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図 3 動荷重計測結果 
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図 4 蒸気凝縮荷重計測試験装置概要 
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図 5 圧力計測結果                     図 6 圧力計測結果 

 

  

図 7 圧力計測結果                     図 8 圧力計測結果 
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図 9 圧力計測結果                     図 10 圧力計測結果 

 

 

 
図 11 圧力計測結果 

図 12 スクラバノズル配置位置 
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図 13 クリアリング時にスクラバノズルに作用する荷重 

 

 

F
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表 3 ベント実施時に考慮が必要な荷重 

ベント 

実施時 

の推移 

フィルタ装置の内部構造物に 

加わる荷重 

フィルタ装置に 

加わる荷重 

①クリア

リング過

程 

1)スクラバ水噴出時の反力がス

クラバノズル下向きに作用す

るが，この荷重を考慮した評

価により内部構造物の発生応

力は許容値を満足することを

確認している。 

2)スクラバノズル上部に気泡細

分化装置があるが，噴射によ

る動圧は気泡細分化装置位置

では減衰するため影響はな

い。 

1)スクラバノズルは上方に噴射す

ることに加え，スクラバ水の噴

射荷重は，急速に減衰すること

から，クリアリング時の水の噴

射速度でフィルタ装置内面に直

接作用することはなく，クリア

リングによる影響はない。 

②気泡形

成過程 

1)窒素ガス噴出時の反力がスク

ラバノズル下向きに作用する

が，スクラバ水と比較して，

窒素ガスの密度は非常に小さ

いためクリアリング時よりも

荷重は小さく影響はない。 

2)窒素ガス噴出時，気泡の形成

による荷重，水面上昇による

荷重が内部構造物に作用する

が，窒素ガス噴出時，気泡は

瞬時に水面に到達することか

ら，気泡の膨脹・収縮による

圧力脈動による影響は小さい

と考えられ，水面上昇もわず

かであることから，内部構造

物への影響はない。 

1)窒素ガス噴出時，気泡の形成に

よる荷重，水面上昇による荷重

がフィルタ装置内面に作用する

が，窒素ガス噴出時，気泡は瞬

時に水面に到達することから，

気泡の膨脹・収縮による圧力脈

動による影響は小さいと考えら

れ，水面上昇もわずかであるこ

とから，フィルタ装置への影響

はない。 

③蒸気放

出過程 

1)蒸気噴出時の反力がスクラバ

ノズル下向きに作用するが，

スクラバ水と比較して，蒸気

の密度は非常に小さいためク

リアリング時よりも荷重は小

さい。 

2)ベント中は安定した蒸気凝縮

及びバブリングが維持される

ため，内部構造物への影響は

ない。 

1)圧力変動による荷重がフィルタ

装置内面に作用するが，圧力変

動による荷重は，前記①の荷重

よりも小さく，最高使用圧力に

よる強度評価に内包されること

から，フィルタ装置への影響は

ない。 
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添付 1 

フィルタ装置の蒸気凝縮振動による疲労評価 

 

1. 圧力変動による胴板の周方向応力の変動（Δσｔ） 

フィルタ装置の胴板＊1 の周方向応力の変動は，次式で計算される。（出典：機械工学

便覧） 

t

Ｐ・Ｄ
σ＝

2・t
 

ここで， 

Ｐ ：内圧 

Ｄ ：容器内径＝4000 mm 

ｔ ：容器板厚＝32 mm 

 

これより，圧力変動ｄＰ＝  kPa＝  MPa が作用したときの周方向応力の変

動範囲（片振幅）Δσ t は次のようになる。 

t

dＰ・Ｄ .0 ・4000
Δσ＝  ＝  3.12 　

2・t 2・32
 MPa →  MPa 

設計・建設規格 添付 4-2 3.2 項に従い，縦弾性係数により 200℃における周方向応

力の変動範囲（片振幅）を補正すると下記のようになる。 

   MPa 

注記＊1：半だ円の鏡板に発生する応力は，胴板と同等以下になるため，胴板で代表

して評価した。 

 

2. 疲労限 

設計・建設規格のオーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金の設計疲労線図

を適用する。 

 

図 14 設計疲労線図（オーステナイト系ステンレス鋼および高ニッケル合金） 
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適用する曲線については，設計・建設規格のフロー図に従い，「評価対象部に溶接継

ぎ手を含む」「(PL＋Pb＋Q)の範囲は 188MPa 以下となる＊2」の条件から，設計疲労線図

の「曲線 B」となる。 

注記＊2：フィルタ装置に最高使用圧力（0.62MPa）が作用したときに胴板に発生する

周方向応力σt は次のようになる。 

σt＝0.62×4000／(2×32)＝38.75 →39 MPa 

 

曲線 B の 1×1011 回における繰返しピーク応力強さは，図 14 より 114MPa となるこ

とから，疲労限は 114MPa となる。 

 

3. 評価結果 

圧力変動が作用したときのフィルタ装置胴板における周方向応力の変動範囲（  

MPa）は，疲労限（114MPa）を超えることはないため，蒸気凝縮に伴う圧力変動により

フィルタ装置の疲労破壊が生じることはない。 
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補足 18 

フィルタ装置の内部構造物強度計算について 

 

1. 概要 

本計算書は，フィルタ装置の内部構造物が十分な構造強度を有していることを説明す

るものである。 

 

2. 評価条件 

2.1 構造計画 

フィルタ装置内部の構造計画を表 1 に示す。 

 

2.2 適用基準 

本計算書においては，発電用原子力規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１

－2005（2007 追補版含む））（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下，「設計・建設規格」

という。）及び機械工学便覧 基礎編（日本機械学会 2005 年）に準拠して評価する。 
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表 1 フィルタ装置内部の構造計画 

計画の概要 概略構造図 

支持構造 主体構造 
 

内部配管は，フィルタ装置

胴板に溶接した内部配管

サポートにより支持され

ている。 

分岐管及びヘッダー管は，

フィルタ装置底部に溶接

したスクラバ配管サポー

ト（分岐管サポート，ヘッ

ダー管サポート，支持柱）

により支持されている。 

内部配管部は，内部配管，内部配

管サポートで構成される。また，

分岐管部は，分岐管，ヘッダー管，

スクラバ配管サポートから構成

される。 

分岐管は内部配管に溶接されて

おり，ヘッダー管は分岐管に溶接

されている。また，スクラバノズ

ルはヘッダー管にユニオンにて

接続されている。 

 

金属フィルタドレン配管

は内部配管サポートに溶

接した金属フィルタドレ

ン配管サポートにより支

持されている。 

金属フィルタ多孔管板は

フィルタ装置胴部に溶接

されている。 

金属フィルタ部は，金属フィル

タ，金属フィルタ多孔管板，金属

フィルタドレン配管及び金属フ

ィルタドレン配管サポートから

構成される。 

金属フィルタは金属フィルタ多

孔管板にねじ込み接続されてい

る。 

気泡細分化装置はフィル

タ装置胴板に溶接で固定

された気泡細分化装置受

台で支持されている。 

気泡細分化装置部は，気泡細分化

装置と気泡細分化装置受台から

構成される。 
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2.3 応力評価部位 

(1) フィルタ装置内の流路（バウンダリ） 

フィルタ装置に送気されたベントガスは，内部配管，分岐管，ヘッダー管，スク

ラバノズルを経てスクラバ水中に放出される。その後，気泡細分化装置によりベン

トガスの気泡が細分化され，スクラバ水を通過した後，金属フィルタを通りフィル

タ装置頂部の出口からフィルタ装置外に排気される。 

フィルタ装置内の流路（バウンダリ）を図 1 に示す。 

 

 

図 1 フィルタ装置の流路（バウンダリ）  
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(1) 応力評価部位 

応力評価を行う箇所を図 2 に示す 

①  内部配管部   （P-1） 

②  分岐管部   （P-2） 

③  スクラバノズル部  （P-3） 

④  金属フィルタ部     （P-4） 

⑤  気泡細分化装置部  （P-5） 

 

 

図 2 フィルタ装置 内部構造物応力評価部位 
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2.4 各部の形状及び構造 

応力評価部の主要寸法を図 3 に，応力評価部の詳細を表 3 に示す。 

 

2.5 物性値 

材料は表 2 に従って分類する。 

 

表 2 材料の分類 

部位 材料 

内部構造物 
SUS316L 

SUS316LTP 

配管 SUS316LTP 

 

 

2.6 許容応力 

(1) フィルタ装置内の内部配管，分岐管及びヘッダー管については設計条件，内部構

造物については供用状態Ａ及びＢで評価する。 

(2) 使用材料の許容応力を表 4 に示す。また各評価に対する許容応力を表 5 に示す。 
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図 3 応力評価部の主要寸法  
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表 3 評価対象部位の詳細 

評価対象 評価部位 評価方法 

内部配管部 内部配管 内部配管について，自重，内圧及び水力学的動荷重が作用した場合の計算応力を算出

し，許容応力以下であることを確認する。 

内部配管サポート 内部配管を支持する内部配管サポートについて，自重及び水力学的動荷重が作用した

場合の計算応力を算出し，許容応力以下であることを確認する。 

分岐管部 分岐管，ヘッダー管 分岐管，ヘッダー管について，自重，内圧及び水力学的動荷重が作用した場合の計算

応力を算出し，許容応力以下であることを確認する。 

スクラバ配管サポート 

（分岐管サポート，ヘッ

ダー管サポート，支持

柱） 

分岐管，ヘッダー管を支持するスクラバ配管サポート（分岐管サポート，ヘッダー管

サポート，支持柱）について，自重，水力学的動荷重が作用した場合の計算応力を算

出し，許容応力以下であることを確認する。 

スクラバノズル部 シャワーヘッド多孔板 

 

スクラバノズル先端のシャワーヘッド多孔板について，自重及び水力学的動荷重が作

用した場合の計算応力を算出し，許容応力以下であることを確認する。 

金属フィルタ部 金属フィルタ多孔管板 金属フィルタを支持する金属フィルタ多孔管板について，金属フィルタ及び金属フィ

ルタ多孔管板の自重及び金属フィルタの差圧が作用する場合の計算応力を算出し，許

容応力以下であることを確認する。 

気泡細分化装置部 気泡細分化装置受台 気泡細分化装置を支持する気泡細分化装置受台について，気泡細分化装置，気泡細分

化装置受台，グレーチング及びパンチングプレートの自重が作用した場合の計算応力

を算出し，許容応力以下であることを確認する。 
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表 4 使用材料の許容応力 

評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｈ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

配管 SUS316LTP 最高使用温度 200 107 － － － 

内部構造物 
SUS316L 

SUS316LTP 
最高使用温度 200 － 120 407 175 

 

 

 

 

 

表 5 許容応力 

供用状態 

許容限界(MPa) 

（配管） 

許容限界(MPa) 

（内部構造物） 

一次応力 
一次応力 

（組合せ応力） 

設計条件 160 － 

供用状態Ａ及びＢ － 108 
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3. 荷重条件 

フィルタ装置内の配管及び内部構造物の評価においては，自重，ベント時内圧に加え

て，ベント実施時の水力学的荷重が作用する。 

本評価では，最も厳しくなる起動直後のクリアリング荷重を考慮する。 

評価に用いる荷重を表 6 に示す。また，荷重の組合せと応力評価項目の対応を表 7 に

示す。 

 

表 6 評価に用いる荷重 

記号 荷重 荷重値 

L01 自重   

L02 内圧（差圧） 

・内部配管：Δ内= 0.62 MPa 

・金属フィルタ多孔管板：Δ金=  MPa 

・シャワーヘッド多孔板：Δシ=  MPa 

L03 クリアリング荷重 
・スクラバノズル：噴流反力 F1=  N 

・内部配管：噴流反力 F2=  N 

 

表 7 荷重の組合せ 

供用状態 荷重の組合せ 

設計条件（配管） L01＋L02＋L03 

供用状態Ａ及びＢ 

（内部構造物） 
L01＋L02＋L03 

 

 

4. 応力評価 

応力評価方法を表 8 に示す。また，解析モデルを図 4 に示す。なお，解析には解析コ

ード「ＡＢＡＱＵＳ」を用いた。 

(1) 配管は，各荷重による一次応力が許容応力以下となることを確認する。 

(2) 内部構造物は，各荷重による一次応力が許容応力以下となることを確認する。 
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表 8 内部構造物評価法 (1/4) 

評価対象 評価部位 対象とする荷重 評価方法 準用規格 

内部配管部 

分岐管部 

内部配管 

 

分岐管，ヘッダー

管 

 

 

内圧 

 

自重 

 

クリアリング 

荷重 

Ｓｐｒｍ＝ 1 ｏ
ＢＰＤ

2ｔ
＋ 2b ａb

b

Ｂ Ｍ

Ｚ
 

   ＋ 2r ａr

r

Ｂ Ｍ

Ｚ
 

 

各Ｍは FEM により算出する 

Ｐ 

Ｄｏ 

Ｍａb 

Ｍａr 

Ｂ1,Ｂ2b, 

Ｂ2r 

ｔ 

Ｚb 

Ｚr 

Ｓｐｒｍ 

：内圧（差圧） 

：配管の外径 

：枝管に作用するモーメント 

：主管に作用するモーメント 

：応力係数 

 

：配管の板厚 

：枝管の断面係数 

：主管の断面係数 

：一次応力 

設計・建設規格 

クラス２配管 

PPC-3520(1)準用 
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表 8 内部構造物評価法 (2/4) 

評価対象 評価部位 対象とする荷重 評価方法 準用規格 

内部配管部 

分岐管部 

内部配管サポート 

 

スクラバ配管サポ

ート 

（分岐管サポート，

ヘッダー管サポー

ト，支持柱） 

自重 

 

クリアリング 

荷重 

tσb＝
Ｍ

Ｚ
 

σt ＝
Ｎ

Ａ
  

τ＝
Ｒ

Ａ
  

各Ｍ,Ｎ,Ｒは FEM より 

算出する 

Ｓ＝ t t b

t

σ + σ
≦1

f
  

Ｍ 

Ｎ 

Ｚ 

Ａ 

Ｒ 

τ 

Ｓ 

σt 

tσb 

ft 

：各荷重によるモーメント 

：サポートに作用する軸力 

：サポートの断面係数 

：サポートの断面積 

：反力 

：内圧により生じるせん断応力 

：組合せ応力 

：引張応力 

：引張側曲げ応力 

：許容引張応力 

機械工学便覧 

 

設計・建設規格 

クラス２支持構造物 

SSC-3121.１準用 
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表 8 内部構造物評価法 (3/4) 

評価対象 評価部位 対象とする荷重 評価方法 準用規格 

金属フィルタ部 
金属フィルタ

多孔管板 

差圧 

 

自重 

σ＝ 
* 2

6Ｍ

μｔ
  

τ＝ ｏ
Ｄ

4μｔ
 |Ｐｓ-Ｐｔ| 

Ｓ＝ 2 2 2

ｘ ｙ ｘ ｙ
σ ＋σ －σσ＋3τ   

σ 

Ｍ 

μ* 

ｔ 

τ 

Ｐs

Ｐt 

μ 

Ｓ 

：管板の最大曲げ応力 

：最大曲げモーメント 

：曲げに対するリガメント効率 

：金属フィルタ多孔管板の板厚 

：内圧により生じるせん断応力 

：管板下面側の圧力 

：管板上面側の圧力 

：せん断に対するリガメント効率 

：組合せ応力 

ＪＩＳ2018 圧力容器 

・ボイラ Ｂ８２７４ 

付属書Ｂ 

 

設計・建設規格 

クラス２支持構造物 

SSC-3121.１準用 
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表 8 内部構造物評価法 (4/4) 

評価対象 評価部位 対象とする荷重 評価方法 準用規格 

スクラバノズル

部 

スクラバノズル

シャワーヘッド

多孔板 

差圧 

 

自重 

σb＝

２
*

*Ｐ 3 Ｒ
3+ Ｐ

ｈ 8 ｔ
 

σc＝ ｉ

(Ｐ ｈ)
ｐ

ｈ
  

Ｓ＝ t b ｃ

t

σ σ
≦1

f
  

σb 

Ｐ 

ｈ 

Ｒ* 

ν* 

Ｐ

σc 

ｐi 

tσb 

Ｓ 

ｆt 

；曲げ応力 

：穴の中心線間の公称距離 

：最小断面での公称リガメント幅 

：多孔板の等価半径 

：多孔板の等価ポアソン比 

：板に働く差圧 

：圧縮応力 

：管内の圧力 

：引張側曲げ応力 

：組合せ応力 

：許容引張応力 

ＪＩＳ2018圧力容器 

・ボイラ  

Ｂ８２６６ 

 

設計・建設規格 

クラス２支持構造物 

SSC-3121.１準用 

気泡細分化装置

部 

気泡細分化装置

受台 
自重 

σ＝
Ｍ

Ｚ
 

τ＝
Ｒ

Ａ
 

Ｓ＝

2 2 2

ｘ ｙ ｘ ｙ
σ ＋σ －σσ＋3τ  

σ 

Ｍ 

Ｚ 

τ 

Ｒ 

Ａ 

Ｓ 

：曲げモーメントによる軸方向応力 

：各荷重によるモーメント 

：サポートの断面係数 

：内圧により生じるせん断応力 

：反力 

：サポートの断面積 

：組合せ応力 

機械工学便覧 

 

設計・建設規格 

クラス２支持構造物 

SSC-3121.１準用 
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図 4 内部配管の解析モデル 
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5. 評価結果 

各部位の評価結果を表 9～表 11 に示す。評価の結果，すべての部位で許容値を満足することを確認した。 

 

表 9 内部構造物の一次応力評価結果（クラス２配管準用）（単位：MPa） 

応力の種類 
P-1 

内部配管 

P-2 

分岐管 

ヘッダー管 

許容応力 

一次応力 43 29 160 

計算応力は許容応力以下である。 

 

表 10 内部構造物の一次応力評価結果（クラス２支持構造物準用）（単位：MPa） 

応力の種類 

P-4 

金属フィルタ 

多孔管板 

P-5 

気泡細分化装置 

受台 

許容応力 

一次応力 

（組合せ応力） 
71 26 108 

計算応力は許容応力以下である。 
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表 11 内部構造物の一次応力評価結果（クラス２支持構造物準用）（単位：―） 

応力の種類 

P-1 

内部配管 

サポート 

P-2 

スクラバ配管 

サポート 

（分岐管サポー

ト，ヘッダー管サ

ポート，支持柱） 

P-3 

スクラバノズル 

シャワーヘッド 

多孔板 
許容値 

組合せ応力 0.02 0.19 0.67 1 

計算値は許容値以下である。 
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フィルタ装置 内部配管に作用する流体力 

 

ベント実施時に，フィルタ装置内の配管に作用する流体力としては，下記の荷重が考

えられる。 

①  ベント開始後のスクラバ水排出時にスクラバノズルに作用する荷重（クリアリング荷

重） 

②  ベント中のベントガス噴出時にスクラバノズルに作用する荷重（ベントガス噴出荷重） 

 

評価の結果，クリアリング荷重の方が大きいため，強度評価には表 12 に示すクリアリ

ング荷重を用いる。 

 

図 5 内部配管に作用するベント時流体力 
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表 12 内部配管評価に用いるクリアリング荷重 

クリアリング荷重 評価に用いる荷重(N) 

スクラバノズルに作用するクリアリング荷重 F1  

入口配管エンドキャップに作用するクリアリング荷重 F2  

 

【ベント開始時のスクラバ水排出時にスクラバノズルに作用する荷重（クリアリング荷重）】 

(1) スクラバノズルに作用するクリアリング荷重 F1 

ベントが開始されると，原子炉格納容器からのベントガス及び入口配管内の窒素

ガスにより，フィルタ装置内の内部配管内のスクラバ水が押し出される。押し出さ

れたスクラバ水は，図 6 に示すように噴出しクリアリング荷重 F1 が作用する。 

 

 

図 6 スクラバノズルに作用するクリアリング荷重 F1 

 

管路の圧力損失については，400A から 200A への分岐部の局所圧損のみを考慮し

た。ベント開始直後にスクラバノズルに作用するクリアリング荷重 F1 は次の通り

算出した。 

スクラバからの水の噴出速度は，ダルシー・ワイズバッハの式を用いて以下のよ

うに算出できる。 

2 2
2 1

ζ 1
ΔP = ρV + ρV

2 2
      

i oΔP = P - P        
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1
2 1

2

A
V = V ×

A
より 

0.5
2

1
1

2

0.5
22

2

A
V = 2ΔP ρζ× +1

A

5
π ×50×140

2
= 2× 0.72 - 0.10 1000 × +1

381
π×

2

= [m s]

  

 

Pi：PCV の最高使用圧力の 2 倍 0.72 MPa 

Po：通常運転時におけるスクラバ内の圧力（大気圧） 0.10 MPa 

ρ：水密度 1000 kg/m3 

V1：スクラバノズルの流速 m/s 

V2：400A 配管のエンドキャップにおける流速 m/s 

A1：スクラバノズル（ノズル 140 個分）断面積 m2 

A2：400A 配管断面積 m2 

ζ：   

圧力損失係数は機械工学便覧の式により算出した。詳細を図 7 に示す。 

 

 

 

図 7 分岐の圧力損失係数  
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前式より求めた噴出速度 V1 から，力積の式を用いてスクラバにおける荷重 F1 を算

出した。 

 

FΔt= mV  

m =ρAV
Δt  

21
1 1 1

2
-6

AmF = ×V =ρ V
Δt 140

5
=1000× π× ×50×10 ×

2

=  N

 

 

(2) 入口配管エンドキャップに作用するクリアリング荷重 F2 

ベント開始直後に入口配管のエンドキャップに作用するクリアリング荷重 F2 を

次の通り算出した。 

400A 配管のエンドキャップにおける水の流速 V2 を次の通り算出した。 

 

1
2 1

2

2
-6

2
-6

A
V = V ×

A

5
π× ×50×10 ×140

2
= ×

381
π× ×10

2

= 　m s

 

 

得られた水の流速から力積の式を用いて 400A 配管のエンドキャップにおける荷

重 F2 を算出した。 

 

2
2 2 2 2

2
-6

mF = ×V =ρA V 　
Δt

381
= 1000× π× ×10 ×

2

=  N
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【ベント中のベントガス噴出時にスクラバノズルに作用する荷重（ベントガス噴出荷重）】 

(1) スクラバノズルに作用する噴流荷重 F1 

ベント中は，前記スクラバ水排出時同様に，原子炉格納容器からのベントガスが，

スクラバノズルより噴出することによる噴流荷重 F1 が，また入口配管のエンドキャ

ップにもベントガスによる噴流荷重 F2 が作用する。 

 

前記スクラバ水排出時同様に F1 は次式で計算される。 

F1＝ρ gas・a1・V1
2 

 

ここで， 

 ρgas：ベントガスの密度＝  kg/m3 

 a1：スクラバノズル（ノズル 1 個分）断面積 

＝ π×（0.005/2） 2×50＝0.00098 m2 

 V1：スロート部流速(m/s) 

   2Pd 時流量 Q＝  m3/s とすると，スクラバノズル数ｎ＝140 本より， 

   V1＝ ／（140×0.00098）＝  m/s 

   F1＝ ×0.00098× 2＝  N 

 

(2) 入口配管エンドキャップに作用するクリアリング荷重 F2 

ベント開始直後に入口配管のエンドキャップに作用するクリアリング荷重 F2 は

次式で計算される。 

F2＝ρ gas・A2・V2
2 

 

ここで， 

 ρgas：ベントガスの密度＝  kg/m3 

 A2：エンドキャップ部断面積＝ π×(0.381/2)2＝0.114 m2 

 V2：エンドキャップ部流速(m/s) 

   V2＝Q／A2＝ ／0.114 ＝  m/s 

     

よって， 

F2＝ ×0.114× 2＝  N 

 

密度差により，密度が大きいスクラバ水排出時の荷重の方が大きくなる。
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フィルタ装置 内部配管のモデル化及び境界条件 

 

フィルタ装置の内部配管の評価は，解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」のビーム要素により

実施した。 

 

1. モデル化範囲 

内部配管及びスクラバノズルに関してモデル化した範囲を図 8 及び図 9 に示す。 

 

図 8 内部配管・スクラバノズル モデル化範囲(1/2) 
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図 9 内部配管・スクラバノズル モデル化範囲(2/2) 
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2. 解析モデル及び境界条件 

図 8 及び図 9 のモデル化範囲について，ビーム要素により作成した解析モデルを

図 10 に示す。なお，スクラバノズルは質量としてモデルに付加した。また境界条件

を図 11 に示す。 

 

図 10 解析モデル 
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図 11 モデル境界条件  
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3. フィルタ装置の最高使用圧力及び最高使用温度を超える場合の安全性について 

ベント中のフィルタ装置について，設計裕度の確認のために設計上考慮している

最高使用圧力（620kPa），最高使用温度（200℃）を超える場合の構造健全性を評価

する。 

(1) 評価方法 

フィルタ装置の持つ放射性物質の閉じ込め機能が喪失する原因として，高温状態

で内圧を受け，過度に塑性変形することによる延性破壊が想定される。 

フィルタ装置について，設計･建設規格に示される，内面に圧力を受ける円筒胴

の計算上必要な厚さを求める式により，温度（フィルタ装置温度における材料の許

容引張応力），圧力をパラメータとして，フィルタ装置（胴部）の構造健全性が確

保される温度と圧力の組合せを評価する。 

(2) 評価 

設計･建設規格の PVC-3122（1）項に準拠し，設計･建設規格の「表 5 鉄鋼材料

（ボルト材を除く）の各温度における許容引張応力」に規定される，50℃から 450℃

の各温度における許容引張応力を与えることで，構造健全性が確保できる圧力を算

出する。 

 

ＰＤi
t＝

2Ｓη―1.2Ｐ
  

 ここで 

   t  ：胴の最小厚さ 30.4 mm 

   Ｐ ：構造健全性が確保できる圧力（MPa） 

   Ｄi：胴の内径 4000 mm 

   Ｓ ：各温度における材料の許容引張応力（MPa） 

   η ：長手継手の効率（η＝1） 

 

(3) 評価結果 

設計･建設規格の必要最小板厚を求める式を用いて評価を実施した結果，図 12 に

示すとおり，設計上考慮している最高使用圧力（620kPa[gage]），最高使用温度

（200℃）を超える圧力，温度でも構造健全性を有する結果が得られた。 
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図 12 フィルタ装置（胴部）の必要最小板厚の式を用いた評価結果 
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ベント実施時に生じる圧力変動荷重による影響 

 

ベント実施中には，スクラバノズルからの蒸気放出時の蒸気凝縮による圧力変動

が生じるが，その挙動は安定しており，不安定な圧力変動は生じない。 

実機の運転環境を模擬した試験装置での起動試験時に計測された圧力変動の最

大値は kPa 程度であることから，ΔP＝ kPa が作用した場合の内部配管の周

方向応力 σ pθ の増加量は次のようになる。 

 

  σpθ＝ po

p

D 406.4
ΔP = × =

2t 2×12.7
 MPa 

 

ここで， 

Dpo：最大の内部配管外径＝406.4mm 

tp ：最大の内部配管板厚＝12.7mm 

 

一方，内部配管に自重，内圧（2Pd），水力学的動荷重が作用した場合の発生応力

値（一次応力）*は，設計条件における一次応力制限（160MPa）に対して 43MPa であ

る。 

注記＊：設計・建設規格 クラス２配管 PPC-3520（1）準用 

 

したがって，ベント時に生じる圧力変動をうけた場合でも，内部配管の強度への

影響は軽微である。 
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金属フィルタの構造強度 

 

 ベント実施中，金属フィルタには，金属フィルタに発生する差圧により金属フィルタ

を押し潰す荷重が発生する。そこで，どの程度の差圧までであれば，金属フィルタの構

造健全性が確保可能であるかを確認するため，実機を模擬した装置を用いた試験を実施

した。試験装置の概要図を図 13 に示す。 

試験では，試験装置に実機と同じ金属フィルタを設置し，試験粒子を連続供給しなが

ら，金属フィルタの差圧，ならびに粒子除去性能を計測した。その結果，金属フィルタ

の差圧が kPa 程度まで上昇したところで，金属フィルタの差圧，ならびに粒子除去性

能が急激に低下することが確認した。この差圧にて金属フィルタが損傷したものと考え

られる。よって，金属フィルタの構造健全性を確保できる許容差圧は kPa 程度である

ことを確認した。 

一方，金属フィルタの運用上の上限差圧は kPa に設定しており，構造健全性確保の

ための許容差圧 kPa に対して十分余裕がある。そのため，ベント実施中，金属フィル

タの構造健全性は確保される。 

 

 

 

図 13 試験装置概要図 
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FPの再揮発による影響 

 

フィルタ装置において，エアロゾル，無機よう素，有機よう素を除去する水スクラバ，

金属フィルタ，よう素フィルタにおける放射性物質の再揮発による影響を確認する。 

水スクラバはエアロゾル及び無機よう素に対し，金属フィルタはエアロゾルに対し，よ

う素フィルタは有機よう素に対し除去性能を確認している。無機よう素に対するよう素フ

ィルタの除去性能は未確認であるが，よう素フィルタは水スクラバ及び金属フィルタが取

り逃した無機よう素を全て捕集するものとして確認を行う。 

 

1. 水スクラバ 

(1) エアロゾルの再浮遊 

a. 想定される状態 

フィルタ装置を継続使用すると，水スクラバで捕集されたエアロゾルにより，

水スクラバ内のエアロゾル濃度は徐々に上昇する。スクラバ水の水面近傍には，

水の沸騰やスクラバノズルを通るベントガスによる気流により，細かい飛沫（液

滴）が発生するが，その飛沫にエアロゾルが含まれていると，エアロゾルが水ス

クラバの後段に移行することが考えられる。 

b. 影響評価 

水スクラバの後段には，金属フィルタが備えられており，この金属フィルタに

 

以上より，フィルタ装置は水スクラバでのエアロゾルの再浮遊を抑制すること

ができる。 

 

(2) 無機よう素の再揮発（スクラバ水の温度上昇による影響） 

a. 想定される状態 

気液界面における無機よう素の平衡については温度依存性があり，温度の上昇

に伴い気相中に移行する無機よう素が増えることが知られている。高温のベント

ガスによりスクラバ水の温度が上昇した場合，スクラバ水中に捕集された無機よ

う素が気相中に再揮発することが考えられる。 

b. 影響評価 

無機よう素の除去係数の温度依存性については，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－５７３２

に類似の影響評価に関する知見が得られている。 
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ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－５７３２によれば，原子炉格納容器内のよう素の化学形態

について，気相中のよう素と液相中のよう素の挙動は， 

(a) 液相中における無機よう素（I2）とよう素イオン（I－）の平衡の影響 

(b) 液相と気相の無機よう素（I2）の平衡 

の2つの効果が組み合わさって影響を受けるが，(a)の影響が支配的であり，pH7

以上であれば無機よう素の再揮発を抑制することができる。スクラバ水には水酸

化ナトリウムを添加しており，pHが施設定期検査時に規定の値であることを確認

することに加え，重大事故等時に格納容器内で発生する酸の移行や無機よう素の

イオン化により消費される水酸化物イオンの量，ベントガスに含まれる水蒸気が

凝縮することによる水酸化物イオン濃度の希釈を考慮しても十分なアルカリ環境

に保たれるため，無機よう素の再揮発を抑制することができる。 

 

(a) 液相中における無機よう素（I2）とよう素イオン（I－）の平衡 

放射線環境下において，液相中における無機よう素とよう素イオンの存在比

は以下のように表される。 

F = [ ][ ] + [ ] 
[I2]と[I－]は，無機よう素とよう素イオンの濃度を表す。この平衡反応はpH

に強く依存する。図1にpHに対する平衡の関係を示す。 

 

 

図1 液相中におけるI2とI－の平衡とpHの関係 
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(b) 液相と気相の無機よう素（I2）の平衡 

液相中の無機よう素（I2（aq））と気相中の無機よう素（I2（g））の存在

比は以下のように表される。 

Ｐ = [ ( )][ ( )]  
［I2（aq）］及び［I2（g）］はそれぞれ液相中の無機よう素濃度及び気相

中の無機よう素濃度を表す。この平衡は，以下の関係で温度に依存する。 

log10P = 6.29－0.0149T   T：絶対温度 

 

気液界面（フィルタ装置水面）における無機よう素の平衡については，温度依

存性があり，スクラバ水の水温が高い方が気相の無機よう素の割合が増える。し

かし，アルカリ環境下では，(a)の無機よう素とよう素イオンの平衡により液相

中に存在する無機よう素が極めて少なく，無機よう素の気相部への移行量は，ス

クラバ水の温度が上昇しても十分小さい値となる。 

 

(3) 無機よう素の再揮発（放射線照射による影響） 

a. 想定される状態 

フィルタ装置を継続使用すると，スクラバ水は捕捉した放射性物質により照射

環境となる。また，捕捉したよう素イオンの放射線照射により生成した無機よう

素が気相中に再揮発することが考えられる。 

b. 影響評価 

     I-（よう素イオン）は照射下で酸化種 OH・ラジカルあるいは H2O2 によって酸化

され，I2（無機よう素）および HIO，さらに IO3
-になる。一方，生成した I2，HOI

及び IO3
-は還元種（eaq-, H）との反応によってもとに戻ると同時に，I2 は加水分

解する。I2，HOI 及び IO3
-は酸化種過剰の場合に応じて溶液内に残留するようにな

る。 

 

■酸性環境下における反応式 

I- + HOI  I2 + OH- 

■アルカリ性環境下における反応式 

2I- + H2O2  I2 + 2OH-  

I2 + 2OH-  2I- + 2H+ + O2 

 

     そのため，スクラバ水がアルカリ性に確保されていれば，よう素イオンから生

成された無機よう素は，再びよう素イオンに戻るため，スクラバ水から無機よう

素が再浮遊することはない。 
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     放射線照射環境下におけるよう素の再揮発の影響を確認するため，下記の図 2 

に示す試験装置にて，放射線照射環境下よう素イオン挙動確認試験を実施した。 

     

  図 2 放射線照射環境下よう素イオン挙動確認試験装置図 

      

図 2 に示すとおり，放射線照射室に置かれた加温容器の中に，CsI を溶解し，

pH を調整した後に，高温状態としつつ，空気ボンベによりバブリングを行った状

態で放射線を照射する。加温容器からの排気は鉛遮蔽内に設置した空容器，なら

びに捕集容器内のよう素吸収液を通気することで，排気に含まれるよう素を回収

する構成となっている。 

     試験開始前の加温容器内のよう素量と，試験開始後の加温容器内，空容器内，

捕集容器内,並びに配管部のよう素量を比較することで，加温容器からのよう素

の再浮遊の有無を確認した。 

加温容器内の初期のよう素量を 6.5mg（CsI：1×10-4[mol/l]），pH を 4,7,10

の 3 ケース，加温容器の温度を 90℃とし，積算放射線量約 18[kGy]を照射した後

の各部のよう素量を確認した結果，表 1 のとおりとなった。 

 

表 1 照射下よう素イオン挙動確認試験結果 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

      

      

      

      

 

     表 1 より，アルカリ性であれば，よう素イオンを含む溶液に放射線を照射した
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としても，よう素の浮遊は生じないことが確認できた。 

     なお，スクラバ水の pH は，無機よう素の DF 性能を維持するため 以上を確

保する運用としている。そのため，スクラバ水は常にアルカリ性となっているこ

とから，放射線照射によるよう素イオンからの無機よう素の生成は生じない。 

 

2. 金属フィルタ 

(1) エアロゾルの再浮遊 

a. 想定される状態 

金属フィルタで捕集されたエアロゾルが蓄積すると，崩壊熱により金属フィル

タの温度が上昇し，放射性物質の融点／沸点を超えた場合に液体／気体となる。

これらの液体／気体がベントガス流により下流に流された場合，フィルタ装置下

流側にエアロゾルを放出することが考えられる。 

b. 影響評価 

金属フィルタに捕集されたエアロゾルの崩壊熱は，ベント実施時はベントガス

により冷却されるが，ベント停止後は，スクラバ水を原子炉格納容器へ移送して

しまうと，フィルタ装置内のガスは滞留した状態となってしまう。そこで，フィ

ルタ装置内のガスが滞留した状態における金属フィルタの温度について評価を実

施した。 

 

(a) 金属フィルタへのエアロゾル移行割合 

フィルタ装置では，水スクラバにより大部分のエアロゾルが捕集される。こ

の水スクラバによる除去性能を考慮して，金属フィルタへのエアロゾル移行割

合は，フィルタ装置に移行する総量の1／34とする。 

(b) エアロゾルによる発熱量 

事故シーケンス（大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源喪失，

D/Wベント）における，フィルタ装置に流入する粒子状放射性物質の総崩壊熱

はＭＡＡＰ解析により，9.3kWである。上記のように水スクラバから金属フィ

ルタへのエアロゾル移行割合は1／34であるため，金属フィルタに捕捉される

粒子状放射性物質の崩壊熱は以下の通りとなる。 

・金属フィルタの発熱量 ＝ 0.28kW 

 

(c) フィルタ装置温度解析による評価 

金属フィルタ部の温度評価を実施する際の金属フィルタ捕捉崩壊熱を，

0.28kWに対して，放射性物質の不均一な付着等を考慮しても十分保守的な

5.0kWに設定し，金属フィルタの温度解析を実施する。 

なお，フィルタ装置使用後においても，スクラバ水を原子炉格納容器へ移送
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する前であれば，スクラバ水に捕捉された放射性物質の崩壊熱によりスクラバ

水が蒸発し，金属フィルタ部においてガスの流れは生じるが，ここでは保守的

にスクラバ水は原子炉格納容器へ移送した後の蒸発が発生していない状態の評

価を実施した。温度解析条件を表2に示す。また，解析モデルを図3に示す。 

 

表2 フィルタ装置温度解析条件一覧表 

項目 条件 

解析コード ・ＳＴＡＲ－ＣＣＭ＋ 

設定条件 

・乱流モデル：Realizable K-ε 

・状態方程式：理想気体 

・圧縮性：考慮 

・重力：考慮 

・気体の種類：水蒸気 

・定常 

フィルタ装置内圧力 ・大気圧（フィルタ装置使用後を想定） 

フィルタ装置周囲温度 ・65℃ 

スクラバ水沸騰 ・無し 

スクラバ水温度 ・100℃ 

フィルタ装置容器 
・材質：SUS316L 

・厚さ：30mm 

フィルタ装置保温 

・有り 

・材質：ケイ酸カルシウム保温材 

・厚さ：50mm 

金属フィルタ捕捉崩壊熱 ・5kW 
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図3 解析モデル 

 

 

表2の解析条件ならびに図3の解析モデルにて解析を実施した結果，金属フィル

タ捕捉崩壊熱5kWの場合の金属フィルタ部最高温度は，約185℃となった。 

したがって，金属フィルタの温度は，エアロゾルの再浮遊が起こるような温

度（参考：CsOHの融点：272.3℃）に対し十分低く，再浮遊を抑制することが

できる。 
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3. よう素フィルタ 

(1) 無機よう素及び有機よう素の再揮発（高温水素ガス通気による影響） 

a. 想定される状態 

化学工業の分野ではゼオライトに高温の水素ガスを通気することにより捕捉さ

れているよう素を再揮発させる技術がある。よう素フィルタに充填された銀ゼオ

ライトに，ベントガスに含まれる水素ガスが通気されると，捕捉されたよう素が

再揮発することが考えられる。 

b. 影響評価 

よう素フィルタに流入したよう素は，AgIの化学種にてよう素フィルタの銀ゼ

オライト内に捕捉される。AgIは， ℃程度の高温状態にて水素ガス環境

に晒されると，AgIが還元されてHI（ガス状）の化学種となり，よう素は環境へ

放出されてしまう。 

一方よう素フィルタに流入するガスは200℃以下であり，銀ゼオライトに水素

ガスが通過したとしても，銀ゼオライトに捕捉されているよう素が再揮発するこ

とはない。 

なお，ベント停止後のベントガスの流れが無い状態では，銀ゼオライトが高温

となるリスクがあるため，ベント停止後にはフィルタ装置のスクラバ水を原子炉

格納容器へ移送し，水素ガスの流入を防止することで，よう素フィルタからのよ

う素の再揮発を防止する。 

 

(2) 無機よう素及び有機よう素の再揮発（放射線照射による影響） 

a. 想定される状態 

よう素フィルタに充填された銀ゼオライトは，捕捉した放射性よう素からの放

射線照射を受ける。この放射線照射により，補足したよう素が離脱し気相中に再

揮発する可能性がある。 

b. 影響評価 

銀ゼオライトに捕獲されたよう素が放射線照射下において安定的に保持可能で

あるかを確認するため，有機よう素を吸着した銀ゼオライトに対して，放射線を

照射したものと，放射線を照射していないものとを比較し，放射線照射によるよ

う素離脱の有無を確認した。 

まず，よう素フィルタの銀ゼオライトが吸収する放射線量について評価を行っ

た。よう素フィルタに流入するよう素量の事故シーケンスは，有効性評価におい

て，よう素フィルタに多量の放射性よう素が流入する炉心損傷後ベントの事故シ

ーケンス（大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）とする。本事

故シーケンスでは，原子炉停止から約38時間後にベントを開始する。このときの

原子炉圧力容器から原子炉格納容器へのよう素の放出割合はＭＡＡＰ解析より
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83％となる。よう素の状態は，粒子状よう素5％，無機よう素91％，有機よう素

4％とする。このうち，粒子状よう素と無機よう素はどちらもフィルタ装置で

 ％が捕捉され，残りがよう素フィルタに流入することとする。 

上記の条件のもと，事象発生から168時間後までの間に，よう素フィルタに流

入するよう素が放出する崩壊熱エネルギは表3の通りとなる。 

 

表3 よう素の崩壊熱エネルギ 

放出割合 粒子状 (J) 無機 (J) 有機 (J) 合計(J) 

83% 約 7.4×106 約 1.3×108 約 5.9×109 約 6.0×109 

 

この崩壊熱エネルギが，よう素フィルタの外へ漏れることなく，保守的に全て

銀ゼオライトに吸収されることとして評価すると，銀ゼオライトの重量は約

kgであるため，銀ゼオライトが照射される累積線量は以下の通りとなる。 

 

約6.0×109 J÷ kg ≒ 約 Gy ＝ 約 MGy 

 

そこで，これを上回る5.0MGyの累積線量を照射した有機よう素吸着済みの銀ゼ

オライトと，放射線を照射していないものに対し，SEM-EDXを用いて成分分析を

実施したところ，表4のとおりとなった。この結果より，放射線照射の有無に関

わらず，よう素と銀の濃度比に有意な差は認められなかった。そのため，放射線

照射により，銀ゼオライトに捕捉されたよう素の再揮発は生じないと考えられ

る。 
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表4 成分分析結果 
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consequences of design basis accidents at light-water nuclear power 

reactors” 
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（参考） 

1. 有機よう素の生成割合に関するREGULATORY GUIDE 1.195 の適用について 

有機よう素の生成割合は，Regulatory Guide 1.195 “Methods and Assumptions for 

Evaluating Radiological Consequences of Design Basis Accidents at Light Water 

Nuclear Power Reactors”で示されたよう素の存在割合を用い，4 ％を仮定している。 

原子炉格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合，重大事故時における

pH調整と有機よう素の生成割合に関する評価を以下に示す。 

 

(1) 原子炉格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合 

ＷＡＳＨ－１２３３ “Review of Organic Iodide Formation Under Accident 

Conditions in Water-Cooled Reactors”では，粒子状よう素（CsI）を除く無機よ

う素等（I２，HI，I）から有機よう素（CH３I）への転換に関して，原子炉格納容器

内を模擬した種々の実験結果に基づいて提案している。 

一方，ＮＵＲＥＧ－０７７２“Technical Basis for Estimating Fission 

Product Behavior during LWR Accidents”において，上記のＷＡＳＨ－１２３３ 

の実験結果を再度評価し，ＷＡＳＨ－１２３３で示される有機よう素への転換割合

は，有機よう素の生成を導くメカニズムの定義付けが十分ではなく，保守的として

いる。 

ＷＡＳＨ－１２３３及びＮＵＲＥＧ－０７７２に示されている，それぞれの有機

よう素への転換割合を表5に示す。 

 

表5 原子炉格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合 

有機よう素 ＷＡＳＨ－１２３３ ＮＵＲＥＧ－０７７２ 

非放射線場 1％未満 0.01％未満 

放射線場 2.2％未満 0.02％未満 

合計 3.2％未満 0.03％未満 

 

ＮＵＲＥＧ－１４６５ “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear 

Power Plants”では，無機よう素等から生成される有機よう素の転換割合として，

ＷＡＳＨ－１２３３で示される3.2％（合計）に基づき決定している。しかし，Ｗ

ＡＳＨ－１２３３では有機よう素の生成反応のみを考慮し，放射線による分解反応

については考慮していないこと，原子炉格納容器内での有機よう素の生成割合を評

価していることなどから，ＮＵＲＥＧ－０７７２のレビュー結果と同様，相当な保

守性を持った値としている。 
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(2) 重大事故等時におけるpH調整と有機よう素の生成割合 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－５７３２“Iodine Chemical Forms in LWR Severe 

Accidents”では，pHとよう素の存在割合について，pHの低下に伴って無機よう素

等への生成割合が増加する知見が示されており，pH調整が実施されている場合とpH

調整が実施されていない場合のそれぞれについて，重大事故等時のよう素形態に関

して，複数のプラントに対するよう素の発生量を評価している。pH調整が実施され

ている場合の結果を表6に，pH調整が実施されていない場合の結果を表7に示す。

BWRプラント（Grand Gulf Peach Bottom）では，重大事故等時において，pH調整の

実施の有無に限らず，有機よう素の生成割合は1％以下となっている。 

 

表6 重大事故時にpH調整を実施した場合の有機よう素の生成割合 

 

表7 重大事故時にpH調整を実施しない場合の有機よう素の生成割合 

 

以上より，有機よう素の生成割合については不確定さがあるものの，Regulatory 

Guide 1.195で示されている4％は十分な保守性を有していると考えられることから，

設計値として採用している。 

 

3. 引用文献 

(1) ＷＡＳＨ－１ ２ ３３,“Review of Organic Iodide Formation Under 

Accident Conditions in Water-Cooled Reactors” 

(2) ＮＵＲＥＧ－０７７２,“Technical Basis for Estimating Fission Product 

Behavior during LWR Accidents” 
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補足 20 

FP の放射性壊変による被ばく評価への影響 

 

フィルタ装置のスクラバ水，金属フィルタ及びよう素フィルタに捕捉された物質が放射性壊変

をし，放射性を持つ希ガスが再浮遊することにより，被ばくに影響を与える可能性がある。ここ

では，エアロゾルとよう素の放射性壊変によって発生する希ガスが被ばくに与える影響について

確認する。 

 

1. エアロゾルの壊変 

被ばく評価で対象としている評価核種65核種の中で，エアロゾルのうち希ガスを生成する親

核種として，Cs-134，Rb-86，Te-129，Te-129m，Te-131m及びTe-132があり，これらの99.9%以上

はスクラバ水及び金属フィルタによって捕捉される。この他のエアロゾルは希ガスへの壊変を

せず，スクラバ水及び金属フィルタにより捕捉される。 

Cs-134，Rb-86，Te-129，Te-129m，Te-131m及びTe-132の壊変により生成される子孫核種の約

99%以上は，Xe-134，Kr-86，Xe-129，Xe-131及びXe-132と安定核種であるため，被ばくへの影響

は小さい。 

 

2. よう素の壊変 

被ばく評価で考慮されているよう素の同位体は，I-131からI-135の5核種であり，これらは全

てXeに壊変するが，このうちI-132及びI-134から生成するXeは安定核種である。また，I-131に

ついても約99%が安定核種であり，被ばくへの影響は小さい。 

以上より，放射性壊変によって発生する希ガスが被ばくに与える影響として，I-133及びI-135

から生成するXe-133とXe-135による影響を以下に示す式を用いて評価する。 

 

 (1) 評価式 

よう素の壊変によって再浮遊する希ガスの放射能Ａ２を求める式を式(1)に示す。また，再浮遊

した希ガスの積算崩壊数∑Ａ２を求める式を式(2)に示す。 
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ここで， 

Ｎ１ ：時間ｔにおける親核種の原子数 
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Ｎ２ ：時間ｔにおける子孫核種の原子数 

λ１ ：親核種の壊変定数(1/s) 

λ２ ：子孫核種の壊変定数(1/s) 

Ａ２ ：再浮遊する希ガスの放射能(Bq) 

Ａ１０ ：親核種のベント開始時刻における放射能(Bq) 

Ａ２０ ：子孫核種のベント開始時刻における放射能(Bq) 

ｔ ：ベント後の経過時間(s) 

 

 (2) よう素移行率及び捕捉率 

評価で想定する各フィルタへのよう素の移行率及び捕捉率を表1に示す。この移行率及び捕捉

率を用いて，各フィルタの捕捉量を求める。なお，実際には，一部は捕捉されずに系外へ放出さ

れると考えられるが，捕捉量の評価では，保守的に全量捕捉されるとする。 

 

表1 よう素移行率 

 ベントライン 

放出割合＊(－) 

（移行率） 

捕捉率(－) 

スクラバ水及び 

金属フィルタ 
よう素フィルタ 合計 

粒子状よう素 約6.5×10-8 0.999 0.001 1 

無機よう素 約3.8×10-4 0.999 0.001 1 

有機よう素 約3.3×10-2 0 1 1 

注記＊：炉内内蔵重量に対する割合をＭＡＡＰ解析により評価 

 

 (3) 各フィルタに付着する放射能量 

ベント開始時における炉内内蔵量及び各フィルタに付着する放射能量を表2に示す。ベント開

始時間は，原子炉停止後38.1時間後とする。 

 

表2 炉内内蔵量及び各フィルタに付着する放射能量 

核種 

炉内内蔵量(Bq) フィルタ付着(Bq) 

ベント停止

時 

ベント開始

時 

スクラバ水及び 

金属フィルタ 

よう素 

フィルタ 
合計 

I-133 Ａ１０ 約8.0×1018 約2.2×1018 約8.4×1014 約7.4×1016 約7.5×1016 

Xe-133 Ａ２０ 約7.8×1018 約7.1×1018 － － － 

I-135 Ａ１０ 約7.6×1018 約1.4×1017 約5.2×1013 約4.6×1015 約4.6×1015 

Xe-135 Ａ２０ 約2.2×1018 約8.6×1017 － － － 

 

 (4) 再浮遊する放射能量 

ベント実施時に原子炉格納容器からベントラインに放出されるXe-133及びXe-135と，各フィ

ルタから再浮遊するXe-133及びXe-135の7日間積算崩壊数の比較を表3，放出放射能の比較を図1，
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積算崩壊数の比較を図2に示す。 

表3から，フィルタから再浮遊するXe-133とXe-135は，原子炉格納容器からベントラインに放

出されるXe-133及びXe-135の1%未満（≒約4.4×1021/約2.9×1024＝約0.15%）であり，相対的に影

響は小さい。 

 

表 3 Xe-133 と Xe-135 の 7 日間積算崩壊数の比較 

 
Xe-133 

(Bq･s) 

Xe-135 

(Bq･s) 

合計 

(Bq･s) 

ベントラインからの放出 約 2.8×1024 約 4.0×1022 約 2.9×1024 

再浮遊による 

放出 

スクラバ水及び 

金属フィルタ 
約 4.7×1019 約 1.8×1018 約 4.9×1019 

よう素フィルタ 約 4.2×1021 約 1.6×1020 約 4.3×1021 

合計 約 4.2×1021 約 1.6×1020 約 4.4×1021 
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図 1 ベントラインに放出される Xe とフィルタから再浮遊する Xe の放出放射能比較 

 

 

 

図 2 ベントラインに放出される Xe とフィルタから再浮遊する Xe の積算崩壊数比較 
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補足21 

フィルタの除去性能に与える影響について 

 

1. フィルタの除去性能に与える影響 

フィルタ装置を継続使用する場合，エアロゾル，無機よう素及び有機よう素の除去性

能に影響を与える可能性がある因子として，エアロゾルによるフィルタの閉塞，放射性

物質の再揮発，よう素フィルタにおける吸着材の容量減少及び吸着材の変質がある。そ

のため，これらの影響について評価を実施する。 

なお，フィルタ装置内で保持した放射性物質が再揮発することによる除去性能への影

響については，補足19における評価のとおりであり，対象外とする。 

 

2. エアロゾルによるフィルタの閉塞 

2.1 想定する状態 

炉心損傷後のベント時には，溶融炉心から発生するエアロゾルに加え，炉内構造物

の過温などによるエアロゾル，コア－コンクリート反応により発生するCaO2等のコン

クリート材料に起因するエアロゾル，保温材等の熱的・機械的衝撃により発生する粉

塵がフィルタ装置に移行する可能性がある。これらのエアロゾルの影響により，スク

ラバノズルの狭隘部や金属フィルタに付着し，閉塞する可能性について考慮する。ま

た，金属フィルタについては，液滴の付着による閉塞についても考慮する。 

 

2.2 影響評価 

(1) スクラバノズル 

スクラバノズルの狭隘部は5mmであり，狭隘部を通過するガス流速は高速となる。

これに対して，エアロゾルの粒子径は極めて小さく，スクラバノズルが閉塞するこ

とはない。 

 

(2) 金属フィルタ（エアロゾルによる閉塞） 

水スクラバで捕捉されなかったエアロゾルは，後段の金属フィルタに捕捉される。

金属フィルタの閉塞評価にあたり，事故シーケンス（大破断LOCA＋ECCS注水機能喪

失＋全交流動力電源喪失）と，MCCIが発生する事故シーケンス（高圧・低圧注水機

能喪失）＊を考慮する。また，フィルタ装置へのエアロゾル流入量が大きいD/W ベ

ントの場合を想定し，この金属フィルタに捕捉されるエアロゾル量と金属フィルタ

の許容エアロゾル量を比較し，閉塞しないことを以下のとおり確認した。 

注記＊：フィルタ装置へのエアロゾル流入量の不確かさを考慮してもフィルタ装

置が性能を発揮できることを確認するために，MCCIにより，コンクリー

トエアロゾルが大量に発生する事故シーケンスを想定した。この事故シ
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ーケンスでは，原子炉圧力容器への注水及び下部ドライウェルへの事前

水張りに全て失敗し，溶融炉心が下部ドライウェルに落下してから1時間

後に初めて原子炉格納容器内（下部ドライウェル）に注水を開始するも

のとした。 

 

a. 金属フィルタの許容エアロゾル量 

金属フィルタ単体に対し，エアロゾルを供給した場合，エアロゾル量は約800cm3

（2Pd流量時）～約2000cm3（最小流量時）まで許容されることが確認されている。 

b. エアロゾル量 

フィルタ装置に流入するエアロゾルの流入量を評価した結果，事故シーケンス

（大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）では723.64 cm3，事故

シーケンス（高圧・低圧注水機能喪失）では10,203.51cm3となる。 

フィルタ装置に流入するエアロゾル粒径分布に対して，水スクラバ単体のオー

バーオールDFを算出した結果，事故シーケンス（大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失

＋全交流動力電源喪失）では115（2Pd相当流量）及び34（最小流量相当），事故

シーケンス（高圧・低圧注水機能喪失）では15（2Pd相当流量）及び12（最小流量

相当）となる。 

フィルタ装置に流入するエアロゾル量を水スクラバ単体のオーバーオールDFで

除して，金属フィルタに流入するエアロゾルの量を算出した結果，事故シーケン

ス（大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）では6.29 cm3（2Pd相

当流量）及び21.28cm3（最小流量相当），事故シーケンス（高圧・低圧注水機能

喪失）では680.23 cm3（2Pd相当流量）及び850.29cm3（最小流量相当）となる。 

c. 評価結果 

上記より，事故シーケンス（大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源

喪失），MCCIが発生する事故シーケンス（高圧・低圧注水機能喪失）ともに，金

属フィルタに流入するエアロゾルの量は，金属フィルタに許容されるエアロゾル

の量よりも小さいことから，金属フィルタが閉塞することはない。 

 

(3) 金属フィルタ（液滴による閉塞） 

金属フィルタに移行するベントガスに含まれる液滴（湿分）は，1層目と3層目の

金属繊維からなるウェブにおける，液滴の凝集，慣性力による衝突により分離され

る。 

金属フィルタの液滴の除去性能は，下記の試験にて確認している。試験条件を表1

に，試験概要図を図1に示す。 
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表1 金属フィルタ液滴除去性能試験条件一覧表 

項目 条件 

試験装置 ・4m 高さ試験装置 

試験ガス ・空気（エアロゾルは送気しない） 

ガス流量 

・超過流量相当 

・2Pd 相当流量 

・1Pd 相当流量 

・最小流量相当 

粒子計測位置 

・試験装置入口 

・水スクラバ通過後（金属フィルタ入口） 

・金属フィルタ出口 

評価方法 

・水スクラバ通過後（金属フィルタ入口）

及び金属フィルタ出口の空気中の粒子

（液滴）を比較することで，金属フィル

タの液滴除去性能を確認 

 

 

 
図 1 試験概要図（金属フィルタ液滴除去性能試験）  
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これらの試験の結果，各流量における粒子（液滴）の個数と粒径分布は図2～図5

のとおりとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全ての流量ケースにおいて，金属フィルタ出口側においては，ほとんど粒子が検

出されておらず，金属フィルタの液滴除去性能は非常に高いことを確認した。また，

この試験の間，金属フィルタの差圧に有意な上昇は認められなかった。 

以上から，金属フィルタにおける，液滴分離が十分に実施でき，液滴（湿分）に

よるフィルタの閉塞が発生することはないと評価する。 

 

 

図 2 計測結果（最小流量相当） 図 3 計測結果（1Pd 相当流量） 

図 4 計測結果（2Pd 相当流量） 図 5 計測結果（超過流量相当） 
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3． 吸着材の容量減少 

3.1 想定する状態 

よう素フィルタの吸着材として使用する銀ゼオライトが，よう素の捕捉によって吸

着容量に達した場合には，よう素は捕捉されずに系外に放出されることが考えられる。 

 

3.2 影響評価 

よう素フィルタで保持が可能なよう素の吸着容量（銀分子数）は，原子炉格納容器

から放出されるよう素量に対して十分大きいことから，吸着容量に達することはない

ことを以下のとおり確認した。また，試験と実機の有機よう素注入量と銀ゼオライト

充填量との比較においても，よう素フィルタの有機よう素捕捉に関する吸着容量が十

分であることを確認した。 

 

(1) よう素フィルタの銀の保有量 

よう素フィルタの銀ゼオライトの銀含有割合は約 wt％であるため，銀ゼオライ

ト t（有効部重量）に含まれる銀（原子量：107.9）の量は約 t（約 mol）

である。 

 

(2) ガス状よう素の流入量 

よう素フィルタに蓄積されるよう素の発熱量を以下のとおり設定した。 

・事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量 

平衡炉心末期を対象としたＯＲＩＧＥＮ２コードの計算結果から，29.1kgとす

る。 

・原子炉格納容器への放出割合 

ＭＡＡＰ解析の結果から，炉内から原子炉格納容器内へのよう素の放出割合を

83％とする。 

・原子炉格納容器に放出されるよう素の化学形態割合 

Regulatory Guide 1.195に基づき，粒子状よう素5％，無機よう素91％，有機よ

う素4％とする。 

 

フィルタ装置での無機よう素の除去性能（DF＝1000）を考慮して，水スクラバで

除去されずに残った全ての無機よう素がよう素フィルタに蓄積するものとする。ま

た，有機よう素は全てがよう素フィルタに蓄積されるものとする。 

以上の想定で，よう素フィルタに吸着するよう素の量は無機よう素約0.087mol，

有機よう素約7.6molであり，無機よう素I2（分子量：253.8）約22g，有機よう素CH3I

（分子量：141.9）約1080gに相当する。 
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（無機よう素(I2)のモル数）＝29100g／126.9g/mol×83％×91％／1000(DF) 

／2（I2） 

＝約0.087mol 

（有機よう素（CH3I）のモル数）＝29100g／126.9g/mol×83％×4％ 

      ＝約7.6mol 

 

(3) 評価結果 

よう素は，以下に示すように銀と反応することから，銀ゼオライトに含まれる銀

の量（約 mol）は，流入するよう素の捕捉に十分な量であると言える。 

・有機よう素の除去反応 

           

 

  (4) 試験による容量の確認 

試験において，有機よう素（ヨウ化メチル）を用いて銀ゼオライトの性能検証を

行っている。試験では，図6の有機よう素除去性能試験装置を用いて，ヨウ化メチル

を大量に供給し，DFが目標である50を維持する期間中に吸着できるヨウ化メチルの

量を確認した。なお，この試験では，試験カラム部のヒータも入れた状態で，まず

試験カラムに水蒸気のみを通気し，所望のガスの流量や温度となり，吸着材の温度

が一定となったところでヨウ化メチルを供給した。 

試験条件を表 2 に示す。また，DF が 50 以上を維持する期間中に，実機のよう素

フィルタに吸着されるヨウ化メチルの総質量については，次式によって算出した。 

 

 

ここで，A はよう素フィルタ許容吸着量，SI は試験カラムに単位時間当たりに供

給されたヨウ化メチルの質量，DF は除染係数，AgXr は実機のよう素フィルタ 2 個に

充填される吸着材の総質量，AgXt は試験カラムに充填された吸着材の総質量，T は

試験開始から DF が 50 以下となるまでの時間である。 
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冷却器

排気・排水

サンプリング口②

試験カラム ダミーカラム

：保温・ヒータ

ボイラ ミスト
トラップ

ガス加温用オイル槽

ヨウ化メチル
発生器CH3I

N2

バッファ

水蒸気

H2

サンプリング口①

MFC

 

図 6 有機よう素除去性能試験装置構成図 

 

 

表 2 よう素フィルタ許容吸着量確認試験条件一覧表 

項目 
条件 

試験① 試験② 試験③ 試験④ 

試験装置 有機よう素除去性能試験装置 

試験ガス組成 蒸気 100% 

露点温度差 9.1 K 10.6 K 8.5 K 12.5 K 

試験カラム 

入口圧力 

8.1 

kPa(g) 

8.4 

kPa(g) 

5.6 

kPa(g) 

250.4 

kPa(g) 

ヨウ化メチル濃度 55 volppm 116 volppm 48 volppm 57 volppm 

接触時間 0.121 s 0.119 s 0.151 s 0.134 s 
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    以上の条件にて試験を実施し，よう素フィルタの許容吸着量を評価したところ，

図 7 のとおりとなる。図 7 に示すとおり，よう素フィルタの許容吸着量は接触時間

に対してほぼ線形的に増加し，ヨウ化メチル濃度や，ガスの圧力に対する依存性は

ないことを確認した。また，ヨウ化メチルの許容吸着量は 100kg 以上であることを

確認した。一方，実機にてよう素フィルタに流入する有機よう素の最大量は，約

1.08kg と評価していることから，流入量に対して十分な余裕があることを確認し

た。そのため，吸着材の容量減少により銀ゼオライトが性能劣化することはないと

考えられる。 
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図 7 よう素フィルタ許容吸着量確認試験結果 
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4. 吸着材の変質 

4.1 想定する状態 

よう素フィルタの吸着材として使用する銀ゼオライトは，光及び放射線の照射又は

高湿度の環境に長期間晒されると，変質してよう素除去性能が低下することが考えら

れる。 

 

4.2 影響評価 

(1) 放射線の照射による劣化 

銀ゼオライトは MGyの放射線照射後においても，銀ゼオライトの除去性能に有

意な劣化はないことを確認しており，柏崎刈羽原子力発電所第７号機のよう素フィ

ルタで想定される照射量は MGy程度であるため，捕捉性能が低下するおそれはな

い。 

 

a. 実機で想定される照射線量 

実機において銀ゼオライトは，よう素フィルタに保持される放射性物質，その

他フィルタ装置内に保持される放射性物質，よう素フィルタを通過する希ガス，

原子炉格納容器から原子炉建屋に漏えいする放射性物質，格納容器ベント等によ

り建屋外放出される放射性物質等の壊変により放射線の照射を受けるが，よう素

フィルタに保持される放射性物質からの照射線量が支配的である。そのため，よ

う素フィルタに保持される放射性物質からの照射線量のみを考慮する。 

     よう素フィルタに流入するよう素量の事故シーケンスは，有効性評価において，

よう素フィルタに多量の放射性よう素が流入する炉心損傷後ベントの事故シーケ

ンス（大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）とする。本事故シ

ーケンスでは，原子炉停止から約38時間後にベントを開始する。このときの原子

炉圧力容器から原子炉格納容器へのよう素の放出割合はＭＡＡＰ解析より83％と

なる。よう素の状態は，粒子状よう素5％，無機よう素91％，有機よう素4％とす

る。このうち，粒子状よう素と無機よう素はどちらもフィルタ装置で99.9％が捕

捉され，残りがよう素フィルタに流入することとする。 

ＭＡＡＰ解析より，ベント開始から95時間程度で原子炉格納容器内のよう素の

99.9％以上が放出されることから，よう素フィルタにおけるよう素の捕捉は，こ

の間でほぼ完了する。そのため，ベント開始から95時間程度の間に，よう素フィ

ルタに保持された放射性物質から受ける放射線量に対して，捕捉性能の劣化が生

じないことを確認する必要がある。そこで，よう素フィルタに保持された放射性

物質から受ける崩壊熱エネルギを，ここでは保守的にベント開始から100時間まで

の積算値として評価を実施すると，表3のとおりとなる。 
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表 3 よう素の崩壊熱エネルギ 

粒子状よう素(J) 無機よう素(J) 有機よう素(J) 合計(J) 

約 6.4×106 約 1.2×108 約 5.1×109 約 5.3×109 

 

この崩壊熱エネルギが，よう素フィルタの外へ漏れることなく，保守的に全

て銀ゼオライトに吸収されることとして評価すると，銀ゼオライトの重量は約

kgであるため，銀ゼオライトが照射される累積線量は 

約5.3×109 J÷ kg ＝ 約 Gy ＝ 約 MGy 

となる。 

      一方，銀ゼオライトに保持されるよう素は，よう素フィルタ入口表面付近に 

集中することが考えられる。この集中する割合はDFが大きいほど大きくなるた

め，実機に期待するDF50よりも大きいDF200を仮定して計算すると，流入したよ

う素の50%が入口から約 mmまでに保持される。よう素フィルタ入口から約

mmまでの厚みに流入したよう素の全量が保持されると保守的に仮定すると，

この厚みに相当する銀ゼオライトの重量は約 kgである。その場合の銀ゼオラ

イトが照射される累積線量は 

約2.6×109 J÷ kg ＝ 約 Gy ＝ 約 MGy 

 となる。 
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b. 銀ゼオライトの放射線耐性 

銀ゼオライトの放射線耐性の確認のため，放射線照射後のサンプルを用いて，

図6の試験装置により，有機よう素吸着試験を実施した。なお，比較として，ほぼ

同じ条件にて，放射線未照射のサンプルを用いた試験も実施した。 

試験条件を表4に示す。 

 

表4 放射線照射影響確認試験 

項目 
条件 

試験⑤ 試験⑥ 試験⑦ 

試験装置 有機よう素除去性能試験装置 

試験ガス組成 蒸気 100% 

露点温度差 12.4 K 12.5 K 11.6 K 

ヨウ化メチル濃度 49 volppm 57 volppm 50 volppm 

接触時間 0.133 s 0.134 s 0.152 s 

銀ゼオライト 未照射 未照射 
5.0MGy 

照射済み 

 

 

以上の条件にて試験を実施したところ，試験開始からのヨウ化メチルに対する

除去効率の推移は図8の通りとなった。試験の結果，放射線の照射済みサンプルと

未照射サンプルで有意な性能差は見られなかった。 
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図8 ヨウ化メチル除去効率の時間推移 
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c. 評価結果 

前述のとおり，銀ゼオライトの放射線耐性は MGy以上であり，実機で想定さ

れる銀ゼオライトの照射線量は MGy程度であるため，実機において銀ゼオライ

トの健全性は維持される。 

 

(2) 湿分による劣化 

a. スウェリングの影響について 

柏崎刈羽原子力発電所のよう素フィルタは，フィルタ装置とは別容器となって

いることから，フィルタ装置のスクラバ水がスウェリングすることによる影響は

受けない。 

 

b. 系統待機時におけるよう素フィルタへのスクラバ水の影響について 

系統待機中，フィルタ装置とよう素フィルタは，ラプチャーディスクにより隔

離された状態となっている。そのため，フィルタ装置内のスクラバ水の湿分がよ

う素フィルタに流入することはない。ラプチャーディスクの設置場所を図9に示す。 
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(3) 光の照射による劣化 

銀ゼオライトは，ステンレス鋼製のよう素フィルタ容器内に充填されるため，光

が照射されることはなく，変質するおそれはない。 

 

5. 引用文献 

 (1) Regulatory Guide 1.195,“Methods and assumptions for evaluating 

radiological consequences of design basis accidents at light-water 

nuclear power reactors” 
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補足23 

製造時における内部構造物の検査について 

 

1. 製造時におけるフィルタ除去効率の検査方法について 

フィルタ装置内に設置するフィルタについては，製造時にフィルタ単体での性能検査

を行い，各フィルタが開発時の試験で用いたフィルタと同一性能を有していることの確

認を実施する。なお，無機よう素については，無機よう素の化学特性により，DFがスク

ラバ水の水質に依存するため，スクラバ水の水質を確認することによって，試験で確認

されたDFを満足することを確認する。 

表1に検査概要を示す。 

 

表 1 検査概要 

 水スクラバ 金属フィルタ 銀ゼオライト 

検査 

方法 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検査 

条件 

 

 

 

 

 

 

 

判定 

基準 
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2. 内部構造物の検査方法について 

フィルタ装置の内部構造物のうち，「フィルタ装置の耐圧機能に影響を及ぼす可能性

のあるもの（容器に直接溶接にて取り付けられているもの）」，「損傷が発見された場

合に格納容器圧力逃がし装置の性能に影響を及ぼす可能性のあるもの」及び「ベントガ

ス流路を構成し，欠陥があるとリークパスを生じる可能性のあるもの」については，PT

検査を実施する。 

また，「支持機能を担うもの」については， PT検査，その他については，VT検査を実

施する。 

なお，構造上，PT液の拭き取りが困難となる部位については，VT検査により溶接部に

欠陥等がないことを確認する。 

図1,図2に検査部位を，表2に部位ごとの検査項目を示す。 

 

表 2 部位ごとの検査項目 

機器名 製造時の検査 

フィルタ装置 ①入口配管 

 

PT 検査，VT 検査 

②分岐管 

 

PT 検査，VT 検査 

③スクラバノズル 

 

PT 検査，VT 検査 

④気泡細分化装置（受台） PT 検査，VT 検査 

（エレメントは VT*） 

⑤整流板（架台） PT 検査，VT 検査 

（パンチングプレートは VT*） 

⑥金属フィルタ PT 検査，VT 検査 

（取付部バキュームリークテスト） 

⑦金属フィルタドレン管 

 

PT 検査，VT 検査 

⑧支持構造物 

 

PT 検査，VT 検査 

よう素フィルタ ⑨キャンドルユニット 

 

PT検査，VT検査 

⑩支持構造物（管板） 

 

PT検査，VT検査 

注記＊：PT 液の拭き取り困難箇所は VT 検査 
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図 1 フィルタ装置 検査部位 

機器名 

①入口配管 

②分岐管 

③スクラバノズル 

④気泡細分化装置（受台） 

⑤整流板 

⑥金属フィルタ 

⑦金属フィルタドレン管 

⑧支持構造物 
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図 2 よう素フィルタ 検査部位 

 

 

機器名 

⑨キャンドルユニット 

⑩支持構造物（管板） 



補足 24－1 

補足 24 

 

ベント実施時の放射線監視測定の考え方について 
 

1. フィルタ装置出口放射線モニタの計測範囲 

フィルタ装置出口放射線モニタの計測範囲と計測範囲の考え方は，表 1のとおりである。 

 

表 1 計測範囲とその考え方 

名称 計測範囲 取付箇所 計測範囲の設定に関する考え方 

フィルタ装置出口放射線 

モニタ 

10-2 ～ 105 

mSv/h 

屋外（原子炉建

屋屋上） 

ベント実施時（炉心損傷している

場合）に，想定されるフィルタ装

置出口最大線量当量率を計測でき

る範囲として設定する。 

 

   (1) ベント実施時に想定される線量当量率について 

     ベント実施時に想定される最大の線量当量率を評価するために必要な評価条件を表 2に

示す。また，表 2の評価条件に基づく評価結果を表 3に示す。フィルタ装置出口放射線モ

ニタの計測範囲の上限値である 1.0×105 mSv/h は，ベント実施時に想定される最大線量

当量率 7.2×104 mSv/h に対し，余裕があり，計測可能である。 
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表 2 評価条件 

項目 評価条件 評価条件の考え方 

評価対象核種 

希ガス（Kr-83m，Kr-85，Kr-85m，

Kr-87，Kr-88，Kr-89，Xe-131m，

Xe-133 ， Xe-133m ， Xe-134m ，

Xe-135，Xe-135m，Xe-137，Xe-138） 

大気に放出される放射性物質 

のうち，線量当量率が支配的とな 

る核種を選定（後述(2)項参照） 

炉心状態 平衡炉心（サイクル末期） 
原子炉の放射性物質の内蔵量が

最も多くなる状態を選定 

炉心から原子炉格納容器

への移行割合（希ガス） 
100％ ＭＡＡＰ解析結果に基づき設定 

原子炉格納容器から原 

子炉建屋への漏えい 
考慮しない 

格納容器圧力逃がし装置による

大気への放出量を多く見積もる

ため 

ベント開始時間 事象発生から 1時間後 
開始時刻が遅れるほど希ガスが

減衰するため，保守的に設定 

評価モデル 図 1のとおり 

フィルタ装置出口放射線モニタ

の設置位置（図 2）をモデル化（保

守的に，検出器 Aを評価点として

設定） 

線量評価コード ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒ 現行許認可（添十）と同じ 
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図 1 評価モデル 

 

図 2 フィルタ装置出口放射線モニタ位置図  

流れ 

フィルタ装置 

出口側配管 
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表 3 評価結果 

評価対象核種 線量当量率（mSv/h） 

Kr-83m 4.3E-10 

Kr-85 3.6E+00 

Kr-85m 2.3E+03 

Kr-87 1.1E+04 

Kr-88 4.1E+04 

Kr-89 9.0E-02 

Xe-131m 1.6E+00 

Xe-133 2.4E+02 

Xe-133m 7.0E+01 

Xe-134m 6.4E-03 

Xe-135 8.0E+03 

Xe-135m 6.3E+03 

Xe-137 5.9E-01 

Xe-138 4.0E+03 

合 計 7.2E+04 

 

   (2) 評価対象核種の考え方 

     格納容器圧力逃がし装置を通じて原子炉格納容器内の放射性物質が大気へ放出される際，

希ガス及びよう素を除く放射性物質はフィルタ装置及びよう素フィルタの除去効果を大き

く受けるため，大気へ放出される主な放射性物質は希ガス及びよう素となる。 

表 4に示す評価条件を用いて希ガス及びよう素の線量当量率を評価した結果，表 5のと

おり希ガスの線量当量率は，よう素に比べて約 30倍程度高く，放射線モニタ測定値は希ガ

スからの寄与が支配的であるため，希ガスを評価対象核種とする。 
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表 4 評価条件（1／2） 

項目 評価条件 評価条件の考え方 

評価事象 
事故シーケンス（大破断LOCA＋ECCS注水

機能喪失＋全交流動力電源喪失） 

格納容器破損防止対策の有効性

評価で想定する格納容器破損モ

ードのうち，ベントを実施する

事故シーケンスを選定 

炉心状態 平衡炉心（サイクル末期） 
原子炉の放射性物質の内蔵量が

最も多くなる状態を選定 

評価対象核種 

希ガス：Kr-83m，Kr-85，Kr-85m，Kr-87， 

Kr-88，Kr-89，Xe-131m，Xe-133， 

Xe-133m，Xe-134m，Xe-135， 

Xe-135m，Xe-137，Xe-138 

よう素：I-131，I-132，I-133，I-134， 

I-135 

大気に放出される放射性物質の

うち，線量当量率が支配的とな

る核種を選定 

炉心から原子炉格納

容器への移行割合 

希ガス：100％ 

よう素：82.6％ 
ＭＡＡＰ解析結果に基づき設定 

よう素の形態 

有機よう素  ：4％ 

無機よう素  ：91％ 

粒子状よう素：5％ 

R.G.1.195 に基づき設定 

原子炉格納容器内で

の除去効果（希ガス

及び有機よう素） 

考慮しない 保守的に設定 

原子炉格納容器内で

の除去効果（無機よ

う素） 

沈着による除去係数：200 CSE 実験に基づき設定 

サプレッションプール水でのスクラビン

グによる除去係数：10 

Standard Review Plan 6.5.5に

基づき設定 

原子炉格納容器内で

の除去効果（粒子状

よう素） 

・格納容器スプレイによる除去効果 

・自然沈着による除去効果 

・サプレッションチェンバのプール水で

のスクラビングによる除去効果 

上記をＭＡＡＰ解析で評価 

選定した事故シーケンスの事故

進展解析条件を基に設定 
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表 4 評価条件（2／2） 

項目 評価条件 評価条件の考え方 

ベント開始時間 事象発生から38時間後 ＭＡＡＰ解析結果 

フィルタ装置及び 

よう素フィルタの除

去係数 

希ガス      ：1 

有機よう素  ：50 

無機よう素  ：1,000 

粒子状よう素：1,000 

設計値に基づき設定 

評価モデル 図 1のとおり 

フィルタ装置出口放射線モ 

ニタの設置位置をモデル化 

（保守的に，検出器Aを評価点と

して設定） 

解析コード ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒ 現行許認可（添十）と同じ 

 

表 5 評価結果 

ベント開始時間 

希ガス 

線量当量率① 

（mSv/h） 

よう素 

線量当量率② 

（mSv/h） 

①／② 

事象発生から 

38 時間後 
2.6×104 8.4×102 3.2×101 

 

 

2. フィルタを通過した放射性物質がフィルタ装置出口放射線モニタ近傍の配管に付着した場合の

影響について 

フィルタ装置出口放射線モニタはフィルタ装置出口の配管外側から計測となるため，フィルタ

装置出口側配管内に付着した放射性物質の影響を受ける。そのため，ベント停止後に残る放射線

モニタ指示値から配管付着分を評価し，ベント中の放射線モニタ指示値から差し引くことで配管

付着影響を除去することができる。 

表 4の評価条件（希ガス及び有機よう素は配管に付着しないため，無機よう素及び粒子状よう

素に係る評価条件のみ）及びフィルタ装置出口側配管への放射性物質付着率を「放射性物質の通

過量に対して100m当たり10％が配管内に均一に付着する」とした場合の評価結果は，3.2mSv/h で

ある。 
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3. 線量当量率から放射性物質濃度への換算の考え方 

フィルタ装置出口放射線モニタでの計測値（γ線強度）は，フィルタ装置出口側配管内の放射

性物質の核種及びその放射性物質濃度により決まる値である。あらかじめ，フィルタ装置出口側

配管内の放射性物質濃度と線量当量率により，換算係数を定めておくことで，事故時のフィルタ

装置出口放射線モニタの指示値からフィルタ装置出口側配管内の放射性物質濃度を把握すること

ができる。 

表 4の評価条件において評価したフィルタ装置出口放射線モニタの換算係数を表 6に示す。な

お，換算係数の算出過程を以下に示す。 

    ①  平衡炉心（サイクル末期）における核種ごとの炉内希ガスの総量（①）を解析により

算出する。 

②  ベント開始時間までの減衰を考慮した核種ごとの希ガスの総量（②）を算出する。 

③  核種ごとの希ガス量を原子炉格納容器空間体積（1500m3＊）で除し，核種ごとの放射性

物質濃度の合計（③）を算出する。 

④  上記③の核種ごとの放射性物質濃度にγ線放出割合を乗じて算出したγ線線源強度と 

図 1の評価モデルから核種ごとの線量当量率の合計（④）を算出する。 

⑤  上記③で求めた放射線物質濃度の合算値を④で求めた線量当量率の合算値で除すこと

で，換算係数を算出する。 

注記＊：原子炉停止から 38 時間後の原子炉格納容器空間体積。 

 

表 6 換算係数の算出 

 炉停止時 

内蔵量① 

（Bq） 

38 時間後 

減衰値② 

（Bq） 

放射性物質 

濃度③ 

（Bq/cm3） 

線量当量率④ 

（mSv/h） 

換算係数 

（（Bq/cm3）／（mSv/h）） 

検出器 A 
5.1×1019 1.1×1018 7.6×108 

2.6×104 2.9×104 

検出器 B 2.5×104 3.1×104 

（希ガスの総量（Bq）は，0.5MeV 換算値を用いている） 

 

表 6 の換算係数は，原子炉停止から 38時間後にベントを開始した場合の換算係数であり，核種

の減衰により換算係数は変化するため，同様の手法で算出した換算係数の時間変化は図 3のグラ

フのとおりとなる。実際の運用では，手順書に代表的な時間における換算係数を表として備える

などして適切な評価ができるように準備する。 

なお，事故後に当該事故の状態を詳細に把握し，換算係数の再評価を実施することにより， 

フィルタ装置出口放射線モニタの指示値（mSv/h）の記録から，より精度の高い放射性物質濃度

（Bq/cm3）を評価することが可能である。 
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図 3 換算係数の時間推移 
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4.  放射性物質の放出量の推定方法 

   (1) 格納容器内雰囲気放射線モニタによる推定方法 

格納容器内雰囲気放射線モニタは，原子炉格納容器内に存在する放射性物質からの放射

線を測定するものである。原子炉格納容器内には，気相及び液相中の放射性物質と構造物

等に沈着した放射性物質が存在しており，原子炉格納容器内の線量当量率を測定すること

で，間接的にベント時に放出される放射性物質の放出量を推定する。以下に格納容器内雰

囲気放射線モニタによる推定方法を示す。 

 

a. 事前準備事項 

①  平衡炉心（サイクル末期）における核種ごとの炉内内蔵量（Bq）を解析にて求める。 

②  ベント開始時間までの減衰を考慮した核種ごとの存在量（Bq）を算出する。 

③  ＭＡＡＰコードを用い，代表的な重大事故時想定＊における主要な放射性物質の原子

炉格納容器内各部への移行割合（サプレッションプール水におけるスクラビング効

果を考慮した気相部への移行割合，沈着割合）を求め，①及び②で算出した核種ご

との存在量（Bq）より壁面沈着分の放射能量（Bq）及び気相部の放射能量（Bq）を

評価する。 

④  検出器位置周辺に沈着した放射能量（Bq）及び気相部の放射能量（Bq）から検出器

への線量の寄与（mSv/h）について，検出器の周辺の構造を考慮した線量評価モデル

を用いて評価する。 

⑤  上記の評価結果を用い，「原子炉格納容器気相部に存在する放射能量（Bq）及び検

出器位置での線量当量率（mSv/h）の関係」をあらかじめ用意する。 

 

    b. 放射性物質の推定方法 

①  プラントデータを確認し，事前に評価する代表的な重大事故時想定＊の中より最も事

象進展が近いものを選定する。 

②  格納容器内雰囲気放射線モニタの指示値（mSv/h）に対し，事前に評価した代表的な

重大事故時想定＊における「原子炉格納容器気相部に存在する放射能量（Bq）及び検

出器位置での線量当量率（mSv/h）」をもとに，原子炉格納容器気相部に浮遊する放

射能量（Bq）を比例計算にて求める。 

③  ②より求めた原子炉格納容器気相部内の放射能量（Bq）に格納容器圧力逃がし装置，

サプレッションチェンバのプール水におけるスクラビングの除去係数を考慮し放出

放射能量（Bq）を求める。 

注記＊：事前に評価する代表的な重大事故時想定として，原子炉格納容器内の放射性物

質の存在割合に大きく影響するLOCAの発生の有無等を考慮した複数ケースを評

価する。事故時においてはプラントデータを確認し，評価ケースの中より最も

近い事象進展を選定し評価を行う。なお，上記手順は，格納容器圧力逃がし装

置の使用の可能性がある場合において，その影響（概算）を早期に確認するた

めの手法である。そのため，詳細な値は事故後に得られた詳細な事象進展，デ
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ータを用いて確認する必要がある。 

 

(2) フィルタ装置出口放射線モニタによる推定方法 

フィルタ装置出口放射線モニタは，フィルタ装置出口側配管に設置されており，ベント

による放射性物質からの放射線を測定するものである。ベント中に放出される放射性物質

濃度とベント流量を把握することで，放射性物質の放出量を推定する。以下にフィルタ装

置出口放射線モニタによる推定方法を示す。 

 

a. 事前準備事項 

3 項で示す手法で算出した「換算係数（（Bq/cm3）/（mSv/h））」をあらかじめ用意

する。なお，核種の減衰により換算係数は変化するため，代表的な時間における同様な

手法で算出した換算係数を表として備えるなどの対応をあらかじめ用意する。 

 

b. 放射性物質の推定方法 

①  フィルタ装置出口放射線モニタの指示値（mSv/h）に対し，事前に評価した「換算

係数（（Bq/cm3）/（mSv/h））」を乗じ，放射性物質濃度（Bq/cm3）を求める。 

②  ①で求めた放射性物質濃度（Bq/m3）に格納容器圧力から推定されるベント流量

（m3/h）を乗じ，放出速度（Bq/h）を求める。 

③  ②の放出速度（Bq/h）をベント実施期間で積分することにより，放出放射能量（Bq）

を求める。 

④  事故後に換算係数を再評価し，また，配管付着分のバックグランドを差し引くこ

とで，より精度の高い放出放射能量（Bq）を求める。 

 

5. 引用文献 

(1)  Regulatory Guide 1.195, “Methods and Assumptions for Evaluating Radiological 

Consequences of Design Basis Accidents at Light-Water Nuclear Power Reactors”, 

May 2003 

(2)  Standard Review Plan 6.5.5, “Pressure Suppression Pool as a Fission Product Cleanup 

System”, March 2007 
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補足25 

格納容器圧力逃がし装置の外部事象に対する考慮について 

 

1. 外部事象の考慮 

格納容器圧力逃がし装置は，自然現象（地震及び津波を除く。）及び外部人為事象に

対して，表1（1／4～4／4）のとおり考慮した設計とする。 

なお，想定する外部事象は，実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設

備の基準に関する規則 第六条（外部からの衝撃による損傷の防止）において考慮する事

象，内部溢水及び意図的な航空機衝突とする。ただし，船舶の衝突，並びに有毒ガスの

外部人為事象については，発電所の立地及び格納容器圧力逃がし装置の設置場所等によ

り，影響を受けないことから考慮する必要はない。 
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表1 格納容器圧力逃がし装置の外部事象に対する考慮（1／4） 

外

事 

部

象 
影響モード 

設置 

場所 
設計方針 

自
然
現
象 

風
（
台
風
） 

荷重（風）， 

荷重（飛来物） 

屋内 原子炉建屋に設置される格納容器圧力逃がし装置の入口配

管，隔離弁等については，外殻の原子炉建屋により防護さ

れる設計とする。 

 屋外 飛来物による影響は，竜巻による影響に包含される。 

 

竜
巻 

荷重（風）， 

荷重（気圧差）， 

荷重（飛来物） 

屋内 原子炉建屋に設置される格納容器圧力逃がし装置の入口配

管，隔離弁等は外殻の原子炉建屋により防護される設計と

する。 

 屋外 屋外に設置される格納容器圧力逃がし装置のよう素フィル

タ，フィルタ装置は，フィルタベント遮蔽壁により防護さ

れ，さらに飛来物衝突に対して貫通しない板厚を有する設

計とする。また，フィルタ装置出口配管等については，竜

巻飛来物衝突に対して貫通しない板厚を有する設計とし，

小口径配管については遮蔽用及び竜巻対策用の鉄板を設置

することで，飛来物により，機能が損なわれる恐れのない

設計とするか，損傷した場合は運用により，損傷したとし

ても問題がない設計とする。 

また，風荷重，気圧差により，機能が損なわれる恐れがな

い設計とする。  

凍
結 

温度（低温） 屋内 原子炉建屋に設置されている部位については，換気空調設

備により環境温度が維持されるため，外気温の影響を受け

難い。 

 屋外 屋外に設置，かつ，水を内包するフィルタ装置には保温材・

ヒーターを設置し，凍結し難い設計とする。 

また，フィルタ装置出口配管については，一部Uシール構造

となる箇所があることから，ベントガスに含まれる水蒸気

が凝縮することにより発生するドレン水により配管が閉塞

することがないよう，発生したドレン水をドレンタンクに

排出する設計とする。 

降
水 

浸水， 

荷重 

屋内 原子炉建屋に設置される格納容器圧力逃がし装置の入口配

管，隔離弁は外殻の原子炉建屋により防護される設計とす

る。 

 屋外 フィルタベント遮蔽壁内側の設備の浸水については，サン

プ排水ラインを通じて排水するか，ドレン移送ポンプを用

いてサプレッション・チェンバに移送することが可能であ

り影響を受けない。また，附室は排水溝を設置することに

より，雨水が溜まることはなく，降水による浸水の影響を

受けない。 
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表1 格納容器圧力逃がし装置の外部事象に対する考慮（2／4） 

外

事 

部

象 
影響モード 

設置 

場所 
設計方針 

自
然
現
象 

積
雪 

荷重（積雪）， 

閉塞 

屋内 原子炉建屋に設置される格納容器圧力逃がし装置の入口配

管，隔離弁は外殻の原子炉建屋により防護される設計とす

る。 

屋外 屋外に設置されるフィルタ装置出口配管，ラプチャーディ

スク等については，積雪荷重に対して耐性が確保される設

計とする。また，系統開口部から降雪が浸入し難い構造と

することにより，必要な機能が損なわれるおそれがない設

計とする。なお，多量の積雪が確認される場合には，除雪

を行う等，適切な対応を実施する。 

落
雷 

雷サージによる

電気・計装設備の

損傷 

屋内 

及び 

屋外 

落雷の影響を考慮すべき設備については，原子炉建屋等へ

の避雷針の設置，接地網の布設による接地抵抗の低減を行

う等の雷害防止で必要な機能が損なわれるおそれがない設

計とする。  

火
山
の
影
響
（
降
下
火
砕
物
） 

荷重， 

閉塞， 

腐食 

屋内 原子炉建屋内に設置される格納容器圧力逃がし装置の入口

配管，隔離弁は外殻の原子炉建屋により防護される設計と

する。 

屋外 屋外に設置されるフィルタ装置出口配管，ラプチャーディ

スク等については，降下火砕物の堆積荷重に対して耐性が

確保される設計とする。また，系統開口部から降下火砕物

が侵入し難い構造とすることにより，必要な機能が損なわ

れるおそれがない設計とする。なお，降下火砕物の堆積が

確認される場合には，降下火砕物を除去する等，適切な対

応を実施する。 

化学的影響（腐食）防止のため，屋外に敷設されるフィル

タ装置出口配管（炭素鋼配管）外面には防食塗装を行う設

計とする。 

生
物
学
的
事
象 

電気的影響 

（齧歯類（ネズミ 

等）によるケーブ 

ル等の損傷） 

屋内 原子炉建屋内に設置される格納容器圧力逃がし装置の入口

配管，隔離弁は外殻の原子炉建屋により防護される設計と

する。 

屋外 屋外の電気設備及びケーブルは，金属製の筐体又は電線管

等に収納することで小動物の侵入を防止し，安全機能が損

なわれるおそれのない設計とする。 

地
滑
り 

地滑りした土砂

による荷重 

屋内

及び

屋外 

地滑りが想定される斜面からの離隔距離を確保することに

より，影響を受けない設計とする。  
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表1 格納容器圧力逃がし装置の外部事象に対する考慮（3／4） 

外

事 

部

象 
影響モード 

設置 

場所 
設計方針 

自
然
現
象 

森
林
火
災 

温度（輻射熱）， 

閉塞 

屋内

及び

屋外 

機器を内包する原子炉建屋，フィルタベント遮蔽壁及び，

屋外に設置される機器は防火帯の内側に配置し，森林との

間に適切な離隔距離を確保することで，必要な機能が損な

われる恐れがない設計とする。  
また，火災発生時の輻射熱による影響を受ける設備は，遮

蔽性のある板で覆う等により防護する設計とする。 

爆
発 

爆風圧，飛来物 屋内

及び 

屋外 

近隣の産業施設，発電所周辺の道路を通行する燃料輸送車

両，発電所周辺を航行する燃料輸送船の爆発による爆風圧

及び飛来物に対して，離隔距離が確保される設計とする。  

近
隣
工
場
等
の
火
災 

温度（熱）軽油 屋内

及び

屋外 

火災発生時の輻射熱に対して，耐性が確保される設計を基

本とし，輻射熱による影響を受ける設備は遮熱性のある板

で覆う等により，防護する設計とする。 

電
磁
的
障
害 

サージ・ノイズに

よる計測制御回

路への影響 

屋内

及び

屋外 

日本工業規格（ＪＩＳ）等に基づき，ラインフィルタや絶

縁回路の設置により，サージ・ノイズの侵入を防止すると

ともに，鋼製筐体や金属シールド付きケーブルの適用によ

り電磁波の侵入を防止する設計とする。 

内
部
溢
水 

没水，被水，蒸気 

による環境条件

の悪化 

屋内 内部溢水発生時は，自動隔離又は手動隔離により，漏えい

箇所の隔離操作を行う。また，漏えい箇所の隔離が不可能

な場合においても，漏えい水は，開放ハッチ部，床ファン

ネルを介し建屋最地下階へと導く設計としていることか

ら，ベント操作を阻害することはない。 

隔離弁については，没水，被水等の影響により中央制御室

からの操作機能を喪失する可能性があるものの，人力での

現場操作が可能であり機能は維持される。 

必要な監視機器については，没水，被水，蒸気に対する防

護対策を講じ，機能を維持する設計とする。 

意
図
的
な
航
空
機
衝
突 

衝突による衝撃

力，火災による熱 

影響 

屋内 

及び

屋外 

航空機衝突により，格納容器圧力逃がし装置の機能が喪失

する。この様な事態を想定した場合であっても，炉心損傷

前であれば，従来からアクシデントマネジメント策として

整備済みである耐圧強化ベント系が原子炉建屋内に設置さ

れており，航空機衝突による損傷を免れると考えられるこ

とから，耐圧強化ベント系を最終ヒートシンクへ熱を輸送

する機能として使用することが可能である。 

また，意図的な航空機衝突により格納容器圧力逃がし装置

の機能が喪失した状態で，プラントが何らかの原因により

炉心損傷した場合を想定したとしても，代替循環冷却系を

用いて原子炉格納容器のベントを行わずに除熱することが

できる。 
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表1 格納容器圧力逃がし装置の外部事象に対する考慮（4／4） 

外

事 

部

象 
影響モード 

設置 

場所 
設計方針 

バ
ー
ド
ス
ク
リ
ー
ン 

鳥の侵入による

影響 

屋外 排気管先端に鳥侵入防止用金網を設置する。 
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補足 1 

 原子炉格納容器漏えい率の設定について  

 

重大事故等時における原子炉格納容器からの原子炉建屋への漏えい率は，設計漏えい率を基に算

出した等価漏えい面積を持つ漏えい孔をＭＡＡＰ内で格納容器内圧力に応じて模擬し（後述の 1.及

び 2.を参照），当該漏えい面積及び格納容器内圧力を基に評価している。 

模擬する漏えい孔の等価漏えい面積は，格納容器内圧力が最高使用圧力 310kPa[gage]（1Pd）以

下の場合と最高使用圧力を超過した後の場合の 2種類を設定する。 

なお，よう素の漏えい量の評価に当たっては，ＭＡＡＰ解析においては，よう素の化学組成につ

いて考慮されておらず，すべて粒子状よう素として扱われることから，無機よう素及び有機よう素

の原子炉格納容器漏えい率は別途設定する。 

 

1. 格納容器内圧力が最高使用圧力以下の場合 

格納容器内圧力が最高使用圧力以下の場合，設計漏えい率（0.9Pd で 0.4%/日）を基に算出し

た等価漏えい面積（ドライウェル及びウェットウェルの総等価漏えい面積は約 3×10-6m2）を設

定し，ＭＡＡＰ内で圧力に応じた漏えい量を評価している。 

 

2. 格納容器内圧力が最高使用圧力を超過した場合 

格納容器内圧力が最高使用圧力を超過した場合，620kPa[gage]（2Pd）で漏えい率 1.3%/日と

なる等価漏えい面積（ドライウェルとウェットウェルの総等価漏えい面積は約 1×10-5m2）を設

定し，1.と同様にＭＡＡＰ内で圧力に応じた漏えい量を評価している。 

格納容器内圧力 2Pd における漏えい率 1.3%/日は，以下の AEC の評価式，GE の評価式によっ

て評価した漏えい率の結果を包絡する値として設定した。これらの式は，設計基準事故の原子炉

冷却材喪失時の被ばく評価において，原子炉格納容器漏えい率の評価に用いている理論式＊1 で

ある。格納容器内圧力が最高使用圧力の 2倍である 620kPa[gage]（2Pd）及び格納容器雰囲気温

度が 200℃までは，事故後 7日間に渡り，原子炉格納容器本体並びに開口部及び貫通部の健全性

が確保されることを確認していることから，これらの理論式を用いて格納容器内圧力 2Pd 及び

格納容器雰囲気温度 200℃における漏えい率を設定することは可能と判断した。 

 

○AEC の評価式 

Ｌ＝Ｌ
０

（Ｐ
ｔ
－Ｐ

ａ
）×Ｒ

ｔ
×Ｔ

ｔ

（Ｐ
ｄ
－Ｐ

ａ
）×Ｒ

ｄ
×Ｔ

ｄ

＝1.024 %/日 

Ｌ ：事故時の原子炉格納容器漏えい率 

Ｌ０ ：設計漏えい率（圧力 Pdに対して（ここでは 0.9Pd））   【0.4%/日】 

Ｐｔ ：事故時の格納容器内圧力                            【721kPa[abs]】 

Ｐｄ ：設計圧力                                          【380kPa[abs]】 

Ｐａ ：原子炉格納容器外の圧力                            【101.325kPa[abs]】 

Ｒｔ ：事故時の気体定数＊2                                【523.7J/kg･K】 
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Ｒｄ ：空気の気体定数                                    【287J/kg･K】 

Ｔｔ ：事故時の格納容器内温度                            【473.15K】 

Ｔｄ ：設計格納容器内温度 

漏えい試験時の温度（20℃）                        【293.15K】 

 

◯GE の評価式（General Electric 社の漏えいモデル式） 

Ｌ＝Ｌ
０

⎷⃓
⃓⃓⃓⃓
⃓⃓⃓⃓
⃓⃓⃓⃓
⃓⃓
１－

Ｐ
ａ

Ｐ
ｔ

２

１－
Ｐ

ａ

Ｐ
ｄ

２
＝0.42%/日 

Ｌ ：事故時の原子炉格納容器漏えい率 

Ｌ０ ：設計漏えい率（設計圧力Ｐｄに対して（ここでは 0.9Pd）） 【0.4%/日】 

Ｐｔ ：事故時の格納容器内圧力                     【721kPa[abs]】 

Ｐｄ ：設計圧力                                   【380kPa[abs]】 

Ｐａ ：原子炉格納容器外の圧力                          【101.325kPa[abs]】 

 

注記＊1：「沸騰水型原子力発電所 事故時の被ばく評価手法について（平成 16年 1月）」（株式会

社日立製作所） 

＊2：事故時の気体定数は水素ガス(2.016)：窒素ガス(28.01)：水蒸気(18.02)のガス組成

34%：33%：33%より計算している。AEC の評価式が事故時の気体定数に依存し，水素ガス

等のように気体定数が小さい気体の割合が大きい場合に漏えい率が高くなるため，燃料

有効部被覆管が全てジルコニウム－水反応した場合の水素ガス量発生(約 1600kg)を考慮

して設定している。 

 

3. 無機よう素及び有機よう素の原子炉格納容器漏えい率 

3.1 無機よう素 

他の核種と同様に格納容器内圧力に応じて漏えい率が変動すると考えるが，ＭＡＡＰ解析

において無機よう素を模擬していないため，別途，ＭＡＡＰ解析結果の格納容器内圧力を基

に漏えい率を設定する。 

漏えい率の設定に当たっては，ＭＡＡＰ解析結果の格納容器内圧力変化に伴う漏えい率の

変化を包絡する原子炉格納容器漏えい率を設定する。 

漏えい率は，事故発生から最初に格納容器内圧力が 0.9Pd に到達するまで（事故発生から

1.5 時間後まで）は 0.4%/日（一定）とし，それ以降（1.5～168 時間後）は 1.3%/日（一定）

とする（図 1を参照）。 
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図 1 原子炉格納容器圧力と漏えい率の時間変化 

（無機よう素の原子炉格納容器漏えい率の設定） 

 

3.2 有機よう素 

有機よう素についても，無機よう素と同様の漏えい率の設定が可能であるが，有機よう素

がガス状として振る舞うこと及び原子炉格納容器内での除去効果を受けない点で希ガスに類

似していることから，ＭＡＡＰ解析における希ガスと同じ挙動を示すものとし，1.及び 2.に

基づき漏えい率を設定する。 
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補足 2 

原子炉格納容器内での除去効果について 

 

ＭＡＡＰにおけるエアロゾルに対する原子炉格納容器内の除去効果として，沈着，サプレッショ

ンプールでのスクラビング及びドライウェルスプレイを考慮している。また，沈着については，重

力沈降，拡散泳動，熱泳動，慣性衝突，核分裂生成物（以下「FP」という。）ガス凝縮/再蒸発で構

成される（「重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて」の「第５

部 ＭＡＡＰ」（抜粋）参照）。 

 

「重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて」の 

「第５部 ＭＡＡＰ」（抜粋） 
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1. 沈着及びドライウェルスプレイによる除去効果 

沈着及びドライウェルスプレイによる除去効果を確認するため，ＭＡＡＰにおいて特定の沈着

メカニズムを除外した場合の感度解析を行った。ある沈着メカニズムを除いた場合，他の沈着メ

カニズムにより，FP沈着が進むことから，この比較により定量的な寄与割合を算出することはで

きないが，影響の度合いを確認することが可能と考える。なお，DFにはサプレッションプールで

のスクラビングによる DFも含まれる。 

事故シーケンスとしては，「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」において

W/W ベントを実施する場合を想定する。解析結果を図 1 に示す。なお，感度解析では，以下の式

により原子炉格納容器内の除去効果（除染係数（以下「DF」という。））を算出している。 

 

原子炉格納容器内 DF＝原子炉格納容器内への CsI 放出割合／ベントラインへの CsI 流入割合 

 

 

図 1 エアロゾルに対する原子炉格納容器内の除去効果（積算値）の感度解析結果 

 

各ケースの DF 結果を比較すると，感度解析 1（D/W スプレイなし）＊や感度解析 3（慣性衝突

なし）ではベースケースに対して僅かに DF が減少し，感度解析 2（重力沈降なし）ではベース

ケースに対して 2桁程度 DF が大きく低下する結果となった。 

感度解析 1（D/W スプレイなし）において大きな感度が出ない理由として，本 DFにはサプレッ

ションプールにおけるスクラビングによる FP 除去効果が重畳していることが挙げられる。D/W

スプレイによる FP 除去の効果には，スプレイによる直接的な FP 除去効果だけではなく，スプ

レイによって D/W 圧力が低下し，真空破壊弁を経由して W/W の FP が D/W へ流入し，スプレイ停

止後に再度サプレッションプールでスクラビングが生じ FP が除去される効果が含まれる。つま

り，サプレッションプールにおける FP 除去効果がスプレイによる直接的な FP 除去効果に比べ
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て大きいために，感度解析 1（D/W スプレイなし）とベースケースに大きな差が生じていないと

推定される。 

一方，重力沈降や慣性衝突による FP除去効果はスプレイとは異なり，サプレッションプール

による FP除去効果とは独立していると考えられる。重力沈降を考慮しない感度解析 2の場合に

は，ベースケースに比べて DF が大きく低下しているが，これは重力沈降による FP 除去の効果

が大きいことが原因と推定される。また感度解析 3（慣性衝突なし）はベースケースとほぼ同じ

DF であることから，慣性衝突による FP 除去の効果は相対的に小さいことが原因と推定される。 

 

注記＊：評価上，スプレイによる FPの除去効果は考慮していないが，蒸気凝縮等の効果につい

ては考慮されている。 

 

2. サプレッションプールでのスクラビングによる除去効果 

2.1 スクラビング効果について 

スクラビングは，エアロゾルを含む気体がプール内に移行する場合，気泡が分裂しながら上

昇していく過程においてエアロゾルが気泡界面に到達した時点で水に溶解して気体から除去さ

れる現象である。スクラビングにおけるエアロゾル除去のメカニズムは，プールへの注入時の

水との衝突や気泡がプール水中を上昇していく過程における慣性衝突等が考えられる。 

 

2.2 ＭＡＡＰ解析上の扱いについて 

スクラビングによる除去効果について，ＭＡＡＰ解析ではスクラビング計算プログラム（Ｓ

ＵＰＲＡコード）により計算された DF値のデータテーブルに，プール水深，エアロゾルの粒子

径，キャリアガス中の水蒸気割合，原子炉格納容器圧力及びサプレッションプールのサブクー

ル度の条件を補間して求めている。 

ＳＵＰＲＡコードでは，スクラビングに伴う初期気泡生成時及び気泡上昇時のエアロゾルの

除去効果をモデル化しており，気泡挙動（気泡サイズ及び気泡上昇速度），初期気泡生成時の DF，

気泡上昇時の DF を評価式により与えている。図 2 に，気泡中のエアロゾルが気泡界面に到達

するまでの過程を示す。気泡上昇時における各過程の除去速度を評価することでエアロゾルの

DF を与えている。 
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図 2 スクラビングによるエアロゾル捕集効果 

 

2.3 ＳＵＰＲＡコードによる計算結果と実験結果の比較について 

ＳＵＰＲＡコードによる計算結果については，電力共同研究＊1にて実験結果との比較検討が

行われている。試験条件及び試験装置の概要を表 1及び図 3に示す。また，試験結果を図 4か

ら図 10 に示す。 

試験結果より，ＳＵＰＲＡコードによる計算結果と実験結果について，キャリアガス流量等

のパラメータ値の増減による DF 値の傾向は概ね一致していることを確認した。 

また，粒径 μmまでの粒子について，ＳＵＰＲＡコードによる計算結果が実験結果より

小さい DF値を示しており，保守的な評価であることを確認した。 

一方，粒径 μmの粒子について，ＳＵＰＲＡコードによる計算結果が実験結果より大き

い DF値を示しているが，これは実験とＳＵＰＲＡコードで用いている粒子の違い（実験：LATEX

粒子（密度 1g/cm3），ＳＵＰＲＡコード：CsOH（密度 3.675g/cm3））が影響しているためである。

ＳＵＰＲＡコードの計算結果を密度補正＊2した図 7及び図 9では，ＳＵＰＲＡコードによる計

算結果は実験結果より概ね小さい DF 値を示すことが確認できる。 

以上より，ＳＵＰＲＡコードにより計算された DF値を用いることは妥当と考える。 

 

注記＊1：共同研究報告書「放射能放出低減装置に関する開発研究」（PHASE2）最終報告書 平

成 5年 3月 

＊2：実験では LATEX 粒子を用いているため，その粒径は

となる。一方，ＳＵＰＲＡコー

ドでは CsOH の粒径を基にしているため，粒径に粒子密度（密度 3.675g/cm3）の平方

根を乗じることにより に換算する。  



 

補足 2－6 

表 1 試験条件 

 

 

 

 

図 3 試験装置の概要  
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図 4 キャリアガス流量に対する DF の比較 

 

 

図 5 プール水温に対する DFの比較  



 

補足 2－8 

 

図 6 水蒸気割合に対する DFの比較 

 

 

図 7 水蒸気割合に対する DFの比較（密度補正）  
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図 8 スクラビング水深に対する DF の比較 

 

 

図 9 スクラビング水深に対する DF の比較（密度補正） 
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図 10 ガス温度に対する DF の比較 

 

2.4 沸騰による除去効果への影響について 

事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）においてベントを

実施する場合，図 11のとおり，格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器減圧及び除熱の

実施に伴いサプレッションプールは飽和状態（沸騰状態）になるため，サプレッションプール

の沸騰による除去効果への影響を確認した。ＭＡＡＰ解析条件及び評価結果を表 2及び表 3に

示す。なお，エアロゾルの粒径については，スクラビング前後で最も割合の多い粒径について

除去効果を確認した。その結果，表 3のとおり，沸騰時の除去効果は非沸騰時に比べて小さい

ことを確認した。 

ただし，事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）では，図

12 のとおり，原子炉圧力容器内の Cs-137 は，大破断 LOCA により生じた破断口より原子炉格納

容器内気相部へ移行し，その後重力沈降等により，事象発生 8時間程度で大部分が原子炉格納

容器液相部へ移行するため，本評価においてサプレッションプールの沸騰による除去効果の減

少の影響はほとんどないと考える。なお，CsI，CsOH の沸点はそれぞれ 1280℃，272.3℃＊であ

り，シビアアクシデント時に原子炉格納容器内で CsI，CsOH が揮発することは考えにくいが，

サプレッションプールの沸騰に伴い液相部中の CsI，CsOH の一部が気相部へ移行する可能性が

ある。ただし，その場合でも，ドライウェルから格納容器圧力逃がし装置を介した場合の Cs-

137 放出量に包絡されると考えられる。 

 

注記＊：化合物の辞典 高本進・稲本直樹・中原勝儼・山崎昶[編集] 1997 年 11 月 20 日 
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図 11 サプレッションプールのサブクール度の推移 

 

表 2 評価条件 

項目 評価条件＊ 選定理由 

蒸気割合 % 
ベント実施前のドライウェルにおける蒸気割合

（約 62%）相当 

原子炉格納容器圧力 kPa[gage] 
ベント実施前の格納容器圧力（約 600kPa[gage]）

を考慮して，設定上限値を採用 

サプレッションプール

水深 
m 実機では水深 3ｍ以上のため，設定上限値を採用 

サブクール度 
℃ 未飽和状態として設定（設定上限値） 

℃ 飽和状態として設定(設定下限値) 

エアロゾル粒径（半径） 

μm 
スクラビング前において，最も割合が多い粒径（約

0.46μm）に相当する設定値を採用 

μm 
スクラビング後において，最も割合が多い粒径（約

0.46μm）に相当する設定値を採用 

注記＊：ＳＵＰＲＡコードにより計算されたデータテーブルの設定値を採用 

-20

0

20

40

60

80

100

0 24 48 72 96 120 144 168

サ
ブ
ク
ー
ル
度

事故後の時間(h)

JOB No.MA404K-7AE--AF86002

(℃)

格納容器スプレイに伴うサブクール度の低下 

ベントに伴う格納容器圧力低下により， 
サプレッションチェンバ水は飽和状態となる。 

 



 

補足 2－12 

表 3 評価結果 

粒径（半径） 

DF 

未飽和状態 

（サブクール度 ℃） 

飽和状態 

（サブクール度 ℃） 

μm   

 

 

図 12 原子炉格納容器内液相部中の存在割合 
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補足 3 

原子炉格納容器内における無機よう素の自然沈着効果について 

 

原子炉格納容器内における無機よう素の自然沈着率については，財団法人 原子力発電技術機構

（以下「NUPEC」という。）による検討「平成 9年度 NUREG-1465 のソースタームを用いた放射性物

質放出量の評価に関する報告書」において，CSE A6 実験に基づく値が示されている。 

自然沈着率の算出に関する概要を以下に示す。 

 

原子炉格納容器内における無機よう素の濃度の時間変化は，無機よう素の自然沈着率を用いると

以下の式で表される。 

 

( ) = − ∙ ( ) 
 

ρ(t) ：時刻 tにおける原子炉格納容器内における無機よう素の濃度[μg/m3] 

λd ：自然沈着率[1/s] 

 

これを解くことで，自然沈着率は，時刻 t0，t1での原子炉格納容器内における無機よう素の濃度

を用いて以下のように表される。 

 

= − 1− ∙ log ( )( )  

 

NUPEC 報告書では，Nuclear Technology “Removal of Iodine and Particles by Sprays in the 

Containment Systems Experiment”の記載（CSE A6 実験）より，「CSE A6 実験の無機ヨウ素の濃度

変化では，時刻 0 分で濃度 105μg/m3であったものが，時刻 30 分で 1.995×104μg/m3となる。」と

して，時刻及び濃度を上式に代入することで無機よう素の自然沈着率 9.0×10-4[1/s]を算出してい

る。これは事故初期のよう素の浮遊量が多く，格納容器スプレイをしていない状態下での挙動を模

擬するためのものであると考えられる。なお，米国 SRP6.5.2 では原子炉格納容器内の無機よう素が

1/200 になるまでは無機よう素の除去が見込まれるとしている。 

CSE A6 実験等から，原子炉格納容器に浮遊している放射性物質が，放出された放射性物質量の数

100 分の 1 程度に低下する時点までは自然沈着速度がほぼ一定であり，原子炉格納容器内の無機よ

う素はその大部分が事故初期の自然沈着速度に応じて除去されることが分かっている。そこで，原

子炉格納容器等への無機よう素の沈着効果の設定に当たっては，自然沈着率として上式により得ら

れた事故初期の自然沈着率（9.0×10-4[1/s]）を代表として適用し，また，自然沈着による上限 DF

を 200 とした。 

CSE A6 実験の詳細は前述の Nuclear Technology の論文において BNWL-1244 が引用されている。

参考として，BNWL-1244 記載の原子炉格納容器内における無機よう素の時間変化を図 1に示す。 
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図 1 原子炉格納容器内における無機よう素濃度の時間変化＊ 

 

注記＊：BNWL-1244, “Removal of Iodine and Particles from Containment Atmospheres 

by Sprays－Containment Systems Experiment Interim Report” 
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（参考） 

CSE 実験の適応性について 

 

CSE 実験と本被ばく評価で想定している事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交

流動力電源喪失）におけるＭＡＡＰ解析結果による原子炉格納容器内の条件を表 1で比較する。 

なお，NUPEC 報告書においては，スプレイが使用される前の期間のよう素濃度に基づき自然沈着

速度を設定しており，実験条件は 6号機及び 7号機の事故シーケンスに対するＭＡＡＰ解析結果に

より得られた原子炉格納容器内の条件と概ね同等である。 

 

表 1 CSE 実験条件と 6号機及び 7号機の比較 

 
CSE 実験の Run No. 

6 号機及び 7号機解析結果 
A-6＊1,＊2 A-5＊3 A-11＊3 

雰囲気 蒸気＋空気 同左 同左 
蒸気＋窒素ガス 

（＋水素ガス） 

雰囲気圧力 

（MPaG） 
約 0.20 約 0.22 約 0.24 約 0.3＊5 

雰囲気温度

（℃） 
約 120 約 120 約 120 約 207＊5 

スプレイの有無 あり＊4 なし なし 

あり 

（無機よう素に対しては自

然沈着のみ考慮） 

注記＊1：R.K.Hilliard et.al “Removal of iodine and particles by sprays in the 

containment systems experiment” ,Nucl. Technol. Vol 10 p449-519,1971 

＊2：R.K.Hilliard et.al “Removal of iodine and particles from containment 

atmospheres by sprays” ,BNWL-1244 

＊3：R.K.Hilliard and L.F.Coleman “Natural transport effects on fission product 

behavior in the containment systems experiment” ,BNWL-1457 

＊4：自然沈着速度の算出には 1回目のスプレイが使用される前の原子炉格納容器内の濃度を

用いている。 

＊5：格納容器破損防止対策の有効性評価の事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失

＋全交流動力電源喪失）において，炉心からよう素が大量放出された後（事象初期）の

値  
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CSE実験でスプレイを使用していないA-5及びA-11における無機よう素の格納容器内気相部濃度

の時間変化を図 1 に示す。初期の沈着（スプレイ未使用の期間）については，A-6 の場合と大きな

差は認められず，初期濃度より数 100 分の 1以上低下した後，沈着が穏やかになること（カットオ

フ）が認められる。 

 

図 1 CSE A-5 及び A-11 実験による無機よう素の格納容器内気相部濃度の時間変化 

 

自然沈着率は，評価する体系の体積と内面積の比である比表面積の影響を受け，比表面積が大き

いほど自然沈着率は大きくなると考えられる。 

CSE 実験における体系と 6 号機及び 7 号機の比表面積について表 2 に示す。CSE 実験と 6 号機及

び 7 号機の比表面積は同程度となっており，CSE 実験で得られた自然沈着速度を用いることができ

ると考えられる。 

 

表 2 CSE 実験と 6号機及び 7号機の比表面積の比較 

 CSE 実験体系 6 号機及び 7号機 

体積（m3） 約 600 約 13000 

内面積（m2） 約 570 約 12000 

比表面積（1/m） 約 0.9 約 0.9 
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補足 4 

サプレッションプールでのスクラビングによる除去効果（無機よう素）について 

 

サプレッションプールでのスクラビングによる無機よう素の除去効果（以下「DF」という。）とし

て，Standard Review Plan 6.5.5 に基づき DF10 を設定している。これは Standard Review Plan 

6.5.5 において，「無機よう素のスクラビングによる除去効果として，Mark－Ⅱ及び Mark－Ⅲに対し

て DF10 以下，Mark－Ⅰに対して DF5 以下を主張する場合は，特に計算を必要とせず容認しても良

い」との記載（抜粋参照）に基づくものである。柏崎刈羽原子力発電所第 7号機は ABWR を採用して

いるが，サプレッションプールでのスクラビングに期待可能な水深等，Mark－Ⅱと大きな差異はな

いことから，Standard Review Plan 6.5.5 の記載に基づき，サプレッションプールの沸騰の有無に

関わらず，DF10 を適用することとしている。 

なお，有機よう素についてはガス状の性質であることから，本 DFの効果には期待していない。粒

子状よう素の DF については，ＭＡＡＰ解析のスクラビング計算プログラム（ＳＵＰＲＡコード）に

て評価している。 

 

「Standard Review Plan 6.5.5」（抜粋） 
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参考 

 

サプレッションプールでのスラクビングによる無機よう素の除去効果に関する他の知見について 

 

サプレッションプールでのスラクビングによる無機よう素の除去効果に関する他の知見として，

ＳＰＡＲＣコードによる計算結果並びに UKAEA 及び POSEIDON にて行われた実験がある。 

 

1. ＳＰＡＲＣコードによる計算結果 

Standard Review Plan 6.5.5 の引用文献＊において，ＳＰＡＲＣコードを用いたよう素のスク

ラビングによる除去効果を計算している。当該文献では，Mark－Ⅰ型原子炉格納容器を対象とし

て無機よう素（I2），粒子状よう素（CsI）及び有機よう素（CH3I）に対するスクラビングによる除

去効果を計算している。計算結果は図 1のとおりであり，無機よう素に対する DF は最小 10程度

である。 

なお，選定した事故シーケンスは，原子炉停止機能喪失であり，以下の事故進展を想定してい

る。 

・過渡時において制御棒の挿入不良が発生 

・緊急炉心冷却システムは作動するが，原子炉出力レベルはサプレッションプールの冷却能力

を超過 

・原子炉圧力容器の過圧破損の発生により冷却材が喪失した結果，炉心損傷が発生 

注記＊：P.C.Owczarski and W.K.Winegarder, “Capture of Iodine in Suppression Pools”, 

19th DOE/NRC Nuclear Air Cleaning Conference. 
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I2流量の減少により，
スクラビングによる除去効果が低下＊

 

注記＊：文献中の記載（抜粋） 

“Here the I2 flow rate is fairly high until 148.5min, then the rate (and 

incoming I2 concentration) decreases. These decreases cause the pool scrubbing 

to become less effective at the iodine concentrations of the pool.” 

 

図 1 ＳＰＡＲＣ計算結果（瞬時値 DF）  
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2. UKAEA 及び POSEIDON にて行われた実験 

無機よう素に対するスクラビングによる除去効果について，UKAEA＊1及び POSEIDON＊2において

実験が行われている。実験体系を図 2及び図 3，実験条件及び実験結果を表 1及び表 2に示す＊3。

表 2のとおり，無機よう素の DF は最少で 14である。 

注記＊1：イギリスのウィンフリス（重水減速沸騰軽水冷却炉（SGHWR））の蒸気抑制システムにお

ける核分裂生成物の保持を調べるための実験 

＊2：スイスのポール・シェラー研究所で行われた水中へのガス状よう素のスクラビングに関

する実験 

＊3：“State-of-the-art review on fission products aerosol pool scrubbing under 

severe accident conditions”,1995 
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図 2 UKAEA 実験体系 

 

図 3 POSEIDON 実験体系  
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表 1 実験条件 

 

 

表 2 実験結果 
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補足 5 

原子炉格納容器外への核分裂生成物の放出割合の設定について 

 

放射性物質の原子炉格納容器外への放出割合をＭＡＡＰコードと NUREG-1465 の知見を利用し評

価している。 

事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失，W/W ベント）でのＭＡ

ＡＰ解析による放出割合の評価結果（事故発生から 168 時間後時点）を表 3に示す。ただし，以下

に示すとおり，表 3の値は現場作業の線量影響評価に使用していない。 

表 3 によると，高揮発性核種（CsI や CsOH）の放出割合（10-6オーダー）と比べ，中・低揮発性

核種の放出割合が極めて大きい（10-4オーダー）という結果となっている。 

一方，TMI 事故や福島第一原子力発電所事故での観測事実から，事故が起こった場合に最も多く

放出される粒子状の物質はよう素やセシウム等の高揮発性の物質であり，中・低揮発性の物質の放

出量は高揮発性の物質と比べ，少量であることが分かっている。 

表 4 は，TMI 事故後に評価された放射性核種の場所ごとの存在量であるが，希ガスや高揮発性核

種（セシウムやよう素）が原子炉圧力容器外に全量のうち半分程度放出されている一方で，中・低

揮発性核種はほぼ全量が原子炉圧力容器内に保持されているという評価となっている。 

さらに，表 5は，福島第一原子力発電所事故後に実施された発電所敷地内の土壌中放射性核種の

サンプリング結果であるが，最も多く検出されているのは高揮発性核種（セシウムやよう素）であ

り，多くの中・低揮発性核種は不検出という結果となっている。 

また，燃料からの核分裂生成物の放出及び移動挙動に関する実験結果より，各元素の放出挙動は

以下のように整理されており＊，希ガスが高温で燃料からほぼ全量放出されるのに対し，それ以外

の核種の放出挙動は雰囲気条件に依存するとしている。 

 

希ガス ：高温にて燃料からほぼ全量放出される。 

I，Cs ：高温にて燃料からほぼ全量放出される。放出速度は希ガスと同等。 

Sb，Te ：高温にて燃料からほぼ全量放出される。また被覆管と反応した後，被覆管の酸 

化に伴い放出される。 

Sr，Mo，Ru，Rh，Ba ：雰囲気条件（酸化条件 or 還元条件）に大きな影響を受ける。 

Ce，Np，Pu，Y，Zr，Nb ：高温状態でも放出速度は低い。 

 

注記＊：「化学形に着目した破損燃料からの核分裂生成物及びアクチニドの放出挙動評価のため

の研究（JAEA-Review 2013-034，2013 年 12 月）」 

 

表 3 の評価結果はこれらの観測事実及び実験結果と整合が取れていない。これは，事故シーケン

ス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）においては，ＭＡＡＰ解析が中・低揮

発性核種の放出割合を過度に大きく評価しているためであると考えられる。 

ＭＡＡＰ解析の持つ保守性としては，炉心が再冠水し溶融炉心の外周部が固化した後でも，燃料

デブリ表面からの放射性物質の放出評価において溶融プール中心部の温度を参照して放出量を評価

していることや，炉心冠水時において燃料デブリ上部の水によるスクラビング効果を考慮していな
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いことが挙げられる。ＭＡＡＰコードの開発元である EPRI からも，再冠水した炉心からの低揮発性

核種の放出についてＭＡＡＰ解析が保守的な結果を与える場合がある旨の以下の報告がなされてい

る。 

・ 炉心が再冠水した場合の低揮発性核種（Ru及び Mo）の放出について，低温の溶融燃料表面付近

ではなく，溶融燃料の平均温度を基に放出速度を算出しているため，ＭＡＡＰ解析が保守的な

結果を与える場合がある。 

・ Mo の放出量評価について，NUREG-1465 よりもＭＡＡＰコードの方が放出量を多く評価する。 

なお，高揮発性核種（セシウムやよう素）については炉心溶融初期に炉心外に放出されるため，

上述の保守性の影響は受けにくいものと考えられる。 

以上のことから，事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）にお

いて中・低揮発性核種の放出割合を評価する際，単にＭＡＡＰ解析による評価結果を採用すると，

放出割合として過度に保守的な結果を与える可能性があるため，他の手法を用いた評価が必要にな

ると考えられる。 

そこで，ＭＡＡＰ解析による放出割合の評価結果以外に，海外での規制等にも活用されている

NUREG-1465（米国の原子力規制委員会（NRC）で整備されたものであり，米国でもシビアアクシデン

ト時の典型的な例として，中央制御室の居住性等の様々な評価で使用されている）の知見を利用す

るものとした。このことにより，TMI 事故や福島第一原子力発電所事故の実態により見合った評価

が可能となる。 

なお，事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）において，原子

炉注水機能が使用できないものと仮定した場合における，炉心損傷開始から，原子炉圧力容器が破

損するまでのＭＡＡＰ解析事象進展（事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動

力電源喪失）では，当該事故シーケンスにおいて原子炉注水機能を使用することにより原子炉圧力

容器破損には至らない）と NUREG-1465 の想定の比較は表 1 のとおりであり，NUREG-1465 の想定と

ＭＡＡＰ解析の事象進展に大きな差はなく，本評価において NUREG-1465 の知見は使用可能と判断

した。 

NUREG-1465 の知見を利用した場合の放出割合の評価結果を表 6に示す。 

 

表 1 ＭＡＡＰ解析事象進展と NUREG-1465 の想定の比較 

 燃料被覆管の損傷が開始し，ギャップ

から放射性物質が放出される期間 

炉心溶融が開始し，溶融燃料が原

子炉圧力容器破損するまでの期間 

ＭＡＡＰ 約 17分～約 41分＊1 約 41 分～約 6.4 時間＊2 

NUREG-1465 ～30 分 30 分～2時間 

注記＊1：炉心損傷開始（燃料被覆管温度 1000K）～炉心溶融開始（燃料被覆管温度 2500K） 

＊2：原子炉注水機能が使用できないものと仮定した場合における原子炉圧力容器破損時間 
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各ＭＡＡＰ核種グループの放出割合の具体的な評価手法は以下に示すとおり。 

 

(1) 希ガスグループ，CsI グループ，CsOH グループ 

希ガスを含めた高揮発性の核種グループについては，格納容器圧力逃がし装置への放出割合，

原子炉格納容器から原子炉建屋への漏えい割合ともにＭＡＡＰ解析の結果得られた放出割合を

採用する。 

なお，Csの放出割合は，CsI グループと CsOH グループの放出割合＊1＊2，及び，I元素と Cs 元

素の停止時炉内内蔵量より，以下の式を用いて評価する。 

 

F (T) = F (T) + MM × WW × F (T) − F (T)  

 

F (T) ：時刻 Tにおけるセシウムの放出割合 

F (T) ：時刻 Tにおける CsOH グループの放出割合 

F (T) ：時刻 Tにおける CsI グループの放出割合 

M  ：停止直後の I元素の停止時炉内内蔵量 

M  ：停止直後の Cs 元素の停止時炉内内蔵量 

W  ：Iの原子量 

W  ：Csの原子量 

 

注記＊1：ＭＡＡＰコードでは化学的・物理的性質を考慮し核種をグループ分けしており，各グ

ループの放出割合は，当該グループの停止時炉内内蔵量と放出重量の比をとることで

評価している。 

＊2：各核種グループの停止時炉内内蔵量は以下の手順により評価している。 

① ORIGEN コードにより核種ごとの初期重量を評価する。 

② ①の評価をもとに，同位体の重量を足し合わせ，各元素の重量を評価する。 

③ ②の結果をＭＡＡＰコードにインプットし，ＭＡＡＰコードにて，各元素の化合物

の重量を評価する。 

④ 各化合物は表 2 に示す核種グループに属するものとして整理している。核種グル

ープの炉内内蔵量は，当該の核種グループに属する化合物の炉内内蔵量の和として

評価している。 
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表 2 各核種グループの炉内内蔵量 

核種グループ 
各核種グループに 

対応する化合物 

炉内内蔵量[kg] 

（安定核種を含む） 

希ガス Xe，Kr 約 750kg 

CsI CsI，RbI 約 57kg 

TeO2，Te2 TeO2，Te2 約 74kg，約 63kg＊ 

SrO SrO 約 160kg 

MoO2 MoO2，RuO2，TcO2，RhO2 約 600kg 

CsOH CsOH，RbOH 約 470kg 

BaO BaO 約 220kg 

La2O3 
La2O3，Pr2O3，Nd2O3，Sm2O3，

Y2O3，ZrO2，NbO2，AmO2，CmO2 
約 1200kg 

CeO2 CeO2，NpO2，PuO2 約 470kg 

Sb Sb 約 2.2kg 

UO2 UO2 約 180000kg 

注記＊：表中に示す Te2の炉内内蔵量[kg]は，停止時に炉内に存在する Te 元素の全量

が Te2の形態で存在する場合の値に相当する。 
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(2) それ以外の核種グループ 

中・低揮発性の核種グループについては，ＭＡＡＰ解析の結果から得られた放出割合は採用せ

ず，ＭＡＡＰ解析の結果から得られた Cs の放出割合，希ガスグループの放出割合及び NUREG-

1465 の知見を利用し放出割合を評価する。 

 

a. 格納容器圧力逃がし装置への放出割合 

放出割合の経時的な振る舞いは希ガスと同一＊とし，Cs の放出割合に対する当該核種グルー

プの放出割合の比率が，168 時間経過時点において NUREG-1465 で得られた比率に等しいとし

て，以下の評価式に基づき評価した。表 7 及び表 8 に NUREG-1465 で評価された原子炉格納容

器内への放出割合を示す。 

 

F (T) = F  (T) × γ

γ
× F (168h)

F  (168h) 
 

F (T) ：時刻 Tにおける i番目のＭＡＡＰ核種グループの放出割合 

F  (T) ：時刻 Tにおける希ガスグループの放出割合 

F (168h) ：168 時間経過時点におけるセシウムの積算放出割合 

F  (168h) ：168 時間経過時点における希ガスグループの積算放出割合 

γ  ：NUREG-1465 における i番目のＭＡＡＰ核種グループに相当 

する核種グループの原子炉格納容器への放出割合 

γ  ：NUREG-1465 における Cs に相当する核種グループの原子 

炉格納容器への放出割合 

 

注記＊：中・低揮発性の核種グループは，事故初期の燃料が高温となっているとき以外は殆ど

燃料外に放出されないものと考えられる。そのため，ベント後の燃料からの追加放出

はほとんどなく，事故初期に原子炉格納容器内に放出され，原子炉格納容器気相部に

浮遊しているものだけが大気中に放出され得ると考えられる。 

ベントに伴い中・低揮発性核種は原子炉格納容器気相部からベントラインに流入する

が，その流入の仕方，すなわち放出割合の経時的な振る舞いは，同じく原子炉格納容

器気相部に浮遊しており壁面等からの追加放出がない希ガスの放出割合の振る舞いに

近いと考えられる。 

以上のことから，中・低揮発性の核種グループの「各時刻における放出割合」は，「各

時刻における希ガスグループの放出割合」に比例するものとした。 
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b. 原子炉格納容器から原子炉建屋への漏えい割合 

放出割合の経時的な振る舞いは Csと同一＊とし，Cs の放出割合に対する当該核種グループの

放出割合の比率は，168 時間経過時点において NUREG-1465 で得られた比率に等しいとして，以

下の評価式に基づき評価した。 

 

F (T) = F (T) × γ

γ
 

 

F (T) ：時刻 Tにおける i番目のＭＡＡＰ核種グループの放出割合 

F (T) ：時刻 Tにおけるセシウムの放出割合 

γ  ： NUREG-1465 における i番目のＭＡＡＰ核種グループに相当す 

る核種グループの原子炉格納容器への放出割合 

γ  ： NUREG-1465 における Csに相当する核種グループの原子炉 

格納容器への放出割合 

 

 

注記＊：中・低揮発性の核種グループは原子炉格納容器内で粒子状物質として振る舞い，沈着

や格納容器スプレイ等により気相部から除去されると考えられる。また，事故発生後，

原子炉格納容器の気相部からの除去が進んだ後は原子炉格納容器からの漏えいはほと

んどなくなるものと考えられる。 

本評価では，中・低揮発性の核種グループ同様，原子炉格納容器内で粒子状物質とし

て除去される Cｓを代表として参照し，中・低揮発性の核種グループの「各時刻にお

ける漏えい割合」を，「各時刻における Cs の漏えい割合」に比例するものとした。 
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表 3 ＭＡＡＰ解析による放出割合の評価結果（現場作業の線量影響評価に使用しない） 

核種グループ 

停止時炉内内蔵量に対する 

格納容器圧力逃がし装置への放出割合 

（事故発生から 168 時間後時点） 

希ガス 約 9.2×10-1 

CsI 約 1.3×10-6 

TeO2 約 1.7×10-6 

SrO 約 2.0×10-4 

MoO2 約 3.0×10-6 

CsOH 約 2.7×10-6 

BaO 約 4.2×10-5 

La2O3 約 1.0×10-4 

CeO2 約 1.0×10-4 

Sb 約 2.9×10-6 

Te2 0 

UO2 0 

Cs＊ 約 2.6×10-6 

注記＊： CsI グループと CsOH グループの放出割合から評価（評価式は参考 1を参照） 
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表 4 TMI 事故後に評価された放射性核種の場所ごとの存在量 

 

出典：TMI-2 号機の調査研究成果（渡会偵祐，井上康，桝田藤夫 日本原子力学会誌 

Vol.32,No.4(1990)） 

 

 

表 5 福島第一原子力発電所事故後に検出された土壌中の放射性核種 

 

出典：東京電力 HP（http://www.tepco.co.jp/cc/press/11040609-j.html） 
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表 6 NUREG-1465 の知見を用いた補正後の放出割合（現場作業の線量影響評価に使用） 

核種グループ 

停止時炉内内蔵量に対する 

格納容器圧力逃がし装置への放出割合 

（事故発生から 168 時間後時点） 

希ガス 約 9.2×10-1 

CsI 約 1.3×10-6 

TeO2 約 5.2×10-7 

SrO 約 2.1×10-7 

MoO2 約 2.6×10-8 

CsOH 約 2.7×10-6 

BaO 約 2.1×10-7 

La2O3 約 2.1×10-9 

CeO2 約 5.2×10-9 

Sb 約 5.2×10-7 

Te2 0＊2 

UO2 0＊2 

Cs＊1 約 2.6×10-6 

注記＊1：CsI グループと CsOH グループの放出割合から評価（評価式は参考 1を参照） 

＊2：本評価において「Te2グループ」及び「UO2グループ」の放出割合のＭＡＡＰ解析結

果はゼロであるため，NUREG-1465 の知見を用いた補正の対象外とした。 
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表 7 NUREG-1465 での原子炉格納容器内への放出割合 

核種グループ 原子炉格納容器への放出割合＊ 

Cs 0.25 

TeO2，Sb，Te2 0.05 

SrO，BaO 0.02 

MoO2 0.0025 

CeO2，UO2 0.0005 

La2O3 0.0002 

注記＊：NUREG-1465 の Table 3.12「Gap Release」の値と「Early In-Vessel」の値の和を参照

（NUREG-1465 では，「Gap Release」，「Early In-Vessel」，「Ex-Vessel」及び「Late In-

Vessel」の各事象進展フェーズに対して原子炉格納容器内への放出割合を与えている。

現場作業の線量影響評価における想定事故シナリオでは，原子炉圧力容器が健全な状

態で事故収束するため，原子炉圧力容器損傷前までの炉心からの放出を想定する「Gap 

Release」及び「Early In-Vessel」の値の和を用いる。） 

 

 

表8 NUREG-1465（抜粋） 
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参考1 

セシウムの放出割合の評価方法 

 

1. セシウムの放出割合 

(1) CsI の形態で存在しているセシウム 

全よう素が CsI の形態で存在するものとして整理する。CsI の形態で存在しているセシウム

の重量は以下のとおりとなる。 

 

CsI の初期重量[kg] ＝ MI ＋ MI/WI×WCs 

CsI 初期重量中のセシウム重量[kg] ＝ MI/WI×WCs 

 

セシウム元素初期重量[kg]：MCs    よう素元素初期重量[kg]：MI 

セシウム原子量[-]：WCs        よう素原子量[-]：WI 

 

(2) CsOH の形態で存在しているセシウム 

全セシウムが CsI と CsOH の形態で存在するものとして整理する。CsOH の形態で存在してい

るセシウムの重量は以下のとおりとなる。 

 

CsOH 初期重量中のセシウム重量[kg] ＝ MCs － CsI 初期重量中のセシウム重量[kg] 

＝ MCs － MI/WI×WCs 

 

(3) セシウムの放出量 

ＭＡＡＰ解析により CsI と CsOH の原子炉格納容器外への放出割合を評価 

 

セシウムの放出重量[kg] ＝ MI/WI×WCs × X ＋ （MCs － MI/WI×WCs）×Y 

X：CsI 放出割合（ＭＡＡＰ解析により得られる） 

Y：CsOH 放出割合（ＭＡＡＰ解析により得られる） 

 

(4) セシウムの放出割合 

1.(3)で得られたセシウムの放出量から，セシウムの放出割合を評価 

 

セシウムの放出割合 ＝ セシウムの放出量 / セシウム元素初期重量 

             ＝ MI/WI×WCs/MCs × X ＋ （1 － MI/WI×WCs/MCs）×Y 

             ＝ Y ＋ MI/MCs×WCs/WI（X － Y） 

 

以上 
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補足 6 

地表面への沈着速度の設定について 

 

現場作業の線量影響評価においては，エアロゾル粒子及び無機よう素の地表面への沈着速度とし

て，乾性沈着及び降水による湿性沈着を考慮した沈着速度（0.5cm/s＊）を用いている。以下では，

湿性沈着を考慮したエアロゾル粒子及び無機よう素の地表面への沈着速度として0.5cm/sを用いる

ことの適用性について検討を行った。 

注記＊：有機よう素の地表面への沈着速度としては 1.7×10-3cm/s 

 

1. 検討手法 

上記沈着速度の適用性は，乾性沈着率と湿性沈着率を合計した沈着率の累積出現頻度97%値と

乾性沈着率の累積出現頻度97%値の比と，エアロゾル粒子及び無機よう素の乾性沈着速度（0.3cm/s）

の積が0.5cm/sを超えていないことによって示す。乾性沈着率及び湿性沈着率は以下のように定

義される。 

 

(1) 乾性沈着率 

乾性沈着率は，「日本原子力学会標準 原子力発電所の確率論的安全評価に関する実施基準

（レベル3PSA編）：2008」（社団法人 日本原子力学会）（以下「学会標準」という。）解説

4.7を参考に評価した。「学会標準」解説4.7では，使用する相対濃度は地表面高さ付近として

いるが，ここでは「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手法について（内規）」

（原子力安全・保安院 平成21年8月12日）[【解説5.3】(1)]に従い評価した，放出点高さの

相対濃度を用いた。 

(χ/Q)   (x, y, z) = V ・
χQ(x, y, z) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・① 

(χ/Q) (x, y, z)  ：時刻iでの乾性沈着率[1/m2] 

χ/Q(x, y, z)    ：時刻iでの相対濃度[s/m3] 

V    ：沈着速度[m/s]（0.003）（NUREG/CR-4551 Vol.2より＊） 

注記＊：NUREG/CR-4551 Vol.2 “Evaluation of Severe Accident Risks: Quantification 

of Major Input Parameters” 

 

(2) 湿性沈着率 

降雨時には，評価点上空の放射性核種の地表への沈着は，降雨による影響を受ける。湿性

沈着率( / ) ( , ) は「学会標準」解説4.11より以下のように表される。 

(χ/Q)   (x, y) = Λ ・ χ/Q(x, y, z) dz = χ/Q(x, y, 0) ・Λ π2 Σ exp [ h2Σ ]・・・・・② 

(χ/Q) (x, y)    ：時刻iでの湿性沈着率[1/m2] 

χ/Q(x, y, z)    ：時刻iでの相対濃度[s/m3] 
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χ/Q(x, y, 0)  ：時刻iでの地表面高さでの相対濃度[s/m3] 

Λ  ：時刻iでのウォッシュアウト係数[1/s] 

（ = 9.5 × 10 × Pr .   学会標準より） 

Pr  ：時刻iでの降水強度[mm/h] 

Σ  ：時刻iでの建屋影響を考慮した放射性雲の鉛直方向の拡散幅[m] 

h ：放出高さ[m] 

乾性沈着率と湿性沈着率を合計した沈着率の累積出現頻度97%値と，乾性沈着率の累積出現

頻度97%値の比は以下で定義される。 

= 乾性沈着率と湿性沈着率を合計した沈着率の累積出現頻度97%値

乾性沈着率の累積出現頻度97%値
 

=
V ∙ χ/Q(x, y, z) + χ/Q(x, y, 0) ∙ Λ π2 Σ exp [ h2Σ ]

(V ∙ χ/Q(x, y, z) ) ・・・③ 

 

2. 評価結果 

沈着率の評価結果を表1に示す。乾性沈着率に放出点と同じ高さの相対濃度を用いたとき，乾性

沈着率と湿性沈着率を合計した沈着率の累積出現頻度97%値と，乾性沈着率の累積出現頻度97%値

の比は1.00～1.54程度となった。以上より，エアロゾル粒子及び無機よう素の湿性沈着を考慮し

た沈着速度として，乾性沈着速度の1.54倍（約0.46cm/s）を丸め0.5cm/sと設定することは適切で

あると考えられる＊。 

注記＊：有機よう素の湿性沈着を考慮した沈着速度としては，有機よう素の乾性沈着速度（10-

3cm/s）に対して上記と同じ倍率（=0.5/0.3）を参照し，値を丸め 1.7×10-3cm/s を採用

した。 

 

表1 沈着率評価結果 

放出点及び 

放出点高さ＊ 

相対濃度 

[s/m3] 

①乾性沈着率 

[1/m2] 

②乾性沈着率 

+湿性沈着率 

[1/m2] 

比 

（②/①） 

7 号機格納容器 

圧力逃がし装置配管 

（地上 39.7m） 

1.0×10-3 約 3.1×10-6 約 3.5×10-6 約 1.12 

7 号機原子炉建屋中心 

（地上 0m） 
2.1×10-3 約 6.2×10-6 約 6.2×10-6 約 1.00 

7 号機主排気筒 

（地上 73m） 
6.8×10-4 約 2.0×10-6 約 3.1×10-6 約 1.54 

注記＊：放出点高さは，放出エネルギによる影響は未考慮 
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補足 7 

有機よう素の乾性沈着速度について 

 

現場作業の線量影響評価では，屋外に放出されたよう素のうち，無機よう素はエアロゾル粒子と

同じ沈着速度を用いた。有機よう素についてはエアロゾル粒子とは別に，乾性沈着速度として，NRPB-

R322 を参照し 10-3cm/s と設定した。以下にその根拠を示す。 

 

(1) 英国放射線防護庁（NRPB）による報告 

英国放射線防護庁 大気拡散委員会による年次レポート（NRPB-R322＊1）に沈着速度に関する報

告がなされている。本レポートでは，有機よう素について，植物に対する沈着速度に関する知見

が整理されており，以下のとおり報告されている。 

 

  ・植物に対する沈着速度の“best judgement”として 10-5m/s（10-3cm/s）を推奨 

 

(2) 日本原子力学会による報告 

日本原子力学会標準レベル 3PSA 解説 4.8 に沈着速度に関する以下の報告がなされている。 

・ヨウ化メチルは非反応性の化合物であり，沈着速度が小さく，実験で 10-4～10-2cm/s の範囲

である。 

・ヨウ化メチルの沈着は，公衆のリスクに対し僅かな寄与をするだけであり，事故影響評価に

おいてはその沈着は無視できる。 

 

以上のことから，有機よう素の乾性沈着速度はエアロゾル粒子の乾性沈着速度 0.3cm/s に比べて

小さいことが言える。 

また，原子力発電所構内は，コンクリート，道路，芝生及び木々で構成されているが，エアロゾ

ル粒子の沈着速度の実験結果（NUREG/CR-4551）によると，沈着速度が大きいのは芝生や木々であり，

植物に対する沈着速度が大きくなる傾向であった。 

したがって，有機よう素の乾性沈着速度として，NRPB-R322 の植物に対する沈着速度である 10-

3cm/s を用いるのは妥当と判断した。 

 

注記＊1：NRPB-R322-Atmospheric Dispersion Modelling Liaison Committee Annual Report, 

1998-99 
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NRPB-R322 ANNEX-A  「2.2 Iodine」の抜粋 
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補足 8 

エアロゾルの乾性沈着速度について 

 

現場作業の線量影響評価では，地表面へのエアロゾル粒子の沈着速度として乾性沈着及び降水に

よる湿性沈着を考慮した沈着速度（0.5cm/s）を用いており，沈着速度の評価に当たっては，乾性沈

着速度として0.3cm/sを用いている。乾性沈着速度の設定の考え方を以下に示す。 

エアロゾル粒子の乾性沈着速度は，NUREG/CR-4551＊1に基づき0.3cm/sと設定した。NUREG/CR-4551

では郊外を対象としており，郊外とは道路，芝生及び木々で構成されるとしている。原子力発電所

内は舗装面が多く，建屋屋上はコンクリートであるため，この沈着速度が適用できると考えられる。

また，NUREG/CR-4551 では 0.5µm～5µm の粒径に対して検討されているが，原子炉格納容器内の除去

過程で，相対的に粒子径の大きなエアロゾル粒子は原子炉格納容器内に十分捕集されるため，粒径

の大きなエアロゾル粒子は放出されにくいと考えられる。 

また，W.G.N.Slinn の検討＊2 によると，草や水，小石といった様々な材質に対する粒径に応じた

乾性の沈着速度を整理しており，これによると 0.1µm～5µm の粒径では沈着速度は 0.3cm/s 程度（図

1）である。以上のことから，現場作業の線量影響評価におけるエアロゾル粒子の乾性の沈着速度と

して 0.3cm/s を適用できると判断した。 

 

 
図 1 様々な粒径における乾性沈着速度（Nuclear Safety Vol.19＊2） 

 

注記＊1：J.L. Sprung 等：Evaluation of severe accident risks: quantification of major 

input parameters, NUREG/CR-4551 Vol.2 Rev.1 Part 7, 1990 

＊2：W.G.N. Slinn: Parameterizations for Resuspension and for Wet and Dry Deposition 

of Particles and Gases for Use in Radiation Dose Calculations, Nuclear Safety 

Vol.19 No.2, 1978  
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（参考） 

 

炉心の著しい損傷が発生した場合のエアロゾル粒子の粒径について 

 

炉心の著しい損傷が発生した場合に原子炉格納容器内で発生する放射性物質を含むエアロゾル粒

子の粒径分布として本評価で設定している「0.1μm 以上」は，粒径分布に関して実施されている研

究を基に設定している。 

炉心の著しい損傷が発生した場合には原子炉格納容器内にスプレイ等による注水が実施されるこ

とから，炉心の著しい損傷が発生した場合の粒径分布を想定し，「原子炉格納容器内でのエアロゾル

の挙動」及び「原子炉格納容器内の水の存在の考慮」といった観点で実施された表 1の②，⑤に示

す試験等を調査した。さらに，炉心の著しい損傷が発生した場合のエアロゾル粒子の粒径に対する

共通的な知見とされている情報を得るために，海外の規制機関（NRC 等）や各国の合同で実施され

ている炉心の著しい損傷が発生した場合のエアロゾルの挙動の試験等（表 1の①，③，④）を調査

した。以上の調査結果を表 1に示す。 

表 1で整理した試験等は，想定するエアロゾル発生源，挙動範囲（原子炉格納容器，一次冷却材

配管等），水の存在等に違いがあるが，エアロゾル粒子の粒径の範囲に大きな違いはなく，原子炉格

納容器内環境でのエアロゾル粒子の粒径はこれらのエアロゾル粒子の粒径と同等な分布範囲を持つ

ものと推定できる。 

したがって，過去の種々の調査・研究により示されている範囲を包含する値として，0.1μm以上

のエアロゾル粒子を想定することは妥当である。 
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表 1 炉心の著しい損傷が発生した場合のエアロゾル粒子の粒径についての文献調査結果 

番号 試験名又は報告書名等 
エアロゾル粒子の

粒径(μm) 
備考 

① LACE LA2＊1 
約 0.5～5 

(図 1参照) 

炉心の著しい損傷が発生した場合の

評価に使用されるコードでの原子炉

格納容器閉じ込め機能喪失を想定条

件とした比較試験 

② NUREG/CR-5901＊2 
0.25～2.5 

(参考 1-1) 

原子炉格納容器内に水が存在し，溶

融炉心を覆っている場合のスクラビ

ング効果のモデル化を紹介したレポ

ート 

③ AECL が実施した実験＊3 
0.1～3.0 

(参考 1-2) 

炉心の著しい損傷が発生した場合を

考慮した一次系内のエアロゾル挙動

に着目した実験 

④ PBF-SFD＊3 
0.29～0.56 

(参考 1-2) 

炉心の著しい損傷が発生した場合を

考慮した一次系内のエアロゾル挙動

に着目した実験 

⑤ PHÉBUS FP＊3 
0.5～0.65 

(参考 1-2) 

炉心の著しい損傷が発生した場合の

FP 挙動の実験（左記のエアロゾル粒

径は PHÉBUS FP 実験の原子炉格納容

器内のエアロゾル挙動に着目した実

験の結果） 

 

参考文献 

注記＊1：J. H. Wilson and P. C. Arwood, Summary of Pretest Aerosol Code Calculations for 

LWR Aerosol Containment Experiments (LACE) Test LA2 

＊2：D. A. Powers and J. L. Sprung, NUREG/CR-5901, A Simplified Model of Aerosol 

Scrubbing by a Water Pool Overlying Core Debris Interacting With Concrete 

＊3：STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS, NEA/CSNI/R(2009)5 
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図 1 LACE LA2 でのコード比較試験で得られたエアロゾル粒子の粒径の時間変化グラフ 
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参考 1-1 NUREG/CR-5901 の抜粋 
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試験名又は報告書名等 試験の概要 

AECL が実施した実験 
CANDU のジルカロイ被覆管燃料を使用した，一次系での核分裂

生成物の挙動についての試験 

PBF-SFD 

米国のアイダホ国立工学環境研究所で実施された炉心損傷状

態での燃料棒及び炉心のふるまい並びに核分裂生成物及び水

素ガスの放出についての試験 

PHÉBUS FP 

フランスのカダラッシュ研究所の PHÉBUS 研究炉で実施され

た，炉心の著しい損傷が発生した場合の，炉心燃料から一次系

を経て原子炉格納容器に至るまでの核分裂生成物の挙動を調

べる実機燃料を用いた総合試験 

 

 

 

参考 1-2 STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS, 

NEA/CSNI/R(2009)5 の抜粋及び試験の概要 
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補足 9 

実効放出継続時間の設定について 

 

大気拡散評価に用いる実効放出継続時間は，「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」＊

に従い，事故期間中の放射性物質の全放出量を 1時間当たりの最大放出量で除した値として計算す

る。実効放出継続時間は，大気拡散評価で放出継続時間を考慮した単位時間当たりの拡散係数を求

めるために設定するものであり，被ばく評価においては，評価対象期間の放出率に拡散係数を乗じ

ることにより大気拡散を考慮した評価を行う。 

実効放出継続時間は放出経路ごとに設定しており，原子炉建屋，主排気筒及び格納容器圧力逃が

し装置配管のそれぞれの放出経路における実効放出継続時間を計算した結果について，サプレッシ

ョンチェンバの排気ラインを使用したベントを実施する場合を表 1に，ドライウェルの排気ライン

を使用したベントを実施する場合を表 2に示す。 

原子炉建屋及び格納容器圧力逃がし装置配管からの放出の実効放出継続時間は 1時間未満であり，

主排気筒からの放出の実効放出継続時間は 17～19 時間程度となっている。 

大気拡散評価に用いる風速，風向などの気象データは，1 時間ごとのデータとして整理されてお

り，実効放出継続時間として設定できる最小単位は 1時間である。 

また，実効放出継続時間を 2 時間以上で設定した場合は，その期間に同一風向の風が吹き続ける

ことを想定し，その期間の拡散係数の平均を単位時間当たりの拡散係数としている。なお，平均す

る期間に異なる風向が含まれる場合は，拡散係数を 0として平均を計算する。このため，実効放出

継続時間が長くなるほど平均される期間が長くなり拡散係数は小さい傾向となる。 

ベント実施に伴う被ばく評価では，原子炉建屋及び格納容器圧力逃がし装置配管からの放出の実

効放出継続時間は 1 時間を適用し，主排気筒からの放出の実効放出継続時間は 10 時間を適用して

大気拡散評価を行った。 

 

注記＊：（気象指針解析抜粋） 

(3) 実効放出継続時間（Ｔ）は，想定事故の種類によって放出率に変化があるので，放出

モードを考慮して適切に定めなければならないが，事故期間中の放射性物質の全放出量を

1時間当たりの最大放出量で除した値を用いることもひとつの方法である。 
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表 1 W/W からベントを行う場合の実効放出継続時間 

 放出経路 
原子炉建屋 

放出分 

主排気筒 

放出分 

ベント 

放出分 

① 

放出量＊(Bq) 

希ガス 約 1.6×1016 約 4.0×1015 約 1.0×1018 

希ガス以外 約 1.4×1016 約 4.4×1015 約 1.6×1016 

② 

最大放出率＊(Bq/h) 

希ガス 約 1.1×1017 約 2.1×1014 約 3.2×1018 

希ガス以外 約 1.0×1017 約 2.5×1014 約 4.9×1016 

（①÷②） 

実効放出継続時間(h) 

希ガス 約 0.15 約 19 約 0.32 

希ガス以外 約 0.14 約 17 約 0.32 

注記＊：ガンマ線エネルギ0.5MeV換算値 

 

表 2 D/W からベントを行う場合の実効放出継続時間 

 放出経路 
原子炉建屋 

放出分 

主排気筒 

放出分 

ベント 

放出分 

① 

放出量＊(Bq) 

希ガス 約 1.7×1016 約 4.1×1015 約 8.3×1017 

希ガス以外 約 1.5×1016 約 4.4×1015 約 1.5×1016 

② 

最大放出率＊(Bq/h) 

希ガス 約 1.1×1017 約 2.2×1014 約 1.4×1018 

希ガス以外 約 1.1×1017 約 2.6×1014 約 2.5×1016 

（①÷②） 

実効放出継続時間(h) 

希ガス 約 0.15 約 19 約 0.58 

希ガス以外 約 0.14 約 17 約 0.59 

注記＊：ガンマ線エネルギ0.5MeV換算値 
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補足 10 

 

ベント実施に伴う操作時の作業員の被ばく評価で考慮している線源の選定について 

 

ベント実施に伴う操作時の作業員の被ばく評価では，以下の被ばく経路＊1を考慮している。 

 

 ・原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線による被ばく＊2 

 ・放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

 ・原子炉建屋内に浮遊する放射性物質を吸入摂取することによる被ばく 

 ・格納容器圧力逃がし装置の配管内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

 

注記＊1：「地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく」は，原子炉建屋外壁が十分

厚いことから影響は軽微であるとし，評価の対象外としている。 

  ＊2：原子炉建屋内の作業エリアに浮遊する放射性物質による外部被ばくを含む。 

 

上記の被ばく経路以外にアクセスルート等には，表 1に示すとおり，線源となりうる非常用ガス

処理系フィルタがあるが，「設備とアクセスルートが十分に離れていること」，「設備とアクセスルー

トの間の壁に十分な遮蔽効果があること」及び「移動時間を考慮すると設備からの影響は短時間で

あること」から，被ばくへの影響が小さいと考え，評価上考慮していない。なお，アクセスルート

上において，その他に特筆すべき線源はないことを確認している。 

設備とアクセスルートの関係を図 1から図 5に示す。 

 

表 1 線源となる設備とアクセスルート等への影響 

  

設備 考慮しない理由 
離隔距離 

及び遮蔽厚 
設置位置 

非常用ガス

処理系フィ

ルタ 

原子炉建屋3階管理区域内の設備であり，

非管理区域内であるアクセスルートとは

十分離れており，設備とアクセスルート

の間には原子炉建屋の壁，床があり十分

な遮蔽効果に期待できることから被ばく

への影響は小さいと考えられるため。 

離隔距離：10m 以上 

 遮蔽厚：50cm 以上 
図 5 
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図 1 コントロール建屋及びサービス建屋のアクセスルート（2階） 
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図 2 コントロール建屋及びサービス建屋のアクセスルート（地下 1階） 
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図 3 原子炉建屋の操作場所及びアクセスルート（地下 1 階） 
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図 4 原子炉建屋の操作場所及びアクセスルート（2 階） 
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図 5 原子炉建屋の操作場所及びアクセスルート（中 3階） 
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補足 11 

気象資料の代表性について 

 

柏崎刈羽原子力発電所敷地内において観測した 1985 年 10 月から 1986 年 9 月までの 1 年間の気

象データを用いて評価を行うに当たり，当該 1年間の気象データが長期間の気象状態を代表してい

るかどうかの検討を F分布検定により実施した。 

以下に検定方法及び検討結果を示す。 

 

(1) 検定方法 

a. 検定に用いた観測データ 

気象資料の代表性を確認するに当たっては，通常は被ばく評価上重要な排気筒高風を用い

て検定するものの，被ばく評価では保守的に地上風を使用することもあることから，排気筒高

さ付近を代表する標高 85m の観測データに加え，参考として標高 20m の観測データを用いて

検定を行った。 

なお，検定には，申請時の最新気象データ（2004 年 4 月～2013 年 3 月）及び最新気象デー

タ（2008 年 4月～2018 年 3 月）を用いた。 

b. データ統計期間 

検定年：1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年：① 2004 年 4 月～2013 年 3 月（申請時の最新気象データ） 

② 2008 年 4 月～2018 年 3 月（最新気象データ） 

c. 検定方法 

不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順に従って検定を行った。 

 

(2) 検定結果 

検定結果は表 1に示すとおり，排気筒高さ付近を代表する標高 85m の観測データについては，

有意水準 5%で棄却されたのは，統計年①及び統計年②において，それぞれ 3 項目であった。ま

た，統計年①で棄却された 2風向（E，SSE）及び統計年②で棄却された 3風向（E，ESE，SSE）

は，いずれも海側に向かう風であり，統計年①で棄却された風速（5.5～6.4m/s）は，棄却限界

をわずかに超えた程度である。 

以上のことから，評価に使用している気象データは，長期間の気象状態を代表しているものと

判断した。 

なお，標高 20m の観測データについては，有意水準 5%で棄却されたのは，統計年①では 10 項

目，統計年②では 8 項目であったものの，排気筒高さ付近を代表する標高 85m の観測データに

より代表性は確認できていることから，当該データの使用には特段の問題はないものと判断し

た。 

棄却検定表を表 2から表 9に示す。 
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表 1 検定結果 

統計年 
棄却数 

標高 85m 標高 20m 

統計年① 

2004 年 4月～2013 年 3月 

3 個 

（風向 2個，風速 1個） 

10 個 

（風向 5個，風速 5個） 

統計年② 

2008 年 4月～2018 年 3月 

3 個 

（風向 3個） 

8 個 

（風向 1個，風速 7個） 
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表 2 棄却検定表（風向） 

検 定 年：敷地内Ｃ点（標高 85m，地上高 51m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年①：敷地内Ａ点（標高 85m，地上高 75m）2004 年 4 月～2013 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風向 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

N 5.69 5.93 6.42 6.24 6.96 7.84 4.80 5.14 6.46 6.16 5.73 8.40 3.93 ○ 

NNE 2.37 2.67 2.64 2.52 2.71 2.71 1.81 2.64 2.59 2.52 2.05 3.21 1.82 ○ 

NE 3.72 3.22 2.93 2.63 2.78 3.67 2.67 2.58 1.80 2.89 1.91 4.33 1.44 ○ 

ENE 4.01 3.08 3.35 3.21 3.41 3.89 2.26 3.21 2.67 3.23 2.80 4.55 1.91 ○ 

E 5.00 4.09 4.96 4.36 4.91 4.24 4.05 4.77 3.46 4.43 5.73 5.70 3.15 × 

ESE 9.57 7.00 8.17 7.24 7.57 6.22 5.91 6.72 6.61 7.22 9.16 9.93 4.52 ○ 

SE 12.55 11.46 15.22 14.10 16.82 14.55 14.59 16.25 16.02 14.62 15.18 18.86 10.38 ○ 

SSE 9.61 10.11 11.19 11.20 10.09 12.53 13.86 12.30 11.71 11.40 7.24 14.71 8.08 × 

S 3.94 5.28 4.47 4.64 3.53 4.94 5.03 4.38 4.19 4.49 4.26 5.84 3.14 ○ 

SSW 2.77 3.13 2.26 2.75 2.23 2.74 2.40 2.33 2.10 2.52 2.09 3.34 1.70 ○ 

SW 6.53 5.31 2.40 3.02 2.64 2.71 3.47 2.66 2.59 3.48 3.00 7.00 0.00 ○ 

WSW 7.34 6.87 5.49 6.14 4.57 4.82 5.57 5.09 4.89 5.64 6.90 7.98 3.31 ○ 

W 6.83 6.61 7.40 7.14 7.03 6.69 7.91 6.47 6.30 6.93 6.96 8.15 5.71 ○ 

WNW 7.98 7.58 9.82 9.34 9.38 7.14 8.94 7.54 9.23 8.55 9.82 10.95 6.15 ○ 

NW 7.25 11.76 8.16 9.98 10.21 8.06 10.81 11.02 12.59 9.98 10.97 14.38 5.58 ○ 

NNW 4.37 5.38 4.54 4.59 4.37 4.94 5.46 6.03 5.81 5.05 5.30 6.60 3.51 ○ 

CALM 0.47 0.53 0.58 0.89 0.80 2.31 0.47 0.86 1.00 0.88 0.91 2.26 0.00 ○ 
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表 3 棄却検定表（風速） 

検 定 年：敷地内Ｃ点（標高 85m，地上高 51m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年①：敷地内Ａ点（標高 85m，地上高 75m）2004 年 4 月～2013 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風速(m/s) 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

0.0～0.4 0.47 0.53 0.58 0.89 0.80 2.31 0.47 0.86 1.00 0.88 0.91 2.26 0.00 ○ 

0.5～1.4 4.75 5.71 6.03 7.32 7.90 6.85 7.07 6.46 7.24 6.59 6.92 8.94 4.24 ○ 

1.5～2.4 11.41 11.40 12.47 13.01 12.69 12.88 12.03 12.79 12.87 12.40 11.37 13.93 10.86 ○ 

2.5～3.4 13.48 14.54 16.18 15.98 15.91 15.58 14.65 14.25 13.59 14.91 15.33 17.43 12.38 ○ 

3.5～4.4 13.37 13.96 14.49 14.81 13.94 13.26 14.43 14.30 12.81 13.93 14.83 15.53 12.33 ○ 

4.5～5.4 13.08 11.42 13.71 12.68 11.37 11.06 12.54 12.17 10.20 12.03 11.51 14.71 9.35 ○ 

5.5～6.4 9.70 9.33 9.65 9.03 9.22 9.13 8.88 9.14 8.85 9.22 8.38 9.95 8.48 × 

6.5～7.4 6.83 6.47 5.78 5.13 6.33 7.48 6.02 6.47 6.48 6.33 6.12 7.93 4.73 ○ 

7.5～8.4 3.93 4.15 3.58 3.49 4.32 4.47 4.07 4.43 4.40 4.09 4.41 4.98 3.21 ○ 

8.5～9.4 2.88 2.99 2.67 2.53 2.62 3.73 2.25 2.94 3.35 2.88 3.16 3.97 1.80 ○ 

9.5 以上 20.11 19.50 14.87 15.12 14.90 13.26 17.59 16.18 19.20 16.75 17.07 22.68 10.81 ○ 

 

  



  

 

補
足

11
－

5 

表 4 棄却検定表（風向） 

検 定 年：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年①：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）2004 年 4 月～2013 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風向 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

N 6.69 6.51 7.04 7.31 7.68 7.57 4.58 6.12 6.88 6.71 7.29 9.00 4.42 ○ 

NNE 1.16 1.25 1.61 1.52 1.46 2.26 1.08 1.82 1.37 1.50 1.83 2.39 0.62 ○ 

NE 2.05 2.04 2.54 2.44 2.71 2.92 2.23 2.69 1.85 2.38 1.76 3.27 1.50 ○ 

ENE 2.23 1.98 2.39 1.87 2.22 2.69 2.21 2.87 2.03 2.28 3.37 3.07 1.48 × 

E 7.67 7.29 8.01 7.76 9.52 10.10 9.25 9.08 9.49 8.68 5.30 11.13 6.24 × 

ESE 11.24 9.56 9.53 8.74 8.87 8.91 9.27 9.60 10.55 9.59 12.40 11.60 7.58 × 

SE 16.89 17.03 19.17 18.62 16.29 14.20 16.10 13.36 12.51 16.02 14.47 21.54 10.49 ○ 

SSE 2.90 2.67 2.73 2.69 2.52 1.89 2.46 2.57 1.89 2.48 5.59 3.35 1.61 × 

S 2.80 2.94 3.00 2.92 2.33 2.22 2.56 2.82 2.54 2.68 2.56 3.37 2.00 ○ 

SSW 1.25 1.43 1.12 1.48 1.12 1.12 1.54 1.66 1.21 1.33 1.85 1.82 0.83 × 

SW 2.56 3.19 2.76 3.57 2.81 2.86 3.23 3.19 2.97 3.02 2.93 3.76 2.27 ○ 

WSW 7.22 6.41 5.70 5.69 5.24 5.80 5.88 5.30 5.25 5.83 6.56 7.39 4.28 ○ 

W 8.17 9.30 10.30 9.31 9.11 8.53 10.63 7.79 8.87 9.11 8.66 11.35 6.87 ○ 

WNW 8.14 9.96 7.98 7.75 8.04 7.21 8.33 7.40 9.02 8.20 9.11 10.25 6.15 ○ 

NW 8.73 9.09 6.53 8.78 8.31 7.85 8.26 9.57 10.52 8.63 8.56 11.34 5.92 ○ 

NNW 3.74 3.60 2.70 2.37 2.60 3.72 4.27 3.76 3.60 3.38 4.31 4.95 1.80 ○ 

CALM 6.55 5.75 6.88 7.16 9.17 10.14 8.11 10.41 9.43 8.18 3.45 12.27 4.09 × 
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表 5 棄却検定表（風速） 

検 定 年：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年①：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）2004 年 4 月～2013 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風速(m/s) 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

0.0～0.4 6.55 5.75 6.88 7.16 9.17 10.14 8.11 10.41 9.43 8.18 3.45 12.27 4.09 × 

0.5～1.4 44.91 45.66 49.32 47.96 47.40 47.44 48.83 49.05 46.74 47.48 28.26 51.17 43.80 × 

1.5～2.4 16.53 15.25 16.39 15.74 16.31 15.49 15.64 13.87 14.91 15.57 30.49 17.60 13.53 × 

2.5～3.4 7.82 8.12 7.90 8.26 8.39 8.26 7.15 8.02 7.74 7.96 10.11 8.87 7.05 × 

3.5～4.4 4.93 6.14 4.78 4.98 4.44 5.04 4.55 5.68 5.27 5.09 6.12 6.41 3.77 ○ 

4.5～5.4 4.74 4.30 3.34 3.96 3.60 3.55 3.80 4.39 4.43 4.01 4.34 5.17 2.86 ○ 

5.5～6.4 3.65 3.58 2.93 3.55 2.77 2.77 3.57 3.31 3.27 3.27 4.00 4.14 2.40 ○ 

6.5～7.4 3.67 3.67 2.75 3.29 2.27 1.99 2.90 2.54 2.86 2.88 3.16 4.30 1.47 ○ 

7.5～8.4 3.06 3.08 1.95 2.40 2.13 1.89 2.45 1.51 2.30 2.31 3.21 3.57 1.04 ○ 

8.5～9.4 1.85 1.97 1.17 1.39 1.75 1.43 1.52 0.66 1.36 1.46 2.39 2.41 0.50 ○ 

9.5 以上 2.28 2.47 2.59 1.32 1.75 2.00 1.48 0.56 1.69 1.79 4.47 3.34 0.25 × 
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表 6 棄却検定表（風向） 

検 定 年：敷地内Ｃ点（標高 85m，地上高 51m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年②：敷地内Ａ点（標高 85m，地上高 75m）2008 年 4 月～2018 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風向 

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

N 6.96 7.84 4.80 5.14 6.46 5.20 5.59 5.54 6.40 4.93 5.89 5.73 8.24 3.53 ○ 

NNE 2.71 2.71 1.81 2.64 2.59 2.76 3.06 3.68 5.13 2.76 2.98 2.05 5.08 0.89 ○ 

NE 2.78 3.67 2.67 2.58 1.80 2.11 1.84 2.79 2.91 1.97 2.51 1.91 3.90 1.12 ○ 

ENE 3.41 3.89 2.26 3.21 2.67 2.06 2.16 3.16 2.55 2.80 2.82 2.80 4.23 1.41 ○ 

E 4.91 4.24 4.05 4.77 3.46 2.98 3.46 4.84 4.05 4.15 4.09 5.73 5.62 2.56 × 

ESE 7.57 6.22 5.91 6.72 6.61 5.27 6.25 7.41 5.66 7.02 6.47 9.16 8.23 4.70 × 

SE 16.82 14.55 14.59 16.25 16.02 15.85 15.55 16.07 15.46 15.44 15.66 15.18 17.34 13.98 ○ 

SSE 10.09 12.53 13.86 12.30 11.71 12.09 11.92 11.72 10.96 10.93 11.81 7.24 14.25 9.37 × 

S 3.53 4.94 5.03 4.38 4.19 4.41 4.26 3.72 4.19 4.26 4.29 4.26 5.39 3.20 ○ 

SSW 2.23 2.74 2.40 2.33 2.10 2.49 2.53 2.12 2.04 2.41 2.34 2.09 2.86 1.82 ○ 

SW 2.64 2.71 3.47 2.66 2.59 2.93 3.02 2.70 2.64 2.82 2.82 3.00 3.46 2.18 ○ 

WSW 4.57 4.82 5.57 5.09 4.89 6.09 5.74 5.97 4.48 6.60 5.38 6.90 7.08 3.68 ○ 

W 7.03 6.69 7.91 6.47 6.30 7.28 7.26 7.12 6.09 8.40 7.05 6.96 8.75 5.36 ○ 

WNW 9.38 7.14 8.94 7.54 9.23 9.95 9.86 6.98 7.82 9.26 8.61 9.82 11.29 5.93 ○ 

NW 10.21 8.06 10.81 11.02 12.59 12.26 11.04 9.49 11.58 9.82 10.69 10.97 13.90 7.48 ○ 

NNW 4.37 4.94 5.46 6.03 5.81 4.97 5.21 5.57 7.04 4.91 5.43 5.30 7.20 3.66 ○ 

CALM 0.80 2.31 0.47 0.86 1.00 1.28 1.23 1.12 1.01 1.54 1.16 0.91 2.34 0.00 ○ 
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表 7 棄却検定表（風速） 

検 定 年：敷地内Ｃ点（標高 85m，地上高 51m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年②：敷地内Ａ点（標高 85m，地上高 75m）2008 年 4 月～2018 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風速(m/s) 

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

0.0～0.4 0.80 2.31 0.47 0.86 1.00 1.28 1.23 1.12 1.01 1.54 1.16 0.91 2.34 0.00 ○ 

0.5～1.4 7.90 6.85 7.07 6.46 7.24 7.45 7.79 8.67 7.85 7.73 7.50 6.92 8.99 6.01 ○ 

1.5～2.4 12.69 12.88 12.03 12.79 12.87 11.60 13.84 14.02 13.19 12.41 12.83 11.37 14.59 11.08 ○ 

2.5～3.4 15.91 15.58 14.65 14.25 13.59 13.95 15.14 17.33 15.60 15.73 15.17 15.33 17.79 12.56 ○ 

3.5～4.4 13.94 13.26 14.43 14.30 12.81 14.20 13.47 14.61 13.06 14.32 13.84 14.83 15.35 12.33 ○ 

4.5～5.4 11.37 11.06 12.54 12.17 10.20 10.82 10.51 11.10 11.06 11.24 11.21 11.51 12.87 9.54 ○ 

5.5～6.4 9.22 9.13 8.88 9.14 8.85 8.74 7.77 8.03 8.66 8.17 8.66 8.38 9.86 7.46 ○ 

6.5～7.4 6.33 7.48 6.02 6.47 6.48 6.46 5.85 4.98 5.67 6.16 6.19 6.12 7.73 4.65 ○ 

7.5～8.4 4.32 4.47 4.07 4.43 4.40 3.62 3.86 3.44 3.96 3.77 4.03 4.41 4.90 3.17 ○ 

8.5～9.4 2.62 3.73 2.25 2.94 3.35 2.93 2.30 2.49 2.79 2.49 2.79 3.16 3.90 1.67 ○ 

9.5 以上 14.90 13.26 17.59 16.18 19.20 18.93 18.25 14.22 17.16 16.45 16.61 17.07 21.37 11.86 ○ 
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表 8 棄却検定表（風向） 

検 定 年：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年②：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）2008 年 4 月～2018 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風向 

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

N 7.68 7.57 4.58 6.12 6.88 5.16 6.09 5.58 6.51 5.55 6.17 7.29 8.56 3.78 ○ 

NNE 1.46 2.26 1.08 1.82 1.37 1.42 1.67 3.76 4.06 2.48 2.14 1.83 4.57 0.00 ○ 

NE 2.71 2.92 2.23 2.69 1.85 1.42 1.18 2.18 2.05 1.60 2.08 1.76 3.46 0.70 ○ 

ENE 2.22 2.69 2.21 2.87 2.03 2.46 2.38 2.65 2.13 2.18 2.38 3.37 3.04 1.72 × 

E 9.52 10.10 9.25 9.08 9.49 8.31 6.80 5.80 5.19 4.95 7.85 5.30 12.53 3.17 ○ 

ESE 8.87 8.91 9.27 9.60 10.55 12.77 12.57 10.15 9.91 9.76 10.24 12.40 13.53 6.95 ○ 

SE 16.29 14.20 16.10 13.36 12.51 10.78 12.56 15.84 16.36 18.73 14.67 14.47 20.35 8.99 ○ 

SSE 2.52 1.89 2.46 2.57 1.89 2.83 2.72 4.17 4.81 5.31 3.12 5.59 5.98 0.25 ○ 

S 2.33 2.22 2.56 2.82 2.54 1.94 1.88 1.91 2.30 2.17 2.27 2.56 3.00 1.53 ○ 

SSW 1.12 1.12 1.54 1.66 1.21 1.39 1.08 1.36 1.54 1.67 1.37 1.85 1.91 0.83 ○ 

SW 2.81 2.86 3.23 3.19 2.97 2.22 2.59 1.62 1.86 2.08 2.54 2.93 3.88 1.20 ○ 

WSW 5.24 5.80 5.88 5.30 5.25 7.69 6.38 6.44 4.75 6.62 5.94 6.56 7.99 3.88 ○ 

W 9.11 8.53 10.63 7.79 8.87 8.64 7.93 7.88 8.06 9.36 8.68 8.66 10.76 6.60 ○ 

WNW 8.04 7.21 8.33 7.40 9.02 10.16 9.29 6.56 8.57 7.76 8.23 9.11 10.78 5.69 ○ 

NW 8.31 7.85 8.26 9.57 10.52 8.98 9.39 8.44 10.40 9.07 9.08 8.56 11.22 6.94 ○ 

NNW 2.60 3.72 4.27 3.76 3.60 4.72 4.53 3.96 4.85 3.77 3.98 4.31 5.54 2.42 ○ 

CALM 9.17 10.14 8.11 10.41 9.43 9.10 10.96 11.71 6.67 6.94 9.26 3.45 13.18 5.35 × 
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表 9 棄却検定表（風速） 

検 定 年：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年②：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）2008 年 4 月～2018 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風速(m/s) 

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

0.0～0.4 9.17 10.14 8.11 10.41 9.43 9.10 10.96 11.71 6.67 6.94 9.26 3.45 13.18 5.35 × 

0.5～1.4 47.40 47.44 48.83 49.05 46.74 46.58 47.32 44.92 43.28 39.98 46.15 28.26 52.70 39.61 × 

1.5～2.4 16.31 15.49 15.64 13.87 14.91 14.47 13.03 18.22 19.88 23.82 16.56 30.49 24.29 8.84 × 

2.5～3.4 8.39 8.26 7.15 8.02 7.74 7.30 6.72 7.81 8.44 8.54 7.84 10.11 9.29 6.38 × 

3.5～4.4 4.44 5.04 4.55 5.68 5.27 5.62 4.78 4.72 6.14 4.54 5.08 6.12 6.45 3.70 ○ 

4.5～5.4 3.60 3.55 3.80 4.39 4.43 5.42 4.14 3.32 4.58 3.65 4.09 4.34 5.59 2.58 ○ 

5.5～6.4 2.77 2.77 3.57 3.31 3.27 4.30 3.92 3.16 4.25 2.94 3.43 4.00 4.78 2.07 ○ 

6.5～7.4 2.27 1.99 2.90 2.54 2.86 2.88 3.79 2.18 3.07 2.42 2.69 3.16 3.94 1.44 ○ 

7.5～8.4 2.13 1.89 2.45 1.51 2.30 1.96 2.32 1.61 1.92 2.31 2.04 3.21 2.79 1.29 × 

8.5～9.4 1.75 1.43 1.52 0.66 1.36 1.22 1.57 1.21 1.20 1.89 1.38 2.39 2.20 0.57 × 

9.5 以上 1.75 2.00 1.48 0.56 1.69 1.16 1.45 1.14 0.57 2.96 1.48 4.47 3.15 0.00 × 
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補足 12 

原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線 

並びにグランドシャインガンマ線評価モデルについて 

 

原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線評価は，原子炉建屋

の二次遮蔽壁及び補助遮蔽の遮蔽効果を考慮し，評価している。評価モデルを図1及び図2に示す。 

また，グランドシャインガンマ線評価は，大気中へ放出され地表面に沈着した放射性物質を線源

とし，線源は地表面に均一分布しているものとする。グランドシャインガンマ線による被ばく線量

は，単位面積当たりの積算崩壊数(Bq・s/m2)に，「External Exposure to Radionuclides in Air, 

Water, and Soil FGR-12 EPA-402-R-93-081.(1993) TableⅢ.3」に記載の，地表面濃度から実効線

量率への換算係数を乗じることで評価する。  



補足 12－2 

295

T.M.S.L. 50035

T.M.S.L. 38200

T.M.S.L. 31700

T.M.S.L. 23500

T.M.S.L. 18100

T.M.S.L. 12000

B-B断面

495

295

295

295

4
95

4
95

4
95

2
95

T.M.S.L. 50035

T.M.S.L. 38200

T.M.S.L. 31700

T.M.S.L. 23500

T.M.S.L. 18100

T.M.S.L. 12000

A-A断面

普通コンクリート
(2.15 [g/cm3])

軽量コンクリート
(1.70 [g/cm3])

（原子炉建屋オペレーティング
フロアの天井のみ）

空気 (1.2049×10-3 [g/cm3])

7号機
原子炉
建屋

B

A

PN

A

B

：線源領域

：評価上考慮した遮蔽
（公称値からマイナス側許容差（-5㎜）を引いた厚さ）

（単位：㎜）

 

図1 7号機原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガンマ線による 

被ばく評価モデル  
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※遮蔽として考慮する天井コンクリート厚  )は
公称値からマイナス側許容差（-5㎜）を引いた厚さ

※散乱領域の半径は，点線源から評価点までの距離を超
える長さを設定する。

T.M.S.L.50035

T.M.S.L.50035

T.M.S.L.31700

半径1000m

 
図2 7号機原子炉建屋内の放射性物質からのスカイシャインガンマ線による 

被ばく評価モデル 

注記＊1：遮蔽として考慮する天井コンクリート厚さ は 
     公称値からマイナス側許容差（-5mm）を引いた厚さ 
  ＊2：散乱領域の半径は，点線源から評価点までの距離を超 

える長さを設定する。 

＊1 

＊2 
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補足 13 

ベント弁開操作時の作業員の被ばく評価における評価条件について 

 

ベント実施に伴うベント操作時の作業員の被ばく評価においては，ウェットウェル（以下「W/W」

という。）からのベントを行う場合及びドライウェル（以下「D/W」という。）からのベントを行う

場合について評価を行っている。それぞれの評価条件の違いについて以下に示す。 

 

1. 放出量評価における評価条件の違い 

放出量評価におけるW/Wベント，D/Wベントの条件の違いは，原子炉格納容器内における除去効

果であり，その違いは表1に示すとおりである。 

 

表1 放出量評価条件の違い 

項目 
評価条件 

W/W D/W 

サプレッションプールでの 

スクラビングによる除去効果（無機よう素） 
10 考慮しない 

格納容器圧力逃がし装置への放出

割合 

希ガス類 

よう素類 

Cs類 

Te類 

Ba類 

Ru類 

La類 

Ce類 

約9.2×10-1 

約3.3×10-2 

約2.6×10-6 

約5.2×10-7 

約2.1×10-7 

約2.6×10-8 

約2.1×10-9 

約5.2×10-9 

約8.1×10-1 

約3.7×10-2 

約3.9×10-3 

約7.7×10-4 

約3.1×10-4 

約3.9×10-5 

約3.1×10-6 

約7.7×10-6 

原子炉格納容器から原子炉建屋へ

の漏えい割合 

希ガス類 

よう素類 

Cs類 

Te類 

Ba類 

Ru類 

La類 

Ce類 

約1.4×10-2 

約6.6×10-4 

約2.8×10-5 

約5.6×10-6 

約2.3×10-6 

約2.8×10-7 

約2.3×10-8 

約5.6×10-8 

約1.5×10-2 

約7.1×10-4 

約3.1×10-5 

約6.2×10-6 

約2.5×10-6 

約3.1×10-7 

約2.5×10-8 

約6.2×10-8 
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2. 被ばく評価条件の違い 

W/Wベント，D/Wベント実施に伴う作業のうち，一次隔離弁開操作についてはW/Wベント，D/Wベ

ントでアクセスルート及び作業場所に違いがあるため，被ばく評価における評価点をそれぞれ設

定しており，評価条件に違いがある。なお，二次隔離弁開操作，フィルタ装置スクラバ水pH調整，

ドレンタンク水抜き等の一次隔離弁開操作以外の作業についてはW/Wベント，D/Wベントでアクセ

スルート及び作業場所は同じであり評価条件の違いはない。 

 

(1) 大気拡散条件 

大気拡散評価条件については違いはない。 

なお，評価に使用した大気拡散係数は，着目方位を全方位（16方位）とし，評価距離を放

出点から10m刻みとした大気拡散評価において，最大の評価結果を与えた距離の評価結果で

ある。このため，作業エリア全域に対し，保守的な結果を与えることとなる。 

 

(2) 格納容器圧力逃がし装置配管からの直接ガンマ線の遮蔽条件 

W/Wベント，D/Wベントにおける一次隔離弁開操作時の格納容器圧力逃がし装置配管からの

直接ガンマ線の評価点における遮蔽厚さ及び配管からの距離の違いを表2に，一次隔離弁開

操作時の評価点やベントライン等の位置を図1から図4に示す。 

 

表2 遮蔽条件の違い 

項目 
評価条件＊ 

備考 
W/W D/W 

一
次
隔
離
弁
開
操
作 

遮蔽厚さ 
移動時 

及び作業時 

コンクリート60㎝ 

＋コンクリート30㎝ 

＋追設遮蔽（鉄）10㎝ 

コンクリート60㎝ 

＋追設遮蔽（鉄）5㎝ 

移動時におい

ても，作業時

の評価点を代

表 と し て 評

価。 

配管から

の距離 

移動時 

及び作業時 
4.3m 1.7m 

注記＊：二次隔離弁開操作，フィルタ装置スクラバ水pH調整，ドレンタンク水抜き等の一次

隔離弁開操作以外の作業についてはW/Wベント，D/Wベントでアクセスルート及び作

業場所は同じであり評価条件の違いはない。 
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図1 7号機屋内遮蔽壁等（原子炉建屋地下1階） 

 

 

図2 7号機屋内遮蔽壁等（原子炉建屋地下1階（中間階）） 
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図 3 7 号機屋内遮蔽壁等（原子炉建屋 2階） 

 

 

図 4 7 号機屋内遮蔽壁等（原子炉建屋 3階（中間階）） 
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3. 被ばく評価結果の違い 

W/Wベント，D/Wベントにおける一次隔離弁開操作時の被ばく評価結果の違いを表3に示す。 

 

表3 被ばく評価結果の違い（単位：mSv） 

評価内容 

ベント実施前の作業 

一次隔離弁の 

開操作（W/W 側） 

一次隔離弁の 

開操作（D/W 側） 

屋内 

(二次格納施設外) 

屋内 

(二次格納施設外) 

原子炉建屋内に浮遊する放射

性物質からのガンマ線による

外部被ばく＊1 

約 1.5×101 約 1.6×101 

放射性雲中の放射性物質から

のガンマ線による外部被ばく 
約 4.7×100 約 2.8×100 

放射性物質を吸入摂取するこ

とによる内部被ばく＊2 
約 1.4×100 約 1.6×100 

地表面に沈着した放射性物質

からのガンマ線による外部被

ばく 

―＊3 ―＊3 

格納容器圧力逃がし装置配管

内の放射性物質からのガンマ

線による被ばく 

0.1 以下 約 5.5×100 

被ばく線量 約 21mSv 約 25mSv 

注記＊1：ベント流体が原子炉建屋内に流入することによる影響は考慮しない。 

＊2：マスク着用（PF1000）による防護効果を考慮する。 

＊3：線源との間に十分な遮蔽があるため，影響は軽微であり，評価の対象外とする。 
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補足 14 

 

重大事故等時におけるフィルタベント遮蔽壁の遮蔽の熱除去の評価について 

 

フィルタベント遮蔽壁について，重大事故等時の熱除去の評価を行う。熱除去の評価は，遮蔽体

中の温度上昇が厳しい箇所を想定し，伝熱理論に基づいた解析手法により評価する。 

 

1. フィルタベント遮蔽壁における入射線量の設定方法 

フィルタベント遮蔽壁に入射するガンマ線の線源として，よう素フィルタ，フィルタ装置，金

属フィルタ，フィルタ装置入口配管，ドレン配管及び pH 計装配管を想定し，これら線源に含まれ

る放射性物質からの直接ガンマ線の合計入射線量を，遮蔽体表面の入射線量として設定する。 

 

2. フィルタベント遮蔽壁の温度上昇の計算方法 

遮蔽体は主にコンクリートで構成されており，評価上，コンクリートのみとして評価する。 

重大事故等時における 7日間積算の線源機器に含まれる放射性物質からのガンマ線による入射

線量は約 63(kGy/7 日間)となった。評価方法を図 1に示す。 

当該入射線量からフィルタベント遮蔽壁表面の7日間積算のガンマ線発熱量を求めると，約1.4

×10-1kJ/cm3となる。これによる温度上昇は次式により算出する。 

 

⊿Ｔ ＝ Ｑ・1000 / (c・ρ) 

 

⊿Ｔ ：温度上昇(℃) 

Ｑ ：ガンマ線発熱量(kJ/cm3) 

ｃ ：コンクリートの比熱（1.05kJ/(kg・℃)）＊ 

ρ ：コンクリートの密度（2.15g/cm3） 

 

注記＊：「コンクリート標準示方書 構造性能照査」（土木学会，2007） 

 

3. 温度上昇のまとめ 

コンクリート遮蔽体表面でのガンマ線による温度上昇は約 60℃となり，「遮蔽設計基準等に関

する現状調査報告（1977 年，日本原子力学会）」において示されているガンマ線に対するコンク

リート温度制限値（内部最高温度 177℃／周辺最高温度 149℃）以下であることを確認した。な

お，本温度評価は，保守的にコンクリートの断熱状態を仮定した評価である。 
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図1 フィルタベント遮蔽壁の遮蔽体表面における入射線量の評価のフロー図（1/3） 

④ フィルタベント建屋内の線量を評価するため，各線源を下図のようにモデル化し，ＱＡＤコードに

て積算線量を算出 

＜よう素フィルタ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜スクラバ水＞ 

 

① 「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」の発生 

シナリオ：事象発生約 38 時間後に格納容器ベント（D/W ベント）を実施する 

② 格納容器圧力逃がし装置への放射性物質の流入 

評価対象線源： 

よう素フィルタ： 事故発生 7 日後までに格納容器圧力逃がし装置に流入する有機よう素及び無

機よう素の総量が，格納容器ベント直後に取り込まれる想定 

  スクラバ水： 事故発生 7 日後までに格納容器圧力逃がし装置に流入する無機よう素及び粒

子状放射性物質の総量が，格納容器ベント直後に取り込まれる想定 

 金属フィルタ： 事故発生 7 日後までに格納容器圧力逃がし装置に流入する無機よう素及び粒

子状放射性物質の 10%が，格納容器ベント直後に取り込まれる想定 

   主配管＊1： 事故発生 7 日後までに格納容器圧力逃がし装置に流入する無機よう素及び粒

子状放射性物質の 10%が，格納容器ベント直後に配管 100m に付着すると想定 

  ドレン配管： 格納容器ベント直後に放射性物質を含む水を内包すると想定＊2 

  pH 計装配管： 格納容器ベント直後に放射性物質を含む水を内包すると想定＊2 
注記＊1：フィルタ装置入口側 

＊2：事故発生 7 日後までに格納容器圧力逃がし装置に流入する無機よう素及び粒子状放射性物質の総量を，フィルタ装置水位調整（水抜

き）前のスクラバ水の水量（35m3と仮定）で除した濃度を想定 

③ 各核種に応じ，ガンマ線エネルギ範囲ごとに線源強度を算出＊1 

注記＊1：積算線源強度計算については，各線源の放射性物質によるガンマ線エネルギをエネルギ範囲によって区分する。 

A A 

：評価点 

㎜ 

よう素フィルタ容器(鉄)：7.7[g/cm3] 

線源(ケイ素)：0.32[g/cm3] ㎜ 

㎜ 

㎜ ㎜ ㎜ 
㎜ 

＜断面図＞ ＜断面図(A-A)＞ 

A 

㎜ 

A 

線源(水)：1.0[g/cm3] 

フィルタ装置容器(鉄)：7.7[g/cm3] 

㎜ 

㎜ 

㎜ ㎜ ㎜ 
㎜ 

＜断面図＞ ＜断面図(A-A)＞ 
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図1 フィルタベント遮蔽壁の遮蔽体表面における入射線量の評価のフロー図（2/3） 

④ フィルタベント建屋内の線量を評価するため，各線源を下図のようにモデル化し，ＱＡＤコードに

て積算線量を算出 

＜金属フィルタ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主配管（フィルタ装置入口側）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ドレン配管＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜pH 計装配管＞ 

 

 

 

 

 

 

 

A 

㎜ 

A 

線源(真空)：0[g/cm3] 

フィルタ装置容器(鉄)：7.7[g/cm3] 

㎜ 

㎜ 

㎜ ㎜ ㎜ 
㎜ 

＜断面図＞ ＜断面図(A-A)＞ 

10000 ㎜ ㎜ 

真空：0[g/cm3] 

配管(鉄)：7.7[g/cm3] 
線源(真空)：0[g/cm3] 
※配管内面に付着 

A A 

㎜ 

＜断面図＞ ＜断面図(A-A)＞ 

10000 ㎜ 

A A 

㎜ 
㎜ 

配管(鉄)：7.7[g/cm3] 

線源(水)：1.0[g/cm3] 

＜断面図＞ ＜断面図(A-A)＞ 

10000 ㎜ 

A A 

㎜ 

配管(鉄)：7.7[g/cm3] 

線源(水)：1.0[g/cm3] 

㎜ 

＜断面図(A-A)＞ ＜断面図＞ 

㎜ ㎜ 

：評価点 
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図 1 フィルタベント遮蔽壁の遮蔽体表面における入射線量の評価のフロー図（3/3） 

 

 

 

 

 

  

⑤ 線量評価結果は以下のとおり 

    よう素フィルタ表面から m の距離の線量 ：約 4.7×104[Gy/7 日間]＊1 

     よう素フィルタ表面から mの距離の線量 ：約 6.3×103[Gy/7 日間]＊1 

        スクラバ水表面から mの距離の線量 ：約 1.8×103[Gy/7 日間] 

       金属フィルタ表面から mの距離の線量 ：約 1.6×103[Gy/7 日間] 

      主配管（フィルタ装置入口側）表面の線量 ：約 4.4×103[Gy/7 日間] 

               ドレン配管表面の線量 ：約 1.1×103[Gy/7 日間] 

               pH 計装配管表面の線量 ：約 7.8×102[Gy/7 日間] 

注記＊1：よう素フィルタ本体 1 基分の線量 

⑥ ⑤での評価結果に基づき，環境条件を設定 

＊⑤での評価結果を上回る線量を入射線量として設定する。 

    フィルタベント遮蔽壁＊1：6.4×104[Gy/7 日間]＊2 

注記＊1：スクラバ水，金属フィルタからそれぞれ m， m 以上距離のある設備。また，よう素フィルタ 2 基からそれぞれ m，

m の距離がある設備（フィルタベント遮蔽壁の壁面から見て，相対的に距離が近いよう素フィルタと距離が遠いよう素フィルタが

存在し，それぞれの水平距離を設定する）。 

＊2：各線源による線量を合算。よう素フィルタ，スクラバ水，金属フィルタについては距離を考慮した線量を，主配管（フィルタ装置入

口側），ドレン配管，pH 計装配管については表面線量を用いた。 
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補足 15 

 

ベント実施に伴う現場作業の被ばく評価の評価条件の変更点等について 

 

「別紙 6 ベント実施に伴う現場作業の被ばく評価について」で示したベント実施に伴う現場作

業の被ばく評価（以下，「CP 評価」という。）について，設置変更許可申請時評価＊1（以下，「EP 時

評価」という。）からの評価条件の変更点及び差異を以下 1.～5.に示す。また，CP評価の被ばく評

価結果に対して，1.～5.の変更点等が影響する範囲を表 1に示す。 

 

注記＊1： 柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号機の設置変更許可申請時の資料「柏崎刈羽原子力発

電所 6 号及び 7 号炉 重大事故等対処設備について 別添資料－1 原子炉格納容器の

過圧破損を防止するための設備（格納容器圧力逃がし装置）について」の「別紙 33 格

納容器ベント実施に伴う現場作業の線量影響について」 

 

1. 想定する発災プラントについて 

 

【EP 時評価】 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号機の設置変更許可申請時の評価であったため，発災プ

ラントとして「6号及び 7号機」を想定していた。 

 

【CP 評価】 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機単独の工事計画認可申請における評価であるため，発災プラ

ントして「7号機」のみを想定している。なお，6号機を含めた影響については，今後の 6号

機の工事計画認可申請において示す予定である。 

 

2. 原子炉建屋内（二次格納施設外）での作業における被ばく経路「原子炉建屋原子炉区域（二次

格納施設）内の放射性物質からガンマ線による被ばく」の考慮について 

 

【EP 時評価】 

大気中への放射性物質の放出量評価の条件と合わせて，原子炉建屋原子炉区域（二次格納

施設）の換気率は無限大(回/日)とし，原子炉格納容器から漏えいした放射性物質が原子炉建

屋原子炉区域（二次格納施設）内に蓄積しないものと整理していた。 

 

【CP 評価】 

保守的に，大気中への放射性物質の放出量評価における原子炉建屋原子炉区域（二次格納

施設）の換気率は EP時評価と同様に無限大(回/日)としつつ，原子炉建屋原子炉区域（二次

格納施設）内の放射性物質量の評価としては原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）からの

漏えいは考慮せず，原子炉格納容器から漏えいした放射性物質が全て蓄積するものとし，原

子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内の放射性物質からガンマ線による被ばくを評価して
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いる。 

 

3. ドレン移送ライン内の放射性物質からの寄与の追加について 

 

【EP 時評価】 

格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置内スクラバ水のドレン移送ラインは，地中の埋設

U字溝内に格納する設計としていたため（図 1及び図 2参照），被ばく評価においては線源と

して考慮していなかった。 

 

 
図 1 U 字溝内メタルホース敷設図＊2 

 

 

図 2 メタルホース敷設範囲図（7号機）＊2 

 

注記＊2： 柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号機の設置変更許可申請時の資料「柏崎刈羽原子力発

電所 6 号及び 7 号炉 重大事故等対処設備について 別添資料－1 原子炉格納容器の
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過圧破損を防止するための設備（格納容器圧力逃がし装置）について」の抜粋 

 

【CP 評価】 

ドレン移送ラインの敷設ルートを設備の信頼性向上の観点から，図 3で示すように地上に

敷設するルートに設計変更したため，ドレン移送ラインを線源として考慮し，ドレン移送ラ

イン内の放射性物質からのガンマ線による被ばくを評価している。 
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4. 主配管（フィルタ装置入口側）の遮蔽厚さの変更について 

 

【EP 時評価】 

主配管（フィルタ装置入口側）の配管遮蔽＊3について，EP 時評価では鉄 120 ㎜の遮蔽を考

慮して評価していた。 

 

注記＊3： 図 4で示す範囲の配管遮蔽。なお，図 4は現在の設計図を示している。 

 

【CP 評価】 

ドレン移送ラインの敷設ルート変更に伴い，ドレン移送ラインの敷設スペースの確保及び

耐震性確保の観点から図 4で示した遮蔽厚さに変更したため，遮蔽厚さの変更を反映して主

配管内の放射性物質からのガンマ線による被ばくを評価している。 

 

図 4 主配管（フィルタ装置入口側）の配管遮蔽構造図 

 

5. pH 計装配管内の放射性物質からの寄与の追加について 

 

【EP 時評価】 

pH 計装配管（図 5参照）は，pH計測後に清浄な水でフラッシングを実施することから当該

配管内の放射性物質による放射線影響は限定的と考え，対象から除外していた。 

 

＜平面図＞ 

  

＜A-A 矢視図＞ 

＜B-B 矢視図＞ 

遮蔽厚さ変更範囲 

変更前は鉄 120 ㎜として評価 

  
B 

 

ドレン移送ライン 
主配管 

 
A 

 
A 

B 
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【CP 評価】 

保守的に，pH 計装配管は格納容器ベント直後から常に放射性物質を含む水を内包すると想

定し，pH計装配管内の放射性物質からのガンマ線による被ばくを評価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 pH 計装配管配置図 
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表 1 CP 評価の被ばく評価結果に対して 1.～5.の変更点等が影響する範囲 

（7号機の W/W ベント実施に伴う被ばく評価結果（単位：mSv）） 

 
注記＊1：被ばく線量が比較的大きくなる時間帯で作業を実施した場合の被ばく線量を記載 

＊2：被ばく線量の内訳は，被ばく線量が最も大きい班について記載 

＊3：ベント流体が原子炉建屋内に流入することによる影響は考慮しない。 

＊4：マスク着用（PF1000）による防護効果を考慮する。 

＊5：線源との間に十分な遮蔽があるため，影響は軽微であり，評価の対象外とした。 

  

凡例 

：「1.想定する発災プラント」の影響範囲 

：「2.原子炉建屋内放射性物質の想定」の影響範囲 

：「3.～5.ドレン移送ライン，主配管，pH 計装配管」の影響範囲 
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表 2 CP 評価の被ばく評価結果に対して 1.～5.の変更点等が影響する範囲 

（7号機の D/W ベント実施に伴う被ばく評価結果（単位：mSv）） 

 
注記＊1：被ばく線量が比較的大きくなる時間帯で作業を実施した場合の被ばく線量を記載 

＊2：被ばく線量の内訳は，被ばく線量が最も大きい班について記載 

＊3：ベント流体が原子炉建屋内に流入することによる影響は考慮しない。 

＊4：マスク着用（PF1000）による防護効果を考慮する。 

＊5：線源との間に十分な遮蔽があるため，影響は軽微であり，評価の対象外とした。 

凡例 

：「1.想定する発災プラント」の影響範囲 

：「2.原子炉建屋内放射性物質の想定」の影響範囲 

：｢3.～5.ドレン移送ライン，主配管，pH 計装配管」の影響範囲 
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1. 局所エリアの漏えいガスの滞留 

1.1 評価対象 

別添 1「2.2.1 (2) 漏えい箇所」に示す原子炉格納容器からの水素漏えいが想定される箇所

のうち，小部屋形状となっている漏えい箇所（以下「局所エリア」という。）については，漏え

いガスが滞留する可能性があるため，各局所エリアにおいて漏えいガスの滞留が無いことを

GOTHIC コードによる解析により確認する。 

表 1－1に評価対象とする局所エリアを示す。なお，シールドプラグが置かれた状態の原子炉

ウェル部については，原子炉格納容器トップヘッドフランジからの水素漏えいが想定されるが，

シールドプラグに気密性がないこと及び上面に開口があることから，評価対象から除外とした。 

 

表 1－1 評価対象の局所エリア 

階数 漏えい箇所 局所エリア名称 空間容積(m3) 

地上 2階 

東側 

上部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ 
上部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ室 
 

ISI 用ハッチ 

東側 
上部ドライウェル 

所員用エアロック 

上部ドライウェル 

所員用エアロック室 
 

地下 1階 西側 
サプレッション 

チェンバ出入口 

サプレッション 

チェンバ出入口室 
 

地下 2階 

東側 
下部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ 

下部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ室 
 

西側 
下部ドライウェル 

所員用エアロック 

下部ドライウェル 

所員用エアロック室 
 

 

1.2 解析条件 

1.2.1 解析モデル 

解析モデルを図 1－1に示す。各局所エリアは，開口部等（扉の隙間や給排気ダクト）を

通じて，通路及び原子炉建屋地上 4階とつながっていることから，圧力境界条件を設けて

局所エリア外部との流出入をモデル化する。また，流入境界条件を設けて原子炉格納容器

からのガスの漏えいをモデル化する。解析モデル概略及びメッシュ図を図 1－2から図 1－

6に，開口面積の算出を図 1－7から図 1－11 に示す。 

局所エリア内は，壁及び構造物による伝熱をモデル化し，蒸気の凝縮を考慮する。なお，

実際には原子炉格納容器からのガスの漏えいによって壁及び構造物の温度が上昇するた

め，蒸気の凝縮が緩和されるものと考えられるが，壁及び構造物の温度を固定条件とする

ことで，蒸気の凝縮を保守的に評価する。  
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図 1－1 解析モデル（概略） 
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図 1－2 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の解析モデル概略図及びメッシュ図  
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図 1－3 上部ドライウェル所員用エアロック室の解析モデル概略図及びメッシュ図  
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図 1－4 サプレッションチェンバ出入口室の解析モデル概略図及びメッシュ図  
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図 1－5 下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の解析モデル概略図及びメッシュ図  
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図 1－6 下部ドライウェル所員用エアロック室の解析モデル概略図及びメッシュ図（1/2）  
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図 1－6 下部ドライウェル所員用エアロック室の解析モデル概略図及びメッシュ図（2/2）  
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図 1－7 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の開口部  
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図 1－8 上部ドライウェル所員用エアロック室の開口部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－9 サプレッションチェンバ出入口室の開口部  
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図 1－10 下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の開口部  
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図 1－11 下部ドライウェル所員用エアロック室の開口部  
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図 1－12 原子炉建屋地上 2階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－13 原子炉建屋地下 1階 

  

上部ドライウェル機器 
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図 1－14 原子炉建屋地下 2階 

  

N 
下部ドライウェル所員用 
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1.2.2 解析条件 

解析条件を表 1－2 に示し，通路及び原子炉建屋地上 4 階とつながる開口部の開口面積

を表 1－3 に示す。各局所エリアの漏えい量は，全漏えい量を各漏えい箇所の周長割合で

分配して計算する。なお，漏えいの分配条件は別添 1「2.2.1 (2) 漏えい箇所 表 2－10」

と同様である。 

表 1－2 解析条件 

No. 項目 解析条件 備考 

1 各局所エリアの条件 

(1)  圧力（初期条件） 

(2)  温度（初期条件） 

(3)  組成（初期条件） 

(4)  空間容積（固定） 

(5)  開口面積（固定） 

(6)  壁面温度（固定） 

 

101.325kPa 

40℃ 

相対湿度 70%の空気 

表 1－1参照 

表 1－3参照 

40℃ 

 

大気圧 

想定される高めの温度として設定 

想定される高めの湿度として設定 

 

 

蒸気の凝縮を考慮 

2 圧力境界条件 

(1)  圧力（固定） 

(2)  温度（固定） 

(3)  組成（固定） 

(4)  圧力損失 

 

101.325kPa 

40℃ 

相対湿度 70%の空気 

圧力損失を考慮 

 

大気圧 

想定される高めの温度として設定 

想定される高めの湿度として設定 

 

 

表 1－3 開口面積 

局所エリア名称 開口面積(m2) 備考 

上部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ室 

遮蔽扉 

横隙間 ：0.0092 

上隙間 ：0.0072 

下隙間 ：0.0092 

給気ダクト：― 

 

排気ダクト：0.04 

遮蔽扉 

横隙間：0.004m×2.3m＝0.0092m2 

上隙間：1.8m×0.004m＝0.0072m2 

下隙間：0.004m×2.3m＝0.0092m2 

給気ダクト：重力ダンパを設置しているため， 

開口として扱わない。 

排気ダクト：0.2m×0.2m＝0.04m2 

上部ドライウェル 

所員用エアロック室 

給気ダクト：0.16 

排気ダクト：0.12 

給気ダクト：0.4m×0.4m＝0.16m2 

排気ダクト：0.4m×0.3m＝0.12m2 

サプレッション 

チェンバ出入口室 

入口扉  ：0.204 

給気ダクト：0.0225 

排気ダクト：0.03 

入口扉：0.54m×0.61m×0.31（低減率）×2＝0.204m2 

給気ダクト：0.15m×0.15m＝0.0225m2 

排気ダクト：0.2m×0.15m＝0.03m2 

下部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ室 

遮蔽扉 

 横隙間 ：0.375 

上隙間 ：0.48 

下隙間 ：0.375 

給気ダクト：― 

 

排気ダクト：0.04 

遮蔽扉 

横隙間：0.15m×2.5m＝0.375m2 

上隙間：3.2m×0.15m＝0.48m2 

下隙間：0.15m×2.5m＝0.375m2 

給気ダクト：重力ダンパを設置しているため， 

開口として扱わない。 

排気ダクト：0.2m×0.2m＝0.04m2 

下部ドライウェル 

所員用エアロック室 

入口扉  ：0.051 

給気ダクト：0.0675 

 

 

排気ダクト：0.05 

入口扉：0.54m×0.61m×0.155（低減率）＝0.051m2 

給気ダクト：0.15m×0.15m＝0.0225m2 

      0.15m×0.15m＝0.0225m2 

      0.15m×0.15m＝0.0225m2 

排気ダクト：0.25m×0.2m＝0.05m2 



 

 

1
-1

6 

1.2.3 漏えい条件 

有効性評価シナリオ包絡条件における漏えい条件を表 1－4から表 1－7に示す。 

また，原子炉格納容器から各局所エリアへの漏えい量を表 1－8及び表 1－9に示す。 

 

表 1－4 有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用しない場合）包括条件（ドライウェル）における漏えい条件 

項目 
解析条件 

0～1.5 時間 1.5～4 時間 4～16 時間 16～21 時間 21～32 時間 32～38 時間 38～168 時間 

圧力 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 155kPa(0.5Pd) 

温度 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 171℃ 

水蒸気分率 47vol% 63vol% 77vol% 71vol% 63vol% 59vol% 100vol% 

水素分率 32vol% 16vol% 2vol% 8vol% 16vol% 20vol% 0vol% 

窒素分率 21vol% 21vol% 21vol% 21vol% 21vol% 21vol% 0vol% 

格納容器漏えい率 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 0.5%/day 

 

表 1－5 有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用しない場合）包括条件（サプレッションチェンバ）における漏えい条件 

項目 
解析条件 

0～1.5 時間 1.5～4 時間 4～16 時間 16～21 時間 21～32 時間 32～38 時間 38～168 時間 

圧力 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 620kPa(2Pd) 155kPa(0.5Pd) 

温度 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 171℃ 

水蒸気分率 57vol% 45vol% 43vol% 43vol% 44vol% 44vol% 100vol% 

水素分率 22vol% 34vol% 36vol% 36vol% 35vol% 35vol% 0vol% 

窒素分率 21vol% 21vol% 21vol% 21vol% 21vol% 21vol% 0vol% 

格納容器漏えい率 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 0.5%/day 
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表 1－6 有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用する場合）包括条件（ドライウェル）における漏えい条件 

項目 
解析条件 

0～2.5 時間 2.5～4 時間 4～16 時間 16～24 時間 24～32 時間 32～72 時間 72～84 時間 84～168 時間 

圧力 
620kPa 

(2Pd) 

620kPa 

(2Pd) 

620kPa 

(2Pd) 

620kPa 

(2Pd) 

465kPa 

(1.5Pd) 

465kPa 

(1.5Pd) 

465kPa 

(1.5Pd) 

310kPa 

(1Pd) 

温度 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 200℃ 171℃ 

水蒸気分率 46vol% 69vol% 77vol% 68vol% 63vol% 57vol% 48vol% 40vol% 

水素分率 33vol% 10vol% 2vol% 11vol% 11vol% 17vol% 26vol% 26vol% 

窒素分率 21vol% 21vol% 21vol% 21vol% 26vol% 26vol% 26vol% 34vol% 

格納容器漏えい率 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.5%/day 1.0%/day 1.0%/day 1.0%/day 0.75%/day 

 

表 1－7 有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用する場合）包括条件（サプレッションチェンバ）における漏えい条件 

項目 
解析条件 

0～1.5 時間 1.5～24 時間 24～84 時間 84～168 時間 

圧力 
620kPa 

(2Pd) 

620kPa 

(2Pd) 

465kPa 

(1.5Pd) 

310kPa 

(1Pd) 

温度 200℃ 200℃ 200℃ 171℃ 

水蒸気分率 55vol% 40vol% 39vol% 34vol% 

水素分率 24vol% 39vol% 35vol% 32vol% 

窒素分率 21vol% 21vol% 26vol% 34vol% 

格納容器漏えい率 1.5%/day 1.5%/day 1.0%/day 0.75%/day 
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表 1－8 有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用しない場合）包括条件における原子炉格納容器から各局所エリアへの漏えい量 

局所エリア名称 
ガス漏えい量[kg/s] 

0～1.5 時間 1.5～4 時間 4～16 時間 16～21 時間 21～32 時間 32～38 時間 38～168 時間 

上部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ室 
8.75×10-4 1.03×10-3 1.16×10-3 1.11×10-3 1.03×10-3 9.91.×10-4 1.32×10-4 

上部ドライウェル 

所員用エアロック室 
5.19×10-4 6.13×10-4 6.91×10-4 6.56×10-4 6.13×10-4 5.88×10-4 7.84×10-5 

サプレッション 

チェンバ出入口ハッチ室 
7.27×10-4 6.41×10-4 6.27×10-4 6.27×10-4 6.31×10-4 6.31×10-4 9.86×10-5 

下部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ室 
7.52×10-4 8.88×10-4 1.00×10-3 9.52×10-4 8.88×10-4 8.52×10-4 1.14×10-4 

下部ドライウェル 

所員用エアロック室 
5.19×10-4 6.13×10-4 6.91×10-4 6.56×10-4 6.13×10-4 5.88×10-4 7.84×10-5 

 

表 1－9 有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用する場合）包括条件における原子炉格納容器から各局所エリアへの漏えい量 

局所エリア名称 
ガス漏えい量[kg/s] 

0～2.5 時間 2.5～4 時間 4～16 時間 16～24 時間 24～32 時間 32～72 時間 72～84 時間 84～168 時間 

上部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ室 
8.69×10-4 1.09×10-3 1.16×10-3 1.08×10-3 5.75×10-4 5.45×10-4 5.00×10-4 3.03×10-4 

上部ドライウェル 

所員用エアロック室 
5.15×10-4 6.47×10-4 6.91×10-4 6.39×10-4 3.41×10-4 3.23×10-4 2.97×10-4 1.80×10-4 

下部ドライウェル 

機器搬入用ハッチ室 
7.47×10-4 9.38×10-4 1.00×10-3 9.27×10-4 4.94×10-4 4.69×10-4 4.30×10-4 2.61×10-4 

下部ドライウェル 

所員用エアロック室 
5.15×10-4 6.47×10-4 6.91×10-4 6.39×10-4 3.41×10-4 3.23×10-4 2.97×10-4 1.80×10-4 

 

局所エリア名称 
ガス漏えい量[kg/s] 

0～1.5 時間 1.5～24 時間 24～84 時間 84～168 時間 

サプレッション 

チェンバ出入口ハッチ室 
7.13×10-4 6.05×10-4 5.10×10-4 2.13×10-4 
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1.3 解析結果 

各局所エリアにおける水素体積分率の時間推移及び燃焼判定図（空気，水素及び水蒸気）を

図 1－15 から図 1－34 に示す。 

解析の結果，各局所エリアでは水素滞留が発生せず，水素濃度は可燃限界未満となった。各

局所エリアに漏えいした水素は，ダクトを通じて原子炉建屋地上 4階に設置された静的触媒式

再結合器に導かれるため，各小部屋での水素滞留のおそれはない。 

なお，各局所エリアの天井付近には，それぞれ水素濃度計を設置する設計としており，これ

らの水素濃度計により，万一，小部屋での水素滞留が発生した場合においても，速やかに検知

が可能である。 
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図 1－15 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の水素体積分率の時間推移 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用しない場合）包括条件） 

 

 

 

 
 

図 1－16 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用しない場合）包括条件） 
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図 1－17 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の水素体積分率の時間推移 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用する場合）包括条件） 

 

 

 

 
 

図 1－18 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用する場合）包括条件） 
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図 1－19 上部ドライウェル所員用エアロック室の水素体積分率の時間推移 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用しない場合）包括条件） 

 

 

 

 
 

図 1－20 上部ドライウェル所員用エアロック室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用しない場合）包括条件） 
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図 1－21 上部ドライウェル所員用エアロック室の水素体積分率の時間推移 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用する場合）包括条件） 

 

 

 

 
 

図 1－22 上部ドライウェル所員用エアロック室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用する場合）包括条件）  
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図 1－23 サプレッションチェンバ出入口室の水素体積分率の時間推移 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用しない場合）包括条件 

 

 

 

 
 

図 1－24 サプレッションチェンバ出入口室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用しない場合）包括条件 
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図 1－25 サプレッションチェンバ出入口室の水素体積分率の時間推移 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用する場合）包括条件 

 

 

 

 
 

図 1－26 サプレッションチェンバ出入口室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用する場合）包括条件  
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図 1－27 下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の水素体積分率の時間推移 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用しない場合）包括条件） 

 

 

 

 
 

図 1－28 下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用しない場合）包括条件） 
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図 1－29 下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の水素体積分率の時間推移 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用する場合）包括条件） 

 

 

 

 
 

図 1－30 下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用する場合）包括条件） 
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図 1－31 下部ドライウェル所員用エアロック室の水素体積分率の時間推移 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用しない場合）包括条件） 

 

 

 

 
 

図 1－32 下部ドライウェル所員用エアロック室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用しない場合）包括条件） 
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図 1－33 下部ドライウェル所員用エアロック室の水素体積分率の時間推移 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用する場合）包括条件） 

 

 

 

 
 

図 1－34 下部ドライウェル所員用エアロック室の燃焼判定図 

（有効性評価シナリオ（代替循環冷却系を使用する場合）包括条件） 
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1.4 重力ダンパ付き給気ダクト内における水素滞留について 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室及び下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の給気ダ

クトに設置された重力ダンパの配置を図 1－35 及び図 1－36 に示す。 

上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室及び下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の給気ダク

トは，いずれも水平に設置されていることから水素が滞留する構造ではなく，ダクト内と壁面

温度差による自然対流によりダクト内の循環が行われることから，水素滞留が発生する可能性

はないものと考えられる。 

 

 
 

 

 
 

図 1－35 上部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の重力ダンパ配置 
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図 1－36 下部ドライウェル機器搬入用ハッチ室の重力ダンパ配置 
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2. 原子炉建屋水素濃度の適用性について 

 2.1 原子炉建屋水素濃度について 

原子炉建屋水素濃度は，炉心の著しい損傷が発生した場合に，原子炉建屋内に発生する水素

を監視する目的で，水素濃度が変動する可能性のある範囲で測定できる設計としている。 

 

2.2 計測範囲の考え方 

   炉心損傷時に原子炉格納容器内に発生する水素が原子炉建屋に漏えいした場合に，PAR によ

る水素濃度低減（可燃限界である 4vol%未満）をトレンドとして連続的に監視できることが主

な役割であることから，0～20vol%を計測可能な範囲とする。 

 

2.3 水素濃度計の測定原理 

原子炉建屋内の水素濃度を測定するために用いる水素濃度計は，熱伝導式のものを用いる。 

熱伝導式の水素検出器は，「図 2-1 水素濃度計検出回路の概要図」に示すとおり，白金線

のフィラメントで構成された検知素子と補償素子，及び 2つの固定抵抗でブリッジ回路が構成

されている。検知素子の部分に，原子炉建屋内雰囲気ガスが触れるようになっており，補償素

子側は基準となる標準空気が密閉されており測定対象ガスは直接接触しない構造になっている。

（補償素子の標準空気容器の外側には測定ガスが同様に流れ，温度補償は考慮された構造とな

っている。） 

熱伝導式水素検出器は，標準空気に対する測定ガスの熱伝導率の差を検出する方式のもので

あり，酸素，窒素などの空気中のガスに対し，水素の熱伝導率の差が大きいことを利用してい

るものである。水素の熱伝導率は，約 0.18W/(m･K)at27℃である一方，酸素，窒素は，約 0.02W/(m･

K)at27℃と水素より 1桁小さく，これらのガス成分の変動があっても水素濃度計測に対する大

きな誤差にはならない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1 水素濃度計検出回路の概要図 
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3. 触媒基材（アルミナ）について 

浜岡原子力発電所4号機及び5号機で気体廃棄物処理系（以下「OG系」という。）の水素濃度が

上昇する事象が発生したが，推定原因として，製造段階での触媒担体（アルミナ）のベーマイト

化及びシロキサンの存在が挙げられており，2つの要因が重畳した結果，OG系の排ガス再結合器

触媒の性能低下に至ったものと報告されている。 

浜岡原子力発電所の事象では，触媒基材の製造工程において，SCC対策として温水洗浄が実施さ

れており，その際，アルミナの一部がベーマイト化したことが確認されている（表3－1参照）。 

NIS社製のPARは，触媒基材の製造工程において温水洗浄のプロセスがないこと（表3－1参照），

X線回折分析によりベーマイトがないことが確認されているため，ベーマイト化による触媒の性

能低下については，対策済みである。 

 

表3－1 触媒の製造プロセスの比較 

触媒 製造プロセス 

OG系 

排ガス 

再結合器 
 

引用文献より 

PAR 

 

［引用文献］ 

・中部電力株式会社 2009 年 6月 23 日プレスリリース参考資料「浜岡原子力発電所 4，5 号機 気

体廃棄物処理系における水素濃度の上昇に対する原因と対策について」 
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4. 格納容器頂部注水系について 

格納容器頂部注水系は，重大事故等時において，原子炉格納容器頂部を冷却することで原子炉

格納容器外への水素漏えいを抑制し，原子炉建屋の水素爆発を防止する機能を有するものであり，

自主対策設備として設置する。原子炉格納容器頂部は図 4－1に示すように，原子炉ウェルに水を

注水することで，原子炉格納容器トップヘッドフランジを外側から冷却することができる。 

原子炉格納容器トップヘッドフランジは事故時の過温・過圧状態に伴うフランジ開口で，シー

ル材が追従できない程の劣化があると，閉じ込め機能を喪失する。このシール材は，以前はシリ

コンゴムを採用していたが，原子炉格納容器閉じ込め機能の強化のために耐熱性，耐蒸気性，耐

放射線性に優れた改良 EPDM 製シール材に変更し，閉じ込め機能強化を図っている。改良 EPDM 製

シール材は 200℃の蒸気が 7 日間継続しても閉じ込め機能が確保できることを確認しているが，

シール材の温度が低くなると，熱劣化要因が低下し，閉じ込め機能もより健全となり，原子炉建

屋への水素漏えいを抑制できる。 

このことから，設置許可基準規則第 53 条（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するため

の設備）に対する自主対策設備として，重大事故等時に原子炉ウェルに注水し，原子炉格納容器

外側から原子炉格納容器頂部を冷却し水素漏えいを抑制することを目的として，格納容器頂部注

水系を設置する。 

 

図 4－1 格納容器頂部注水系の概要図 

  

サプレッションチェンバ 

原子炉格納容器 
トップヘッド 
フランジ 

使用済燃料 
貯蔵プール 

可搬型代替 
注水ポンプ（A-2 級） 
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4.1 格納容器頂部注水系の設計方針について 

格納容器頂部注水系は，原子炉ウェルに水を注水し，原子炉格納容器トップヘッドフランジ

シール材を原子炉格納容器外部から冷却することを目的とした系統である。 

格納容器頂部注水系は，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級），接続口等で構成しており，重大事

故等時において，代替淡水源の水又は海水を原子炉ウェルに注水し原子炉格納容器頂部を冷却

することで，原子炉格納容器頂部からの水素漏えいを抑制する設計とする。 

 

4.2 格納容器頂部注水系の効果について 

重大事故等時における格納容器過温・過圧事象において，原子炉格納容器トップヘッドフラ

ンジの閉じ込め機能を強化するために格納容器限界温度（200℃）が 7日間継続したとしても健

全性が確認できている改良 EPDM 製シール材を取り付ける。 

これにより，原子炉格納容器トップヘッドフランジからの水素ガス漏えいポテンシャルは低

減しているが，原子炉格納容器頂部への注水により原子炉ウェルに常温の水を注水することで

冷却効果が得られるため，水素ガスの漏えいをさらに抑制することが可能である。よって，格

納容器頂部注水系は，原子炉建屋の水素爆発防止対策の 1つとして効果的である。 

 

4.3 格納容器頂部注水による原子炉格納容器への影響について 

格納容器頂部注水系は，原子炉格納容器温度が 200℃のような過温状態で常温の水を原子炉

ウェルに注水することから，原子炉格納容器トップヘッドフランジ部を急冷することにより原

子炉格納容器閉じ込め機能に影響が無いかについて評価を行った。 

 

(1) 評価方法 

格納容器過温時に原子炉ウェルに注水することで，低温の水が原子炉格納容器トップヘ

ッドフランジに与える熱的影響を評価する。 

原子炉格納容器への影響としては鋼材部の熱影響が考えられるため，影響する可能性が

ある部位としては原子炉格納容器トップヘッドフランジ及び原子炉格納容器トップヘッド

フランジ締付ボルトが挙げられる。このうち，体積が小さい方が水により温度影響を受け

るため，評価対象として原子炉格納容器トップヘッドフランジ締付ボルトを選定し，原子

炉格納容器トップヘッドフランジ締付ボルトの急冷による熱的影響を評価する。 

 

(2) 評価結果 

格納容器頂部注水系による原子炉格納容器トップヘッドフランジ締付ボルト冷却時の発

生応力について表 4－1 に示す。評価結果から，ボルトが 200℃から 20℃まで急冷された

場合でも，応力値は降伏応力を下回っておりボルトが破損することはない。 
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表 4－1 原子炉格納容器トップヘッドフランジ締付ボルトの熱収縮による応力評価結果 

項目 記号 単位 値 備考 

材料 ― ― SNCM439 
原子炉格納容器トップヘッド

フランジ締付ボルトの材料 

ヤング率 E MPa 204000  

熱膨張率 α 1/K 1.27×10-5  

温度差 ΔT K 180 
水温 20℃とし，原子炉格納容

器温度 200℃時の温度差 

ひずみ ε ― 2.29×10-3 ε=α・ΔT 

応力 σ MPa 466 σ=E・α・ΔT 

設計降伏点 Sy MPa 754 SNCM439(200℃) 

設計引張応力 Su MPa 865 SNCM439(200℃) 

 

また，格納容器頂部注水系は原子炉ウェルに注水し原子炉格納容器トップヘッドフラン

ジ部を冷却するため，原子炉格納容器を除熱することによる原子炉格納容器負圧破損への

影響が懸念される。この原子炉格納容器の負圧破損に対する影響について検討した結果，

原子炉ウェルに注水し原子炉格納容器頂部を冷却することによる原子炉格納容器除熱効果

は除熱量 1MW 以下と小さく，7日後の崩壊熱約 12MW に対して十分低いことが確認できてお

り，原子炉格納容器を負圧にするような悪影響はない。 

 

(3) まとめ 

上記の結果から，格納容器頂部注水系による急冷により原子炉格納容器の閉じ込め機能

に悪影響を与えることはない。また，低炭素鋼の延性―脆性遷移温度は一般的に約－10℃

以下であり，水温はこの温度領域以上であるので脆性の影響もないと考えられる。 

 

4.4 格納容器頂部注水系の監視方法について 

格納容器頂部注水系の使用時における監視は，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）付属の流量計

と，ドライウェル雰囲気温度（上部ドライウェル内雰囲気温度）により行う。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）で注水する際に流量計で累積注水流量を確認することで，原

子炉ウェル内に注水した水量から原子炉ウェル水位を想定すると同時に，ドライウェル雰囲気

温度（上部ドライウェル内雰囲気温度）の指示により原子炉格納容器トップヘッドフランジが

冷却されていることを確認し，格納容器頂部注水系の効果を監視する。 

 

4.5 格納容器頂部注水系の効果を考慮した水素挙動について 

格納容器頂部注水系の効果により，原子炉建屋地上 4 階（原子炉建屋オペレーティングフロ

ア）に直接，水素ガスが漏えいしなくなった場合，下層階からの漏えい量が増加することで，

下層階において水素濃度が可燃限界に到達するおそれがある。 
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上記の影響を確認するため，漏えい箇所を下層階（地上 2 階，地下 1 階，地下 2 階）のみと

したケースの評価を実施した。漏えい箇所以外の条件は「別添 1 表 2－11」のケース 1と同様

である。水素濃度の解析結果を図 4－2に示す。 

 

 

図 4－2 水素濃度の時間変化（原子炉建屋全域） 

 

下層階のみから水素ガスが漏えいした場合においても，大物搬入口領域及び地下ハッチ領域

を通じて原子炉建屋地上 4階（原子炉建屋オペレーティングフロア）まで水素ガスが到達する

ことにより，下層階で水素が滞留することはなく，可燃限界である 4.0vol%に到達しない結果

となった。 

 

さらに，格納容器頂部注水系の効果により，原子炉ウェルに溜まった水が蒸発し，原子炉建

屋地上 4階（原子炉建屋オペレーティングフロア）に水蒸気が追加で流入した場合の水素挙動

の影響を確認するため，格納容器頂部注水系の機能を期待できる 12 時間後から原子炉ウェル

の水が蒸発し，原子炉建屋地上 4階（原子炉建屋オペレーティングフロア）に水蒸気が流入す

るとした場合の評価を実施した。水蒸気追加流入以外の条件は図 4－2 に示した解析と同様で

ある。水素濃度の解析結果を図 4－3に示す。 
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図 4－3 水素濃度の時間変化（原子炉建屋全域，原子炉ウェル蒸発） 

 

原子炉ウェルの水が蒸発して水蒸気の追加流入が発生した場合においては，原子炉建屋地上

4 階（原子炉建屋オペレーティングフロア）への水素流入は緩やかになるが，大物搬入口領域

及び地下ハッチ領域を通じて原子炉建屋地上 3階以下で水素濃度が均一化される効果と相まっ

て，可燃限界である 4.0vol%に到達しない結果となった。 

 

以上のことから，格納容器頂部注水系によって下層階での水素爆発のおそれはなく，悪影響

はない。 
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5. 原子炉建屋地上 4階機器搬出入口ハッチカバーについて 

原子炉建屋地上4階機器搬出入口ハッチカバー（以下「ハッチカバー」という。）は，定検作

業時の原子炉開放による原子炉建屋地上4階（原子炉建屋オペレーティングフロア）からの汚染

拡大防止のために設置している。ハッチカバーは，電動開閉式の4分割伸縮折畳式ハッチカバー

であり，片側に設置された巻取機により，ワイヤロープを巻き取ることで開動作，送り出すこと

で閉動作する構造である。開状態においてはストッパーピンが挿入されることで意図しない閉動

作を防止する設計としている。ハッチカバーの構造を図5－1に示す。 

また，地震により万一，ワイヤロープの切断或いはストッパーピンの破断が発生した場合にお

いてもハッチカバーの開状態を維持できるよう，耐震性を有した固縛装置を設置している。ハッ

チカバー固縛装置の構造図を図5－2に，外観を図5－3に示す。 

これらの対策を施していることから，GOTHICコードによる重大事故時の原子炉建屋水素濃度評

価においては，ハッチカバー開状態を考慮している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－1 ハッチカバー構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－2 ハッチカバー固縛装置の構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－3 ハッチカバー固縛装置の外観 
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5.1 ハッチカバー固縛装置の耐震性について 

ハッチカバー固縛装置は，ハッチカバーのワイヤロープの切断或いはストッパーピンの破断

が発生した場合においてもハッチカバーの開状態を維持するために設置する。 

以下に，ハッチカバー固縛装置が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

計算により確認し，地震力を受けてもハッチカバーが開状態を維持できることを示す。 

 

5.1.1 一般事項 

5.1.1.1 評価方針 

ハッチカバー固縛装置の強度評価は，「5.1.4 構造強度評価」にて設定した荷重及

び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「5.1.2 評価部位」にて設定する箇所にお

いて，「5.1.3 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が

許容限界内に収まることを，「5.1.4 構造強度評価」にて示す方法にて確認すること

で実施する。確認結果を「5.1.5 評価結果」に示す。 

ハッチカバー固縛装置の強度評価フローを図 5－4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－4 ハッチカバー固縛装置の強度評価フロー 

  

ハッチカバー固縛装置の構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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5.1.1.2 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

Ｂ 上部鋼材の幅 mm 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

 Ｆｉ＊ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

 Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力＊1 N 

Ｆｂ１２ 鉛直方向地震及び取付面に対し左右方向の水平方向地震によ

りボルトに作用する引張力（1本当たり） 

N 

Ｆｂ２２ 鉛直方向地震及び取付面に対し前後方向の水平方向地震によ

りボルトに作用する引張力（1本当たり） 

N 

 Ｆｕ 上部鋼材に作用する引張力 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｂｃ 上部鋼材の許容曲げ応力 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈi 据付面又は取付面から重心までの距離＊1 mm 

Ｈ 上部鋼材の高さ mm 

ℓ１１ 重心とボルト間の水平方向距離 mm 

ℓ２１ 重心とボルト間の水平方向距離 mm 

ℓ１２ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離＊2 mm 

ℓ２２ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離＊2 mm 

ℓ３２ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離 mm 

Ｌ 荷重作用点から支点までの距離 mm 

ｍ１ 固縛装置 1 台あたりに掛かるハッチカバー質量及びハッチカ

バー固縛装置質量の合計 

kg 

ｍ２ 固縛装置 1台あたりに掛かるハッチカバー質量 kg 

Ｍ 上部鋼材に作用するモーメント N･mm 

ｎｉ ボルトの本数 ― 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 ― 

ｎｆＶ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（鉛直方向転倒） 
― 

ｎｆＨ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（水平方向転倒） 
― 
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記号 記号の説明 単位 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１２ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ２２ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｕ ＪＩＳ Ｇ ３４６６-2015 表 3 に定める値 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙ ＪＩＳ Ｇ ３４６６-2015 表 3 に定める値 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値（オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッ

ケル合金の場合）＊1 

MPa 

ｔ 上部鋼材の厚さ mm 

Ｚｘ 上部鋼材の断面係数 mm3 

π 円周率 ― 

σａ クレーン構造規格第一章第一節第三条に定める値 MPa 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

σｂａｃ 圧縮応力の生ずる側における許容曲げ応力（圧縮） MPa 

σｂａｔ 引張応力の生ずる側における許容曲げ応力（引張り） MPa 

σｕ 上部鋼材に生じる曲げ応力 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊ 1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ＊ ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ｎｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，

Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとす

る。 

ｉ＝1：アンカーボルト 

ｉ＝2：受け金物取付ボルト 

＊ 2：ℓ１ｉ≦ℓ２ｉ 
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5.1.2 評価部位 

ハッチカバー固縛装置の概略構造を図 5－5 に示す。ハッチカバー固縛装置の強度評価

は，評価上厳しくなるアンカーボルト，受け金物用取付ボルト及び上部鋼材について実施

する。 

また，ターンバックルについては，算出荷重がターンバックルの最小破断荷重以下であ

ることを「5.1.5.5 その他の部位の評価結果」に示す。 

 

図 5－5(1) ハッチカバー固縛装置の概略構造図（側面図） 

 

 

図 5－5(2) ハッチカバー固縛装置の概略構造図（上面図） 

 

5.1.3 固有周期 

5.1.3.1 基本方針 

ハッチカバー固縛装置の固有周期は，ハッチカバーを固縛した実機に則した状態に

おいて，振動試験（自由振動試験）にて求める。 

 

5.1.3.2 固有周期の算出方法 

プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測

定装置（加速度センサー，アナライザ）により記録解析する。ハッチカバー固縛装置

の外形図を図 5－5の概略構造図に示す。 

上部鋼材

支柱鋼材 アンカーボルト

ターンバックル

受け金物用取付ボルト

ストッパーピン

ハッチカバー固縛装置 巻取機 ハッチカバー固縛装置

ワイヤロープ

ハッチカバー

受け金物用取付
ボルト

ターンバックル

上部鋼材

支柱鋼材

アンカーボルト

ストッパーピン
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5.1.3.3 固有周期の算出結果 

固有周期の算出結果を表 5－1に示す。試験の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，

剛であることを確認した。 

 

表 5－1 固有周期     （単位：s） 

水平 0.019 

鉛直 0.011 

 

5.1.4 構造強度評価 

5.1.4.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ハッチカバー固縛装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち評価に用いるものを

表 5－2に示す。 

 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態 

施設区分 設備分類 機器名称 
機器等の

区分 
荷重の組合せ 許容応力状態 

― ― 
ハッチカバー 

固縛装置 
―＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊2 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

 許容限界を用いる。） 

注記＊1 ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊2 ：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

5.1.4.2 許容応力 

(1) ボルトの許容応力 

ボルトの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－3のとおり

とする。 

 

表 5－3 許容応力（その他支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ＊ 1.5・ｆｓ＊ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

 許容限界を用いる。） 
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(2) 上部鋼材の許容応力 

上部鋼材の許容応力は，適用規格であるクレーン構造規格第一章第一節第三条及

び第七条に基づき表 5－4のとおりとする。 

 

表 5－4 許容応力（上部鋼材） 

許容応力状態 

許容限界 

許容曲げ応力 

（引張り） 

許容曲げ応力 

（圧縮） 

ⅣＡＳ 

1.3・σａ 1.3・
σａ

1.15
 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

 許容限界を用いる。） 

 

5.1.4.3 使用材料の許容応力評価条件 

(1) ボルトの使用材料の許容応力評価条件 

ボルトの使用材料の許容応力評価条件のうち，評価に用いるものを表 5－5 に示

す。 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 

(MPa) 

アンカーボルト 
SS400 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 40 215 400 ― 

受け金物用 

取付ボルト 

SCM435 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 40 785 930 ― 

 

(2) 上部鋼材の使用材料の許容応力評価条件 

上部鋼材の使用材料の許容応力評価条件のうち，評価に用いるものを表 5－6 に

示す。 

表 5－6 使用材料の許容応力評価条件 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

上部鋼材 STKR400 周囲環境温度 40 245 400 

 

5.1.4.4 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－7に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に

基づき，保守的に設定する。 
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表 5－7 設計用地震力 

据付場所及び 

床面高さ(m) 
固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.31.7＊ 

水平方向 鉛直方向 水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

0.019 0.011 ＣＨ＝1.80 ＣＶ＝1.50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

5.1.4.5 計算方法 

(1) アンカーボルトの計算方法 

アンカーボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生

じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－6 計算モデル 

 

ａ. 引張応力 

アンカーボルトに対する引張力は，図 5－6でボルトを支点とする転倒を考え，

これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ１＝
ｍ１・ＣＨ・g・ｈ－ｍ１・(1 − ＣＶ)・g・l２１

ｎｆ・(l１１＋l２１)
 

引張応力 

σｂ１＝
Ｆｂ１

Ａｂ１

 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂ１は次式により求める。 

Ａｂ１＝
π

4
・ｄ１

2
 

ｍ１･ＣＨ･g 

ｈ１ 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒方向 

転倒支点 

転倒支点となる 
ボルト列 ｍ１･(1－ＣＶ)･g 

ℓ２１ ℓ１１ 
ℓ２１ ℓ１１ 
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ｂ. せん断応力 

アンカーボルトに対するせん断力は，ボルト全数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ１＝ｍ１・ＣＨ・g 

せん断応力 

τｂ１＝
Ｑｂ１

ｎ１・Ａｂ１

 

 

(2) 受け金物用取付ボルトの計算方法 

受け金物用取付ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによ

って生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－7(1) 計算モデル（正面方向転倒の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－7(2) 計算モデル（側面方向転倒の場合） 

 

ａ. 引張応力 

受け金物用取付ボルトに対する引張力は，図 5－7 でボルトを支点とする転倒

を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

転倒方向

ｍ２・ＣＨ・g

ｍ２・(1＋ＣＶ)・g

ℓ ２
２

ℓ
１
２

ℓ３２転倒支点となる
ボルト列

引張りを受ける
ボルト列

転倒支点

ｈ
２

ハッチカバー

引張りを受ける
ボルト列

転倒支点となる
ボルト列

ｈ２

転倒方向

ｍ２・ＣＨ・g

ｍ２・(1＋ＣＶ)・g

ハッチカバー

転倒支点

ℓ ２
２

ℓ １
２

ℓ３２
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引張力 

Ｆｂ１２＝
ｍ２・(1＋ＣＶ)・g・ｈ２

ｎｆＶ・l２２

＋
ｍ２・ＣＨ・g・ｈ２

ｎｆＨ・l３２

 

Ｆｂ２２＝
ｍ２・(1＋ＣＶ)・g・ｈ２＋ｍ2・ＣＨ・g・l１２

ｎｆＶ・l２２

 

Ｆｂ＝Max(Ｆｂ１２,Ｆｂ２２) 

引張応力 

σｂ２＝
Ｆｂ２

Ａｂ２

 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂ２は次式により求める。 

Ａｂ２＝
π

4
・ｄ２

2
 

ｂ. せん断応力 

受け金物用取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全数で受けるものとして計

算する。 

せん断力 

Ｑｂ１２＝ｍ２・ＣＨ・g 

Ｑｂ２２＝ｍ２・(1＋ＣＶ)・g 

Ｑｂ２＝√(Ｑｂ１２)
2
＋(Ｑｂ２２)

2
 

せん断応力 

τｂ２＝
Ｑｂ２

ｎ２・Ａｂ２

 

 

(3) 上部鋼材の計算方法 

上部鋼材の応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる曲

げについて計算する。 

 

上面図                側面図 

図 5－8 計算モデル 

ｍ２･ＣＨ･g

ｍ２･ＣＨ･g

Ｌ

支点

曲げ方向

Ｈ

Ｂ

ｔ
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ａ. 曲げ応力 

上部鋼材に対する曲げ応力は，図 5－8 で支柱鋼材を支点とするモーメントを

考え，これを上部鋼材が受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｕ＝ｍ２・ＣＨ・g 

モーメント 

Ｍ＝Ｆｕ・Ｌ 

曲げ応力 

σｕ＝
Ｍ

Ｚｘ
 

ここで，上部鋼材の断面係数Ｚｘは，ＪＩＳ Ｇ ３４６６-2015 より，

170×103(mm3)とする。 

 

5.1.4.6 応力評価 

(1) ボルトの応力評価 

5.1.4.5 項(1)及び(2)で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引

張応力 ƒｔｓｉ以下であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

 

ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下

であること。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力ƒｔｏｉ 
  Ｆｉ

*

2
・1.5 

許容せん断応力ƒｓｂｉ 
 Ｆｉ

*

1.5・√3
・1.5 

 

(2) 上部鋼材の応力評価 

5.1.4.5 項(3)で求めた上部鋼材の曲げ応力σｕは適用規格であるクレーン構造

規格に規定された許容曲げ応力（引張り）σｂａｃ及び許容曲げ応力（圧縮）σｂａ

ｔ以下であること。ただし，σｂａｃ及びσｂａｔは下表による。 
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基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容曲げ応力（引張り） 

σｂａｔ 

Ｓｙ

1.5
・1.3 

許容曲げ応力（圧縮） 

σｂａｃ 

Ｓｙ

1.5・1.15
・1.3 
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5.1.5 評価結果 

ハッチカバー固縛装置の構造強度評価結果を以下に示す。発生応力は許容応力を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有

していることを確認した。 

 

5.1.5.1 設計条件 

機器名称 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 

周辺環境温度(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

ハッチカバー固縛装置 
原子炉建屋 

T.M.S.L.31.7＊ 
0.019 0.011 ＣＨ＝1.80 ＣＶ＝1.50 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

5.1.5.2 機器要目 

(1) ボルト 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 

(MPa) 

アンカーボルト 

（ｉ＝1） 
2174 1500 

16 

(M16) 
201.1 16 215 400 ― 

受け金物用取付ボルト 

（ｉ＝2） 
1874 61 

16 

(M16) 
201.1 4 785 930 ― 

 

部材 
ℓ１ｉ 

(mm)

ℓ２ｉ 

(mm) 

ℓ３ｉ 

(mm) 
ｎｆ ｎｆＶ ｎｆＨ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ＊ 

(MPa) 

アンカーボルト 

（ｉ＝1） 
290 890 ― 4 ― ― 215 258 

受け金物用取付ボルト 

（ｉ＝2） 
25 20 80 ― 2 2 651 651 
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(2) 上部鋼材 

部材 
ｍ２ 

(kg) 

Ｌ 

(mm) 

Ｂ 

(mm) 

Ｈ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｚｘ 

(mm3) 

σａ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

上部鋼材 1874 61 200 100 6 170×103 163 245 400 

 

5.1.5.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力 

（単位：N） 

部材 
Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

アンカーボルト 

（ｉ＝1） 
14.21×103 38.38×103 

受け金物用取付ボルト 

（ｉ＝2） 
40.64×103 61.18×103 

 

(2) 上部鋼材に作用する力 

（単位：N） 

部材 
Ｆｕ 

基準地震動Ｓｓ 

上部鋼材 33.08×103 

 

5.1.5.4 結論 

(1) ボルトの応力 

（単位：MPa） 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

アンカーボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り σｂ１＝71 ƒｔｓ１＝193＊ 

せん断 τｂ１＝12 ƒｓｂ１＝148 

受け金物用取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SCM435 

引張り σｂ２＝203 ƒｔｓ２＝488＊ 

せん断 τｂ２＝77 ƒｓｂ２＝375 

すべて許容応力以下である。   注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 
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(2) 上部鋼材の応力 

（単位：MPa） 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

上部鋼材 STKR400 
曲げ（引張り） 

σｕ＝127 
σｂａｔ＝212 

曲げ（圧縮） σｂａｃ＝184 

すべて許容応力以下である。    

 

5.1.5.5 その他の部位の評価結果 

（単位：N） 

部材 材料 荷重 
基準地震動Ｓｓ 

算出荷重 最小破断荷重 

ターンバックル SS400 引張り 33.08×103 222×103 

最小破断荷重以下である。 
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6. 「設置（変更）許可申請書 添付書類十 可燃性ガスの発生」における可燃性ガス濃度制御系

による格納容器内水素及び酸素制御について 

可燃性ガス濃度制御系による原子炉格納容器内の水素濃度低減性能については，設置（変更）

許可における「添付書類十 3.5.2 可燃性ガスの発生」において評価されている。 

以下に当該評価条件及び評価結果を抜粋し記載する。 

 

＜抜粋＞〔その 1－9×9燃料が装荷されるまでのサイクル〕 

3.5.2 可燃性ガスの発生 

事故後に，ジルコニウム－水反応により水素が発生する可能性がある。また，事故後，核分裂

生成物は燃料中に存在し，発生する崩壊熱（放射線エネルギ）のほとんどは燃料棒に吸収される

が，一部は炉心冷却水に直接吸収され，水の放射線分解によって，水素と酸素が発生する可能性

がある。しかしながら，よう素が多量に放出されない限り，水素と酸素の再結合反応により水素

と酸素は生成されない。 

「3.2.1.3 事故経過の解析」の結果に示すように，ジルコニウム－水反応割合は，無視し得る

程度である。また，事故時に燃料棒の破裂はなく，核分裂生成物はほとんど燃料棒中にとどまる

ため，水素と酸素の再結合反応を阻害するよう素はごくわずかしか存在しない。このため，水素

と酸素が再結合反応し，可燃性ガス濃度は可燃限界に到達することはないと考えられる。 

しかしながら，解析においては，保守的に，事故発生と同時にジルコニウム－水反応により水

素ガスが発生するとする。また，保守的に，仮想事故相当の大量の核分裂生成物の放出（希ガス

100％，ハロゲン 50％及び固形分 1％）を仮定し，更に，放射線分解により発生する水素ガス及び

酸素ガスの発生割合（Ｇ値）に高い値を仮定する。 

また，隔離された格納容器内に，水素，酸素が徐々に蓄積され可燃限界を超えて燃焼し，格納

容器内の温度，圧力を上昇させることがないように可燃性ガス濃度制御系を作動させて水素濃度

及び酸素濃度を低下させることとする。 

なお，可燃性ガスのミキシングについては，格納容器内に存在する種々の駆動力により，十分

なミキシングが期待できる。 

以下に原子炉冷却材喪失時の格納容器内の可燃性ガス濃度変化の解析を行う。 

(1) 解析条件 

解析は，次のような仮定を用いて行う。(25) (26) (27) 

a. 原子炉は，事故発生直前まで定格出力の約 102％（4,005MWt）で運転していたものとする。 

b. ジルコニウム－水反応割合は，原子炉冷却材喪失解析結果の 5 倍，又は燃料被覆管の 0.23

ミル（これは燃料被覆管全量の 0.73％に相当する）厚さが反応した場合のいずれか大きいほ

うとし，解析では 0.73％とする。 

c. 不活性ガス系により事故前の格納容器内の酸素濃度は 3.5vol％以下としているが，解析で

は 3.5vol％とする。 

d. 事故前に冷却材中に溶存している水素，酸素の寄与は非常に少ないので，事故後の格納容

器内の水素，酸素濃度の評価では無視する。 

e. 原子炉冷却材喪失解析結果から事故時に燃料棒の破裂が生じないので，核分裂生成物はほ

とんど燃料棒中にとどまるが，解析においては，保守的に放出割合を希ガス 100％，ハロゲ
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ン 50％及び固形分 1％とする。 

f. 水素ガス及び酸素ガスのＧ値は，保守的にそれぞれ，沸騰状態では 0.4 分子/100eV，0.2 分

子/100eV，非沸騰状態では 0.25 分子/100eV， 0.125 分子/100eV とする。 

g. 再結合器への吸込み流量は 255m3/h とする。 

h. 事故後，可燃性ガスが可燃限界となるまで時間的余裕があるため，可搬式の再結合装置を

プラント外部から搬入し，事故後 40 時間で作動するものとする。 

i. 再結合装置の水素ガス及び酸素ガスの再結合効率を 95％とする。 

j. 再結合装置に単一故障を仮定する。 

(2) 解析方法 

a. ドライウェル，サプレッションチェンバ間でのガスの移動は，圧力バランスより求める。 

b. 水素及び酸素濃度の時間変化は，質量バランスより求める。 

(3) 解析結果 

事故後の水素及び酸素濃度の時間変化を第 3.5.2－1 図に示す。この図に示すように本原子

炉施設では可燃性ガス濃度制御系を使用して，水素と酸素を再結合させることにより，原子炉

冷却材喪失時のドライウェル及びサプレッションチェンバ内の可燃性ガス濃度を可燃限界未満

に抑えることが可能である。 
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＜抜粋＞〔その 2－9×9燃料が装荷されたサイクル以降〕 

3.5.2  可燃性ガスの発生 

3.5.2.1  原因 

本事故の原因は，「3.2.1.1 原因」に記載されたものと同様である。 

 

3.5.2.2  事故防止対策及び事故拡大防止対策 

本事故の事故防止対策及び事故拡大防止対策は，「3.2.1.2 事故防止対策及び事故拡大防止対

策」に記載されたものと同様である。 

 

3.5.2.3  事故経過の解析 

原子炉冷却材喪失時の格納容器の健全性を確認するため，格納容器内の可燃性ガス濃度変化の

解析を行う。 

(1) 解析条件 

解析は次のような仮定を用いて行う。(25)(26)(27)(36) 

a. 原子炉は事故発生直前まで定格出力の約 102%（熱出力 4,005MW）で運転していたものとす

る。 

b. 事故発生と同時に外部電源が喪失するものとする。 

c. ジルコニウム－水反応による水素の発生量は，原子炉冷却材喪失解析による発生量の 5倍，

又は燃料被覆管の表面から 5.8μm の厚さが反応した場合に相当する量のいずれか大きいほ

うとし，解析では燃料被覆管の表面から 5.8μmの厚さが反応した場合に相当する量とする。 

なお，これは 9×9燃料（A型）では燃料被覆管全量の 0.88%，9×9 燃料（B型）では燃料

被覆管全量の 0.89%に相当する量である。 

d. 不活性ガス系により事故前の格納容器内の酸素濃度は 3.5vol%以下としているが，解析で

は 3.5vol%とする。 

e. 事故前に冷却材中に溶存している水素，酸素の寄与は非常に少ないので，事故後の格納容

器内の水素，酸素濃度の評価では無視する。 

f. 原子炉冷却材喪失解析結果から事故時に燃料棒の破裂が生じないので，核分裂生成物はす

べて燃料棒中にとどまるが，解析ではハロゲンの 50%及び固形分の 1%が格納容器内の水の液

相中に存在するものとする。さらに，他の核分裂生成物は，希ガスを除き，すべて燃料棒中

に存在するものとする。 

g. 放射線分解により発生する水素ガス及び酸素ガスの発生割合（G 値）は，それぞれ沸騰状

態では 0.4 分子/100eV，0.2 分子/100eV，非沸騰状態では 0.25 分子/100eV，0.125 分子/100eV

とする。 

h. ドライウェルから可燃性ガス濃度制御系への吸込み流量は 153m3/h[normal]とし，再循環

流量 102m3/h[normal]と合せ，合計 255m3/h[normal]（1 系列当たり）のガスが可燃性ガス濃

度制御系で処理されるものとする。 

可燃性ガス濃度制御系で処理されたガスは，再循環するものを除き，すべてサプレッショ

ンチェンバに戻るものとする。 

i. 事故後，可燃性ガスが可燃限界となるまで時間的余裕があるため，可搬式の再結合装置を
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プラント外部から搬入し，可燃性ガス濃度制御系が事故後 40 時間で作動し，同時に系統機能

を発揮するものとする。 

j. 可燃性ガス濃度制御系の水素ガス及び酸素ガスの再結合効率を 95%とする。 

k. 放射能閉じ込め機能の観点から可燃性ガス濃度制御系に単一故障を仮定する。 

(2) 解析方法 

a. ドライウェル，サプレッションチェンバ間でのガスの移動は，圧力バランスの式により求

める。 

b. 水素及び酸素濃度の時間変化は質量バランスの式により求める。 

(3) 解析結果 

事故発生後，最初にジルコニウム－水反応によりドライウェル内の水素濃度が上昇する。 

一方，燃料棒中の核分裂生成物により冷却材の一部が放射線分解し，また燃料棒から放出さ

れサプレッションチェンバ内のプール水中に保持された核分裂生成物により，サプレッション

チェンバ内のプール水の一部が放射線分解し，格納容器内の水素及び酸素濃度が徐々に上昇す

る。 

事故後 40時間で可燃性ガス濃度制御系が作動し，系統機能を発揮すると，ドライウェルから

可燃性ガス濃度制御系へ流入したガス中の水素と酸素が再結合され，処理されたガスは再循環

するものを除きすべてサプレッションチェンバに戻される。サプレッションチェンバ内の気体

は，圧力が上昇すると真空破壊装置を通してドライウェルへ流入する。 

ドライウェル内の水素及び酸素濃度は，ドライウェル内での発生量とサプレッションチェン

バからの戻り量との合計が可燃性ガス濃度制御系への流出量を下回った時点から低下し始め

る。同様に，サプレッションチェンバ内の水素及び酸素濃度は，サプレッションチェンバ内で

の発生量と可燃性ガス濃度制御系からの流入量との合計がドライウェルへの流出量を下回った

時点から低下し始める。 

事故後の水素及び酸素濃度の時間変化を第 3.5.2－1 図に示す。この図から分かるとおり，格

納容器内の可燃性ガス濃度は，最大でも，事故後約 41 時間でドライウェルの水素濃度が約

6.2vol%，約 43 時間でドライウェルの酸素濃度が約 4.9vol%に達するが，可燃限界である水素

4vol%かつ酸素 5vol%を超えることはなく，可燃領域には至らない。 

なお，格納容器内の可燃性ガス濃度は，格納容器内に存在する種々の駆動力により，十分混

合されるため局所的に高い濃度となることはない。 

 

3.5.2.4  判断基準への適合性の検討 

本事故に対する判断基準は，事象発生後少なくとも 30日間は，格納容器内雰囲気中の酸素又は

水素の濃度のいずれかが，それぞれ 5vol%又は 4vol%以下であることである。 

「3.5.2.3(3) 解析結果」で示したように，格納容器内の雰囲気は可燃限界未満に制御される。 

したがって，判断基準は満足される。 
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内規 評価内容 既工認 先行（東海第二） 

 

 

 

  

 

            

：ストレーナ圧損評価に関係しない項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． ストレーナの性能評価 

（１）保温材の破損量評価 

①内規に従い，保温材の破損量が最大となることが

想定される，一次系配管である主蒸気系配管 

の完全両端破断を想定している。 

【破断想定点の考え方は東海第二同様】 

 

 

 

 

②内規別表第１に示す破損影響範囲に従い，破断想

定点を中心に 7.4D（7.4×     ）の半径の球の中

に存在するカプセル保温（金属反射型）及び一般保

温（ケイ酸カルシウム）の物量として，それぞれ 

        m2，     m3としている。 

【ZOI 内保温材の算出方法は東海第二同様】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①平成 17・10・13 原院第 4 号「沸騰水

型原子力発電設備における非常用炉

心冷却設備及び格納容器熱除去設備

に係るろ過装置の性能評価及び構造

強度評価について」（以下「旧内規」と

いう。）に従い，保温材の破損量が最大

となる点を設定している。 

 

②旧内規図２（内規の別表第１に相当す

る。）に示す破損影響範囲に従い，設定

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①内規に従い，保温材の破損

量が最大となることが想定

される，一次系配管である

再循環系配管の完全両端破

断を想定している。 

 

 

 

②内規別表第１に示す破損影

響範囲に従い，破断想定点

を中心に 7.4D の半径の球

の中に存在するカプセル保

温（金属反射型）を算出して

いる。 

①  

② 

1. 内規との比較表（柏崎刈羽原子力発電所第 7号機） 
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内規 評価内容 既工認 先行（東海第二） 

 

 

（２）破損保温材の ECCS 水源への移行量評価 

③内規別表第２に従い，前記（１）で評価された反射

型保温材の破損量    m2に対し，移行割合 50％

（カプセル保温（金属反射型））を乗じた      m2，

ケイ酸カルシウム保温材の破損量     m3に対し，

移行割合 10%（一般保温（ケイ酸カルシウム））を

乗じた     m3がサプレッションプールに移行す

ると評価している。 

【保温材のECCS水源への移行量の考え方は東海第

二同様】 

（３）破損保温材以外の異物の ECCS 水源への移行

量評価 

④内規別表第３に従い，設定している。破損保温材以

外の異物のサプレッションプールへの移行割合は

考慮していない。異物量の詳細を⑩に示す。 

【保温材以外の異物量の考え方は東海第二同様】 

 

 

 

（４）異物付着による圧損上昇の評価 

⑤内規に従い，代替循環冷却系（復水移送ポンプ 2

台運転（    m3/h））の単独運転を想定し，前記

④で評価した異物の全量がストレーナに付着する

ことを想定している。異物付着による圧損上昇が

より厳しくなるよう，保守的に流量（    m3/h）

を想定している。 

【接近流速設定の考え方は東海第二同様】 

 

異物付着による圧損上昇は，別記２に示す留意事

項を考慮（詳細を⑫～⑯に示す。）した圧損試験

結果を基に，繊維質・粒子状異物・化学影響生成

異物による圧損は NEDO-32721 式，金属反射型保

温材による圧損は NUREG/CR-6808 式により求めて

いる。 

【ストレーナ形状の違いにより適用する評価式が

異なるが，別記 1に示す式により評価】 

 

 

③旧内規図２（内規別表第２に相当す

る。）に従い，保温材の ECCS 水源移行

量を評価している。詳細は⑩に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④旧内規図２（内規別表第３に相当す

る。）に従い，設定している。破損保温

材以外の異物のサプレッションプー

ルへの移行割合は考慮していない。な

お，非 DBA 仕様塗装は，旧内規で規定

されていないため考慮していない。異

物量の詳細を⑩に示す。 

 

⑤旧内規に従い，ECCS 水源に移行した異

物が各ストレーナに系統流量に基づ

き分配され，かつ，全量ストレーナに

付着することを想定している。具体的

には，RHR ポンプ 2 台，HPCF ポンプ 1

台運転を想定し，前記④の異物が各ポ

ンプの定格流量により分配されると

して評価している。このため，ストレ

ーナ1組当たりに付着する異物量は発

生量の約 1/3 としている。 

 

繊維質及び粒子状異物の圧損は NEDO-

32721 式，金属反射型保温材による圧

損は NUGEG/CR-6808 式により求めて

いる。 

 

 

 

③内規別表第２に従い，保温

材の ECCS 水源移行量を評

価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④内規別表第３に従い，設定

している。破損保温材以外

の異物のサプレッション・

プールへの移行割合は考慮

していない。 

 

 

 

⑤内規に従い，代替循環冷却

系ポンプの単独運転を想定

し，サプレッション・プー

ル内の異物全量がストレー

ナに付着することを想定し

ている。異物付着による圧

損上昇が最も厳しくなるよ

う，保守的に残留熱除去系

ポンプ運転時の定格流量を

想定している。 

 

圧損試験結果を基に，繊維

質・粒子状異物・化学影響生

成異物による圧損は NEDO-

32721式，金属反射型保温材

による圧損は NUREG/CR-

6808 式により求めている。 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 
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内規 評価内容 既工認 先行（東海第二） 

 

⑥内規に従い，圧損上昇評価に用いる ECCS 水源の水

温は，既工事計画書同様，原子炉設置変更許可申請

書添付書類十におけるサプレッションプール水温

解析結果である LOCA 後数十秒後の約   ℃以上か

ら，保守的に   ℃としている。 

 冷却材の接近流速は，代替循環冷却系で使用する

復水移送ポンプ 2台運転時の通水流量（    m3/h）

に対して，異物付着による圧損上昇がより厳しく

なるよう，流量     m3/h を設定している。 

 【温度設定の考え方は東海第二同様】 

 

 

 

 

 

 

 

⑦内規に従い，残留熱除去系ストレーナの有効表面

積は，既工事計画書にて算出した      m2から，

別表第３のその他異物として想定したステッカー

類の面積    m2（ストレーナ 1個あたり）の 75％

を差し引き，      m2としている。 

【有効表面積の考え方は東海第二同様】 

 

 

⑧柏崎刈羽原子力発電所第 7 号機では，原子炉格納

容器内に存在する破損が想定される繊維質保温材

について，全て圧損影響の少ない金属反射型保温

材等に交換しており，薄膜効果が生じることはな

い。 

【東海第二同様，原子炉格納容器内に繊維質保温

材を使用していない】 

 

 

 

 

 

⑥圧損上昇評価に用いる ECCS 水源の水

温については，同左。 

冷却材の接近流速は，残留熱除去系ス

トレーナに通水される流量    m3/h

及び高圧炉心注水系ストレーナに通

水される流量    m3/h を設定してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦既工事計画書において，ステッカー類

のその他異物は考慮していない。 

 

 

 

 

 

 

⑧原子炉格納容器内に存在する破損が

想定される繊維質保温材について，全

て圧損影響の少ない金属反射型保温

材等に交換しており，薄膜効果が生じ

ることはないが，保守的に薄膜効果に

よる圧損上昇を考慮している。 

⑥内規に従い，以下のように

設定している。 

圧損上昇評価に用いるECCS

水源の水温は，原子炉設置

変更許可申請書添付書類十

におけるサプレッション・

プール水温解析結果である

LOCA 後数十秒後の温度か

ら，保守的に設定している。 

冷却材の接近流速は，代替

循環冷却系ポンプに対し

て，異物付着による圧損上

昇が最も厳しくなるよう，

残留熱除去系ストレーナに

通水される流量としてい

る。 

 

⑦内規に従い，残留熱除去系

ストレーナの有効表面積

は，既工認にて算出した値

から，その他異物として想

定したステッカー類の総面

積の75％を差し引いた値と

している。 

 

⑧原子炉格納容器内に存在す

る破損が想定される繊維質

保温材について，全て圧損

影響の少ない金属反射型保

温材等に交換しており，薄

膜効果を生じることはな

い。 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 
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内規 評価内容 既工認 先行（東海第二） 

 

（５）有効吸込水頭の評価 

⑨LOCA 時に破損する保温材及び原子炉格納容器内に

存在する異物がストレーナに付着することによる

圧損の上昇を考慮した代替循環冷却系の復水移送

ポンプの有効吸込水頭の算出においては，原子炉

格納容器の背圧は考慮する。 

原子炉格納容器の背圧は，設置（変更）許可の添付

書類十「7.2.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「7.2.1.2 代

替循環冷却系を使用する場合」の解析結果の値を

保守的に十分小さく丸めた値を用いている。 

【東海第二同様（原子炉隔離時冷却ポンプ及び常

設高圧代替注水系ポンプ），原子炉格納容器の背圧

を考慮】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨LOCA 時に破損する保温材及び原子炉

格納容器内に存在する異物がストレ

ーナに付着することによる圧損の上

昇を考慮したポンプの有効吸込水頭

の算出においては，原子炉格納容器の

背圧は考慮していない。 

 

⑨LOCA時に破損する保温材及

び原子炉格納容器内に存在

する異物がストレーナに付

着することによる圧損の上

昇を考慮したポンプの有効

吸込水頭の算出において

は，原子炉格納容器の背圧

は考慮していない。 

なお，全交流動力電源喪失

事象においては，原子炉隔

離時冷却ポンプ及び常設高

圧代替注水系ポンプは，設

計基準対処施設としての使

用条件を超えて運転する

（LOCA事象ではないため異

物による圧損影響はない）

が，当該系統の有効吸込水

頭の評価においては，原子

炉格納容器の背圧を考慮す

る。 

・原子炉格納容器の背圧

は，全交流動力電源喪失

事象における解析結果に

基づき設定を行うが，当

該評価を行う際には，解

析の初期条件として格納

容器圧力は大気圧，さら

に，格納容器雰囲気温度

を 10℃に設定し，格納容

器圧力の評価結果を低め

に評価する感度解析結果

に基づき設定する。 

 

 

 

 

⑨ 

圧損評価に関係しない項目 

（耐震・強度評価等の評価で考慮する。） 
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内規 評価内容 既工認 先行（東海第二） 

 

⑩【異物量は異なるが，算出方法は東海第二同様】 

【別表第１】 

・ｶﾌﾟｾﾙ保温（金属反射型） ：7.4D 

             m2 

・ｶﾌﾟｾﾙ保温（繊維質） ：7.4D 

            m3 

・一般保温（ｹｲ酸ｶﾙｼｳﾑ） ：7.4D 

            m3 

・一般保温（繊維質） ：11.4D 

（ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ上）  ：       m3 

（ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ下）  ：       m3 

 

【別表第２】 

・ｶﾌﾟｾﾙ保温（金属反射型） ：50％        m2 

・ｶﾌﾟｾﾙ保温（繊維質） ：15％        m3 

・一般保温（ｹｲ酸ｶﾙｼｳﾑ） ：10％        m3 

・一般保温（繊維質） 

（ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ上）：28％               m3 

（ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ下）：78％               m3 

 

【別表第３】 

保温材以外の異物として，原子炉格納容器雰囲気を考

慮のうえ，以下のように評価している。 

・耐 DBA 仕様塗装（ｼﾞｪｯﾄ破損）：39 kg 

 

・非 DBA 仕様塗装：原子炉格納容器内の事故時環境に

直接曝されるもの全量である   kg としている。 

 

・堆積異物： 

スラッジ 89 kg，錆片 23 kg，塵土 68 kg 

 

・その他異物：現場調査を踏まえ余裕を持たせた値とし

て    m2を考慮している。 

 

●SA 時において新たに考慮する異物 

（詳細は 2章参照） 

・耐 DBA 仕様塗装（SA 時剥離） 

：重大事故等時の原子炉格納容器内環境に直接曝さ

れる塗装を保守的に全量剥落と想定し，     kg

としている。 

 

・化学影響生成異物：      kg 全量考慮 

 

⑩ 

 

・ｶﾌﾟｾﾙ保温(金属反射型）：7.4D 

           m2 

・ｶﾌﾟｾﾙ保温（繊維質） ：7.4D 

           m3 

・一般保温（ｹｲ酸ｶﾙｼｳﾑ）：7.4D 

           m3 

・一般保温（繊維質） ：11.4D 

（ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ上）    ：       m3 

（ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ下）    ：       m3 

 

 

・ｶﾌﾟｾﾙ保温（金属反射型）：50％       m2 

・ｶﾌﾟｾﾙ保温（繊維質）   ：15％       m3 

・一般保温（ｹｲ酸ｶﾙｼｳﾑ） ：10％       m3 

・一般保温（繊維質） 

（ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ上）：28％               m3 

（ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ下）：78％               m3 

 

 

 

 

・耐 DBA 仕様塗装（ｼﾞｪｯﾄ破損）：39 kg 

 

 

 

 

・堆積異物： 

スラッジ 89 kg，錆片 23 kg，塵土 68 kg 

 

⑩ 

 

内規別表第１に従い，保温材

種類毎の破損影響範囲内の物

量を算出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

内規別表第２に従い，保温材

種類に応じた ECCS 水源への移

行割合に基づき，物量を算出

している。 

 

 

 

 

 

 

・耐 DBA 仕様塗装（ｼﾞｪｯﾄ破

損）：39 kg 

・非 DBA 仕様塗装：原子炉格

納容器内の事故時環境に直

接曝されるもの全量 

・堆積異物：スラッジ 89 kg，

錆片 23 kg，塵土 68 kg 

 

・その他異物：現場調査を踏

まえ余裕を持たせた値を考

慮している。 

 

 
・耐 DBA 仕様塗装（SA 時剥離）：

重大事故等時のドライウェ

ル内環境に直接曝される塗

装を保守的に全量剥落と想

定している。 

・化学影響生成異物：WCAP に基

づき算出した物量の全量考

慮 

 

⑩ 
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内規 評価内容 既工認 PWR（敦賀２号） 

 

   

圧損評価に関係しない項目 

（耐震・強度評価等の評価で考慮する。） 
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内規 評価内容 既工認 先行（東海第二） 

 

⑪金属反射型保温材による圧損は，NUREG/CR-6808 式に

より求める。 

繊維質，粒子状異物及び化学影響生成異物の圧損は，

NEDO-32721 式により求めるが，化学影響生成異物に

ついては，保守的な評価となるよう，化学影響生成異

物投入前の異物を考慮したｄ値から実機圧損を算出

した値に，試験により確認された化学影響生成異物

（AlOOH）による圧損上昇分を加算する方法＊1 より

も，化学影響生成異物投入後すべての異物を考慮し

たｄ値から実機圧損を算出する方法とする。 

【東海第二同様，内規に基づく評価式で評価】 

 

NEDO-32721 式における d 値はストレーナ圧損試験結

果から下式にて求める。 

d＝√
μ∙U∙t

ρ∙g
∙
Kh

h
 

＝           (ft)×0.3048＝           (m) 

ここで， 

h ＝       (ft) 

μ/ρ＝           （lb/ft･s） 

（試験水温      ℃） 

U ＝        （ft/s） 

ｔ＝        (ft) 

g ＝32.2(ft/s2) 

Kh＝       

ここで算出されたｄ値に基づき，事故時の環境を想

定した圧損評価を実施している。 

 

・繊維質異物，粒子状異物及び化学影響生成異物の付

着による圧損 

h＝
μ∙U∙t

ρ∙g∙d2
∙Kh 

＝        (m) 

ここで， 

d＝           (m) 

μ＝           （Pa･s）（評価水温    ℃） 

U＝        (m/s)  

ｔ＝        (m) 

ρ＝       （kg/m３）（評価水温    ℃） 

g＝9.80665(m/s2) 

Kh＝       

 

金属反射型保温材による圧損は，NUREG/CR-6808 式を

適用する。 

hRMI＝(1.56×10-5 Kt
2⁄ )∙URMI 

2 ∙( Afoil Ac ⁄ )∙0.30  
＝          m 

ここで， 

Kt   ＝      (m)（既工認と同値） 

URMI ＝        (m/s) 

Afoil＝      (m2) 

Ac  ＝      (m2) 

⑪金属反射型保温材による圧損は，

NUREG/CR-6808 式により求める。 

繊維質及び粒子状異物の圧損は，NEDO-

32721 式により求める。 

 

 

 

 

 

 

 

NEDO-32721 式における d 値はストレー

ナ圧損試験により求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金属反射型保温材による圧損は，

NUREG/CR-6808 式を適用する。 

 

⑪金属反射型保温材による圧

損は，NUREG/CR-6808 式によ

り求める。 

繊維質，粒子状異物及び化学

影響生成異物の圧損は，

NEDO-32721 式により求める

が，化学影響生成異物につい

ては，保守的な評価となるよ

う，化学影響生成異物投入後

すべての異物を考慮したｄ

値から実機圧損を算出する

方法*1よりも，化学影響生成

異物投入前の異物を考慮し

たｄ値から実機圧損を算出

した値に，試験により確認さ

れた化学影響生成異物によ

る圧損上昇分を加算する方

法とする。 

 

NEDO-32721 式における d 値

はストレーナ圧損試験結果

から下式にて求める。 

d＝√
μ∙U∙t

ρ∙g
∙
Kh

h
 

ここで算出されたｄ値に基

づき，事故時の環境を想定し

た圧損評価を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金属反射型保温材による圧

損は，NUREG/CR-6808 式を適

用する。 

GE 製ストレーナ 

では使用しない。 

⑪ 
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内規 評価内容 既工認 先行（東海第二） 

 

注記＊1：化学影響生成異物投入前の異物を考慮したｄ

値から実機圧損を算出した値に，試験により

確認された化学影響生成異物による圧損上昇

分を加算する方法を用いると h＝        ＋ 

 ＝        （m）となり，化学影響生 

成異物投入後すべての異物を考慮したｄ値か 

ら実機圧損を算出する方法により求めた圧損 

h＝        （m）よりも小さくなる。以下に 

計算過程を示す。 

 

d＝√
μ∙U∙t

ρ∙g
∙
Kh

h
 

＝           (ft)×0.3048＝           (m) 

ここで， 

h＝       (ft) 

μ/ρ＝           （lb/ft･s） 

（試験水温      ℃） 

U＝        （ft/s） 

ｔ＝        (ft) 

g＝32.2(ft/s2) 

Kh ＝       

ここで算出されたｄ値に基づき，事故時の環境を想

定した圧損評価を実施している。 

 

・繊維質異物，粒子状異物の付着による圧損 

h＝
μ∙U∙t

ρ∙g∙d2
∙Kh 

＝        (m) 

ここで， 

d＝           (m) 

μ＝           （Pa･s）（評価水温    ℃） 

U＝        (m/s)  

ｔ＝        (m) 

ρ＝       （kg/m３）（評価水温    ℃） 

g＝9.80665(m/s2) 

Kh＝       

 

・化学影響生成異物の付着による圧損 

h3＝h2-h1＝       －        

＝       (ft)×0.3048＝        (m) 

ここで， 

h1：AlOOH 投入直前の圧損 

h2：AlOOH 投入後の静定圧損 

h3：化学影響生成異物（AlOOH）の付着による 

圧損上昇（m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊1：化学影響生成異物投

入後すべての異物を

考慮したｄ値から実

機圧損を算出する方

法により求めた圧損

値は，化学影響生成

異物投入前の異物を

考慮したｄ値から実

機圧損を算出した値

に，試験により確認

された化学影響生成

異物による圧損上昇

分を加算する方法に

より求めた圧損値よ

りも小さくなる。 

GE 製ストレーナ 

では使用しない。 

⑪ 
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内規 評価内容 既工認 先行（東海第二） 

 

別記２ 圧損試験の実施に当たっての留意事項 

⑫圧損試験における異物の投入順序については，実

機で想定される異物の発生順序を考慮し，圧損が

保守的に大きくなるよう，以下のとおり設定して

いる。 

① 金属反射型保温材 

② 繊維質保温材 

③ スラッジ 

④ 塵土 

⑤ 錆片 

⑥ 耐 DBA 仕様塗装(ｼﾞｪｯﾄ破損) 

⑦ ケイ酸カルシウム 

⑧ 非 DBA 仕様塗装(耐性未確認) 

⑨ 耐 DBA 仕様塗装(SA 時剥落)＊2 

⑩ 化学影響生成異物(AlOOH)＊3 

 

注記＊2：原子炉格納容器内が高温状態を維持する

ことにより，耐 DBA 仕様塗装が剥落し，

ストレーナに到達することを想定してい

る。 

＊3：pH 制御時の化学影響生成異物がストレー

ナに到達することを想定している。化学

影響生成異物はpH調整剤が原子炉格納容

器内に注入され，溶解物がサプレッショ

ンプールに到達後，プール水が冷却され

た後に析出することを想定している。 

【投入異物の順序は東海第二同様，繊維質の後に

粒子状異物を投入する。】 

 

 

⑫圧損試験における異物の投入順序に

ついては，実機で想定される異物の発

生順序を考慮し，以下のとおり設定し

ている。 

① スラッジ 

② 塵土 

③ 錆片 

④ 耐 DBA 仕様塗装(ｼﾞｪｯﾄ破損) 

⑤ 繊維質保温材 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫圧損試験における異物の投

入順序については，実機で

想定される異物の発生順序

を考慮し，圧損が保守的に

大きくなるよう，以下のと

おり設定している。 

①金属反射型保温材 

②繊維質保温材 

③スラッジ 

④塵土 

⑤錆片 

⑥耐 DBA 仕様塗装(ｼﾞｪｯﾄ

破損) 

⑦非 DBA 仕様塗装(耐性

未確認) 

⑧耐 DBA 仕様塗装(SA 時

剥落)＊2 

⑨ 化 学 影 響 生 成 異 物

(AlOOH)＊3 

 

注記＊2：原子炉格納容器内が

高温状態を維持することに

より，耐 DBA 塗装が剥落し，

ストレーナに到達すること

を想定している。 

注記＊3：pH 制御時の化学影

響生成異物がストレーナに

到達することを想定してい

る。化学影響生成異物は pH

調整剤が格納容器内に注入

され，溶解物がサプレッシ

ョン・プールに到達後，プー

ル水が冷却された後に析出

することを想定している。 

⑫ 

⑬ 

⑮ 

⑯

5 

⑭ 

PWR の記載 
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内規 評価内容 既工認 先行（東海第二） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑬実機のSA時に代替循環冷却系の復水移送ポンプを

運転する場合には，チャギングなどの水力学的動

荷重は働いておらず，サプレッションプール内は

十分静定している状態であることが想定される

が，撹拌機を使用してストレーナに異物付着させ

るような状況を作った上で試験を実施している。

圧損試験においては，                          

                                                

圧損試験 

設備内の戻り水は，通水流量時に生じる実機の接 

近流速と同等以上となるように試験装置の接近流 

速を設定し，試験タンク床にその流量を戻して撹 

拌させているとともに，試験中は撹拌機を使用し 

て撹拌状態を維持する。 

また，試験水量については，異物濃度を実機以上と

なるよう，ストレーナ単位表面積あたりの水量を

小さく設定している。 

試験水量比（ｽﾄﾚｰﾅ単位面積当たり）：     m3/m2 

実機水量比（ｽﾄﾚｰﾅ単位面積当たり）：     m3/m2 

【試験の終了判断は東海第二同様】 

 

 

 

 

 

⑭想定される異物の種類及び取扱いについては，圧

損試験上非保守的な評価とならないよう，過去の

試験実績を踏まえ，以下のとおり設定している。 

 

 

 

【破損保温材】 

 繊維質：シュレッダーで細かく裁断したロックウ

ールを圧損試験に投入している。 

【繊維質のサイズは東海第二同様】 

 

⑬同左 

ただし，試験水量比：9.8 m3/m2として

評価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑭同左 

ただし，非 DBA 仕様塗装及び化学影響

生成異物については考慮していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑬実機の SA 時に代替循環冷

却系ポンプを運転する場合

には，チャギングなどの水

力学的動荷重は働いておら

ず，S/P内のデブリは十分静

定している状態であること

が想定されるが，攪拌機を

使用してストレーナに異物

付着させるような状況を作

った上で試験を実施してい

る。圧損試験設備内の戻り

水は，定格流量時に生じる

実機の接近流速と同等以上

となるように試験装置の接

近流速を設定し，試験タン

ク床にその流量を戻して撹

拌させているとともに，試

験中は攪拌機を使用して撹

拌状態を維持する。 

また，試験水量については，

異物濃度を実機以上となる

よう，ストレーナ単位表面

積あたりの水量を小さく設

定している。 

 

⑭想定される異物の種類及び

取扱いについては，圧損試

験上非保守的な評価となら

ないよう，過去の試験実績

を踏まえ，以下のとおり設

定している。 

【破損保温材】 

繊維質：シュレッダーで細

かく裁断したロッ

クウール 

 

 

⑫ 

⑬ 

⑮ 

⑯

5 

⑭ 

PWR の記載 
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内規 評価内容 既工認 先行（東海第二） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 金属反射型保温材：NUREG/CR-6808 に記載のある，

米国での金属保温材破壊試験

結果に基づき金属箔を切断

し，圧損試験に投入している。 

【金属反射型保温材のサイズは東海第二同様】 

 ケイ酸カルシウム：NEI 04-07 に基づきケイ酸カル

シウム粉末を圧損試験に投入

している。 

【ケイ酸カルシウムのサイズは文献により設定】 

 

【破損保温材以外の異物】 

・堆積異物 

スラッジ：       程度の粒径の酸化鉄粉末を圧

損試験に投入している。 

錆片：     のメッシュにてふるいにかけた酸化

鉄を圧損試験に投入している。 

塵土：             程度の粒径のケイ砂粉末を

圧損試験に投入している。 

・耐 DBA 仕様塗装： 

程度のペイントチップを

圧損試験に投入している。 

・非 DBA 仕様塗装 

：粒径が     程度のシリコンカーバイド粉末

を圧損試験に投入している。 

【粒子状異物のサイズは文献により設定】 

・その他異物：圧損試験に投入しない。 

（原子炉格納容器内に存在するステッカーの総面

積の 75％を，ストレーナ有効表面積から差し引

いて評価しているため。） 

【その他異物は東海第二同様，試験に投入しない】 

・化学影響生成異物： 

WCAP 手法により合成した圧損試験代替異物であ

るオキシ水酸化アルミニウムを圧損試験に投入

している。 

【化学影響生成異物の取扱は東海第二同様】 

 

 

 金属反射型保温材： 

NUREG/CR-6808 に記載の

ある，米国での金属保温

材破壊試験結果に基づき

金属箔を切断し，投入し

ている。 

 

 

 

 

【破損保温材以外の異物】 

・堆積異物 

スラッジ：酸化鉄粉末 

錆片 

：ふるいにかけた酸化鉄 

塵土：ケイ砂粉末 

・耐 DBA 仕様塗装 

：ペイントチップ 

・非 DBA 仕様塗装 

：シリコンカーバイド粉末 

 

 

・その他異物： 

圧損試験に投入しない。 

（格納容器内に存在するス

テッカーの総面積の

75％を，ストレーナ有効

表面積から差し引いて

評価しているため。） 

 

・化学影響生成異物： 

WCAP手法により合成した

圧損試験代替異物である

オキシ水酸化アルミニウ

ムを圧損試験に投入して

いる。 

⑫ 

⑬ 

⑮ 

⑯

5 

⑭ 

PWR の記載 



1-12 

 

 

内規 評価内容 既工認 先行（東海第二） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑮接近流速は大きいほど異物がストレーナに吸着

し，圧損が上昇することから，代替循環冷却系の復

水移送ポンプ 2台運転時の通水流量    m3/h に保

守性を持たせた    m3/h での運転を想定し，異物

による圧損を評価している。 

【接近流速の考え方は東海第二同様】 

 

 

 

 

 

⑯温度が低くなるほど水の粘性が高くなり，圧損評

価上保守的となるため，代替循環冷却系ポンプの

評価としては，既工認同様，添付書類十のサプレッ

ションプール水温度解析結果より，LOCA 後数十秒

後には約   ℃以上となることから，保守的に 

 ℃で試験を行っている。 

【温度設定の考え方は東海第二同様】 

⑮各 ECCS ポンプの定格流量から試験流

速を算出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑯同左 

⑮試験時の接近流速について

は，実機と同等以上として

いる。 

 接近流速は大きいほど異物

がストレーナに吸着し，圧

損が上昇することから，代

替循環冷却系ポンプの定格

流量を上回る，残留熱除去

系ポンプの定格流量を想定

している。 

 

⑯温度が低くなるほど水の粘

性が高くなり，圧損評価上

保守的となるため，代替循

環冷却系ポンプの評価とし

ては，既工認同様，添付書類

十のサプレッション・プー

ル水温度解析結果より，

LOCA後数十秒後の温度を下

回る保守的な温度を設定し

ている。 

 

⑫ 

⑬ 

⑮ 

⑯

5 

⑭ 

PWR の記載 
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2. 重大事故等時の発生異物量評価について 

添付書類Ⅴ-1-8-4「圧力低減設備その他の安全設備のポンプの有効吸込水頭に関する説明書」

に用いる異物量については，原子炉格納容器内の冷却材配管の破断による破損影響範囲内の保温

材に加え，原子炉格納容器内の塗装，堆積異物，その他異物及び化学影響生成異物を考慮してい

る。 

本資料では，重大事故等時における圧損評価に用いるこれら発生異物量について説明する。 

 

2.1 設計基準事故時に考慮する発生異物量 

設計基準事故時においては，原子炉格納容器内の冷却材配管の両端破断による原子炉冷却材

喪失事故を想定し，配管破断時に破断口周囲の保温材等が破断口から流出した冷却材により破

損し，破損した保温材等がドライウェルからサプレッションプールへ落下し，非常用炉心冷却

系（以下「ECCS」という。）ポンプの吸込流によりストレーナに付着する事象を想定している。 

設計基準事故時の圧損評価では，「非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過

装置の性能評価について（内規）」に準拠し，表 2－1に示す異物を考慮している。 
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表 2－1 圧損上昇の要因となる異物（設計基準事故時） 

考慮する異物の種類 物量 補足 

一般保温 

（繊維質） 
0m3 

原子炉格納容器内の繊維質保温材を全て撤

去済みであるため，考慮しない。 

カプセル保温 

（金属反射型） 
      m2 

破損影響範囲内の全ての保温材の金属箔の

物量に余裕を見込んで算出している。 

一般保温 

（ケイ酸カルシウム） 
     m3 

破損影響範囲内の全ての保温材のケイ酸カ

ルシウムの物量に余裕を見込んで算出して

いる。 

粒
子
状
異
物 

耐 DBA 仕様塗装 

（ジェット破損） 
39 kg 

配管破断により発生する塗装として，内規

別表第３に示す物量を考慮している。 

非 DBA 仕様塗装    kg 

設計基準事故時の原子炉格納容器内環境に

直接曝される塗装のうち，耐性を確認でき

ていない以下の塗装の剥落を想定し，算出

している。 

 D/W LCW サンプ冷却器 約   kg 

 チェーンブロック 約   kg 

 SRV 運搬台車類 約   kg 

弁類 約   kg 

 その他構造物 約   kg 

合計    kg を保守的に丸め，   kg として

圧損評価に用いる。 

堆積 

異物 

スラッジ 89 kg 
堆積異物は通常運転時からサプレッション

プール内に存在する異物量を想定してお

り，異物管理及び原子炉起動の際の原子炉

格納容器内清掃・点検を実施するため，内規

別表第３に示す物量を考慮している。 

錆片 23 kg 

塵土 68 kg 

その他異物 ステッカー類     m2 

流路面積を低減させる異物として，内規別

表第３に例示されている異物を参考に，現

場調査結果から算出している。 
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2.2 重大事故等時の発生異物量 

ECCS ストレーナの圧損上昇は，異物の付着によりストレーナの流路面積が低減し，流速が上

昇することに起因する。 

このため，原子炉格納器内環境の高温状態を維持することに伴う発生異物量の増加及び炉心

の溶融や原子炉圧力容器の破損に伴う発生異物量の増加について，以下に考察する。 

 

(1) 原子炉格納容器内環境の高温維持に伴う発生異物量の増加について 

  重大事故等時の原子炉格納容器内環境は，設計基準事故時よりも高温状態が長期間維持さ

れるため，耐 DBA 仕様塗装の剥落による塗装物量の増加が想定される。 

このため，設計基準事故時に剥落を考慮している塗装（配管破断時にジェット流で破損する

耐 DBA 仕様塗装，非 DBA 仕様塗装）に加え，重大事故等時の環境における耐性の不確かさを考

慮し，耐 DBA 仕様塗装については，保守的に重大事故等時の原子炉格納容器内環境に直接曝さ

れるもの全量剥落を想定する。また，ドライウェル内で全量剥落した耐 DBA 仕様塗装について

は，塗装分布，ベント管の配置及び吹出方向に依らず，保守的に全量が ECCS ストレーナに移

行することを想定する。重大事故等時に発生する塗装の物量を表 2－2に示す。 

 

表 2－2 重大事故等時に発生する塗装の物量 

異物の種類 物量 備考 

塗   

 

 

装 

耐 DBA 仕様塗装 

（ジェット破損） 
39 kg 

設計基準事故時と同様の大破断 LOCA 時を想定す

るため，設計基準事故時と同様に内規別表第３に

示す物量を適用する。 

非 DBA 仕様塗装    kg 

重大事故等時は，設計基準事故時よりも原子炉格

納容器内温度が高くなるため，設計基準事故時同

様，原子炉格納容器内環境に直接曝される非 DBA

仕様塗装の全量剥落を想定する。 

耐 DBA 仕様塗装 

（SA環境剥落） 
     kg 

重大事故等時は，設計基準事故時よりも照射線量

が高く，高温状態が長時間継続することから，耐

性の不確かさを考慮し，保守的に重大事故等時の

原子炉格納容器内環境に直接曝されるもの全量

剥落を想定する。また，ドライウェル内の耐 DBA

仕様塗装については，塗装分布，ベント管の配置

及び吹出方向に依らず，保守的に全量が ECCS ス

トレーナに移行することを想定する。 

上部ドライウェル内：     kg 

下部ドライウェル内：     kg 

サプレッションチェンバ内：     kg 

合計     kg を保守的に丸め，     kg として圧

損評価に用いる。 
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(2) 炉心の溶融に伴う発生異物量の増加について 

炉心損傷時においては，周辺被ばく低減のため，自主対策設備である格納容器 pH 制御設備

により水酸化ナトリウムをサプレッションプール水へ添加することから，冷却材中の水酸化

ナトリウムと原子炉格納容器内に存在する構造物（反応性の高い Al 又は Zn を含むもの）と

の化学反応により発生する異物（化学影響生成異物）を新たに考慮する必要がある。 

PWR プラントにおいて化学影響生成異物の発生量評価に使用している WCAP-16530＊1 では，

原子炉格納容器内に存在する Al,Zn を含有する構造物の表面積に対して，溶解速度（温度，pH

に依存）を掛けることで，Al,Zn の溶解量を算出し，溶解した Al,Zn がすべて水酸化物として

析出することとして評価している。 

柏崎刈羽原子力発電所第７号機における化学影響生成異物の発生量は，PWR プラントの評価

を参考に，下記も考慮して評価を行っている。 

 

① 原子炉格納容器内の構造物は，塗装剥落後の金属表面からの金属の溶解を考慮する。 

② 溶解速度算出において，pHが保守的に高く維持されるとして評価する。 

③ WCAP-16530 では考慮されていない Fe についても，炭素鋼の腐食速度 100 mdm＊2（40～

200℃，純水）より溶解量を算出する。 

 

化学影響生成異物の圧損評価においては，JNES-SS-1004＊3 に従い，これらの析出異物

（Al,Zn,Fe の水酸化物）を圧損試験代替異物であるオキシ水酸化アルミニウム（AlOOH）の重

量へ換算し，圧損試験に用いる。 

化学影響生成異物の異物量評価概要について，表 2－3に示す。 

 

注記＊1：「Evaluation of Post-Accident Chemical Effects in Containment Sump Fluids to 

Support GSI-191」（Westinghouse WCAP-16530-NP） 

＊2：1 か月あたりの腐食速度 mg/(dm2・month) 

  ＊3：「サンプストレーナ閉塞事象の化学影響に関する評価マニュアル」 

（独立行政法人原子力安全基盤機構 原子力システム安全部 JNES-SS-1004） 
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表 2－3 化学影響生成異物の異物量評価概要 

種別 溶解量算出手法 主な構造物 
化学影響生成

異物量＊ 

Al 
WCAP-16530 により，原

子炉格納容器内環境

（温度，pH）を考慮し

て算出する。 

保温材外装板，電線管（Al-Zn メッキ） 
     kg 

Zn 

ジンク系塗装，亜鉛メッキ鋼構造物

（グレーチング等），電線管（Al-Zn メ

ッキ） 

     kg 

Fe 
炭素鋼腐食速度の知

見から算出する。 

炭素鋼配管・機器類（RCCV 内面，ドラ

イウェルローカルクーラ等） 
     kg 

合  計 
     kg 

→      kg 

注記＊：圧損試験代替異物である AlOOH の重量を示す。 

 

化学影響生成異物量の合計である     kg を保守的に丸め，     kg として圧損評価に用い

る。 

 

(3) 原子炉圧力容器の破損に伴う発生異物量の増加について 

原子炉圧力容器が破損した場合には，溶融デブリや構造物が下部ドライウェルに落下する

こととなる。しかし，下部ドライウェルは溶融デブリを全量保持できる容量を有しており，サ

プレッションプールにはベント管のリターンラインを経て流入する構造であること，下部ド

ライウェル内の構造物は比重が大きいこと（表 2－4参照）から，サプレッションプールへ流

入することは考え難い。仮に比重が小さい異物がリターンラインからベント管に流入した場

合でも，比重の小さい異物はベント管内でサプレッションプール水位付近に浮遊し，吐出管か

らサプレッションプールへ流入することはないと考えられる。以上より，原子炉圧力容器の破

損に伴い発生した異物は，ストレーナへ到達しないと考えられる。 

（別紙－2参照） 
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表 2－4 下部ドライウェル内に存在する構造物の一覧 

構造物 材質 比重 塗装 評価 

ターンテーブル 
SUS 

炭素鋼 

7.75 

7.78       kg 

下部ドライウェル内に存在する構

造物は，比重が大きく，下部ドラ

イウェル内に沈降すると考えられ

るため，構造物自体がサプレッシ

ョンプールに流入することはない

と考えられる＊。 

ただし，塗装がされている構造物

については，原子炉格納容器内環

境に直接曝されるもの全量の剥落

し，サプレッションプールに流入

することを保守的に想定する。（表

2－2に示す下部ドライウェル内の

耐 DBA 仕様塗装     kg に含まれ

ている。） 

ターンテーブル動力機構 SUS 7.75 

制御棒駆動機構ハウジン

グ 
SUS 7.75 ― 

制御棒駆動機構 SUS 7.75 ― 

制御棒駆動機構ハウジン

グサポート 
炭素鋼 7.78      kg 

ケーブルトレイ 炭素鋼 7.78 ― 

D/W HCW サンプ 

D/W LCW サンプ 

SUS 

炭素鋼 

7.75 

7.78 
     kg 

D/W LCW サンプ冷却器 炭素鋼 7.78      kg 

コリウムシールド 

支持構造物 
SUS 7.75 ― 

配管類 
SUS 

炭素鋼 

7.75 

7.78 
     kg 

計装品 SUS 7.75 ― 

サポート類 
SUS 

炭素鋼 

7.75 

7.78 
     kg 

ケーブル類 
銅 

被覆材 

8.92 

0.9～1.5 

ケーブルとしての比重は 1以上であり，下部ド

ライウェル内に沈降すると考えられる＊。万が

一，比重の小さい被覆材が流出しても，サプレ

ッションプール水面付近に浮遊し，ストレーナ

に到達しないため，圧損に影響しない。 

注記＊：下部ドライウェル内の異物のサプレッションプールへの異物流入経路は別紙－2を参照。 
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2.3 まとめ 

  以上より，重大事故等時の発生異物量評価についてまとめた結果を表 2－5に示す。 

本発生異物量を考慮して，圧損評価を行う。 

 

表 2－5 重大事故等時の発生異物量評価 

異物の種類 DB SA 補足 

保

温

材 

一般保温（繊維質） 0 m3 
原子炉格納容器内の繊維質保温材を全て撤去済みで

あるため，薄膜効果が生じることはない。 

カプセル保温 

（金属反射型） 
       m2 

設計基準事故時と同様の大破断 LOCA 時を想定するた

め，設計基準事故時の算出方法と同様に破損影響範囲

内の全ての保温材の金属箔の物量に余裕を見込んで

算出している。 

一般保温 

（ケイ酸カルシウム） 
      m3 

設計基準事故時と同様の大破断 LOCA 時を想定するた

め，設計基準事故時の算出方法と同様に破損影響範囲

内の全ての保温材のケイ酸カルシウムの物量に余裕

を見込んで算出している。 

塗 

 

 

装 

耐 DBA 仕様塗装 

（ジェット破損） 
39 kg 

設計基準事故時と同様の大破断 LOCA 時を想定するた

め，設計基準事故時と同様に内規別表第３に示す物量

を適用する。 

非 DBA 仕様塗装    kg 

重大事故等時は設計基準事故時よりも原子炉格納容

器内温度が高くなるため，設計基準事故時同様，原子

炉格納容器内環境に直接曝される非 DBA 仕様塗装の

全量剥落を想定する。 

耐 DBA 仕様塗装 

（SA環境剥離） 
― 

   

kg 

重大事故等時は，設計基準事故時よりも照射線量が高

く，高温状態が長時間継続することから，耐性の不確

かさを考慮し，保守的に重大事故等時の原子炉格納容

器内環境に直接曝されるもの全量剥落を想定する。ま

た，ドライウェル内の耐 DBA 仕様塗装については，塗

装分布，ベント管の配置及び吹出方向に依らず，保守

的に全量が ECCS ストレーナに移行することを想定す

る。 

堆

積

異

物 

スラッジ 89 kg 堆積異物は通常運転時からサプレッションプール内

に存在する異物量を想定しており，異物管理及び原子

炉起動の際の原子炉格納容器内清掃・点検を実施する

ため，設計基準事故時と同様に内規別記３に示す物量

を適用する。 

錆片 23 kg 

塵土 68 kg 

化学影響生成異物 ― 
   

Kg 

WCAP 等により，Al，Zn，Fe を含有する原子炉格納容

器内構造物の溶解・析出を想定する。構造物の溶解速

度が保守的となるよう，原子炉格納容器内温度が最大

となる雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温）時の温度変化を包絡する条件とし，pH は高

く維持されるものとして算出する。 

その他異物     m2 
原子炉格納容器環境で破損するステッカー類（流路面

積を低減させ，圧損上昇に影響するもの）について，

現場調査に基づき，物量を算出する。 

下部ドライウェル内構造物 ― 0 m2 
構造物の塗装剥落及び化学影響生成異物については

考慮するが，下部ドライウェル内構造物自体は圧損上

昇の要因となる異物とならない。 
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3. 非常用炉心冷却系ストレーナの重大事故等時圧損試験について 

3.1 非常用炉心冷却系ストレーナの異物付着による圧損上昇について 

重大事故等時の ECCS ストレーナの圧損評価においては，原子炉格納容器内の冷却材配管の

両端破断による原子炉冷却材喪失事象を想定し，破断口から流出した冷却材により破損した保

温材等がドライウェル（以下「D/W」という。）から ECCS 水源であるサプレッションプール（以

下「S/P」という。）へ流入，代替循環冷却系の復水移送ポンプの吸込流により ECCS ストレーナ

に付着することに加え，S/P の pH 制御のために注入する水酸化ナトリウム水溶液と原子炉格納

容器内構造物等との化学反応により新たに発生する異物（以下「化学影響生成異物」という。）

についても想定し，「非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価

等について（内規）」に準拠し，ECCS ストレーナの圧損上昇の評価を行う。具体的な評価の手

順を図 3－1に示す。 

 

(1) 保温材の破損量評価 

   原子炉格納容器内の冷却材配管の破断による破損影響範囲（以下「ZOI」という。）

内の保温材の破損量を評価する。 

 

(2) 破損保温材の ECCS 水源への移行量評価 

   破損保温材量を基に，ECCS 水源への移行量を評価する。 

 

(3) 破損保温材以外の異物の ECCS 水源への移行量評価 

   破損保温材以外の原子炉格納容器内の異物（塗装，堆積異物，その他異物 

  及び化学影響生成異物＊）の ECCS 水源への移行量を評価する。 

 

(4) 異物付着による圧損上昇の評価 

 a. NUREG/CR-6808 式を用いて，金属反射型保温材による圧損上昇値を算出する。 

 繊維質，粒子異物及び化学影響生成異物による圧損上昇は，保守的な評価となるよう，以下

の b.及び c.のいずれか大きい値を採用する。 

 b. NEDO-32721 式を用いて（金属反射型保温材を含む実機プラントの異物条件等を模擬して

得られた圧損試験結果等を代入），異物による圧損上昇値を算出する。また，化学影響生成

異物による圧損上昇値については，圧損試験で得られた値を直接用いる。 

 c. NEDO-32721 式を用いて（金属反射型保温材及び化学影響生成異物を含む実機プラントの

異物条件等を模擬して得られた圧損試験結果等を代入），異物による圧損上昇値を算出す

る。 

注記＊：化学影響生成異物は，Evaluation of Post-Accident Chemical Effects in Containment 

Sump Fluids to Support GSI-191」（Westinghouse WCAP-16530-NP（以下「WCAP-16530」

という。）に基づいて算出する。 

 

図 3－1 ECCS ストレーナの圧損上昇の評価の手順  
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3.2 非常用炉心冷却系ストレーナについて 

 (1) 形式 円錐支持ディスク形ストレーナ（アメリカ GE社製） 

 (2) 構造と特徴 

   ・ディスクを積層させることで，表面積を増加させている。 

   ・円錐形の内筒の採用とディスク内径が軸方向で異なる構造により，ストレーナ中心部での

流速が一定に保たれ，全体として低圧損とすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 GE 社製ストレーナ 

 

3.3 ストレーナの異物付着による圧損試験 

【詳細は，添付 1「非常用炉心冷却系ストレーナの重大事故等時圧損試験要領について」参照】 

(1) 試験の目的 

GE 社製ストレーナの実機プラント条件（デブリ条件）での実機模擬ストレーナを用いた圧

損試験を実施し，d 値（繊維質間距離)を求め，圧損評価式に基づき圧損上昇の評価を行う。 

(2) 試験実施場所，試験立合者及び試験実施時期 

    試験実施場所  米国（ニュージャージー州） 

    試験立合者   当社社員 

    試験実施時期  2019 年          

(3) 試験装置の概要 

重大事故等時の圧損試験装置を図 3－3に，主要仕様を表 3－1 に示す。試験用ストレーナ

の表面積は，想定する異物量を考慮して，一部閉止処理（マスキング）を行っている（図 3－

4参照）。 
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図 3－3 試験概要図 

 

表 3－1 試験装置の主要仕様 

項目 主要仕様 

プール寸法 
直径  

深さ  

プール容量  

ポンプ能力  

ストレーナ直径  

プレート穴径  

プレート穴ピッチ  

ディスク間ギャップ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4 試験用ストレーナ  

差圧計

流量計

試験用ストレーナ

水位

試験容器

ポンプ
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(4) 実機プラント条件 

a. 流量条件 

重大事故等における各事象（有効性評価の事故シーケンスグループ）のうち，雰囲気圧

力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）に S/P を水源として運転を行うポン

プは，代替循環冷却系の復水移送ポンプである。表 3－2に示すとおり，その運転時の通水

流量は，    m3/h であるが，保守的な試験となるように，ストレーナの異物付着による圧

損上昇評価に用いる ECCS ストレーナを通過する流量としては     m3/h を用いる。 

表 3－2 ECCS ストレーナを通過する流量 

系統設備 流量 

代替循環冷却系 復水移送ポンプ （m3/h）＊ 

注記＊：ポンプ流量     m3/h に保守性を持たせた流量条件とした。 

 

b. 異物条件 

重大事故等時において考慮する異物の種類及び量は，柏崎刈羽原子力発電所第 7号機の

状況調査に基づき，内規を参考に設定している。実機の異物条件を表 3－3に示す。 

 

表 3－3 実機異物条件（ストレーナ 2個に付着する異物量） 

DBA 時（或いは SA時）発生異物 SA 時発生異物 

繊維質 

保温材 

ｹｲ酸 

ｶﾙｼｳﾑ 

保温材 

金属 

反射型 

保温材 

ｽﾗｯｼﾞ 

耐 DBA 

塗料片 

(ジェット

破損) 

錆片 塵土 

非 DBA

塗料片 

（耐性未

確認） 

耐 DBA

塗料片 

（SA 時

剥落） 

化学影響

生成異物 

(ALOOH) 

(kg) (kg) (m2) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) 

   89 39 23 68    

注記＊：柏崎刈羽原子力発電所第 7 号機では，原子炉格納容器内の繊維質保温材を全て撤去

しているが，NEDO-32721 式を用いる圧損評価は，繊維質ゼロでは評価できないため，

繊維質ゼロ相当として繊維質厚さ 0.3mm 相当で試験を実施した。 
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(5) 試験条件 

実機異物条件を模擬した圧損試験条件は，試験用ストレーナと実機ストレーナの表面積比

率（スケーリング比），D/W から S/P への移行割合等を考慮し設定している。試験条件を表 3

－4に示す。 

 

表 3－4 圧損試験条件 

DBA 時（或いは SA時）発生異物 SA 時発生異物 

繊維質 

保温材 

ｹｲ酸 

ｶﾙｼｳﾑ 

保温材 

金属 

反射型 

保温材 

ｽﾗｯｼﾞ 

耐 DBA 

塗料片 

(ジェット

破損) 

錆片 塵土 

非 DBA

塗料片 

（耐性未

確認） 

耐 DBA

塗料片 

（SA 時

考慮） 

化学影響

生成異物 

(ALOOH) 

(kg) (kg) (m2) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) 

          

 

(6) 試験結果 

圧損試験結果を図 3－5に示す。この結果より NEDO-32721 評価式に基づき算出された d値

（繊維質間距離）は，           m となる。 

なお，圧損の静定に十分な試験時間であることから，試験の再現性はあると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－5 圧損試験結果 
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3.4 圧損評価式及び圧損上昇評価結果 

(1) 圧損評価式 

圧損上昇評価は，考慮する異物の種類に応じ表 3－5の評価式を採用して行う。 

 

表 3－5 適用する圧損評価式 

適用する圧損評価式 考慮する異物の種類 

NEDO-32721 

繊維質保温材，ケイ酸カルシウム保温材，金属反

射型保温材，スラッジ，塗装片，錆片，塵土，化

学影響生成異物 

NUREG/CR-6808 金属反射型保温材 

 

(2) 圧損上昇評価結果 

金属反射型保温材，繊維質，粒子状の異物及び化学影響生成異物による圧損値を合計した

結果，ECCS ストレーナの異物付着による圧損値は表 3－6に示すとおりである。 

 

表 3－6 圧損上昇の評価結果 

 代替循環冷却系 

復水移送ポンプ 

金属反射型保温材による圧損上昇     （m）* 

繊維質，粒子状の異物及び化学影響生成異物による圧損上昇     （m）* 

合計     （m）* 

注記＊：各異物による圧損上昇結果は小数点以下第 3位を四捨五入した結果を示し，合

計値は小数点以下第 3位を切り上げ処理した結果を示す。 

 

3.5 まとめ 

圧損試験に基づく評価の結果，異物による有意な圧損上昇は確認されず，圧損上昇の最大値

は     m 程度であった。 
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非常用炉心冷却系ストレーナの重大事故等時圧損試験要領について 

 

1. 試験目的 

GE 社製ストレーナの実機プラント条件（異物条件）での実機模擬ストレーナを用いた圧損試験

を実施し，d値（繊維質間距離)を求め，圧損評価式に基づき圧損上昇の評価を行う。 

 

2. 試験条件 

(1) 流量条件 

重大事故等における各事象（有効性評価の事故シーケンスグループ）のうち，雰囲気圧力・

温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）に S/P を水源として運転を行うポンプは，代

替循環冷却系の復水移送ポンプであり，その運転時の通水流量は    m3/h である。ただし，

保守的な試験となるように，    m3/h に相当する流量条件で試験を行う。 

 

復水移送ポンプの流量に保守性を持たせた場合（     m3/h）の試験流量は，表 2に示す流

量のスケーリング比から表 1のとおりとなる。 

 

表 1 試験流量（復水移送ポンプ流量に保守性を持たせた場合） 

 試験条件 算出方法 

流量 (GPM)  

 

 

 

表 2  流量のスケーリング比 

流量のスケーリング比(ストレーナ側面積比から設定) 基準面積 

代替循環冷却系 復水移送ポンプ         ＊ 

注記＊：試験用ストレーナ側面積(           )÷実機ストレーナ側面積      ft2 

＝                     

 

(2) 異物の条件 

① 異物量 

試験装置に投入する異物量は，重大事故等時において考慮する異物の種類及び量の状況調

査に基づき，内規を参考に設定した物量と表 4に示す異物のスケーリング比から算出する。 

破損保温材以外の異物については，D/W から S/P への移行割合及び S/C からストレーナへ

の移行割合はいずれも 100％とする。 

試験装置に投入する異物量は，表 3のとおりとなる。  

添付 1 
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表 3 試験装置に投入する異物量 

 試験条件 算出方法 

繊維質保温材 (g)  
 

 

金属反射型保温材 (m2)   

ケイ酸カルシウム

保温材 
(g)  

 

 

スラッジ (g)   

耐 DBA 仕様塗装 

(ジェット破損) 
(g)   

錆片 (g)   

塵土 (g)   

非 DBA 仕様塗装 

(耐性未確認) 
(g)   

耐 DBA 仕様塗装 

(SA 時剥落) 
(g)   

化学影響生成異物 

(AlOOH) 
(g)   

注記＊：非 DBA 仕様塗装の模擬材料として使用するシリコンカーバイド粉末と，非 DBA 仕様

塗装の体積が等価となるよう，密度比(     )で補正する。 

  

表 4 異物のスケーリング比 

異物のスケーリング比(ストレーナ表面積比から設定) 基準面積 

残留熱除去系ストレーナ         ＊ 

注記＊：試験用ストレーナ表面積(            )÷実機ストレーナ表面積       ft2 

＝                    
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② 異物サイズ 

試験装置に投入する異物のうち設計基準事故時に想定している異物については，これまで

と同様に米国原子力規制委員会の規制（NUREG）等を参考としたサイズとしている。また，重

大事故等時の発生異物として新たに想定する耐DBA仕様塗装（SA時剥落）の異物については，

既工事計画書で想定した耐 DBA 仕様塗装（ジェット破損）と同等のサイズとしている。  

各異物のサイズとその根拠を表 5に示す。 

 

表 5 異物のサイズ 

 サイズ サイズの根拠 

金属反射型保温材 
 

 
NUREG/CR-6808 

繊維質保温材 
シュレッダーで細かく裁断したロッ

クウール 
内規 別記 2 

スラッジ 

 

 

 

NUREG/CR-6224 

NUREG/CR-6367 

塵土  NEDO-32686-A 

錆片  NEDO-32686-A 

耐 DBA 仕様塗装 

(ジェット破損) 
 NEDO-32686-A 

ケイ酸カルシウム  NEI 04-07 

非 DBA 仕様塗装 

(耐性未確認) 
 

Supplement Response to 

Generic Letter 2004-02 

耐 DBA 仕様塗装 

(SA 時剥落) 
 NEDO-32686-A 

化学影響生成異物 

(AlOOH) 
WCAP-16530 に基づき作成した AlOOH 

WCAP-16530-NP 

JNES-SS-1004 
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(3) 試験装置 

① 装置の仕様 

圧損試験装置は，既工事計画書の評価に用いたモジュール試験装置とし，概要図を図 1に，

仕様を表 6に示す。 

 

  

 

図 1 モジュール試験装置概要図（左：系統概要図 右：ストレーナ写真） 

 

表 6 モジュール試験装置の仕様 

プール寸法 
直径                   

深さ                  

プール容量                 

ポンプ最大接続個数 1 台 

ポンプ能力  

ストレーナ直径  

プレート穴径  

プレート穴ピッチ  

ディスク間ギャップ  

評価用表面積  

評価用側面積  

試験プールからストレーナ下端までの距離   

撹拌機  箇所設置 
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② ストレーナのマスキング 

a.マスキング領域 

現状使用可能な試験プールの通常水量は       (L)であり，ストレーナの圧損試験を

実施するための最小水量は       (L)であるため，投入可能な ALOOH 溶液は      (L)

となる。 

実機条件での AlOOH は      (kg)であり，実機（       ft2）と試験装置（      ft2)

の表面積比は        であることから，試験装置に投入する AlOOH は 

となる。 

一方，試験で投入できる AlOOH 溶液の濃度上限は   (g/L)であることから，濃度上限

値とした時の試験装置に投入する AlOOH 溶液は        (g)÷   (g/L)＝         (L)

である。 

投入可能な AlOOH 溶液は      (L)であり，全量を投入するために，ストレーナの表

面積をさらに縮小する必要がある。 

その縮小の割合は，      /         ＝       →    となる。 

このため，以下のとおりストレーナをマスキングする。 

 

・ストレーナの表面積 = 現状表面積×      ＝      ft2 ×        

・ストレーナの側面積 = 現状側面積×      ＝      ft2 ×        

 

マスキングにより，試験水量比は実機水量比に比べて小さくなり，異物濃度は，実機

以上となる。 

・試験水量比（ストレーナ単位面積当たり）：     m3/m2 

・実機水量比（ストレーナ単位面積当たり）：     m3/m2 

 

b.マスキング方向 

マスキング方向は，図 2に示すように，実機における異物の付着状況を模擬できる下

向きから吸込むよう実施する＊。装置内のプール水戻り配管の撹拌効果及びストレーナ

設置位置とプール底面の距離を実機より短くすることで，ストレーナへの異物の移行効

果を高める構成とする。 

 

注記＊：上向きとした場合，マスキングによりフィルタ部が上向きのポケット状にな

ることから，実機においては S/P 底部に落下するフィルタ部に付着しない異

物についても，ポケット内に保持され過度の保守性を持った評価となる可能

性がある。 
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③ ストレーナ表面積 

実機ストレーナ基準面積を表 7に示す。 

圧損試験で考慮するストレーナの基準面積，ストレーナ基準側面積は，下記の式で算出す

る。 

 

・ストレーナ基準表面積 

＝(有効表面積)－(その他異物（ステッカー類）付着面積÷（ストレーナ台数）)×0.75 

＝      －     ÷2 個 ×0.75 ＝       m2 

・ストレーナ基準側面積  

＝       ×       ×π＝              m2 

 m2÷0.0929(単位換算) ＝               ft2 

 

表 7 ストレーナ 1個あたりの面積 

系統 有効表面積 

その他異物 

（ステッカー類） 

付着面積 

ストレーナ 

基準表面積 

ストレーナ 

基準側面積 

残留熱除去系

ストレーナ 
      m2 (     ÷2個)m2 

      m2 

(       ft2) 

     m2 

(      ft2)  

 

  

図 2 マスキング概要 
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④ ストレーナ接近流速 

接近流速は，以下の様に定義される。 

U(m/s) ＝ Q/(π·D·L) 

ここで， 

Q：流量 (m3/s)，D：ストレーナ直径 (m)，L：圧損評価長さ (m) 

 

接近流速を算出するための D, L について，実機ストレーナを図 3に示す。 

今回マスキングする試験装置の接近流速算出は，実機ストレーナと同様に試験装置のスト

レーナ直径と圧損評価長さから算出する。 

 

・実機ストレーナ接近流速 

＝                   /       ＝      m/s 

・試験装置側面積 

＝     ft×      ft×π ＝     ft2 

・試験装置側面の接近流速 

＝         ft3/s＊ /                ＝          ft/s ＝      m/s 

 

注記＊： 

 

図 3 実機ストレーナ 
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⑤ 測定計器 

試験に使用する測定計器を表 8に示す。 

 

表 8 計測装置の仕様 

測定項目 使用計器(型式) 測定範囲 

流  量 (GPM) 電磁流量計  
適用レンジ 

 

圧  損 (in H2O) 差圧変換機  
P1： 

P2： 

水  温 (°F) 熱電対   

測定間隔 

データシート＊ に記録。 

 

   

注記＊：データシートの書式を様式 1に示す。 
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3. 試験要領 

(1) 試験手順 

① 異物の準備として，繊維質保温材，耐 DBA 仕様塗装（ジェット破損），ケイ酸カルシウム，

耐 DBA 仕様塗装（SA 時剥落）を水に  時間浸す。 

② プール内に通常水位まで水を張り，ヒータを用いて水温を所定の温度（    ℃）まで上げ

る。 

③ プール内の水を AlOOH 作成用として，ミキシングタンク             に移す。 

④ ポンプを起動し，   GPM＊の流量で安定させた後，撹拌機の運転を開始しクリーン圧損を

測定する。 

注記＊：    m3/h÷ 2 個×       （流量スケーリング比）×4.402869（単位換算） 

＝            GPM 

⑤ 異物を以下の順序で順次投入する。なお，異物投入位置は図 4に示す。 

・金属反射型保温材 

・繊維質保温材 

・スラッジ 

・塵土 

・錆片 

・耐 DBA 仕様塗装（ジェット破損） 

・ケイ酸カルシウム 

・非 DBA 仕様塗装（耐性未確認） 

・耐 DBA 仕様塗装（SA時剥落） 

⑥ 測定 

(a) 「   ×（ターンオーバー時間）」までは   分毎に圧損，流量及び水温を記録し，水面

に浮遊するデブリの変化や透明度の変化が観察されたときに写真撮影を実施する。 

(b) 「   ×（ターンオーバー時間）」以降は   分毎に圧損，流量及び水温を記録し，水面

に浮遊するデブリの変化や透明度の変化が観察されたときに写真撮影を実施する。 

(c)    分間平均の圧損変化率が落ち着く（    分間の圧損変化が測定値の  ％以下とな

る）まで圧損値を確認する。なお，測定値の   ％以下が測定計器の測定限界値以下の

場合には，「   ×（ターンオーバー時間）」経過した時点で圧損が静定したものとみな

す。 

⑦ 化学影響生成異物を投入する。 

以後，⑥ (a）～(c)と同じ。（AlOOH 溶液は，WCAP-16530 に基づいて作成） 

⑧ 撹拌機を停止後，ポンプを停止し試験を終了する。 
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図 4 異物投入位置（試験プール平面図） 
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 (2) 実機ストレーナの圧損算出方法 

下記 2 種類の方法にて実機ストレーナの圧損を算出し，保守的な方を採用する（Hsa1,Hsa2

の大きい方）。 

① 初めに，AlOOH 投入直前の圧損試験結果（圧損 h1）及び d値{インターファイバーディス

タンス＊}を用いて実機圧損(H1)を算出する。 

次に，AlOOH 投入後の圧損試験結果（AlOOH 投入による圧損上昇分 h3）を H1に加算して

SA 時の実機圧損(Hsa1)を算出する。 

Hsa1＝H1＋h3 ，ここで h3＝h2－h1     （図 5 参照） 

② AlOOH 投入後の圧損試験結果（圧損 h2）及び d値を用いて SA時の実機圧損(Hsa2)を算出

する。 

注記＊：インターファイバーディスタンスは，繊維質間の水が通過できるスペース（距

離）であり，実機模擬試験により求めた値である。 

 

 

 

図 5 圧損試験結果の概要  
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様式 1 
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4. 重大事故等時圧損試験における保守性について 

GE 社製ストレーナの圧損試験の条件は，以下の保守性を有している。 

 

4.1 重大事故等時における異物量 

① 繊維質保温材 

ECCS ストレーナ設計において，圧損上昇評価は圧損上昇の効果として大きな影響のある繊

維質保温材の付着を前提条件としている。現状，原子炉格納容器内の繊維質保温材は，全て

撤去しており，SA 環境における実力を把握するうえでは必ずしも考慮する必要はないと考え

るが，本圧損試験では繊維質保温材の付着を見込んだ試験条件とする。 

 

② 耐 DBA 仕様塗装 

耐 DBA 仕様塗装は，DBA 環境（温度条件：171℃×1時間＋121℃×96時間＋93℃×72 時間）

における耐性が確認された塗料であるものの，照射線量が高く，高温状態が長時間継続する

SA 環境における耐性の不確かさを考慮し，保守的に重大事故等時の原子炉格納容器内環境に

直接曝される耐 DBA 仕様塗装は全て剥落し，その全てが ECCS ストレーナへ移行するものと

して物量を算定している。なお，現実的には耐 DBA 仕様塗装が事象初期（LOCA 発生直後のブ

ローダウン過程）において剥落し，その全てが ECCS ストレーナへ到達するとは考えられず，

後述するサプレッションチェンバへの移行タイミング・移行量ともに保守的な試験条件とす

る。 

 

③ 異物量 

重大事故等時に想定する異物量は，計算値に対し下記の余裕をみて設定している。 

【異物量(計算値)】  【異物量】 

繊維質保温材   ：0(m3)  ⇒       (m3)(0.3mm 相当) 

非 DBA 仕様塗装（耐性未確認） ：   (kg)      ⇒    (kg)  

耐 DBA 仕様塗装（SA 時剥離） ：     (kg) ⇒      (kg) 

化学影響生成異物（AlOOH） ：     (kg) ⇒      (kg) 

 

④ 化学影響生成異物 

溶解する構造物については，WCAP-16530 に規定されている Al，Zn に加えて，WCAP-16530

では考慮されていない Fe についても化学影響生成異物の生成に寄与するものとして考慮し

ている。 

Al，Zn の溶解速度式は，pH，温度の関数であるが，原子炉格納容器内温度が最大となる大

破断 LOCA 時注水機能喪失時の原子炉格納容器温度（有効性評価における解析値）に余裕を見

込んだ温度とし，pH 制御装置運転後は，高 pH（pH＝14）を維持するものとしている。 
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4.2 異物の移行量 

ABWR のストレーナへ到達する異物は，以下の過程を経て移行すると想定される。 

ａ．LOCA 発生に伴い破断口から流出した原子炉冷却材がジェット流として噴出し，破断

流の影響範囲（ZOI）内にある保温材，塗膜片が破損飛散する。 

ｂ．LOCA ブローダウン過程および，その後の原子炉格納容器スプレイにより飛散した異

物等が洗い流され，原子炉冷却材やスプレイ水等と共に 10本のベント管を通じてサ

プレッションチェンバへ流入する。 

ｃ．サプレッションチェンバ内の初期の過程においては LOCA 時のブローダウン過程によ

り撹拌されている状況であり，サプレッションチェンバに流入した異物は，LOCA 後

速やかに起動した ECCS ストレーナに吸引され表面に付着する。 

 

重大事故等時においては， 

・耐 DBA 仕様塗装が LOCA 事象初期に全量剥離することは現実的には考えられず，実際に

は上記のａ．～ｃ．の過程の後，照射線環境，高温状態が長時間継続することで徐々に

剥離し，一部がスプレイ水とともにサプレッションチェンバへ流入すると想定され，さ

らにはサプレッションチェンバ内の流況は上記のｃ．と比較して静定している状況と考

えられる。 

・加えて，原子炉格納容器内に均等に分布されている耐 DBA 仕様塗装については，10 本

のベント管を通じてサプレッションチェンバへ流入されるため，代替循環冷却系で兼用

する ECCS ストレーナ（残留熱除去系ストレーナ(B)）の反対に位置するベント管（5

本）から流入する異物については，ストレーナに移行するとは考えられない。 

・また，その他の保温材等の異物についても，復水移送ポンプの使用開始は，事象発生後

22.5 時間後であり，その段階におけるサプレッションチェンバ内の流況は，上記の

ｃ．と比較して静定している状況であり，ブローダウン過程において流入した異物は，

サプレッションチェンバ底部に沈降している状況が想定される。なお，ABWR のストレ

ーナは，サプレッションチェンバ底面からストレーナ下端まで約    mm であり，沈降

した異物が再浮遊しストレーナへ移行することは考えられない。 

 

しかしながら，本試験条件の前提としては，重大事故等時の破損保温材以外の異物の想定と

して，サプレッションチェンバ流入後において，経路上での沈降やベント管の配置等を考慮せ

ず，全量ストレーナに到達するとしている（ドライウェルからサプレッションチェンバへの移

行割合及びサプレッションチェンバからストレーナへの移行割合はいずれも 100％としてい

る）。 

  

s 
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4.3 圧損試験における保守性 

① 試験流量 

重大事故等における各事象（有効性評価の事故シーケンスグループ）のうち，雰囲気圧力・

温度による静的負荷（格納容器過圧・過温）にサプレッションチェンバを水源として運転す

る代替循環冷却系の復水移送ポンプの通水流量は，    m3/h である。 

これに対して，圧損試験時には，保守的な試験条件となるよう    m3/h としている。 

なお，重大事故等時において，ストレーナの圧損上昇が確認された場合には，逆洗等の措

置により機能の回復が期待できるが，本試験は連続通水の条件にて実施する。 

② 試験水量 

圧損試験における水量は，異物濃度が実機で想定している異物濃度を下回らないように，

ストレーナ表面積あたりの水量を少なくしている。 

試験水量比（ストレーナ単位面積当たり）：      m3/m2 

実機水量比（ストレーナ単位面積当たり）：      m3/m2 

③ 温度条件 

圧損試験に用いる ECCS 水源の水温は，既工事計画書同様，原子炉設置変更許可申請書添付

書類十におけるサプレッションチェンバ水温解析結果である最低温度（約   ℃）に対して

保守的により低い   ℃としている。 

④ ストレーナ高さ 

試験装置のストレーナ取付け高さは，実機のサプレッションチェンバ底面からストレーナ

下端までの約    mm であるのに対して，試験プール底面からストレーナ下端までの約 

 mm と約     の高さとしている。 

試験装置のストレーナ下端が底面に近い位置となっているため，サプレッションチェンバ

底面近傍に存在する異物がストレーナに吸込み易い条件となっている。 
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5. 圧力低減設備その他の安全設備のポンプの有効吸込水頭について 

(1) 代替循環冷却系に用いる復水移送ポンプの有効吸込水頭に関する補足説明 

代替循環冷却系に用いる復水移送ポンプ（評価流量：    m3/h） 

記載内容 
根拠 

項目 値 

Ha：吸込み液面に作用する絶対

圧力 
     m 

吸込み液面に作用する絶対圧力は，有効性評価(雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）)解析より外部支援が期待できない 7日後の S/C 圧力が最

も低くなることから，保守的に有効性評価解析結果より厳しい S/C 圧力     MPa[gage]と大気圧を合わせた     m としている。 

Hs：吸込揚程     m 

静水頭は，以下の差分    m としている。 

●水源の水位：T.M.S.L.      m（サプレッションプールの最低水位） 

水源の水位としては，プラント運転時のサプレッションプールの最低水位とした。 

●ポンプの吸込み口高さ：T.M.S.L.      m 

H1：ポンプ吸込配管圧損      m 

サプレッションプールから復水移送ポンプまでの配管及び弁類圧損は，復水移送ポンプが以下の流量＊1で運転することを想定する。 

この場合，サプレッションプールから復水移送ポンプまでの配管及び弁類圧損の合計値は，     m となる。 

●復水移送ポンプ：   m3/h×2台 

ポンプ吸込配管中の圧損は，圧損合計値より     m に設定する。 

注記＊1：サプレッションプールから復水移送ポンプの吸込配管は，残留熱除去系ポンプ，高圧炉心注水系ポンプ，原子炉隔離時冷却系ポンプ及び高圧代替注水系ポン

プ並びに低圧代替注水系，格納容器下部注水系及び代替格納容器スプレイ系に用いる復水移送ポンプと共用する部分があるが，同時使用しない運用であるた

め，残留熱除去系ポンプ等の運転流量を圧損計算上で考慮する必要はない。 

H2：異物付着なしの状態におけ

るストレーナ圧損 
    m 

異物付着なしの状態におけるストレーナ圧損を，以下に示す。 

●ストレーナ本体部圧損：    m 

●ティー部圧損：      m 

合計       m を保守的に丸めて    m とする。 

H3：異物付着による圧損上昇      m 

異物付着による圧損上昇は，以下の数値を合計して求める。 [算出条件：復水移送ポンプの評価流量(保守的に    m3/h）を使用] 

●金属反射型保温材の付着による圧損上昇：          m 

●繊維質＊2，粒子状の異物＊2 及び化学影響生成異物による圧損上昇：        m 

合計値である      m としている。 

 

注記＊2：原子炉格納容器内の繊維質保温材はすべて撤去しているため考慮する必要はないが，NEDO-32721 式を適用するにあたり繊維質ゼロでは評価できないため，繊

維質ゼロ相当（薄膜効果の発生開始 3mm の 1/10）として 0.3mm 相当の繊維質を考慮している。 

NEDO-32721 式における d値は，ストレーナ圧損試験結果から下式にて求める。 

・繊維質異物，粒子状異物及び化学影響生成異物付着による圧損 

d ＝√
μ∙U∙t

ρ∙g
∙
Kh

h
 ＝           (ft)×0.3048(m/ft) ＝            (m)  

ここで， 

h＝       (ft) ，μ/ρ＝           （ft2/s）（試験水温      ℃），U＝       （ft/s），ｔ＝        (ft) ，g ＝32.2(ft/s2)，Kh ＝       

ここで算出されたｄ値に基づき，事故時の環境を想定した圧損評価を実施している。 

 h＝ 
μ∙U∙t

 ρ∙g∙d2
∙Kh ＝         (m)  

ここで， 

d＝           (m)，μ＝           （Pa･s）（評価水温    ℃），U＝        (m/s)，ｔ＝       (m)，ρ＝      （kg/m3）（評価水温    ℃） 

g＝9.80665(m/s2)，Kh＝       

hs：ポンプ吸込口における飽和

蒸気圧水頭 
5.9 m 

重大事故等時における復水移送ポンプの最高使用温度 85℃における飽和蒸気圧力水頭として，5.9 m としている。 

有効 NPSH 

(Ha+Hs－H1－H2－H3－hs) 
     m 

有効 NPSH は，以下の計算式により算出している。 

有効 NPSH＝Ha＋Hs－H1－H2－H3－hs 

＝                               －5.9m 

＝     m 

必要 NPSH     m 

代替循環冷却系に用いる復水移送ポンプ運転流量    m3/h における必要 NPSH としてポンプ性能より設定している。 

以上の計算結果より，有効 NPSH と必要 NPSH との関係は以下のとおりとなり，必要 NPSH が確保されることからポンプ運転状態として問題ない結果となる。 

有効 NPSH：      m＞必要 NPSH：    m 
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重大事故等時の発生異物量算出方法について 

 

重大事故等時において追加発生を考慮する耐 DBA 仕様塗装の塗装重量及び化学影響生成異物の発

生量は，いずれも原子炉格納容器内の構造物の表面積を基に算出している。 

本別紙では，原子炉格納容器内の構造物の表面積の算出について示したのち，耐 DBA 仕様塗装の

塗装重量及び化学影響生成異物の発生量について示す。 

 

1. 原子炉格納容器内の構造物の表面積について 

重大事故等時において新たに発生が想定される，耐 DBA 仕様塗装量及び化学影響生成異物量の

算出のため，原子炉格納容器内の構造物の表面積調査の概要及び調査結果を示す。 

 

1.1 調査概要 

原子炉格納容器内の構造物のうち，以下に該当する構造物の表面積を算出する。 

調査対象を表別 1－1に示す。 

 

表別 1－1 原子炉格納容器内の調査対象 

発生異物 調査対象 代表的な構造物 

耐 DBA 仕様塗装 原子炉格納容器内に設置され

ており，耐 DBA 仕様塗装が使

用されている構造物。 

RCCV 壁面・床面 

機器類 

配管・弁類 

架台・サポート類 

化学影響生成異物＊1 Al アルミニウム，又は Alを含

む合金メッキの構造物 

保温材外装板 

電線管＊2 

計測器 

Zn 亜鉛メッキ鋼，Znを含む合

金メッキの構造物，及びジン

ク系塗装が使用されている構

造物 

グレーチング 

電線管＊2 

Fe 炭素鋼材料の構造物，亜鉛メ

ッキ鋼の構造物 

耐 DBA 仕様塗装が使用さ

れている構造物のうち，

炭素鋼材料の構造物 

注記＊1：ドライウェル（上部ドライウェル及び下部ドライウェル）内に設置されている塗装され

た構造物については，重大事故等時において原子炉格納容器内環境に直接曝される塗装

の全量剥落を想定するため，下地の金属材料からの溶解を考慮する。 

＊2：電線管に使用している Al-Zn めっきは，Al：Zn の重量比が           ： 

であるため，全表面積を Al，Zn の重量比で按分して評価する。 

  

別紙－1 
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1.2 表面積の算出手順 

抽出された対象構造物の表面積の算出に当たっては，構造図等の設計図面を用いて，以下の

ように算出する。構造物の表面積算出方法を表別 1－2に示す。 

 

表別 1－2 構造物の表面積算出方法 

No. 設備種別 算出方法 

1 RCCV 関係 構造図等を用いて，構成部品単位の表面積を算出し，それらを足

し合わせて設備の表面積とする。 

2 配管・弁類 配管図を用いて，配管外周，配管長から配管の表面積を算出す

る。弁類についても配管と同様に表面積を算出する。 

3 配管サポート 【大口径（65A 以上）】 

サポート図を用いて，配管サポートの構成部材単位の表面積を

算出し，それらを足し合わせて配管サポートの表面積とする。 

【小口径（50A 以下）】 

配管口径毎に設定した代表形状の配管サポートの表面積とサポ

ート点数を掛け合わせ配管サポートの表面積とする。 

代表形状の配管サポートの表面積は，構成部材単位の表面積を

算出し，それらを足し合わせて算出する。 

また，サポート点数は，配管図を用いて，配管長，サポート間

隔（最も短いサポート間隔を用いる）から算出する。 

4 ダクト類 ダクト図を用いて，ダクト外周（折込部も外周として加算す

る），ダクト長さから表面積を算出する。 

5 電線管 【電線管】 

電線管配置図を用いて，外周，長さから表面積を算出する。 

【電線管サポート】 

代表形状の電線管サポートの表面積とサポート点数を掛け合わ

せ電線管サポートの表面積とする。 

代表形状の電線管サポートの表面積は，構成部材単位の表面積

を算出し，それらを足し合わせて算出する。 

また，サポート点数は，電線管配置図を用いて，電線管長，サ

ポート間隔（最も短いサポート間隔）から算出する。 

6 機器 構造図等を用いて，構成部品単位の表面積を算出し，それらを足

し合わせて設備の表面積とする。 

7 その他 構造図等を用いて，構成部品単位の表面積を算出し，それらを足

し合わせて設備の表面積とする。 

（チェーンブロック，モノレール等） 
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1.3 調査結果 

上部ドライウェル内の構造物の表面積調査結果を表別 1－3 に，下部ドライウェル内の構造

物の表面積調査結果を表別 1－4 に，サプレッションチェンバ内の構造物の表面積調査結果を

表別 1－5に示す。 

 

表別 1－3 上部ドライウェル内構造物及び表面積一覧 

分類 構造物 

構造物 

表面積 

(m2) 

耐 DBA 仕様

塗装面積 

(m2) 

溶解表面積 (m2) 

Al Zn Fe 

RCCV 関係 上鏡      

下フランジ      

トップスラブライナ      

ライナ      

ハッチ類      

ドライウェル貫通部      

ドライウェルスプレイ管      

ダイヤフラムフロア貫通部      

原子炉遮へい壁      

中性子遮へいプラグ      

RPV スタビライザ 

燃料交換ベローズ 
     

バルクヘッドプレート      

ドライウェル床      

DEPSS      

グレーチング      

その他構造物      

配管・弁類 配管・弁      

保温材外装板      

配管 

サポート 

大口径配管サポート      

小口径配管サポート      

ダクト類 ダクト      

ダクトサポート      

電線管 電線管      

電線管サポート      

ケーブル 

トレイ 

ケーブルトレイ      

トレイサポート      
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分類 構造物 

構造物 

表面積 

(m2) 

耐 DBA 仕様

塗装面積 

(m2) 

溶解表面積 (m2) 

Al Zn Fe 

機器 

(D/W クーラ) 

DWC 送風機      

DWC 冷却器      

DWC 除湿冷却器      

その他 電気関係品(P.BOX 等)      

チェーンブロック       

モノレール      

SRV 運搬台車類       

操作架台      

合  計      

注記＊：非 DBA 仕様塗装を使用している。物量については，表 2－1に示す。 
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表別 1－4 下部ドライウェル内構造物及び表面積一覧 

分類 構造物 

構造物 

表面積 

(m2) 

耐 DBA 仕様 

塗装面積 

(m2) 

溶解表面積 (m2) 

Al Zn Fe 

RCCV 関係 原子炉圧力容器基礎      

制御棒駆動機構レストレン

トビーム 
     

ハッチ類      

アクセストンネル      

貫通部      

真空破壊弁      

グレーチング      

共用ストラクチャ      

その他構造物      

配管・弁類 配管・弁      

保温材外装板      

配管サポート 大口径配管サポート      

小口径配管サポート      

ダクト類 ダクト      

ダクトサポート      

電線管 電線管      

電線管サポート      

機器 

(CRD 交換機) 

旋回レール架台      

プラットホーム      

取扱装置      

機器(RIP) RIP 昇降装置      

機器 

(D/W サンプ) 

D/W HCW サンプポンプ 

D/W LCW サンプポンプ 
     

D/W LCW サンプ冷却器      

その他 電気関係品(P.BOX 等)      

操作架台      

合  計      

 注記＊：非 DBA 仕様塗装を使用している。物量については，表 2－1 に示す。 
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表別 1－5 サプレッションチェンバ内構造物及び表面積一覧 

分類 構造物 

構造物 

表面積 

(m2) 

耐 DBA 仕様 

塗装面積 

(m2) 

溶解表面積 (m2) 

Al Zn Fe 

RCCV 関係 ライナ      

原子炉圧力容器基礎      

ハッチ類      

貫通部      

サプレッションチェンバ 

プラットホーム 
     

ダイヤフラムフロア 

シールプレート 
     

グレーチング      

底部ライナ      

サプレッションチェンバ 

スプレイ管 
     

真空破壊弁      

その他構造物      

配管・弁類 配管・弁      

配管サポート 大口径配管サポート      

電線管 電線管      

電線管サポート      

その他 電気関係品(P.BOX 等)      

合  計      
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2. 重大事故等時において追加発生を考慮する耐 DBA 仕様塗装の発生量 

重大事故等時には，設計基準事故時よりも照射線量が高く，高温状態が長期間維持されること

から，耐性の不確かさを考慮し，保守的に重大事故等時の原子炉格納容器内環境に直接曝される

もの全量剥落を想定する。また，ドライウェル内の塗装については，塗装分布，ベント管の配置

及び吹出方向に依らず，保守的に全量が ECCS ストレーナに移行することを想定する。 

塗装重量は，原子炉格納容器内の塗装されている構造物の表面積に，塗装膜厚及び塗装密度を

掛けることで算出する。 

重大事故等時の環境において剥落すると想定した耐 DBA 仕様塗装の算出結果を表別 1－6 に示

す。 

 

表別 1－6 耐 DBA 仕様塗装物量（SA 環境剥落）の算出結果 
 構造物の全表面積＊1 

(m2) 
塗装膜厚 
(mm) 

塗装密度 
(g/cm3) 

塗装重量＊3 
(kg) 

耐 DBA 仕様塗装 
（上部ドライウェル） 

 
塗装要領
より個別
に設定し
ている。 

    ＊2 

 

耐 DBA 仕様塗装 
（下部ドライウェル） 

  

耐 DBA 仕様塗装 
（サプレッションチェンバ） 

  

合  計  

   注記＊1：原子炉格納容器内の構造物の表面積算出については，別紙に示す。 

     ＊2：エポキシ系塗装の密度の代表値として    g/cm3と設定している。 

     ＊3：塗装重量の算出においては，保守的に裕度 1.1 倍を見込んで算出する。 

  

以上より，重大事故等時の原子炉格納容器内環境に直接曝される耐 DBA 仕様塗装の全量である 

 kg を保守的に丸め，     kg とする。 
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3. 化学影響生成異物の発生量 

化学影響生成異物の発生量は，自主対策設備である格納容器 pH制御設備によりサプレッショ

ンプール水に添加する水酸化ナトリウムと原子炉格納容器内に存在する構造物（Al,Zn,Fe を含

むもの＊）との化学反応により生成する量を，WCAP-16530 及び JNES-SS-1004 に基づき算出す

る。 

注記＊：原子力安全基盤機構の調査では，国内プラントは従来から化学影響の主要因と考え

られているアルミニウムや断熱材の腐食に加え，炭素鋼と亜鉛メッキ鋼腐食の影響

が大きくなる傾向が示唆されており，JNES-SS-1004 にて提案している化学影響評

価手法においても，Znと Fe の影響を考慮することが推奨されている。 

 

3.1 算出手順 

WCAP-16530 に規定されている化学影響生成異物の発生量（析出量）の計算手順は，原子炉

格納容器内に存在する構造物（Al,Zn を含むもの）の表面積に対し，原子炉格納容器内環境条

件（温度，pH）を考慮して算出した溶解速度式を掛けることで，Al,Zn の溶解量を算出する。

また，WCAP-16530 では考慮されていない Feについても，Al,Zn 同様に炭素鋼の腐食速度から

溶解量を算出する。 

化学影響生成異物による圧損評価においては，JNES-SS-1004 より，析出物と同等の圧損影

響がある圧損試験代替物（AlOOH）の量に換算し，圧損試験に用いる。 

圧損評価に使用する化学影響生成異物量の算定フローを，図別 1－1に示す。 

 

 

図別 1－1 化学影響生成異物量の算定フロー 
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 3.2 環境条件及び物質条件 

溶解速度式の環境条件を表別 1－7に示す。また，原子炉格納容器内に存在する構造物のう

ち，Al,Zn,Fe を含む構造物の表面積の調査結果を表別 1－8に示す。 

 

表別 1－7 想定する原子炉格納容器環境条件 

項目 評価条件 

想定シナリオ 
雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温） 

（代替循環冷却を使用する場合） 

評価期間 事故発生から 30 日間（720 時間）＊ 

原子炉格納容器内温度 

【ドライウェル】 

0～ 72hr：200 ℃ 

72～168hr：145 ℃ 

168～720hr：110 ℃ 

【サプレッションプール】 

0～ 12hr：160 ℃ 

12～168hr：175 ℃ 

168～720hr：150 ℃ 

S/P スプレイ水の pH 

【ドライウェル】 

NaOH 注入前：5.6 

（0～0.5hr 後） 

NaOH 注入後：14 

（0.5hr 以降） 

【サプレッションプール】 

NaOH 注入前：5.6 

（0～0.5hr 後） 

NaOH 注入後：14 

（0.5hr 以降） 

 注記＊：事故発生から 7日以降は，逆先等によるストレーナの性能回復が可能であることか

ら，30 日間の発生量が単一ストレーナに付着する想定は十分保守的である。 

 

 

表別 1－8 Al,Zn,Fe を含む構造物の表面積 

 Al (m2) Zn (m2) Fe (m2) 

上部ドライウェル    

下部ドライウェル    

サプレッションチェンバ    

合 計    
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3.3 溶解量評価 

3.3.1 アルミニウム（Al）の溶解速度 

Al の溶解速度式における係数を表別 1－9に示す。 

 

表別 1－9 Al の溶解速度式における係数 

元素 溶解速度式 単位 係数 

Al RR = 10^[A+B(pHa)+C(1000/T)+ 
D(pHa)^2+E(pHa)/(1000/T)] 

mg/(m2・min) A  

B  

C  

D  

E  

 

3.3.2 亜鉛（Zn）の溶解速度 

Zn の溶解速度式と係数を表別 1－10 に示す。 

 

表別 1－10 Zn の溶解速度式における係数 

元素 溶解速度式 単位 係数 

Zn RR = 10^[A+B(pHa)+C(1000/T)+ 
D(pHa)^2+E(pHa)/(1000/T)] 

mg/(m2・min) A  

B  

C  

D  

E  

 

3.3.3 炭素鋼（Fe）の溶解速度 

炭素鋼の溶解速度は WCAP-16530 に記載されていないことから，炭素鋼の腐食速度の文

献値＊1である 100 mdm（mg/dm2・month）（40℃～200℃，純水＊2）を用いて溶解量を評価

する。 

 

注記＊1：E.G. Brush, W.L. Pearl, “Corrosion and Corrosion Product Release in 

Neutral Feedwater”, Corrosion, 28, 129-135 (1972) 

    ＊2：炭素鋼の腐食は，事故時に想定されるアルカリ環境において，純水環境よりも抑制

されるが，保守的に純水における腐食速度を適用する。 

       丹野和夫，湊昭 “火力および BWR 発電プラントにおける腐食による障害と水処理” 
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3.4 溶解量の評価 

Al,Zn,Fe を含む構造物の表面積及び溶解速度から，各金属の溶解量を算出する。また， 

WCAP-16530 及び JNES-SS-1004 に基づき，溶解した金属全てが水酸化物として析出すると想定

する。各金属の溶解量及び生成することが想定される析出物を表別 1－11に示す。 

 

表別 1－11 各金属の溶解量と想定される析出物 

材料 
表面積 
(m2) 

溶解速度 
(mg/m2・min) 

溶解量 
(kg) 

想定される 

析出物 

アルミニウム（Al）    AlOOH 

亜鉛（Zn）    Zn(OH)2 

炭素鋼（Fe）    FeO(OH) 

 

3.5 化学影響生成異物量の評価結果 

圧損試験においては，各金属の溶解量と同等の圧損影響となるオキシ水酸化アルミニウム

（AlOOH）を使用するため，各金属の溶解を換算し代替物量（AlOOH 相当量）を求める。 

  3.5.1 代替物量評価 

各金属の AlOOH への換算係数（JNES-SS-1004 に規定されている換算係数）を表別 1－12

に示す。 

表別 1－12 各金属の Alへの換算係数 

材料 Al への換算係数 

アルミニウム（Al） 1 

亜鉛（Zn） 0.2 

炭素鋼（Fe） 2 

 

3.5.2 化学影響生成異物量評価結果 

各金属の溶解量及び圧損試験に用いる代替物量（AlOOH）の算出結果を表別 1－13に示

す。 

表別 1－13 各金属の溶解量及び圧損試験代替物量 

元素 溶解量 (kg) 
化学影響生成異物量 

換算係数 代替物量 (kg) 

アルミニウム（Al）  1  

亜鉛（Zn）  0.2  

炭素鋼（Fe）  2  

合 計  

 

以上より，圧損評価に用いる化学影響生成異物量としては，代替物量の合計値     kg

を保守的に丸めた     kg とする。 
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下部ドライウェルから 

サプレッションプールへの異物流入経路について 

 

下部ドライウェル内で発生した異物のサプレッションプールへの流入経路は，以下のとおりで

ある。流入経路の概要図を図別 2－1に示す。 

 

① 事象発生から 22.5 時間後において代替循環冷却系を運転し，破断口から復水移送ポンプ

の流量（    m3/h）相当の水が下部ドライウェルへ流入する。 

② 下部ドライウェルの水位が上昇し，ベント管のリターンラインを超えた場合，上澄みが

ベント管内へ流出する。これに伴い，水面付近の比重が小さい異物がベント管内へ移行

する。 

③ ベント管内へ流入した異物は，その流入速度が小さいため，比重が小さい異物はサプレ

ッションプール水面と同じ水位に留まる。 

 

 以上より，下部ドライウェルからベント管内へ移行し得る比重が小さい異物は，水面付近に存

在するものであり，これらの異物がベント管内へ移行したとしても，サプレッションプール水面

付近に存在することから，吐出管からサプレッションプール内へ流入する可能性は低いと考えら

れる。また，比重が大きい異物については下部ドライウェル内に沈降し，ベント管内へ移行する

ことはないと推測される。 

 

 

図別 2－1 下部ドライウェル内異物のサプレッションプールへの流入経路 
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